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Study　on　The　Consolidation　Characteristics　of　Soils

　　　　　　　　and　Consolidation　Test　Methods

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Synopsis

　　　　The　use　of　the　constant　rate　of　strain　consolidation　tests（CRS－test）is　proposed　in

order　to　evaluate　the　consolidation　characteristics　of　various　types　of　soils　underlain　by　or

used　for　a　landfi11．　The　theoretical　background　of　the　constant　rate　of　strain　consolidation

based　on　the　small　strain　theory　is　critically　reviewed．　In　addition，the　theory　of　the　constant

rate　of　strain　consolidation　based　on　the　large　strain　theory　is　developed．　The　CRS・test

methods　supported　by　these　theories　can　be　applied　to　various　practical　problems．

　　　　First　of　all，　the　applicability　of　the　CRS－tests　as　a　rapid　consolidation　test　is　examined

from　various　angles　and　the　range　of　strain　rate　to　be　chosen　for　the　test　is　suggested．　Sec－

ondly，　the　use　of　the　CRS・test　is　proposed　to　determine　the　consolidation　constants　for

very　soft　soils　and　consolidation　characteristics　of　very　soft　soils　taken　from　various　harbours

in　Japan　are　examined　in　the　wide　stress　range　incorporating　with　sedimentation　test　results．

From　these　studies，　the　correlations　of　consolidation　constants　with　the　plasticity　index，　Ip

are　found．　The　validity　of　the　CRS・tests　for　very　soft　soils　is　verified　through　the　analysis　of

the　self－weight　consolidation　phenomena　observed　in　model　landfills．　Further，　a　general

procedure　is　suggested　to　predict　the　settlement　in　a　very　soft　landfi11．　Thirdly，　the　CRS－

tests　are　applied　to　the　sand－clay　mixtures　and　found　to　be　effective　not　only　as　a　rapid

consolidation　test　for　soils　with　different　grading，　but　also　as　a　consolidation　test　method

f（）rsoils　with　a　lower　plasticity　index　to　which　the　conventional　oedometer　test　can　not　be

applied．　Fourthly，　the　evaluation　of　the　consolidation　phenomenon　that　takes　place　during

the　liquefaction　process　of　sandy　soils　are　examined　in　relation　to　the　prediction　ofliquefac－

tion．　Namely，　the　liquefaction　resistances　under　a　partial　drainage　condition　are　evaluated

using　the　test　method　specially　devised．　On　the　basis　of　a　series　of　experimental　data，　the

prediction　method　of　liquefaction　in　which　the　drainage　e　ffe　ct　is　considered　has　been

proposed．　In　this　connection，　it　is　suggested　thut　the　values　of　mv　and　k　of　permeable　soils

may　be　determined　by　using　the　CRS－test．

　　　　　Finally，　it　will　be　concluded　that　the　CRS・tests　are　applicable　to　various　types　of　soils

and　use　ful　to　cope　with　the　various　practical　problems　regarding　consolidution．



土の圧密特性とその試験法に関する研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　要　　　旨

　本研究は埋立地の造成とその跡地利用の合理的推進のために要請される土質工学上の重要な問題

として，特に埋立地盤における沈降現象，自重及び載荷重による圧密現象，ならびに液状化過程中の砂

質地盤の圧密現象を取り上げ，それらの特性の評価を行うため定ひずみ速度圧密試験の活用を提案

し，理論的ならびに実験的検討を行うとともに，実際上の諸問題に対処することを検討したもので

ある。

　本文では，初めに，標準圧密試験法の適用上の制約とそれに対処するための手段としての観点から

定ひずみ速度圧密試験法の有用性に関する考察を行った。次に，定ひずみ速度圧密試験法の理論的

側面について取り上げ，微小ひずみ理論にもとつく定ひずみ速度圧密理論について検討を行う一方，

大ひずみを考慮した定ひずみ速度圧密の理論的取扱を行った。その過程において，圧密定数の決定に

活用をはかるための図表を作成した。これらの定ひずみ速度圧密試験は各種の目的のため活用される。

　まず，粘性土の圧密定数を短期間に合理的に決定するための急速圧密試験に関し，定ひずみ速度

圧密試験法の適用性をいろいろな角度から検討するとともに，実用上のひずみ速度の範囲を明らか

にした。次に，超軟弱土の圧密定数の決定のために，大ひずみを考慮した定ひずみ速度圧密試験の

活用を提案した。本試験法により我国の代表的港湾より採取した海成粘土スラリーの圧密特性を明

らかにした。その際，沈降試験結果の活用により定められた微小応力状態における特性との連続性

が検討された。e～logσ’関係ならびに圧密係数CVの広範囲の応力領域における変化傾向が明ら

かにされた。これらの圧密特性は塑性指数1pと強い相関関係があることが見出された。超軟弱土

に対する圧密試験法の妥当性が模型粘土地盤の自重圧密現象の解析により検証され，また，原位置

における超軟弱地盤の沈下予測にあたっての検討方法の一般的手順が提案された。さらに，定ひず

み速度圧密試験法の混合土への適用性が系統的に調べられ，特に，標準圧密試験法の適用できない

低塑性の混合土に対しても有効に適用できることが明らかにされた。最後に砂質地盤の液状化予測

に関し，砂質土の圧密現象の評価が検討された。その際，地震時の現実の排水条件を考慮した液状

化試験法の開発が行われ，それを用いて部分排水条件における液状化強度の評価が行われた。さら

に，透水の影響を考慮した液状化の予測方法が提案され，砂質土の圧縮性及び透水性の評価手法と

して定ひずみ速度圧密試験法の活用法が提示された。

　以上述べた各種の問題への活用を通じ，定ひずみ速度圧密試験法を各種の状態の土に適用するこ

との有用性が明らかにされた。



第1章　序論

　1．1　研究の工学的背景

　国土が狭く四囲を海に取り囲まれた我国においては，

臨海部の沖積平野に都市が発達し，人口と生産工場がひ

しめきあっており，海面の埋立により新しい土地を造成

しようとする要求は従来より絶えない。ことに昭和30

年代後半には，産業経済の発展にともない，海面の埋立

により臨海工業団地としての土地造成が盛んに行われた。

その後，埋立地立地の重化学工場等から発生する公害問

題を端緒として，埋立地の安易な造成については批判的

な社会情勢とはなったが，都市再開発を目的とする埋立

地の造成はなお要請の高いものがある。近年，海洋開発

の必要性が叫ばれ海上空港や沖合人工島建設の要望が高

まり大水深地点での大規模埋立地造成がすすめられるす

う勢にある。しかしながら，我国の港湾地域は軟弱な沖

積層の堆積しているところが多く埋立造成を行い，さら

に，その上に構造物を建設する場合には地盤条件に対し

て多くの土質工学上の問題が存在する。

　埋立地における宿命的な問題として，沈下，とりわけ，

長期間にわたって継続する圧密沈下の問題がある。これ

には，埋立層自体の自重圧密沈下と埋立土を載荷重とす

る原地盤軟弱粘土層の圧密沈下がある。これに関連して，

埋立層下部の軟弱粘土層の圧密特性の把握と埋立土自体

の圧密特性の評価が必要となる。

　埋立層下部の圧密沈下量と沈下速さに関する予測は，

一次元圧密理論が原理的に適用可能なケースとして標準

圧密試験法により求められた圧密定数を用いて行われる。

しかし，標準圧密試験法は土質試験の中でも最も長時間

を要するものであり，沈下解析に必要な圧密定数を短期

間に合理的に定めようとすることが要請される。とりわ

け，埋立地における不同沈下の合理的推定のためには高
密度の土質調査の必要性が強調されており1）圧密試験の

急速化，自動化は実用上Q大きな検討課題となっている。

　一方，凌喋土を用いた埋立地造成の場合，埋立層が超

軟弱であることが多く，そのような場合の沈下の予測な

らびに地盤改良工法を選定するにあたって，設計の基本

となる埋立土の圧密特性の評価が不可欠となる。従来，

埋立地造成計画は航路や泊地の凌漂事業による凌諜土の

処理の問題と関連してたてられることが多く，必要な埋

立土量は航路・泊地の凌諜土量とバランスするように計画

するのが基本的な考え方である。しかしながら，凌深土

自体が軟弱な場合は造成された埋立土自体にも重要な問

題点が生じてくる。このような地域の土地造成に対して

は，それぞれの地域の地盤条件，跡地利用計画に応じて

最も適した工法を選定し，合理的な施工を行うことが必

要となる。近年，環境保全の観点から海底汚泥の処理処

分が大きな問題点となっている。処理処分の対象とされ

る汚泥は大別すると有害物質含有汚泥，油分含有汚泥，

有機物含有汚泥ないしはそれらの複合物である。これら

の汚泥処理の基本は凌喋と埋立であるが，従来からの凌

漂埋立工法では，凌喋時の汚泥のかく伴や埋立地での余

水の流出など二次汚染の危険性がある。したがって，汚

泥の処理処分にあたっては汚泥の凌諜，処理過程及び埋

立後の挙動までを十分配慮した対策の必要性があり，工

事にともなう環境汚染をできるかぎり少なくするような

方法を選定して，拡散防止，余水処理などに努めるとと

もに魚介類対策や環境監視にも十分配慮することが要望

されている。このような状況下における埋立処分地の設

計に関しては土質工学的観点から考慮すべき重要な問題

がある。中でも汚泥の埋立処分地としてのスペースに制

約がある場合が多く，竣喋及び埋立時における土量計算

については従来の埋立地の設計にくらべてはるかに高い

精度が要請される。その際，特に問題となるのが埋立処

分地における沈下量の予測であるが，そのために必要と

される超軟弱土の沈降及び圧密特性の評価については未

解決のままである。なお，本論文においては超軟弱土と

は自然含水比w・＝＝150％程度以上の土を指すものとす

る。

　埋立地は一次元圧密理論にもとつく沈下解析法が適用

可能な条件にある。しかしながら，埋立層下部の軟弱層

における沈下の予測精度はかならずしも十分ではなく，

その原因についても色々な観点から検討がなされている。

特に，シルト層のように透水性の大きい土に対しては沈

下解析に必要な圧密定数を決定するための標準圧密試験

法に適用限界が存在することが重要な問題点として指摘

されており2」それに対する解決策が要請されている。

　埋立地が砂質土で造成された場合には，埋立層下部の

軟弱層による沈下のほかに埋立地盤の液状化の予測と対

策が必要な検討事項となる。地震時の地盤の液状化を取り

扱う場合，完全非排水条件を仮定することは従来の基本

的な考え方であったが最近では透水性の影響を考慮する

ことが重要視されている。このような場合に，砂質地盤

の透水性及び圧縮性をどのように合理的に評価し，液状

化予測の中に反映させるかということは重要な研究課題

となっている。

　埋立地の造成とその跡地利用を合理的にすすめるにあ

たって色々の問題があるが，とりわけ，上述したような

土質工学上の問題点に配慮することが基本的に重要と考

えられ，本研究はこれらの問題とその解決への要請に対
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処しようとするものである。

　1．2　研究対象とその分類

　本研究の工学的な背景は前述したように埋立地におけ

る土質工学上の問題点とその解明への要請である。その

中でも埋立地盤における沈降・圧密ならびに透水に係わ

る問題，すなわち，埋立地盤における沈降現象，自重及

び載荷重による圧密現象ならびに液状化過程中の圧密現

象を研究対象としている。具体的には，1）粘性土を対

象とした急速圧密試験に係わる問題，2）超軟弱粘性土

を対象とした凌喋土の埋立処分に係わる問題，3）シル

ト質土を対象とした圧密の予測とその精度に係わる問題

ならびに，4）砂質土を対象とした透水の影響を考慮し

た液状化の予測に係わる問題を取り上げている。

　これらの課題に共通するものは圧密現象であるが，そ

の評価を標準圧密試験法により行うことは困難である。

本研究においては各種の条件における圧密現象の評価の

ため，定ひずみ速度圧密試験法の活用を試みており，定

ひずみ速度条件における土の特性を把握することにより

実際上の問題に対処することを検討している。これらは，

また，いずれも部分排水条件における各種の土の力学的

特性に関する問題であり，間隙水圧の挙動の追跡により

有効応力の原理にもとつく整理を行うことを基本として

いる。

　t．5　論文の構成

　本研究論文は上述した背景のもとでの研究課題を対象

としており、その内容は以下の各章より構成されている。

　まず，第2章においては，標準圧密試験法の適用上の

制約とそれに対処するための手段としての観点から連続

載荷方式による圧密試験法の有用性に関する検討を行う。

　第5章においては，微小ひずみ理論にもとずく定ひず

み速度圧密の理論的側面について考察を行うとともに，

大ひずみを考慮した定ひずみ速度圧密の理論的取扱を提

示する。

　第4章においては，粘性土の急速圧密試験に関する比

較・検討を行い，定ひずみ速度圧密試験法を急速圧密試

験法として活用する場合の適用条件に関する考察を行う。

　第5章においては，超軟弱地盤における沈下予測の現

況と問題点を検討し，超軟弱土の圧密定数の適切な評価

のため，定ひずみ速度圧密試験法の活用を提案する。

　第6章においては，第5章で提案した試験法と沈降試

験法を併用することにより，広範囲の応力領域の超軟弱

土の圧密特性を調べる方法を提示し，我国の代表的な港

湾より採取した超軟弱土に適用する。

　第7章においては，模型槽における自重圧密現象の観

測と解析を行い，第5章で提案した方法により決定した

圧密定数の妥当性を検討する。あわせて，超軟弱地盤の

沈下予測方法の一般的手順を提案する。

　第8章においては，粒度組成の広範囲に変化する砂と

粘土の混合土に対し，標準圧密試験法の適用限界ならび

に定ひずみ速度圧密試験法の適用性に関する検討を行う。

　第9章においては，砂質土の液状化過程における透水

性の影響の定量的評価とその影響を考慮した液状化の予

測に関する提案を行う。これに関連して，定ひずみ速度

圧密試験法の砂質土への適用性についての検討を行う。

　第10章においては，第9章までの成果を要約し結論と

する。

参考文献
1）奥村樹郎・土田　孝：“土質定数のばらつきを考慮

　した不同沈下の推定”，港研報告，第20巻，第3号，

　1981，　pp．131－138．

2）小林正樹・松本一明・奥村樹郎：“広島空港におけ

　る圧密沈下現象の解析”，第19回土質工学シンポジウ

　ムー圧密試験法とその結果の解釈一，1974，pp．

　61－70．
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第2章　土の一次元圧密とその評価法

　2．1　概脱

　広大な埋立地における粘性土地盤の沈下は典型的な一

次元圧密現象とみなしうる。その場合の沈下量の評価は

Terzaghiの一次元圧密理論にもとつく標準圧密試験の

結果を用いて行われる。実際には三次元圧密と考えられ

る問題さえも標準圧密試験により求められた圧密定数を

経験的に修正して使用することが行われている。このよ

うに粘性土地盤における実際の沈下解析の面では，ほと

んど標準圧密試験法にもとつく結果が用いられて1いるのが

現状である。

　しかし，標準圧密試験は試験終了までに長時間を要す

ること．微小応力領域ないしは高含水比を持つ土に対し

ては適さないこと，透水性の大きい土に対しても不適当

であることなどのいくつかの制約がある。さらに，また，

砂質地盤における液状化現象の予測には浸透流の影響を

考慮することが必要となる場合があり，また，液状化に

よる砂質地盤の沈下予測を行う場合など，砂質地盤の圧密

及び圧縮特性の評価が必要である。このような場合，標

準圧密試験を適用することは圧縮性の評価を目的とする

以外には全く不適当である。

　著者は上述の各種の制約に対しては後の章でそれぞれ

明らかにされるように定ひずみ速度圧密試験の活用が有

効であることに着目し，上述の各問題に対処することを

検討している。本章においては，定ひずみ速度方式の圧

密試験の各種の問題への適用性を検討するのに先だって，

標準圧密試験法のように段階的載荷方式による載荷方法

と定ひずみ速度圧密試験法のように連続的な載荷方式に

ついて一次元圧密の評価方法としての観点から両試験法

を検討している。

　2．2　標準圧密試験法の問題点

　2．2．1　一次元圧密と標準圧密試験

　粘土地盤の表面に無限幅の荷重を加えると間隙水の流

れも圧縮も鉛直方向にのみ生ずる。このような場合の圧

密は一次元圧密と呼ばれ，Terzaghiの理論的体系化以来，

実際問題への幅広い適用がはかられている。

　Terzaghiの一次元圧密理論は以下の10個の仮定に
基づいている30）

　①粘土は均質である。

　②粘土は完全飽和である。

　③　粘土粒子も間隙水も非圧縮性である。

　④　粘土にかかる圧密荷重は圧密期間中を通じ，また，

　　全粘土層中どこをとっても一定値をとる。また，粘

　　土層の自重による応力は無視する。

　⑤　粘土の骨組構造の圧縮は荷重方向に一次元的に生

　　じ，横方向には生じない。

　⑥　粘土の間隙水の流れも圧縮方向と同じで，一次元

　　的に生じる。

　⑦　間隙水の流れはDarcyの法則，　v＝kiにしたが

　　う。ただし，vは流速，　kは透水係数，　iは動水勾

　　配である。

　⑧　有効圧密応力σ’と粘土の圧縮ひずみ量とは直線

　　的関係にある。すなわち，体積圧縮係数Mvは圧密

　　過程中一定値をとる。

　⑨　粘土の透水係数kは圧密過程中変化しない。した

　　がって，圧密係数cv＝k／（mv　rw）も一定である。

　⑩　圧密中の粘土の厚さの変化による影響は無視する。

　以上の仮定により，　（2．1）式で示す圧密基本式が導

かれる。

∂u　k　∂2u　　∂2u
可＝m．rωπ＝o一π

（2．1）

　ここに，c。＝k／＠m。　rw）は圧密係数，　kは透水係数，

んは間隙水の単位体積重量であり，k，Mv，Cvは圧密

中一定と仮定されている。

　Terzaghiの圧密理論では，圧密の時間的な進行が（2．

1）式のように過剰間隙水圧の時間的消散という型で表

されているが，これは粘土層の圧縮の程度と同等である。

　（2．1）式を両面排水条件ならびに過剰間隙水圧一定

の初期条件のもとに解いて得られる過剰間隙水圧の時間

的場所的分布から平均化して得られる粘土層の平均圧密

度～時間関係

・一・嘉景…（－M・Tv）

　　π（2m＋1）
M＝
　　　　　2

（2．2）

は標準圧密試験法における圧密定数決定の基本となるも

のである。ただし，Tv＝cvt／牙は時間係数と呼ばれ，

圧密速さの計算に用いられる。

　標準圧密試験法では，間隙水圧は測定されず，定荷重

条件のもとにおける時間～沈下曲線から各荷重段階にお

ける圧密定数を所定の方法で求めることになる。この際，

標準圧密試験実施上，以下に述べるようないくつかの問

題点が指摘されている。

　2．2．2　荷重増加率

　標準圧密試験の場合には，荷重は0．1，0．2，0．4，0．8

……… P2．8kgf／cm2と次々に倍増され，各荷重段階ごと

に時間・沈下曲線が測定される。すなわち，標準圧密試

一10一



験においては荷重増加率dp／pは1に保たれている。

しかし，実際の地盤での圧密においては，dp／pはかな

らずしも1．0ではなく，dp／p＜1．0の場合が多い。室

内試験ではできるかぎり，実際の条件に近づけるべきも

のとすると荷重増加率の圧密試験結果に及ぼす影響が問

題となる。

　荷重増加率の影響については，Taylori）をはじめとし

て，古くより多くの研究が行われている。これらの研究

の対象は圧密沈下の時間的変化，圧縮曲線，二次圧密な

どである。

　圧密沈下の時間的変化については，Leonardsらが一

連の実験的研究を行っており，圧密沈下曲線の型を図一

2．1のように3つのパターンに分類している。（le・nards
　2），3）

　　）。荷重増加率が十分大きい（dρ／p≧1．0）とタ他

イブ1の沈下曲線が得られるのに対し，dρ／pが小さい

場合には，皿または皿のタイプの沈下曲線が現われるこ

と，そのうち，皿のタイプは荷重増分が先行圧密応力を

またいで加えられる場合，皿は先行圧密応力より十分大

きい応力において荷重増分が加えられる場合の沈下曲線

である。各シリーズの実験においては過剰間隙水圧が測

定され，過剰間隙水圧ゼロとなる時間が図一2．1上にお

いて示されている。また，それにより一次圧密と二次圧

　　提
ξ

810
三20
…，。

』

三

〇50

Time－minutes

“芋一味喰ぎ、一ケ

△P

㎏f

Zero　pore　pressure

図一2．1　時間～沈下曲線に及ぼす荷重増加率の影響
　　　　　（Leonards－Gi　rault，1961）

密の部分が区別されている。

　タイプ皿または皿の型の沈下曲線については，粘土の

骨組構造の強さにくらべて，かなり小さい荷重をかけた

場合には，内部に間隙水圧が十分発生せず，沈下曲線が

Terzaghi型よりもクリープ型になる。このような場合

に通常の方法によりCvを決定したとしてもcv本来の意
味が失われたものとなる。Newland－Allely4）も荷重増加

率の1より大きい場合に対して圧密曲線に及ぼす影響を

実験的に調べ，dp／pが10ぐらい大きくなると全沈下

量はほとんど一次圧密のみからなり，TerZagbiの一次

元圧密理論にしたがう時間～沈下曲線を示すことを指摘

している。

　圧縮曲線に及ぼす荷重増加率の影響については，載

荷速度とからめて，多くの実験的な研究が行なわれ．て

いる。Leonards－Ramiah5）によると2～3時間から数

週間の範囲の載荷時間は以下の条件の場合にはほとんど

圧縮曲線に影響を及ぼさない。すなわち，①過剰間隙

水圧が実質的に消散しうる程，十分長時間が経過して

いること，②荷重増加率が充分大きいこと，③異常に

高い二次圧密が生じないことなどである。しかしながら，

荷重増分が小さい場合には，載荷時間の影響を受ける。

20

L8

Φ　1．6

1．4

12

o，1

　　　　　　　全巳く1

　　　’、／P
グ＼＼

全巳＞l
P

1．O

＼さ

＼さ

P　（kgf／cm2）

10

＼、

図一2．2　荷重増加率による圧縮曲線の相違
　　　　　（Leonards－Ramiah，1959）

1∞

　図一2．2は圧縮曲線に対する荷重増加率の影響を示し

たものの一例である（Leonards，他5）1）。図一2．2より荷

重増加率が小さい場合，圧密降伏応力pcが大きく現われ，

圧縮指数も大きくなる。

　圧密係数Cvに及ぼす荷重増加率の影響は非常に大き

い。図一2．　1においてタイプ1の沈下曲線の場合には，

Terzaghi型の沈下曲線としてevが合理的に決定される。

一方，図一2．tのタイプ皿または皿の沈下曲線は過圧密

領域における圧密の場合に見られるものであるが，この

ような場合，内部に間隙水圧が十分発生せず，沈下曲線

がクリープ型になるため沈下がTerzaghiの一次元圧密

理論に従うものとして，圧密係数cvを強引に求めるこ

とは無意味となる。

　2．2．3　周面摩擦

　慣用の標準圧密試験においては，供試体は金属製のリ
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ソグの中に入れられ，側方拘束された状態で軸方向の圧

縮を受ける。この際，試料とリングの間に圧密過程中及

び圧密終了時にリングに対する側方圧力により周面摩擦

が生じる。

　Taylor1）が周面摩擦の影響に関する系統的な研究を行

い，周面摩擦係数として，O．1　5～O．30を見い出し，さ

らに，全荷重の80～90％程度の荷重しか供試体下端に

伝達され得ないことを報告して以来，多くの研究者によ

る研究が行われ，その定量的評価が試みられている。周
面摩擦の影響については，Hansbo6），’ ﾄ田7），　Leonards

－GiraUIt2） C中㎡）及び門㎡）「10）らの研究がある。

’Hansbo6）
ﾍTaylorが用いたものと同様の浮動リング

タイプの圧密試験装置を用い，周面摩擦の測定を行い，

周面摩擦係数として，それぞれO．1　5～O．30及びO．1　7～

0．29の値を報告している。
　　　7）
　柴田も浮動リングタイプの圧密試験機を用い，圧密

リングを4本の柱を介してベローズで支え，ベローズ内

の水圧の調節により周面摩擦を直接測定する方法と三軸

圧縮試験機のセル中にセットされた供試体にとりつけた

側方変位計により側方変位ゼロの無摩擦圧密試験を行い，

その結果と標準圧密試験結果を比較する方法により，周

面摩擦の定量的評価を行っている。その結果，初期間隙

比の小さいものほど周面摩擦は大きいこと，周面摩擦係

数は試料により15～30％の範囲にあり，荷重の増加に

よりほぼ15％程度に収れんすることを見い出している。

　Leonards－Girault2）もHansbo6）と同様の装置に底面

間隙水圧の測定を可能にした機能を持たせた装置により，

各種の摩擦力の減少対策を検討している。その結果，リ

ング内にテフロンコートを施し，かつ，グリースを塗布

することにより，減少効果が大きいことを報告している
　　　　　　　　2）
（図一2．5参照）　。

　中瀬8）は固定リングタイプの圧密試験機を用い，供試体

高さを1～4cmにかえ，圧密試験中に圧密リング下端

に伝達される荷重をプルービングリングにより測定する

方法により周面摩擦の定量的評価を行ない，これらが

圧縮曲線，ra～平均有効応力，　lk～平均有効均応力に及

ぼす影響を検討している。また，周面摩擦に関する

Taylorの解析法にTerzaghiの近似的な圧密解法を応用

することにより圧密過程中の周面摩擦の定量的評価を行

っている。その結果，周面摩擦係数は0．15～O．3　Oにあ

ること，通常の寸法の供試体に対しては，平均有効荷重

は75～90％程度にあることを報告している。さらに，

重要な結論として圧密定数に及ぼす影響については，

mv～p，　k～pの型でプロットすると周面摩擦の影響

をほとんど受けないことが指摘されている。
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最大周面摩擦に及ぼす圧密リング表面処理
方法の効果（Leonards－Girault，1961）

　　　9），10）
　門田　　　　　は周面摩擦に関する広範囲な研究を実験的，

理論的に行っている。門田は周面摩擦による影響を考慮

した圧密基本式を導き，その数値解をもとに，圧密係数

及び体積圧縮係数を決定する慣用の方法について，周面

摩擦の影響を理論的に検討している7）また，門田は各研

究者により実測された周面摩擦力はかならずしも一致し

ていないが，それらのデータを有効応力にもとついた整

理を行うと比較的良い一致がみられることを指摘してい

る。この場合，周面摩擦係数は有効応力の小さい場合に

かなり大きい値が得られ，有効応力の増大とともにほぼ

一定値に収れんする傾向があること，周面摩擦係数が一’

定となる有効応力は先行圧密応力により異なり，先行圧

密応力の数倍程度であることが指摘されている。

　2．2．4　載荷時間

　標準圧密試験においては，各荷重段階の載荷を24時

間ごとに行うこととしているが，この載荷時間は全く便

宜的に定められたものであり，現実の載荷条件とは一致

していない。通常の圧密試験の場合，いわゆるTerzaghi

の一次元圧密理論にしたがう一次圧密の部分は一時間程

度以内に生じていることが多く，24時間の載荷時間の

ほとんどの部分は二次圧密の部分に対応している。

　載荷時間の圧密試験結果に及ぼす影響については，
C・・・…d”’

奄戟E同一樋増加率r・p／Pに対し，各段階の

載荷を一次圧密終了時，24時間及び1週間の3種類に
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図一2．4　圧縮曲線に及ぼす載荷時間の影響
　　　　　（σrawford，1964）

変えた圧密試験を実施し，各ケースの圧縮曲線を比較し

ている。それらの結果が図一2．4に示されている。図一

2．4より載荷時間が長くなると各荷重段階での沈下量が

大きくなるため，圧縮曲線が下方へ平行移動する。これ

らの各圧縮曲線よりCaSagrandeの圧密降伏応力が求めら

れるが，載荷時間が長くなるとこの値は小さくなる。し

かし，図一2．4は，また，載荷時間の長短によって処女

圧縮曲線の勾配はほとんど影響を受けないことをも示し

ている。このことは圧密降伏応力が載荷時間により変わ

るものであり，CaSagrandeにより当初提案されたよう

な圧密先行荷重を表すものでないこととともに，後述するよ

うな急速圧密試験法の有効性を支持する根拠ともなって

いる。

　2．2．5　パックプレッシャーの影響

　原位置から採取した試料を用いてせん断試験を行う場

合には，試料が原位置で受けていた状態にもどしてやる

操作，すなわち，パックプレッシャーを加えてやること

が有効であることが認められている。間隙水圧の測定を

ともなう場合には，特に有効かつ必要な処置である。

　標準圧密試験の場合には，過剰間隙水圧の測定は行わ

ないが，原位置から採取された不撹乱試料を用いる場合

には試料は多かれ少なかれ乱れの影響を受けやすく，か

っ，不飽和状態となりやすいのでパックプレッシャーを

加えることはこの場合にも有効な処理と考えられる。

　標準圧密試験の場合にバックプレッシャーがどのよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　12）　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び赤井・小な効果を及ぼすかについては，Loweら
　13）
　　の研究がある。Loweらはパックプレッシャー載荷の谷

可能な圧密装置を用い，一次元圧密を行った。この結果，

パックプレッシャーをかけることにより，圧密係数Cv

の過圧密領域における不安定性がなくなり，正規圧密領

域を含む広範囲の応力領域において平坦化する傾向があ

ることを見い出している。また，圧密曲線における初期

補正の必要性がなくなったことをも報告している。赤井・

小谷はバックプレッシャーをかけて三軸圧密試験を実施

することにより，パックプレッシャーなしの場合にくら

べて二次圧密の量が相当減少すること，また，全沈下量

はバックプレッシャーを加えるとやや減少する傾向があ

ることを報告している。

　2．5　連続載荷方式による一次元圧密

　粘土層の圧密沈下量，沈下速さを推定するための定数

を求める標準圧密試験は非常に理想化された型ではある

が現地の外力，変形，排水条件を一応近似させた条件で

行なおうとするものである。標準圧密試験の載荷形式と

しては，一定荷重を段階的に載荷する方式が採用されて

いる。

　連続載荷圧密試験は荷重を連続的に載荷し，この間の

荷重，変位，間隙水圧を計測するものであり，変形は有

効応力により規制され，変形に関係する定数は載荷方法

によらないということを前提条件としている。荷重，変

位，及び間隙水圧のうち，いずれを制御するかにより次

の3つの方法がある。

　①　定ひずみ速度圧密試験一ひずみ速度一定

　②　定載荷速度圧密試験一載荷速度一定

　③　定動水勾配圧密試験一底部間隙水圧一定

　定ひずみ速度圧密試験はCrawfordによりe～logσ’

関係を合理的に定める試験法として試みられた。すなわ

ち，標準圧密試験は現実に想定されるよりもはるかに過

大なひずみ速度で実施されており，現実にあった条件で

の圧縮性を求めるためにはほとんど過剰間隙水圧の発生

を許さないような試験をする必要があるとされ．ひずみ

速度を制御した試験が行われた。この試験法については，

その後，急速圧密試験法としての有用性が注目され，
Byrneら14），　Sm　i　th　15），　Wi　ssaら16）などにより，理論的

な取り扱いが行われ，e～logσ’関係のみならず圧密諸

定数も定められるようになった。この方法は急速圧密試

験としてのみならず各種の用途への応用が可能であり，

それらについては後の章において述べる。
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　定ひずみ速度圧密試験法の考え方に示唆を受け，1969

年頃に，定載荷速度圧密試験及び定動水勾配圧密試験が

それぞれ，網干ら17）及びL・weらls）により相ついで提案

された。網干らは段階方式の圧密試験における時間～沈

下曲線の型や一次圧密及び二次圧密の割合が前述のよう

に層厚Hや荷重増加率dp／pを変えると大幅に変わるこ

とから，標準圧密試験に固執することは得策ではなく，

実験誤差の範囲内で合理的な圧密定数の決定の可能な方

法があれば，それを標準圧密試験法の代用として用いる

ことは実用上十分の価値があるとの観点から定載荷速度

方式を提案している。一方，Loweらは圧密試験は原位

置の土要素の受ける条件をできるかぎり近似させて行う

必要があるが，標準圧密試験の場合の排水面と不透水面

（中央面）の間の間隙水圧の変動は現実の動水圧にくら

べあまりにも過大であることから動水勾配を現実のそ

れに対応した条件で試験を行う必要があるとの観点から

定動水勾配圧密試験を提案している。この方法において

は，不透水面での間隙水圧を一定とするよう鉛直応力を

変化させることになる。

　上述の3種類の試験方法は線形材料の場合には全く同

等になる。実際には土の応力～ひずみ関係の非線形性の

ため3種類の試験は異なることになる。

　これらの3種類の試験方法のそれぞれについて，荷重，

沈下及び間隙水圧の関係を標準圧密試験の場合と対比し

て描くと以下のようになる。

　図一2．5は標準圧密試験の場合の荷重及び沈下の模式

図を示す。図一2．　6及び図一2．7は定ひずみ速度圧密試

験及び定載荷速度圧密試験の場合の荷重，沈下，間隙水

圧の関係を示すものであり，それぞれ，変位または荷重

を時間tに対して線形的に増加させることにより連続的

載荷が行なわれる。図一2．8は標準圧密試験及び定動水

勾配圧密試験の場合の過剰間隙水圧のアイソクロンを対

比して示す。
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図一2．8　標準圧密及び定動水勾配圧密試験における
　　　　　間隙水圧のアイソクロンの比較（Lowe，他，
　　　　　1969）

　上述した連続載荷方式による圧密試験の場合，いずれ

も，供試体の片面から排水し，他の面で間隙水圧を測定

し，平均的な有効応力とひずみの関係ならびに圧密定数

を計算する。したがって，各載荷段階毎に過剰間隙水圧

が完全に消散してしまうまで待つ必要のある標準圧密試

験にくらべ，急速化をはかるうえで本質的に有利な面が

ある。特に，定ひずみ速度圧密試験の場合については，

以下のような指摘がある。

　Hamilto．ら19）は試験供試体を乾燥後調べたところ，

標準圧密試験の場合には，周面摩擦にともなう応力変化

の状況が著しいことが観察されたのに対し，定ひずみ速

度圧密試験の場合には，そのような傾向ははるかに小さ

いことを見い出している。Vaid　6mes標準圧密試験の場

合，先行圧密応力の決定が困難であるのに対し，定ひず

み速度圧密試験の場合，みかけの先行圧密応力の決定が

正確に行えることを指摘している。また，Wissaら16）は

定ひずみ速度圧密試験においては試験時間が短縮しうる

こと，応力～ひずみ及び圧密特性が試験中，連続的に得

られること，したがって，既往最大圧密応力がより正確

に定義されること，現地条件に近い小さな動水勾配で試

験しうること，ならびに自動化が容易であることを利点

として指摘している。

　上述したように，連続載荷圧密試験法は急速圧密とし

ての用途のみならずいずれも自動制御，自動記録が容易

であり，したがって，圧密定数の決定が容易であるとい

う点で将来性の高い方法と考えられる。中でも定ひずみ

速度圧密試験は試験装置自体も簡単であり，また，操作

も最も容易であり，用途も広い点で有用性が高い。それ

らの詳細については後章で検討されている。

　2．4　結言

　本章においては一次元圧密とその評価方法についてと

り上げた。まず2．　1では粘土地盤の圧密沈下計算に必要

な定数を決定するため，標準圧密試験法が通常使用され

るが，目的あるいは対象土質によっては，いくつかの制

約があることを指摘した。2．2では標準圧密試験法自体

の問題点について従来の研究成果を概観し，その試験結

果への影響について検討した。また，2．5では連続載荷

方式の圧密試験についての一般的特性にふれ，標準圧密

試験の制約に対処するための手段としての観点から連続

載荷方式の圧密試験の有用性について検討を行った。

　以上の検討の結果，標準圧密試験の持つ制約に対処す

る方法として連続載荷方式の圧密試験が有用であり，こ

れらはいずれも自動制御，自動記録が容易であるという

点で将来性が高いこと，中でも，定ひずみ速度圧密試験

法は試験装置の簡易性，操作の容易さという点で有用性

が高く，かつ，各種の目的への用途が広いことが指摘さ

れる。
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第5章　定ひずみ速度圧密試験の理論的背景

　5．1　概脱

　荷重，変位，間隙水圧のうちのいずれか1つを制御し，

他の2つの項目を実測することにより圧密定数を定める

連続載荷方式の圧密試験のうち，変位の時間的変化を一

定に保つものが定ひずみ速度圧密試験である。定ひずみ

速度圧密を受ける供試体の挙動を理論的に取り扱うにあ

たって既知の条件は供試体の上下両端面における荷重ま

たは応力，供試体下端面における過剰間隙水圧，ならび

に定ひずみ速度条件，すなわち，供試体の頭部の変位が

一定速度で強制変位を受けるという条件である。供試体内

部の応力または変形条件については，特殊な手法が開発さ

れないかぎり不明であるため，その挙動の取り扱い方に

より異なった理論的アブローチがある。

　定ひずみ速度圧密試験の結果の解釈については，ひず

みの取り扱いにより大きく2つに大別される。1つは微

小ひずみの仮定が成立するものとして理論式を誘導する

ものであり，他の1つは有限ひずみを考慮するものであ

る。微小ひずみが許容される場合に対しては，Smith－

Wahlsの方法？Byrne－Aokiの方法？及びWissaらの方

法3）’4）がある。また，スラリー等のような超軟弱土の圧密

に対して，大ひずみを考慮した定ひずみ速度圧密の解釈方

法については著者ぎ）’6）s7）の方法がある。また，同様の

アプローチがLee13）によっても採用されている。

　本章では定ひずみ速度圧密試験の理論的側面について

取り上げ，微小ひずみ理論にもとつく試験結果の解釈法

及び理論解に対する検討，大ひずみを考慮した定ひずみ

速度圧密試験の解釈に関する著老らの方法について記述

している。

　5．2　微小ひずみ理論にもとつく定ひずみ速度圧密理

　　　　論

　3．2．1　Smith－Wahlsの研究
　Smithら1）は定ひずみ速度方式の圧密の理論解を導くに

あたり，Terzaghiの一次元圧密理論と同様の仮定（一部

の仮定は不要）を設け，圧密基本式として（3．1）式を

採用している。

旦の
　θ

1十
　1　＝

％2

2　Z∂∂

亙㍍
（3．1）

　ここに，kは透水係数で深さ方向に一定，　eは間隙比，

γ．は水の単位体積重量，uは過剰間隙水圧である。

　側方拘束状態における定ひずみ速度条件より，（3．　2）

式が成り立つ必要がある。

dV
－＝－qAdt

（3．2）

　ここに，γは供試体の体積，Aは供試体の断面積，

Rは変位速度である。

　さらに，　（3．1）式の右辺の間隙比の深さ方向の分布

について，eは深さ方向に線形的に変化するものとし，

（3．3）式のように与えている。

e－・・一・t〔・一÷（！－I°lg－gsH）〕
（3．3）

ここに，θoは初期間隙比，bは定数，　rは平均間隙

比の変化速度，de／dt

で0～2の範囲にある。

　境界条件

b／rはeの分布形を表す定数

0
　＝

）
ε（

％z

∂∂　；

）

　Z

O（ （3．4）

のもとに，（3．1）式を解くことにより得られる間隙水圧

の分布から供試体内部の間隙水圧Ubが（3．5）式で与

えられる。

・・一・、…
岦ｾ〔S－÷（、12）〕・3…

　ただし，百は間隙比eの深さ方向の平均である。

　また，前述のようにして求められた間隙水圧の深さ方

向の分布を平均化することにより，供試体内の平均有効

応力σ’が（3．6）式で与えられる。

　　σ’＝σ一αUb　　　　　　　　　　　　　　　　（3．6）

。．三±÷（☆）　，3．，）

　　　　UbT－÷（112）

　ここに，αはb／r；0～2に対して変化は小さく，

0．6　6　7～O．750の範囲にあるので，一般的にはb／r＝1

に対応するα＝O．7を採用するものとしている。

　以上のことより，圧密定数Cv，mvがそれぞれ，（3．8）

式及び（3．9）式で与えられる。

炉蕊〔已（、12）〕

＝＿旦 耐
12？nvん，（1＋V）％6

（3．8）
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　　　　　dε
　　M・　＝d。’　　　　　　（3・　9）

　ここに，avは圧縮係数dε／dσ’，　h，iは土粒子実質

部分の高さである。

　3．　2．2　Byrne－Aokiの研究1

　　　　　2）
　Byrneら　もSmithらと同様の圧密基本式および境界

条件を用いている。しかし，Smithらが間隙比eの深

さ方向分布を考慮したのに対し，eの深さ方向の分布を

一様と仮定して供試体底部の間隙水圧を与える式を導い

ている。この結果はSmithらの解に含まれ，（3．　5）式に

おいてb／r＝0とした場合のものに対応している。こ

の場合，（3．　7）式で与えられるαの値はα＝2／3とな

り，これは間隙水圧の深さ分布を放物線と仮定したこと

になる。また，（3．　6）式で与えられる平均有効応力は

（3．　10）式で与えられる。

・’一・－
X　・・

（3．　10）

　以上のことから圧密定数，k，　Cv，Mvはそれぞれ以

下のように与えられる。

　　1
k＝－
　　2

r”rH2

　　　i

c・一

Ub（1＋V）

RH2
m。he（1十e）Ub

（3．　11）

（3．12）

・（靭「吉｛・一・（÷）・・（訂｝

　　　　　c・s？・・（t）
　　2　◎°
一石喜、　n・

exp←n2　rr2　T。） （3．16）

　ここに，rはひずみ速度（一定値），Tv＝cvt／がは

時間係数，Hは試料高さである。

　（3．　15）式の第1項は平均ひずみ，第2項は平均ひず

みからの変動成分を表し，これは（3．　16）式に示すよう

に，定常状態成分と過渡状態成分からなっている。Tv

＞O．5の場合，過渡状態成分はほとんど無視しうる。

　（3．　15）式及び（3．16）式は応力～ひずみ関係を用い

ないで求められたものであるが定ひずみ速度圧密試験の

結果から必要な圧密定数を決定するためには，応力～ひ

ずみ関係に関する仮定が必要となる。WiSSaらは応力～

ひずみ関係が線形（ra：一定）および非線形（M。“f一

定）の場合について，過渡状態（Tv≦O．5）および定常

状態（Tv＞O．5）における圧密定数Mv，Cv，　kおよび

平均有効応力σ’の求め方を示している。

　線形の場合

　o定常状態（Tv＞0．5）

　　1
k＝－
　　2

rH2　r．

　　　Aε
Mv＝ @dσ’ （3．13）

　3．　2．3　Wissaらの研究ト

　WiSSaら3）は三笠8）およびDavisら9）と同様に圧密係

数のみ一定（透水係数kおよび体積圧縮係数Mvは必ず

しも一定でなくてもよい）というTerzaghiの設けた仮

定よりもより一般的な仮定を採用し，圧密基本式として

は軸ひずみεにより与えられる（3．14）式を用いている。

　∂2ε　∂ε
Cv－ﾝ7＝可

（3．14）

　定ひずみ速度条件，境界条件（片面透水）および初期

条件（初期ひずみ0）のもとに（3．14）式を解くことに

より（3．15）式が得られる。

Ub

　　　dε　　　dε　　　dt
九＝ V♂＝∠σ＝「一五「

（3．　17）

・・一
ｷb（dσdt）

・’一・－
X　・・

（3．　18）

（3．　19）

（3．　20）

　。過渡状態（Tv≦α5）

　過渡状態に対しては（3．　15）式，（3．　16）式を用いて，

以下の手順により圧密定数を決定する。

　①　試料上下面のひずみの比：

ε（1，t）　　　1十F（1，Tv）

ε（0，t）　　　1十F（0，Tv）
＝F3（Tv）（3．21）

②　実測値より①に対応するひずみの比を（3．22）式

　により計算する。

・（多・の一　・t〔…（［17，・・）〕（3・・5） 　　Mv｛（σt＝t一σt．．O）－Ub｝
F3＝
　　　Mv（at．．t一σt＝O）

（3．22）
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　③　（3．21）式のF3～Tvの関係より（3．22）式に対

　　応するTvを求める。　TvよりCvを求め，さらに，Mv

　　を求める。

非線形の場合

　o定常状態（Tv＞O．5）

　　　H・1・9（σ回＋△t）

Cv＝一一一一一Aa @－＿二＿

　　　2川。9（1－⊥）
　　　　　　　　　σt＝t

m・一一9：’ F9f！‘9‘｛1。g（輸）｝

（3．　23）

k＝　CvMvγω

　　　　　　　　　　　1
σ’一（σ3－2σ2％‘＋σUb2）3

（3．24）

（3．　25）

（3．26）

　3．3．2　三笠の圧密理論

　三笠は粘土層厚の変化および自重をも考慮した一般的

な一次元圧密の基礎方程式をひずみを中心として導いて

いる9）この理論はいくつかの基本的な仮定のうえに成り

立っているが，Terzaghiの一次元圧密理論にくらべる

と制約のかなり緩和された型の仮定が設けられている。

。過渡状態（Tv≦O．5）

線形の場合の過渡状態に対する（3．・21）式のかわりに

（3．　27）式を用い，線形の場合の過渡状態に対する手順

と同一手順で圧密定数を決定する。

　　1。9（σt＿t　－ub）－1・9（σt＿。）

F3＝　　　109（σt＝t）－log（σtmO）
（3．27）

　なお，上述の各式において，σは時間tにおける圧密

応力，σ’は平均有効応力，dσはdt時間内のσの増分，

2ebは底面の間隙水圧の測定値を示す。また，上述の関

係式のうち，線形，定常の場合の式はSmithら，　B）・rne

らの一様な間隙比を仮定した場合のものと同等となる。

　5．　5　大ひずみを考慮した圧密理論

　a31　概説
　凌喋土による埋立などの問題を対象とする場合には，

非常に軟らかい，いわゆる超軟弱土の圧密を考慮するこ

とが必要となる。このような場合には，前述した方法は

それが大前提としている微小ひずみの仮定が満足されな

くなり，したがって，非常に軟らかい状態の土に対して

は適用できない。

　変形の非常に大きい土を対象とする場合には，大ひず

み理論にもとつく必要がある。そのような場合の圧密理
論としては，三笠の圧密理㎡），Gibso．らの理論10）があ

り，さらに，Monteら11）がGibSonらの方法を修正した

理論を提示している。ここでは大ひずみ理論を考慮した

定ひずみ速度圧密の解釈方法を導くにあたって，大ひず

み圧密理論に関する問題を取り上げる。

Z

A　　v

v＋dv

　　　　Zplane

図一5．　1　徴小要素

　図一5．　1の微小要素（断面積A，厚さdz）について，

ひずみをε，透水速度をvとすると連続の条件および

Darcyの法則の成立の仮定より

∂ε　　∂v

∂t　　∂z

v＝腕

（3．28）

（3．29）

が成立する。ただし，kは透水係数，　iは動水勾配であ

る。

　浸透水圧をゴとするとその定義により

3；zrω
（3．30）

　粘土の有効単位体積重量をγ’，有効応力をσ’とする

と粘土骨組に働く体積力は（3．　31）式で与えられる。

γ十＝

ノ

σ∂

Z∂

（3．29），（3．31）式より

v－

?i∂σ，万r，－r’）

（3．31）

（3．32）

が得られる。

　原始状態におけるひずみをε＝0とし，有効応力とひ

ずみの間に一義的な関係があるものとする。

dσ’＝」≡

　　　Mv

（3．33）

により，体積圧縮係数m，，が定義される。

　（3．33）式および圧密係数cv＝k／（rwmv）を用いる
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ことにより，（3．32）式は（3．　34）式で表される。

v・cv（∂ε　　，∂z－mvγ）
（3．34）

　（3．34）式を（3．28）式に代入することにより非定常の

式として，（3．　35）式が得られる。

畜一・■・・昔（劉

一芸（c。m。r’）塞
（3．　35）

0＝Oo

80

Ao　　80

a

　また，（3．　34）式より定常の式v＝Voは次式で与え

られる。

毒一m・　r’・晋

Co Do Oo

GRAVITY
↓

（3．36）

DATUM　　PLANE（o＝0｝

（o｝

0＝ao

　（3．　35）式及び（3．　36）式を圧密比ζ＝（1＋eo）／（1＋e）

及び圧密開始前の固定座標系Zoを用いて表示すると（3．

37）式が与えられる。

嘉一c2｛・v　Stls・駿（器）2

　　　　一☆（・砺・う㌃｝

器刷’・㌃

（3．37）

（3．38）

が得られる。

　（3．37）式において圧密係数evが一定の場合及び自重

の影響を考えない場合には，右辺かっこ内の第2項，第

3項は消える。小さな供試体を用いた圧密試験の場合に

は，自重の影響は無視することができるので，第3項は

消去される。また，一般に行なわれているように圧密係

数は圧密荷重に無関係に一定という仮定が成立する場合

には第2項も消去される。

　3．　3．　3　Gibsonらの圧密理論

　三笠が大ひずみを考慮した圧密基本式を誘導するにあ

たり，オイラー座標系により表わした微小要素を考え，

時間とともに寸法の不変な要素を土粒子ならびに間隙流
体が移動するものとしたのに対し，Gibsonぢo）‘はラグラン

ジエ座標系を採用し，間隙水圧の方向に対して垂直な土

粒子の要素が時間とともに寸法をかえながら移動するも

のとして，一般的な圧密基本式を導いている。

　GibSonらの圧密基本式は図一5．2に表示した記号を

用いて（3．　39）式で与えられる。

A　　　B

8ξ
i∵：・　・　・

ξ。ω

ξ
さ　D

DATUM　PLANE

（b）

図一5．　2　微小要素の座標系表示

☆〔・（e）☆〕・f（・）賠爵

・（・）一一 �ﾉ、）｛芸

f（・）一一（芸一1）芸〔留〕

（3．　39a）

（3．・39b）

（3．　39c）

　ここに，eは間隙比，γ、，γ．は土粒子及び水の単位

体積重量，kは透水係数，σ’は有効応力，　zは基準面

とラグランジエ座標点の間に存在するある容積のうち，

土粒子部分の容積を含む座標である。

　（3．　39a）式中の複合については座標zが重力と反対

にとられた場合をプラス記号，重力方向にとられた場合，

マイナス記号を採用するものである。自重の影響がない

場合には，r、＝r．と置くことにより，（3．39　a）式の

左辺第2項は消去される。

　Gibsonらにより導かれた圧密基本式（3．　39　a）式の誘

導過程において，土粒子骨格の変形における線形性，圧

密中の透水係数の変化には，特に制限を必要としない。

また，ひずみの大きさに対しても制限を設けておらず，

したがって，大ひずみの生ずる圧密の解析にも適用可能

となっている。また，Gibsonらの圧密基本式は当然の

ことながら非常に軟らかい土に対しても適用しうるもの

であるが，その初期状態については特に制限を設けてい

ない。

　3．　3．　4　Monte－Krizekの理論
　　　　　11）
　　　　　　もGibSonらの方法に準じて，大ひずみ圧　Monteら

密の基本式を導いている。ただし，Gibsonらの基本式

の場合には，初期状態に対する制限がないのに対し，

MonteらはFluid　limitという概念を提案し，初期状態
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を規定している。これはスラリーが粒子間の相互干渉のな

い液状材料から相互作用が顕著となる材料にまで変移す

る限界の状態に対応する初期間隙比ee＊として定義され

ている。この状態は自重による圧密の開始点を意味する

ものであり，圧密中のひずみはこの状態を基準にして規

定される。

　上述のようなfluid　limitという状態を想定すること

により，（3．　40）式で示される有限ひずみの場合の圧密

基本式を導いている。

☆〔告θi＊÷（3Z’・蒜・）〕

　　　　　　∂
＋万1（ 、三1。・）一・

（3．40）

　　ここに，fluid　limitに対応する初期間隙比θo＊以

　外はGibSonらの圧密基本式において採用されているも

　のと同じである。

　　5．4　大ひずみを考慮した定ひずみ速度圧密の理論的

　　　　取扱

　　3．　4．　1　大ひずみを考慮した圧密基本式

　　5．2において述べた定ひずみ速度方式の圧密試験の場

　合には，微小ひずみを仮定した圧密理論式にもとついて

　圧密定数が決定されている。ところが超軟弱土の場合を

　対象としてスラリー状態から圧密する場合には，もはや微

　小ひずみの存在の仮定は成立しなくなる。このような場

　合には，5．5で述べたように，大ひずみを考慮した圧密

　基本式を利用することが必要となる。

　　前述した3種類の圧密基本式は表現の形式は相違して

　いるが，基本的には大差がないものと考えられる。まず，

　Monteらの圧密基本式は初期状態に対して制限のない

　GibSonらの式において，　Fluid　limitなる概念を設け

　ることにより初期状態を規定したものである。一方，三

　笠の圧密基本式とGibsonらのそれとの間の関係について

　　　　　　　　　　12）
　はPane－Schiffman　により明らかにされてV・るよう

　に，初期状態に対する局部的な相違を除くと座標変換に

　より一方なら他方を導くことが可能である。三笠の圧密

＼基本式においては初期間隙比e。が深さ方向のすべての

　点において等しい状態をε＝0とすることにより初期状

　態を規定しており，沈降過程が急速に終了したという暗

　黙の仮定のもとに圧密過程を取り扱っていることになる

　のに対し，GibSonらの圧密基本式は初期状態に対する

　制約がないため，沈降過程をも同時に取り扱うことがで

　きる型にはなっている。しかし，自重の影響がない場合

　には両者は全く同一の結果を与える。

　　小さい供試体に関する圧密試験の場合には，自重の影

響が無視できるため，定ひずみ速度圧密の基本式として

はいずれを用いてもよいことになる。ここでは三笠の圧

密基本式（3．37）式において自重の影響を無視し，層厚

変化のみを考慮することとする。（3．　37）式において，

さらに，圧密係数Cvが一定とみなしうる場合には，圧

密基本式は（3．　41）式で与えられる。

吾一・・ρ器 （3．41）

　ここに，ζ＝（1＋θo）／（1＋θ），eo，eは初期及び

任意の時間における間隙比，Zoは圧密開始前の固定座

標系の値であり上端に原点をとる。

　また，ζとひずみT（圧密開始前の固定座標系，すな

わち，オイラー座標系で表わした時のひずみ）の間には（3．

42）式の関係がある。

ζ＝　1＿
　　1一ε

（3．42）

　3．4．2　定ひずみ速度条件のもとでの差分表示

　ひずみを考慮した圧密基本式（3．41）式において，定

ひずみ速度条件で圧密した場合の解を以下のようにして

求める。

　いま，供試体が一定の変位速度Rで載荷されるものと

すると時間tにおける供試体の高さの変化dHoはdHo　＝

Rtとなるので，・この時の平均ひずみdHo／Hoは次式で与

えられる。

狙・＿旦＿T・
　　　　丑o∬o

（3．43）

　ここに，Hoは初期高さ，　T’は無次元時間である。

　（3．41）式は解析解が得られない型であるので，差分

方程式を用い数値解を求めることとする。（3．　41）式を

差分式になおすと（3．44）式で表される。

ζ（Ze，t＋dt）一ζ（Zo，t）

　　　一鵠・τ2｛ζ（z・・d…t）

　　　　　　－2ζ（z。，の＋ζ（z。－dz。，t）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．44）

　ここに，ζはζ（Ze，t）とζ（Zo，t＋dt）の中間の値

である。

　深さ方向の差分間隙をn等分するものとし，また，計

算結果の整理の便宜上，定ひずみ速度条件を考慮に入れ

て次の無次元表示を用いる。
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　　Zez・＝＝Y
　　　1
dZo＝一

　　器一・・（嵩）芸一㎡（晶）〃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．45）

　（3．45）式の第3式の左辺は1つの無次元量であり，通

常，時間係数Tvとして表示されるものである。定ひず

み速度条件を考慮して，（3．　45）式のように無次元量

Cv／（RH’。）を用いると定ひずみ速度圧密試験の解釈を行

う上で非常に便利である。（3．45）式の無次元表示を用

い，変数（ZO，t）の関数ζ（ZO，t），ε（ZO，t）が無

次元変数（ZO，　T’）の関数ζ（ZO，Th），ε（Z。，T”）

に対応するものとすると（3．44）式は次のように表され

る。

似として，

うにおく。

dT’経過後のφ（T’）の値を（3．49）式のよ

φ（AT’）一、一τ（；1；－2、iiT’）÷1－1｝T．’

2　3

OZ△

N

刊吃N　N

（3．49）

　　　TIME　DIMENSION
　△T　　　　　　　　　　　　　　　△T’

一lpFRMEABLE　BOUNpARY　l

．ト l答▲二
1　9（z・↓△z・T’），

1ぷ，甥ヅ十与＋．

図一5．5　差分計算における差分メッシ＝
ζ（Zo，T’＋dT’）一ζ（Zo，T’‘）

一n2 iCvqHo）・・’τ2｛ζ（・・＋・・…’「）

一2ζ（Z。，T’）＋ζ（Ze－d30，T’）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　（3．46）

　ただし，ζはζ（Zo，T’）とζ（Zo，T’＋dT’）の中

間の値である。

　3．4．3　定ひずみ速度条件のもとでの差分解

　上面排水，下端不透水の片面排水条件とすると供試体

の初期条件及び境界条件はそれぞれ（3．　47）式及び（3．

48）式により与えられる。

　初期条件：

ζ（Zo，0）＝1

境界条件：

ζ（0，T’）＝φ（T’）

（∂ζ（z。，1”@∂Zo））z。司一・

（3．47）

）843（

／

　頭部境界では圧密比ζが時間とともに変動していくが，

定ひずみ速度条件（変位速度R：一定）のもとで頭部境

界のζの時間的変化φ（T’）を確定した型で与えること

はできない。そこで，差分計算実施にあたって次のよう

にφ（Tt）の値を仮定することとする。定ひずみ速度圧

密試験の過程において実測されるものは供試体の平均ひ

ずみdHe／Hoであり，これが無次元時間係数T’に等し

い，すなわち，dHe／Ho＝T’であることから，第1近

　（3．　49）式で与えられる頭部境界条件のもとで図一　5．

5に示した格子間隔の無次元時間dT’において差分計算

を実施し，dT’におけるひずみ分布を求め，その積分の

値として算定される変位が供試体の変形条件を満足する

ようφ（T’）の値を修正し，次のステップの差分計算の頭

部境界条件として用いる。

　一方，供試体下端面の境界条件は図一5．5に示したよ

うに，不透水層下端に等間隔の仮想分割点を仮定するこ

とにより求める。

　上述のようにして（3．47）式の初期条件および（3．　48）

式の境界条件を満たす（3．46）式の数値解，すなわち，

圧密比ζが与えられた圧密係数の無次元量Cv／（RHo）

に対し，無次元表示の深さZo及び無次元時間T’の関数

として求められる。

　図一5．4a，図一5．4b及び図一5．4cはパラメータ

Cv／（RHo）＝0．1，1．0，10に対する供試体内部のひず

み分布の変化を示す。図中のひずみTと圧密比ζあるい

は間隙比eの間には次の関係がある。

　　　　　　　　1十e－　　　　1
ε＝1一 ﾑ＝1－1＋e。 （3．50）

　図一5．4a～図一5．4cのパラメータdHo／Hoは供試

体の平均ひずみを表すものであるが同時に定ひずみ速度

条件より，（3．　43）式で表されるように無次元時間をも

表す。

　3．4．4　差分解の図式表示

　パラメータcv／（RHo）を与えた時のひずみ分布の時
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　5　0

一ε

図一5．4a

O．sO

o40

050

　060

平均ひずみの変化に対する供試体内の
ひずみ分布
（Cv／（RHo）＝O．1の場合）

　　　　　　　　　ξ

09　01　0・2　03　0・4

　　5　　0．

lo

05　　0．6　　07

図一5．4b 平均ひずみの変化に対する供試体内の
ひずみ分布
（Cv／（RHo）＝1．0の場合）

　　　　　　　　　ξ
oO　O「　02　03　0・4

　　5　　0

IO

O、5　　06　　07

図一5．4c 平均ひずみの変化に対する供試体内の
ひずみ分布
（Cv／（RHo）＝10の場合）

間的変化は図一5．4a～図一5．4cのような型で与えら

れる。これらの図はひずみの分布を示すものであるが，

（3．　50）式の関係を用いることにより圧密比ζに換算し

うる。以下では供試体上下両端面の圧密比ζ＝（1＋ee）／

（1＋e）に注目し，それらの値の平均ひずみdHo／Hoに

対する変化を調べる。

　図一5．5及び図一5．　6は供試体上下両端面の圧密比ζ

の平均ひずみdHo／Heに対する変化をCv／（RHe）をパラ

メータとして表示したものである。また，上下両端面の

ひずみの比を取り，平均ひずみdHe／ffoに対する変化を

Cv／（RHo）をパラメータとして表示したものを図一5．7

に示した。図一5．7のFは上下両端面のひずみの比であ

り（3．51）式で与えられる。

F＝

㍉．L　1－、＋e。．・・eB－・）（ユ＋eo1十eT）

i・・　・・一・卜｝‡il（1十θo　　　　　－11＋eT）（｝‡il）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．51）

　ここに，eT，　eBは上下両端面における間隙比であり，

また，（1＋ee）／（1＋er），（1＋eo）／（1＋eB）はそ

れぞれ，上下両端面の圧密比を表す。

　図一5．　5，図一5．6及び図一5．7は定ひずみ速度圧密

試験の結果から圧密定数を定めるために活用される。そ

の活用方法については後述する。

　3．4．5　応力～ひずみ関係

　（3．46）式の解ならびにそれらをもとに作成された図

一5．5，図一5，6及び図一5．7は応力～ひずみの関係と

は無関係に成り立つものであるが，定ひずみ速度圧密試

験の結果を解釈するためには，応力～ひずみ関係を仮定

することが必要である。

　慣用の一次元圧密理論では，ある有効応力増分dσ’に

対しこの間のひずみ増分をdεとすると体積圧縮係数

Mv＝dε／dσ’＝一．定で与えられる線形的な応力～ひず

み関係を仮定している。微小な応力増分を考慮するかぎ

り線形的な応力～ひずみ関係の仮定は許容しうるが，あ

る程度大きい応力変化に対しては応力～ひずみ関係は非

線形となり，間隙比eと有効応力σ’の関係は半対数紙

上で直線となる関係の存在が経験的事実として一般的に

知られている。そこで，このような事実を考慮して（3．

52）式で表されるような非線形応力～ひずみ関係を仮定

するものとする。

　　　　　　　σ’
e＝e・－C・1°9可

（3．52）

　ここに，σ’は有効応力，σo’は初期平衡状態における

有効応力，c。は圧縮指数，　eは間隙比．　eoは初期平衡

状態における間隙比である。

　3．　4．6　圧密定数の決定法の原理

　定ひずみ速度圧密試験（供試体底面不透水，上面排水

の片面排水条件）において実測されるものは，供試体の

上下両端における全応力σT，σB（摩擦が無視できる場合，
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σT＝σB＝σ），供試体底面の過剰間隙水圧Ub，変位量

dHoである。上下両端面の有効応力はそれぞれ，句＝

σ，砺＝σ一Ubであるので，頭部及び底部のひずみ’ET，

εBはそれぞれ次式で表される。

’E・－1一

一・一
AiiliTo（1＋e・－C・　1・・ge61）

一、告・・kl一k．C，io・÷・3・・53・

τB－・一 p‡鴛

一・一
A」勒（・＋・・一・cl・9嘉）

一、妥。1㎎嘉一、辛。・・（σ一Ub　　σ0’）

（3．　54）

　（3．　51）式により表わされた上下両面のひずみの初期状

態からの増分の比，Fは（3．53）式及び（3．　54）式を用

いることにより（3．55）式により表される。

　　TB
F　＝＝一＝一＝

　　εT

109（σ一2eb）－lo9σo’

109σ一logσot
（3．　55）

　（3．55）式は圧密試験において計測できない上下両端

面におけるひずみのかわりに，計測可能な上下両端面の

有効応力によりひずみ増分の比を表示したものである。

（3．　55）式のFは（3．51）式中のF，したがって，図一

5．7のFと同一と考えてよい。

　Wissa♂）は微小ひずみ理論にもとつくものではある

が非線形材料の場合に対して，上下両端面のひずみの増

分比F3を（3．56）式のように表している。

　　　log（σv－Ub）－109（σVat　t＝．O）

F3＝　　　　logσv－log（σv　at　t＝O）
（3．56）

　ここに，σvは鉛直応力，”bは供試体底面における過

過剰間隙水圧である。

　荷重0の状態より開始する定ひずみ速度圧密試験結果

を解釈する場合，（3．56）式を用いるとt＝0における

鉛直応力が定義されておらず不都合が生ずる。Christian

は荷重0から開始する場合には，圧縮曲線の初期部分が

過圧密領域になるため，非線形解析法を適用することが

　　　　　　　　　　　　　　　＊非常に困難になることを述べている。

＊Private　eo㎜mication　with　J．T．　Christian

　（3．56）式におけるこのような不都合をさけるため，

（3．55）式においてはt＝0における応力として初期応

力σ6を定義したものである。

　（3．　55）式及び図一5．5，図一5．　6ならびに図一5．　7

を用いることによりスラリー等のような超軟弱土の圧密

定数が決定される。その具体的な方法については後述す

る。

　5．　5　結言

　本章では定ひずみ速度圧密試験の理論的側面について

取り上げた。取り上げた内容は微小ひずみを仮定した定

ひずみ速度圧密の理論とその検討，大ひずみを考慮した

圧密理論に関する考察，ならびに大ひずみを考慮した定

ひずみ速度圧密の理論的取扱いと理論解を用いた図表の

作成である。これらの結果をまとめると次のようである。

　1）微小ひずみ理論にもとつく定ひずみ速度圧密の解

釈方法については，Smith－Wahlsの方法，　Byrne－

Aokiの方法及びWiSSaの方法がある。　前2者につい

ては供試体内の間隙比の分布に関する仮定を設けている

（すなわち，Smith－Wahlsは間隙比eが深さ方向に

直線的分布をするという仮定を設けており，一方，

Byrne－Aokiはeが深さ方向に一様分布をするという

仮定を設けている）のに対し，WiSSaらの方法ではこれ

らの仮定を特に必要としておらず，それだけ一般的であ

る。

　2）定常状態において線形材料に対するWissaらの方

法はSmith－Wahlsの方法及びByrne－Aokiの方法

と一致する。

　3）大ひずみを考慮した圧密理論については，三笠の

方法，Gibsonらの方法，さらにGibsonらの方法を修正

したMonte－Krizekの方法がある。3者の方法は初期

状態の取り扱い方について異なっている。

　4）三笠の方法とGibsonらの方法は表現形式が異な

っているが，自重の影響がない場合には座標変換により

一方が導かれる。

　5）スラリー状態の土試料の圧密定数の決定のため，

三笠の圧密理論を用いて，大ひずみを考慮した定ひずみ

速度圧密の理論的取扱いを行った。その過程において，

理論解の差分計算結果にもとついて，圧密定数の決定に

活用をはかるための図表の作成を行った。
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第4章粘性土の急速圧密試験

　4．1　概説

　粘土地盤上に建設された構造物や盛土などによる圧密

沈下の計算にはTerzaghiの一次元圧密理論とむすびつ

いた，いわゆる標準圧密試験法により得られる圧密定数

（体積圧縮係数Mv，圧密係数Cvあるいは圧縮指数C，）

が使用されている。この試験法自体については従来より

多くの研究者によりいろいろな角度から検討がなされ，

問題点が指摘されながら1）も試験法の簡便さのゆえに依

然として実用的価値が認識されている。しかし，現行の

標準圧密試験法は一定荷重を24時間載荷した後，荷重

増分を倍増させながら段階載荷するものであり，その結

果，全試験が完了するのに7～10日間を要し，土質試

験法の中でも最も長期間を要するものの一つとなっている。

　そこで，沈下解析に必要な圧密定数を短期間に合理的

に定めようとする研究が1950年代よりいくつか試みら

れている。この中には標準圧密試験の段階載荷方式を踏

襲し，各載荷段階の載荷時間だけを短縮する「段階載荷

型」，荷重を一定速度で連続的に増加させながら間隙水

圧と沈下量を測定する「定載荷速度型」，一定速度のひ

ずみを与えながら間隙水圧と荷重を測定する「定ひずみ

速度型」などがある。

　本章においては，まず上述のような急速圧密試験に関

する研究の動向を概観する。その結果，定載荷速度方式

であるか定ひずみ速度方式であるかにかかわらず，連続

載荷方式にもとつく手法の優位性が認識されるが，標準

圧密試験にとってかわるためには，データも十分ではな

く，また，データの解釈方法，試験方法等にも検討を要

する問題が多いことが指摘される。そこで，これらの問

題点の解決をはかるため，両方式にもとつく試験を同一

試料に対して実施し，それぞれの結果に対し，急速圧密

試験法としての妥当性，適用法ならびにその適用限界に

対する検討を行う。さらに，標準圧密試験の代用として

使用する場合の得られた結果の妥当性の判定方法に関す

る提案を行っている。

　4．2　急速圧密試験に関ナる従来の研究

　4．　2．1　段階載荷方式

　標準圧密試験における一荷重段階24時間の載荷時間

は理論的必然性はなく便宜的に決められたものである。

急速圧密試験における最初の考え方はこのような便宜的

な載荷時間を短縮しえないか，短縮しうるとすればどの

程度まで短縮可能かということであった。このような観

点から，段階載荷方式における載荷時間の影響について

研究したものとしてはNorthey2：Su3），野田4），小Jll5）

　　　　　　　　6｝　　　　　　　　　　　　　　7）
Okumura－Ogawa，Azzous－Raymond等の報告がある。

　Northey2）は4種類の粘土スラリーと2種類の自然試料

について載荷時間20分の段階載荷方式による急速圧密

試験を行い，24時間載荷の場合との比較から両者の間

に実用上の差がないことを報告している。載荷時間20

分の選定については全行程の圧密試験を8時間以内に終

了させる観点から載荷時間を決定している。しかし，こ

の場合には，急速圧密試験の適用可能な土には明らかな

限界がある。すなわち，Taylor法により圧密係数を求

めうるためには，一次圧密の90％が20分以内に終了す

るような土であることが必要であり，圧縮性の小さい土

ではCv＞3．87×10’2c㎡βnin，また，圧縮性の大きい土

でもCv＞3．8　7×10’3c㎡／minが適用範囲であることが

指摘されている。

　Su　2）｝まTerzaghiの圧密理論における圧密度U～時間

係数Tvの間の性質を利用して，急速圧密試験を実施す

ることを提案した。すなわち，（1－U）とlog　Tvの関係

を示すグラフ上において，勾配0．686の最急勾配の接線

が描けることから，この性質を利用することにより，90

％圧密等に要する時間や沈下量を求めることができる。

さらに，また，一次圧密のみならず二次圧密も含めた沈

下量も推定することが可能であるとしている。このよう

なことから，90％圧密終了後に次の段階の載荷を行う

ことにより，24時間圧密に相当する沈下量を推定する

ことができ，したがって，載荷時間の短縮がはかられる

としている。S、の方法は野田3）によって実測例に対す

る検証が行われており，log　t法ならびにff法による

従来の方法にくらべ，推定精度については優劣つけがた

いものがあるのみならず，むしろ，より合理的な一面を

持っていることが指摘されている。

　段階載荷方式の急速圧密試験においては，Northeyや

Suの報告からも載荷時間の選定が大きな意味を持つ。

このような点をふまえ，小川．5）及びIOkumura　一　Ogawa6）は，

載荷時間の選定について，さらに詳細な検討を行なって

いる。彼らは港湾地域で得られた乱さない試料について

5種類の急速圧密試験（①Rloo：JTt法により求められた

d，。から100％圧密に相当する沈下毎に載荷するもの，②

Rleo：Rlooの場合と同様にして120％圧密に相当する沈下

毎に載荷するもの，③RCOm：30分ごとに載荷するもの，

④plos：圧密降伏応力以上より載荷を開始するもの，⑤

130　Po　24h：圧密降伏応力以下を130％圧密に相当する

沈下量で次の載荷に移る急速圧密試験法を採用した後，

圧密降伏応力以上を標準圧密により実施するもの）を実

施し，載荷時間の影響を標準圧密試験結果との比較によ

り調べた。その結果，圧密降伏応力は急速圧密の方が大
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きくなること，正規圧密領域の体積圧縮係数や圧縮指数

は急速圧密の方が大きく，1・gmv～10gσん関係における

直線関係の勾配は小さいこと，圧密係数についてはその

ばらつきが大きいため明確なことは判断しがたいことを

報告している。

　Azzouz－Raymond　7）も載荷時間を30分，2，8，24

時間とする圧密試験を実施し，Ok皿mra－Ogawa　61と同

様の傾向が得られたことを報告している。

　4．　2．2　定載荷速度方式

　この試験では，載荷速度を一定に保ちながら連続載

荷し，その間の荷重，変位及び間隙水圧の時間的変化が
計測される。網干ら8）及びAboshiら9）はSchiffman　lo）1こ

より解かれた線形載荷圧密の理論解を修正し，定載荷速

度方式の連続載荷圧密試験の結果から，圧密定数を決定

する方法を提案している。

　この場合の圧密基礎方程式は（4．1）式で与えられる。

∂u　　　　　∂2u
－∂7＝θ・万7＋R・ （4．1）

　ここに，uは過剰間隙水圧，　Cvは圧密係数，　Rσは載

荷速度で定荷重圧密の場合0，線形載荷の場合，定数で

ある。また，z軸は供試体上面に原点を持ち，鉛直下方

を正としている。

　初期条件及び境界条件：

u（z，0）＝0

0
　＝

）

　6

（
％z

∂∂

u（0，t）＝0

｝

（4．2）

（4．3）

のもとに（4．1）式を解き，不透水面（z＝H）における

過剰間隙水圧Ubが次式で与えられる。

三一荒ゑ（一・）m
1

（2m＋1）2

〔・一。・p｛一（2 k1アユ｝〕

　ここに，Tvは時間係数であり，

る。

　　Tv＝－　t
　　　　　Cv

　また，圧密度Uとして

　　　　　　32　◎°　　　　1
　　U＝1一石．。Z。（2m＋1ア

（4．4）

（4．・5）式で与えられ

〔1－・XP｛一（2 ｾ1）Lt　Tv〕

（4．5）

（4．6）

が与えられるので，供試体内の有効応力の平均σ’は

σ’＝σu （4．・7）

により求められる。

　網干らは上述のような原理のもとで定載荷速度方式の

急速圧密試験を行うため，重錘移動による漸増載荷装置

（自記装置付）を用いている。瀬戸内海地域の再圧密土

及び乱さない試料に関する定載荷速度圧密試験及び標準

圧密試験の結果の比較を行い，正規圧密領域では両者に

有意の差がないことを見出している。なお，間隙水圧測

定精度を維持するために載荷速度は3～4kgf厨／hrが

よいこと，また，圧密降伏応力以下のCv～σ誘関係及び

e～10gσ’関係を安定させるために圧密降伏応力の鴇～

h程度の荷重のもとで予備圧密を行なっておくことが望

ましいことを指摘している。

　Ganopadhyay－　Bhattacharyai1）Sカオリンの再圧密試

料を用い定載荷速度圧密及び標準圧密試験を実施し，両

者の比較を行っている。その結果，最終沈下量は載荷速

度にかかわらず標準圧密試験結果と一致するが圧密係数

は載荷速度や試料厚さによって変わると報告している。

　4．2．　3　定ひずみ速度方式

　　　　　　　　　　　　　　12）　この試験法は元来，Crawford　　　　　　　　　　　　　　　　によって，e～10gσ’

特性を短期間の試験から求めるための一手法として提案

されたものであるが，その後，原地盤の圧密沈下と室内

圧密試験におけるひずみ速度の大きな相違が指摘され，

圧密に及ぼすひずみ速度の影響を調べる手段としての有

用性も強調されている。

　　　　　13）
　Crawford　はLeda　clayの乱さない試料について，

ひずみ速度O．OO27～O．133％／minの定ひずみ速度圧

密試験を行った。同時に，前述したような段階載荷型の

急速圧密試験（100％圧密ごとに載荷）及び標準圧密試

験を実施し，これらの結果と定ひずみ速度圧密試験にお

いて計測された供試体底部の過剰間隙水圧が最大荷重の

約5～15％程度であったため，定ひずみ速度圧密試験に

おける圧密は動水効果よりも塑性変形にもとつくもので

あり，したがって，2次圧密的な傾向を示すと報告して
　　　　　　　　　　　　　14）いる。一方，Wahls－De　Gody　　　　　　　　　　　　　　　はノースカロライナの

練返し再圧密試料について，4種類のひずみ速度で比較

試験を行った。標準圧密試験結果のうちの一次圧密のみ

を取り出したものにくらべ，θ～10gσ’曲線はやや左下

に位置するものとなり，したがって，圧縮指数は10～

15％程度大きく，圧密降伏応力は最大ひずみ速度のも

の以外は約15％ほど小さかったことを報告している。

また，Wahlsらは最大荷重の25～75％の過剰間隙水

圧の記録例を示し，定ひずみ速度圧密は塑性変化にもと
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つくものである’とするCrawfordの見解に反論している。

　Crawf・rdの報告やWahlsらの報告にみられる一見相

反する現象は使用するひずみ速度及び土の分類特性に関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）係するものであり，前述したように，Smith－Wahls，
　　　　　　16）　　　　　　　　　　　　　17）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）
Byrne－Aoki，Wissa－Heiberg及びWissaら

などが定ひずみ速度圧密における圧密現象を理論的に取

り扱い，有効応力及び圧密速度に関する定数Cvの決定

方法を提示した。

　Smith－Wahls15）｝ま5．　2で述べたように，間隙比の鉛

直分布を線形と仮定して定ひずみ速度方式の理論式を導

き，圧密定数ならびに対応する有効応力の決定方法を示

した。カオリナイト，カルシューム・モンモリロナイト

及び1種類の自然試料を用いて，O．OO24％／min～0．24

％／minの範囲のひずみ速度で定ひずみ速度圧密試験を実

施し，標準圧密試験との比較を行った。その結果，最大

応力状態において，底面の過剰間隙水圧の全応力に対す

る比が50％以上の場合を除外すると両試験によるe～

logσ’曲線は良い対応を示すこと，圧密係数は定ひずみ

速度圧密試験の場合のものが若干大きい傾向を示すがお

おむね良い一致を示すことが明らかにされた。

　Byrne－Aoki16）は間隙比が深さ方向に一様と仮定し

た定ひずみ速度圧密の理論式を導き，Haney　clayの乱

さない試料について，ひずみ速度1．51×10‘’3％／min～

6．44×10’3％／minで実施した定ひずみ速度試験の結果

を解析した。e～logσ’曲線にひずみ速度の影響が若干

現われており，ひずみ速度が大きいほど右上に位置する

傾向があることが見出された。一方，圧密係数ならびに

透水係数については，正規圧密領域において，標準圧密

試験の結果と良い一致を示すことが見出された。
　　　　　　　　　17）　　　　　　　　　　　　　　　18）
　Wissa－Heiberg及びWissa　　　　　　　　　　　　　　　　　は5．2で述べたよ

うに，ひずみ表示による圧密基本式から定ひずみ速度圧

密の理論解を導き，応力～ひずみ関係が線形及び非線形

の場合について，定常状態及び過渡状態における圧密定

数の決定方法を示した。さらに，Boston　blue　clayの

再圧密試料について，2種のひずみ速度（9．6×10－3％／

min及び4．8×10－2％／min）の定ひずみ速度試験を実施

し，標準圧密試験結果との比較を行った。その結果，θ

～logσ’曲線は標準圧密試験の場合とほぼ一致すること，

圧密係数についてもばらつきを考慮するとほぼ良い対応

をすることを見出した。

　　　　　27）　　　　　　はKentuckey　clayについて，定ひずみ　Gormanら

速度圧密試験（ひずみ速度：3．78×10－3％／min～

＆4×10－－2％／min）及び定動水勾配試験を実施し，標準

圧密試験と比較している。適切なひずみ速度の選定範囲

はかなり広いが，実際の試験においては，7kPa以上の

間隙水圧を発生しうること，かつ，全応力の30～50％

を越えないことをひずみ速度選定の目安とすることを結

論づけている。このような条件は土のタイプにより異な

るため，液性限界にもとついて選定することを提案して

いる。

　Vaidら『ま非常に鋭敏なSaint－Jean－　Vianney

clay（鋭敏比100）を用い，ひずみ速度をO．17×10’3

％／min～6．78×10－2％／minの範囲で5段階に変えた定

ひずみ速度圧密試験を実施し，ひずみ速度の影響を調べ

ている。その結果，e～10gσ’関係はひずみ速度により

明白な影響を受けること，先行圧密応力はひずみ速度の

減少とともに減少し，ひずみ速度が小さい場合には標準

圧密試験による先行圧密応力よりも小さな値を与えるこ

とを報告している。

　4．2．4　急速圧密試験法としての優位性

　前述したように急速圧密試験法としては大別して3種

類の形式が用いられている。段階載荷方式のものはテル

ツアギの一次元圧密理論で取り扱われるいわゆる一次圧

密の部分は短時間に終了するので，各段階の載荷時間を

短縮することにより圧密定数を得ようとするものである。

この種のアプローチにより標準圧密試験結果自体のばら

つきを考慮すると急速圧密試験法として十分実用可能で

あるという結果が得られている。しかし，これらの方法

では試験者がたえず一つの試験機のみの観測を続けねば

ならないため，数多くの試料を試験する場合には多数の

試験機を用いて標準圧密試験を実施するのにくらべて十

分能率的とはいえないこと，また，自動自記化，電算機

処理が困難なことなどの欠点を有している。

　一方，電気計測法の発達とあいまって，その後，あい

ついで提案された定ひずみ速度方式あるいは定載荷速度

方式の試験は段階載荷方式の急速圧密試験の知見を基礎

に生まれたものであるが，これらの試験は制御条件の大

きさを任意に変えられるのみならず自動記録及び自動処

理が容易であるという点で急速圧密試験法としての実用

的価値はより高いと考えられる。

　定ひずみ速度方式及び定載荷速度方式の圧密試験は制

御する項目がひずみ速度と載荷速度の相違があるが相似

た試験方法である。従来の研究成果をみてもいずれが優

位にあるかは一概に断定できないと思われ，多くのタイ

プの土試料について比較実験を実施することが必要と考

えられる。

　　　　　　　　　　　19），25），26）
　4．　5　著者の実験研究

　4．　3．1　試験装置

　（1）定ひずみ速度圧密試験

　定ひずみ速度圧密試験の場合，載荷装置としては負荷
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表一4．1　定ひずみ速度圧密試験の計測機器

写真一4．1　定ひずみ速度圧密試験装置

図一4．1　圧密容器

ロードセル（半導体圧力変換器）

最　大　荷　重 500㎏f

1kgf相当の出力 12mV

過　　負　　荷 150％

零点移動温度特性 士005％／FS／℃

使用温度範囲 0～50℃

半導体小型圧力変換器

測　定　範　囲 一1～5㎏f／㎝2

過　　負　　荷 150％

出　　　　　　力 100mV

使用温度範囲 一10～60℃

温　度　特　性 ±o．05％／SF／℃

受圧部直径 φ＝5㎜

差　動　ト　ラ　ン　ス
変　　　位

型　　　　　式 DM－20型

測　定　範　囲 　　　　2　㎜
i20151052㎜の5段切換）

最　大　出　力 10mV

6ベン式レコーダー

測定　レ　ン　ジ 10mV～100　Vの10段切換

応　答　速　度 ρ5s／FS

動　的　特　性 0～1Hz

精　　　　　度 ±0．3％／FS

感　　　　　度 士01％／FS

チ　ャ　ー　ト幅 250㎜

チャートスピード
600，300，150㎜／min
U00，300，150㎜／h
ﾌ6段切換

変動に対しても一定ひずみ速度が得られる方式のもので

あればよく，従来から広く使用されている三軸圧縮試験

装置の利用が適当である。そこで，写真一4．1に示すよ

うな小型三軸圧縮試験機の載荷機構を利用して行った。

この装置の精能は表一4．1に示すようである。

　圧力検出には半導体圧力変換器（容量500kgf）を用

いて行い，また，間隙水圧及びパックプレッシャーは半

導体小型圧力変換器を用いて測定された。変位すなわち

圧密沈下量は差動トランスにより測定された。それぞれ

の結果は多ペン式のアナログレコーダーにより記録され

た。バックプレッシャーは空気圧をレギュレータによっ

て正確に調整して，水圧を発生させる方式を採用し，最

大圧力5．Okgfβ㎡まで加えられるようにした。

　図一4．1は本試験において使用した圧密容器を示す。

圧密容器はベロフラムを利用した密閉型とし，間隙水圧

が供試体底面で測定でき，かつ，飽和状態を完全に保つ

一33一



ため，パックプレッシャーが加えられるようにした。供

試体の形状は標準圧密試験の場合と同様，直径60㎜，

高さ20㎜である。

　（2）定載荷速度圧密試験

　Aboshiピ｝ま荷重増幅用のレパーを分銅が移動するこ

とにより漸増荷重を与えるメカニカル方式を採用してい
　　　　　19）　　　　　　は荷重を電気的にフィL・一一ドパックして油圧る。著者ら

サーボによりコントロールする漸増載荷装置を試作した。

装置の機構を図一4．2に示す。装置の詳細な作動原理に

ついては文献⑲にゆずる。

・Boll　Seo↑

　　Ci・幽
　　　Neoprene　PaCking

AOAmp　Anolog　Oper（】tion　Ampilfler

B　Buffer
DTAmp　Ampllfierf（M　Differentiai　Transfomer
N　Normo｜lzer

S　Specimen

Dltf

〒rd雨ro而6F

Spr‘ng．

Betlows“

◎

㌶瞭

図一4．　2　定載荷速度試験装置ブロック図

表一4．2　マグネセル

㎎

定格ひょう量値 300kgf 1，000kgf

型　　　　　式
�@称　精　度

TKMC－300K
@±α5％

TKMC－1T
}05％

過　　負　　荷 300％

温　度　特　性 0～50℃の範囲で0025％／deg

使用温度範囲 一20～80℃

　荷重測定にはマグネセルと称する荷重検出器を使用し

た。表一4．　2にその性能を示す。マグネセルは図一4．　5

に示すように，電気増幅器鉄心を加圧したときに，その

出力電圧が変化することを利用した荷重検出器である。

本装置においては300kgf及び1ρ00kgfの2種類が使

用できるようになっている。このマグネセルによって検

出された荷重に比例する電圧がレコーダの入力となる。

　定載荷速度圧密試験装置においては荷重の検出をマグ

ネセルによって行っていることを除くと圧密容器をはじ

め，過剰間隙水圧，バックプレッシャー，変位などの検

出器及び記録方式は定ひずみ速度圧密試験の場合と同様

のものが使用されている。

lnput．（D．C）

図一4．　5　マグネセルの構造及び原理

　4．　3．　2　試料

　本章で取り上げた定ひずみ速度圧密試験をはじめ，比

較試験として採用した定載荷速度試験，標準圧密試験に

おいては再圧密試料及び自然試料の両方を用いた。比較

試験を実施するためには，試料の均一性が重要な条件と

なるため，表一4．5に示すような分類特性を持った横浜

本牧地区より採取した粘土を大型混練機によって練返し，

それをさらにフィルターを通して貝殻，有機物などの不

純物を取り除いた上，直径14cm，高さ20㎝の再圧密容

器に入れ，再圧密試料の作成を行った。この際，初期含

水比を約130％とし，フローの危険性をさけるため，当

初0．1kgf／（㎡の圧密荷重で予備圧密を行った後，軸圧O．5

kgぴ㎡の一次元圧密を行った。

　一方，自然試料については横浜大黒町及び岡山錦海湾

より採取した乱さない試料を用いた。図一4．　4a及び図

一4．4bに大黒町試料の分類特性を示した。また，表一

4．4には錦海湾試料の分類特性を示した。
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表一4．5　本牧粘土の分類特性

試料番号 Sample　No． 本牧粘土
単位体積重量 γ‘（tf／m3） ÷1．50

含　　水　　比 2〃　　（％） ・≒85．0

間　げ　き　比 θ ÷2．30

飽　　和　　度 s．　　（％） ÷99．9

土粒子の比重 G8 2．71

液性限界 ωL　　（％） 96．7

塑性限界 陶　　　（％） 41．5

膓シ

V｜
?ﾁアン性

塑性指数 1， 55．2

液性指数 1L 0，788

礫 Grave　l（％） 0

砂 Sand　（％） 8．7

粒度組成

シル　ト Silt　（％） 40．1

粘　　土 Clay　（％） 51．2

分　　類 三角座標 Clay

表一4．4　錦海自然試料の分類特性

試料番号 SampleNo． 錦海　46－1

単位体積重量 η（tf／m3） 1．41

含　　水　　比 ω　　　（％） 115．1

間　げ　き　比 θ 3．09

飽　　和　　度 s。　　（％） 99．9

土粒子の比重 G． 2．68

液性限界 ωL　　（％） 115．2

塑性限界 ωρ　　（％） 38．6

：シ

V｜
?ﾁアン性

塑性指数 1P 76．6

液性指数 ∫L 0，999

礫 Gravel（％） 0

砂 Sand　（％） 2．3

粒度組成

シル　ト Silt　（％） 37．9

粘　　土 Clay　（％） 59．8

分　　類 三角座標 Clay

　4．3．3　試験方法及び試験条件

　急速圧密試験はひずみ速度や載荷速度がある程度大き

くなければ意味がないが，無制限に大きくするわけには

いかず，おのずから制約があると考えられる。ひずみ速

度と載荷速度は相似たパラメータであり，両者の影響を

調べるため同一試料に関し，定ひずみ速度圧密試験と定

載荷速度圧密試験を実施した。

　定ひずみ速度圧密試験は前述したように，小型三軸圧

縮試験機の載荷機構を用いて実施した。定載荷速度方式

の圧密試験または標準圧密試験等の他の試験法による結

果との比較，さらには，定ひずみ速度圧密試験の各種条

件（ひずみ速度，パックプレッシャー等の事前処理条件）

による結果との比較などのため，均一性に信頼のおける

再圧密試料を使用し，ひずみ速度を8種類に変化させて

試験した。一方，自然試料を用いた実験は再圧密試料を

用いた詳細な実験の結果から想定された実用可能なひず

み速度範囲についてのみ試験を行った。

　本試験は供試体底部における間隙水圧の測定をキーポ

イントとしており，間隙水圧の測定精度によって試験精

度が左右される。したがって，底部間隙水圧を可能なか

ぎり正確に測定しうるよう配慮することが必要である。

このためには，精度の良い検出器で測定することは当然

であるが，その前提条件として，試料の飽和度を高い状

態に維持することが必要である。したがって，供試体の

圧密容器へのセットは空気を封じこめないように水中セ

ットしたり，急速圧密試験を行う前に予圧密と称して小

さい荷重で一たん圧密したり，あるいは，パックプレッ

シャーを加えるなど飽和度を高めるための処理を行って

いる。表一4．5及び表一4．6に定ひずみ速度圧密試験に

用いた試験条件を再圧密試料及び自然試料の場合につい

て示している。

　一方，定載荷速度圧密試験は前述したような油圧サー

ボを電子制御する特殊装置を用いて実施した。この場合

にも再圧密試料を用いた試験により各種条件，すなわち，

載荷速度，予圧密の有無及びその大きさ，バックプレッ

シャーの有無及びその大きさなどの試験結果に及ぼす影

響の詳細な検討を行い，自然試料をそれらの確認のため

表一4．　5　定ひずみ速度圧密試験の試験条件
　　　　　（本牧再圧密試料）

圧密試験前の処理内容および圧力
ひずみ速度

i％／min）
予　圧　密
ikgf／と㎡）

パックプレ

cシヤー
ikgf／と㎡）

無　処　理

0．60
0．5

ｿ75
05
ｿ75

0

0．40
05
O75

05
O75

0

0．24
0．5

O．75

0．5

ｿ75
0

012
0．5

ｿ75
05
O．75

0

0，089
05
O．75

0．5

O75
0

α060
05
O．75

05
O．75

0

0，040
0．5

O．75

0．5

ｿ75
0

0024
0．5

O75
05
O．75

0
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表一4．6　定ひずみ速度圧密試験の試験条件
　　　　　（大黒町自然試料及び錦海自然試
　　　　　　料）

試料番号
ひずみ速度
ikgf／㎡）

バックプレ

cシヤー
ikgf／㎡）

大黒町　6－1 0．06 1．4

6－2

0．06

O．06

O．06

1．0

R．0

T．0

6－3 0．06 2．2

6－4 0．06 2．6

6－5 0．06 2．9

6－6

0．12

O．06

O，024

2．5

Q．5

Q．5

6－7

0．12

O．06

O，024

3．0

R．0

R．0

12－1 0．06 0

12－2 0．06 1．8

12－3 0．06 2．1

12－4 0．06 2．4

12－5 0．06 2．7

錦海　　46－1

0．12

O．06

O．04

O，024

1．1

P．1

P．1

P．1

の試験に活用した。

　載荷速度についてはAb・shiの結果を参考にし，急速

圧密試験として妥当な時間であること，ならびに，1日

の作業時間を考慮して，1，2，3，4及び8時間の5

種類を選び，これに試験前の処理条件を組み合わせた条

件により試験を行った。また，自然試料については上述

のように再圧密試料による結果から事前処理はパックプ

レッシャーのみとしたことは定ひずみ速度圧密試験の場

合と同じである。表一4．7及び表一4．　8に定載荷速度圧

密試験において使用した試験条件を再圧密試料及び自然

試料の場合について示している。

　4．　3．　4　試験結果の概要

　前述したような試験条件のもとで，3種類の共通の試

料（本牧再圧密試料，大黒町自然試料及び錦海自然試料）

に対し，それぞれ，定ひずみ速度圧密試験，定載荷速度

圧密試験及び標準圧密試験を実施した。写真一4．　2及び

写真一4．　3には定ひずみ速度圧密試験及び定載荷速度圧

密試験の測定記録例を示す。

　これらの測定記録例より，e～10gσ’曲線，圧密降伏

応力，圧密定数（体積圧縮係数Mv，圧密係数Cv）が決

表一4．　7 定載荷速度圧密試験の試験条件
（本牧再圧密試料）

圧密試験前の処理内容および圧力
載荷速度
ikgf／（㎡加in） 予　圧　密

ikgf／（㎡）

パックプレ

cシヤー
ikgf／と㎡）

無処理

0．160（1h）
05
O．7

05
O7

0

　　　　　　　　0．50．080（2h）

0．7

05
O．7

0

0．053（3h）
α5

O．7

0．5

O．7

0

0．040（4h）
0．5

O．7

05
O7

0

0020（8h）
0．5

O．7

α5

O7
0

表一4．8　定載荷速度圧密試験の試験条件
　　　　　（大黒町自然試料及び錦海自然
　　　　　　試料）

試料番号
載荷速度
ikgf／《㎡／mi・）

パックプレ

cシヤー
ikgf／（㎡）

大黒町　6－1 0．0786（3h） 1．4

6－3 0．0786（3h） 2．2

6－4 0．0472（5h） 2．6

6－6

0．0786（3h）

O．0472（5h）

O．0393（6h）

O．0337（7h）

2．5

Q．5

Q．5

Q．5

6－7

0．0786（3h）

O．0472（5h）

O．0337（7h）

3．0

R．0

R．0

12－1 0．0589（4h） 0

12－2 0．0786（3h） 1．8

12－3 0．0786（3h） 2．1

12－4 0．0472（5h） 2．4

12－5 0．0472（5h） 2．7

錦海　46－1

0．0786（3h）

O．0472（5h）

O．0393（6h）

O．0295（8h）

Ll
P．1

P．1

P．1

定される。本牧再圧密試料については，バックプレッシ

ャーの有無，その大きさ，予圧密の有無及びその大きさ

がe～logσ’特性及び圧密定数に及ぼす影響が明らかに

され，また，特に自然試料の場合に対してはバックプレ

ッシャーの効果が明らかにされた。急速圧密試験として

の意義はe～logσ’曲線や圧密諸定数をいかに早く合理

的に定め得るかにあり，したがって，ひずみ速度や載荷

速度をどの程度大きく選定しうるかは重要である。その
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ため，ひずみ速度や載荷速度が圧密諸特性にどのような

影響を及ぼすかが調べられた。特に圧密降伏応力には載

荷の速さの影響が比較的顕著な型で現われることが明ら

かにされた。過圧密領域から正規圧密領域にまたがる圧

密諸特性の変化傾向が明らかにされ，それらの結果を左

右する間隙水圧の変動傾向が調べられた。また，ひずみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
速度や載荷速度と試験所要時間の関係が明らかにされた。

これらの結果から急速圧密試験法としての適用性をどの

ようにして判定するかについての判定基準が示されてい

る。

　以下では，上述したそれぞれの結果についての詳細を

述べることとする。

　4．4　圧密定数及び有効応力の評価法

　4．・4．　1　定ひずみ速度方式の場合

　定ひずみ速度圧密試験のデータ（写真一4．2に一例を

示す）より圧密定数及び有効応力を求める場合，第3章で

述べたように応力～ひずみ関係及び間隙比の分布の仮定

によって3種の方式がある。応力～ひずみの仮定につい

ては，WiSSaら17）’18）の非線形材料としての仮定がよ

り実際的であると考えられるが，微小時間を考える場合

には線形と考えても実用上支承はないと考えられる。ま

た，WiSSaらによる過渡状態の考慮の必要性について

は，その影響は圧密初期のみであり，一般的に必要なも

のはある程度大きい時間に対応するものであるので，定

常状態のみを考慮しておけばよいと思われる。

　つぎに，間隙比の深さ方向の分布の仮定については

Smith－Wahlsi5）Cこよって考慮されているように想定可

能な両極端をとってもさほど大きな影響はないこと，ま

た，圧密試験の供試体が薄いものであることを考慮する

と一様分布と仮定しても実用上許容しうるものと考えら

れる。

　このような見地から以下で行う定ひずみ速度圧密試験

結果の検討においては，Byrne－Aoki16）により採用さ

れた仮定，すなわち，特定時間tにおける間隙比は深さ

方向に一様であるという仮定にもとつく関係式を基本に

することとする。この場合，t～t＋dt時間内では圧

密定数は一定であると考えると任意の時間tにおける圧

密定数及び有効応力は前出の（3．6）～（3．9）式において

b／r＝0に対応するものとして次式で与えられる。

　6

2丁　一

σ

　＝　b

％α

　一

σ

　＝

ノ

σ

　　Aε　　　de　　　l
m”　＝@Tt’＝1＋e’dσ’

（4．　10）

（4．　11）

　　・・一刷誓、）。b　　　（4・・12）

　ここに，Rは変位速度dd／At，　hsは粘土実質部分

の高さである。

　時間tに対応する有効応力σ’を（4．10）式により求め，

同時に対応する間隙比eよりe～1・gσ’曲線を得ること

ができる。また，時間t及びt＋dt間の平均有効応力

σ。‘に対し，　（4．1D式及び（4．12）式で求まる圧密定

数ru，Cvを両対数紙上でプロットすることにより，

logmv～logσ5V及びlog　Cv～log　O。；曲線が求められる。

　4．4．　2　定載荷速度方式の場合

　この試験においても定ひずみ速度圧密試験の場合と同

様に計測項目は荷重σ，沈下量d，及び供試体底部の間

隙水圧の時間的変動であるが写真一　4．　5に示すように応

力制御であるため荷重の時間的変動は線形となる。

　この場合の圧密定数及び有効応力はAboshiら9）によ

り提案された方式により求める。まず，任意の時間tに

対応する有効応力σ’は前述の（4．　4）式のUb／σ～Tv

関係及び（4．6）式のTv～U関係より時間係数Tvを媒

介として圧密度Uを求め，さらにσ’＝σUとして求めら

れる。また，cvの値はUb／σ比に対し求められたT。よ

りcv；H2t／Tvの関係を用いて決定される。一方，　Mv

については時間t～t＋dt間のひずみの増分dε及び有

効応力の増分dσ’より仇∂＝dε／dσ’として求められる。こ

れらの量より定ひずみ速度圧密試験の場合と同様にして

e～logσ’ C　log　mv～log（％。及びlogCv～log　aEvの関係

が求められる。

　4．5　予圧密とバックプレッシャーの効果

　定ひずみ速度圧密試験（CRS－Test）や定載荷速度

圧密試験（CLR－Test）の場合には供試体底部の間隙

水圧の測定精度が試験結果を左右する。載荷初期におけ

る供試体の安定性を良くし，かつ気泡の混入による間隙

水圧測定の誤差を小さくするため圧密試験の開始前にあ

る圧力で予圧密をするかあるいは，パックプレッシャー

をかけるなどの処置を行うのが良い。その場合，予圧密

とパックプレッシャーのいずれが効果的かあるいはその

大きさはどの程度必要かが問題となる。

　著者ら19）は定ひずみ速度圧密試験結果に及ぼす予圧密

及びパックプレッシャーの効果を再圧密試料及び自然試

料を用いた場合について検討した。また，定載荷速度圧

密試験の場合についても同様の検討を行った。それらの

結果より概要を述べると以下のようである。

　図一4．　5a及び図一4．5bは本牧再圧密試料について，

それぞれ定ひずみ速度圧密試験（CRS－Test）及び

定載荷速度圧密試験（CLR－Test）により求めたe～
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図一4．5a
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　20
Φ

　　　　　汽

200

予圧密とパックプレッシャーの影響
（CRS－Test，本牧再圧密試料）

σ’ ikgf／cm2）

　　　lO

OBp＝05kgf／cm2
口Bp＝O．7kgflcm2
■Pp　t　O．5　kgf／cm2

・Pp＝07kgf／cm2

：Std　test

Loading　Ro†e

　　OO21kgf／cm2／min

200

1、2

図一4．　5b　予圧密とパックプレッシャーの影響
　　　　　　（CLR－Test，本牧再圧密試料）

10gσ’曲線に及ぼす予圧密圧力Ppとバックプレッシャ

ーBpならびにそれらの大きさ（Pp＝　Bp＝0，Pp＝Bp

＝po＝O．5kgf／c㎡，　pp＝Bp＝1．4～1．5po＝O．7～O．75

kgf／と㎡）の影響を一例として示した。また，図一4．6a

及び図一4．6bには定ひずみ速度圧密試験の場合のlog

mv～logσ；。関係及びlog　Cv～10gσ。～関係に及ぼす予

圧密とパックプレッシャーの大きさの影響を示す。さら

に，図一4．6c及び図一4．　6dには定載荷速度圧密の場

合の同様の図を示す。図一4．5a及び図一4．5bならび

に図一4．6a～図一4．6dの各図中には，9シリーズの

標準圧密試験結果のばらつき範囲が示されている。

　総合的にみて，再圧密試料についてはパックプレッシ

ャーや予圧密の影響はあまりなく，標準圧密試験結果の

ばらつき範囲の中に収っている。ただし，予圧密に関し

ては次のことが観察される。

　予圧密の場合，予圧密圧力より少し大きい応力領域に

おいて標準圧密試験の場合に比べ，Mvの急激な減少，

Cvの急激な増加が見られ標準圧密試験の結果からも大

きくはずれる。これは他のひずみ速度の場合や図一4．　6

〉∈
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OO5

図一4．6a
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lO．0　2QO

予圧密とバックプレッシャーの影響
（CRS－Test，本牧再圧密試料）

OO2
　003　　　　01　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　100　　200

　　　　　　　σo∀’（kgf／crn2）

図一4．6b　予圧密とパックブレッシャーの影響
　　　　　　（CRS－Test，本牧再圧密試料）
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図一4．　6c　予圧密とパックプレッシャーの影響
　　　　　　（CLR－Test，本牧再圧密試料）
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図一4．6d　予圧密とバックプレッシャーの影響
　　　　　　　（CLR－Test，本牧再圧密試料）
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c及び図一4．　6dに示す定載荷速度圧密試験の場合に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）も同様にみられる一般的傾向である。これはLoweら

の定動水勾配試験において圧密試験中断後の再試験直後

に見られる圧縮係数α，（av；Mv（1＋e））の急激な低
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）下と類似の現象と考えられる。また，Aboshiらの定載

荷速度圧密試験において予圧密を行った場合の載荷初期

にも同様の現象が現われている。過圧密領域では圧密定

数がばらつきやすいという傾向はあるが，バックプレッ

シャーをかけた場合，そのような顕著な「とび出し」は

みられないことから，載荷直後の非定常性に起因するも

のであろうと考えられる。その上，予圧密圧力以下の定

数が求められないこと，予圧密のための余分な時間が必

要なことから，間隙水圧の測定精度を上げる手法として

はバックプレッシャーの方がよいと言える。

　パックプレッシャーの大きさの相違は再圧密試料に関

するかぎり明白ではない。これは再圧密圧力が小さいた

め，再圧密圧力の除荷ならびに圧密リングの解放による

試料の膨張量も少なく，高い精度が維持できたことによ

るものと考えられる。図一4．6b及び図一4．6dのCv

の場合，パックプレッシャーの大きさにかかわらず，全

体的には標準圧密試験の結果にほぼ対応している。
　　　＾20）
　　　　　がパックプレッシャーを使用することによりLowe　b

過圧密領域のCvが減少し，　Cv～σ砲関係は総体的に平

坦化する傾向を報告しており，そのような傾向は図一4．

6b及び図一4．　6dにおいても認められる。図一4．6b

においてはバックプレッシャーが0の場合にもそのよう

な傾向が現われているが，これはバックプレッシャーが

0の定ひずみ速度圧密試験においてもたえず過剰間隙水

圧の発生した状態で圧密が進行し，これがパックプレッ

シャーと同様の効果を与えていることによると1考えられる。

　パックプレッシャーの大きさの影響については再圧密

試料の実験の場合には明白ではなかった。そこで，自然

試料の場合についてパックプレッシャーの大きさの圧密

定数に及ぼす影響を調べたものが図一4．　7及び図一4．8

である。これはひずみ速度Re＝0．06％／minの定ひず

み速度圧密試験の場合の例である。図一4．8において

Bp　＝1，3，5kgf／（㎡の3種のパックプレッシャーはそ

れぞれの試料が原地盤で受けていた静水圧のO．5倍，1．5

倍及び2．5倍に相当する。なお，図一4．7及び図一4．8

のStd．　Testは同一試料を用いた標準圧密試験結果であ

る。

　図一4．8において，mvについてはパックプレッシャ

ーの影響は全くみられないが，圧密係数Cvについては

明白な影響が現われており，パックプレッシャーが十分

でないとevを過大評価する傾向が認められる。図一4．
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プレッシャー，Bpの効果
（試料：大黒町Na　6－2）
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ロBp＝30kgf／cm2
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tS　Bp＝50kgf／cm2

●Std　1esr
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、＿一一t

OO5
　QO3　　　　01　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　10　　　20

　　　　　　　　　σ。：〔kgf／cm2）

図一4．8　圧密定数に及ぼすパックブレッシャー
　　　　　の効果（試料：大黒町Na　6－2）

8の場合，静水圧のO．5倍程度ではパックプレッシャー

の大きさは不十分であり，さらに高める必要があること

を示している。

　間隙水圧の測定にもとついてc。を決定する定ひずみ

速度圧密試験や定載荷速度圧密試験の場合，沈下量～時

間関係をベースにしてCvを決める標準圧密試験の場合

にくらべサンプリングならびに試料セットなどにともな

う微視的な不飽和の影響を受けやすいと考えられる。不

飽和の程度は三軸圧密試験のような場合，間隙水圧係数
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8が一般に使用される。赤井・小谷21）は三軸等方圧密に

おいてパックプレッシャーを使用することにより，B→

　　　　　　　　　　　　　　22）1となることを示し，また，奥村　　　　　　　　　　　　　　　はB→1とならしめ

るための必要な拘束圧について理論的考察を行っている。

m

12

1，0

O，5

　　　1．0　　　　　　　20　　　　　　　30

Bock　Pressure／Hydrostotic　Pressure

図一4．9　間隙水圧係数Bとパックプレッシャーの
　　　　　関係

　　　　　　　　　　　21）　図一4．　9は赤井・小谷　　　　　　　　　　　　のデータよリパックプレッシ

ャーの静水圧に対する割合の型でプロットしなおしたも

のである。厳密な静水圧の大きさが不明のため斜線部分

により原図のBの曲線を表示している。図の場合，静水

圧の80％以上のパックプレッシャーを使用すれば完全

飽和状態が得られることを示している。ただし，赤井・

小谷は過大なバックプレッシャーは粒子の骨格構造を変

えるため好ましくないことを指摘している。しかし，図

一4．7及び図一4．8に示す定ひずみ速度圧密試験の結果

には過大なバックプレッシャーをかけたことによる悪影

響は現われていない。

　自然試料の場合，多かれ少なかれ，微視的な不飽和状

態になっていると考えられるが，側方拘束の圧密試験の

場合，不飽和度を定量的に評価する方法は確立されてい

ない。そこで，自然試料の場合，上述の結果を参考にし

て不飽和度の評価をすることなく，一様に静水圧の75～

100％程度のパックプレッシャーをかけるのがよいとみ
　　　19）
られる。

　4．6　ひずみ速度及び載荷速度の圧密諸特性に及ぼす

　　　　影響

　4．6．1　概要

　4．　3．　3で述べたように本牧再圧密試料及び2種類の自

然試料を用いて定ひずみ速度圧密試験及び定載荷速度圧

密試験を実施した。この際，それぞれひずみ速度及び載

荷速度を変えることにより，それらが圧密諸特性，すな

わち，e～logσ’特性，圧密降伏応力及び圧密定数mv，

evなどに及ぼす影響を調べた。本牧再圧試料については

均一な供試体の作成が容易であるため広範囲のひずみ速

度あるいは載荷速度について比較実験が可能である。一

方，自然試料については試料数に限度があるため再圧密

試料に関する試験結果を参照して利用可能なひずみ速度

または載荷速度を選定している。以下では本牧再圧密試

料に関する結果を中心に検討をすすめることにする；

　4．　6．　2　e～10gσ’特性

　再圧密試料の場合についてはパックプレッシャーの大

きさが試験結果に及ぼす影響はそれほど顕著ではなかっ

たので，パックブレッシャーO．5kgf／｛㎡の場合に対し，

ひずみ速度をO．024％／min～O．6％／minの範囲で変えた

定ひずみ速度圧密試験結果を図一4．10aに示す。また，

載荷速度を5段階に変えた定載荷速度圧密試験の結果を

図一4．10blに示す。両図には実線で9シリーズの標準

圧密試験結果の変動幅が示されている。

　e～10gσ’曲線の一般的傾向としてはひずみ速度の増

加とともに右上にシフトする。すなわち，圧縮性が減少

するといえるが，Re＝0．1～0．2％／min以下ではほとん

OOl

22

20．

el8

Φ

σ’ ikgf／cm2）

　　　　｜O

ee＃teitag
窒?g

kK

Pres

O5kgf！cm2

図一4．10a　e～10gσ’曲線に及ぼすひずみ速度
　　　　　　の影響（CRS－Test）
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　　　lO ioO　200

Loading　Rate（kgf沈rψmin）

　　　0168
　　　0．084
　　　0056
　　　0042
　　　0021
　　Std　test

図一4．10b　θ～1・gσ’曲線に及ぼす載荷速度

　　　　　　の影響（CLR－Test）
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ど標準圧密試験結果のばらつき範囲内に入いる。ひずみ

速度が相当大きいとe～logσ’曲線が右上にシフトする

のは深さ方向の間隙比の分布の一様性が許容できなくな

り，有効応力を過大評価すること，さらには，2次圧密

の影響のひずみ速度による量的な相違によるものと考え

られる。一方，図一4．10bにおいてRa＝0．021～

O．168kgf／afの範囲の載荷速度では，早V・載荷速度の

ものほど圧縮性が小さくなる傾向がわずかにみられるが

全体的には標準圧密試験結果のばらつき幅にくらべると

それほど大きな相違はない。しかし，標準圧密の場合に

比べ，圧密降伏応力はやや大きく，正規圧密領域の直線
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　O．024
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部の勾配はやや大きい。

　再圧密試料に関する上述のような結果を考慮して選定

したひずみ速度または載荷速度を用いた圧密試験を自然

試料の場合について実施した例を図一4．11a，図一4．

11bならびに図一4．12a，図一4．12bに示す。いず

れの場合にも静水圧の75～80％程度に相当するパック

プレッシャーを与えている。図一4．11a及び図一4．12

aの定ひずみ速度圧密試験においてはR，　・・　O．12％／min

以下のひずみ速度を用いている。ややひずみ速度の影響

がみられるが，標準圧密試験自体のばらつきも当然予想

されるので，この程度（Re＝O．1　2％／min）以下のひ

ずみ速度を用いれば，標準圧密試験の場合と大差がない

結果が得られるとみてよい。一方図一4．11b及び図一

4．12bの定載荷速度圧密試験の場合には，初期間隙比

一43一



e。のばらつきが載荷速度の相違の傾向を不鮮明にして

いるが，一般的には標準圧密試験の場合より圧縮性が小

さく，載荷速度が大きいと一層この傾向は顕著になるも

のとみられる。

　4．　6．3　圧密降伏応力

　図一4．10a，図一4．11a及び1図一12aにみられる

ように定ひずみ速度圧密試験の場合，みかけ上過圧密領

域が大きくなる傾向については多かれ少なかれ共通して

みられる現象である。また，図一4．10b，図一4．11b

及び図一4．12bに示されているように定載荷速度圧密

の場合についても同様である。以下ではこの傾向を定量

的に検討してみる。

　標準圧密試験より求められる圧密降伏応力をp，std，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
定ひずみ速度圧密試験及び定載荷速度圧密試験より求め

られる圧密降伏応力をそれぞれp，，CRS，　pc，CLRとし，

比率Pc，CRS／Pc．stdをひずみ速度に対してプロットした

ものを図一4．15に示す。また，比率p，，CLR／pc，，tdを

載荷速度に対してプロットしたものを図一4．14に示す。

それぞれの図には，本牧再圧密試料，錦海自然試料及び
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lO

大黒町自然試料についての結果を3種の記号により区別

して示す。

　図一4．15より比率pc　CRS／，，　stdはひずみ速度のみ
　　　　　　　　　　　リ　　　　　　　　　　　　　　カ

の影響を受けており，試料の状態（再圧密試料か自然試

料か），荷重の履歴，あるいはバックプレッシャーの大

小などとは無関係のようである。ひずみ速度Re＝0．12

％／min以下では比率pc　CRS／p，　etdは1．2～L4程度で
　　　　　　　　　　リ　　　　　　　　　　　　　カ

あり，ひずみ速度がさらに大きくなるとこの比は増加す

る傾向が認められる。標準圧密試験との対応を考える場

合，過大なひずみ速度を使用すると圧密降伏応力を過大

に見積ることになり，R，＝O．O　2　4％／min～0．12％／min

の範囲でも標準圧密試験の圧密降伏応力p，stdより20
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
～40％程度大きく評価することになる。

　一方，図一4．14より比率p，，CLR／p，，、tdには載荷速

度のみの影響が明白に現われている。比率ρ，，CLR　／Pc，etd

は載荷速度の小さい場合には1に近く，載荷速度の増大

とともに大きくなる。使用した載荷速度の範囲内では約

O．O・4　kgf／c㎡／min以下でpc　CLR／p。　std÷1．3，それ以
　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　

上の荷重速度では比率は急激に大きくなる傾向がある。

　4．　6．　4　圧密定数

　定ひずみ速度圧密試験より求められる圧密諸定数は理

論的にはひずみ速度の影響も考慮して決定されたもので

あるが，実際の土は理論上の仮定通りには挙動しないの

でおのずから使用可能なひずみ速度にも限度があるもの

と考えられる。このことはまた，定載荷速度圧密試験わ

場合にも同様である。そこで，圧密定数がひずみ速度や

載荷速度によりどのような影響を受け，それが標準圧密

試験で求められた圧密定数との対応という点でどのよう

な影響を受けるかを再圧密試料及び2種の自然試料の場
合について検討し尼3）以下ではこれらの概要について述

べる。

　図一4．t5は本牧再圧密試料（再圧密圧力Po　・・　O．5　kgf／

㎝2 jの定ひずみ速度圧密試験によるmv，　cvの有効応力

に対する変化をひずみ速度をパラメータとして示したも

のである。また，同一試料に対する定載荷速度圧密試験

のMv，　Cvの有効応力に対する変化が載荷速度をパラメ

ータとして図一4．16に示されている。図一4．15及び

図一4．16には9シリーズの標準圧密試験結果について，

各荷重段階のMv及びcvのばらつき範囲及び平均値が示

されている。

　mv～σ㍍関係は，通常，正規圧密領域では両対数紙

上で直線となる。本牧再圧密試料の場合，正規圧密領域

はσ’＞O．5kgf／㎝2であるが，　mv特性が完全な正規圧

密領域の特性を示すのは先行圧密応力ρc＝Poの2～3

倍に対応する応力以上の領域においてであるといわれて
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lOO

おり2F）p，から2～3Pcまでは過渡的な傾向が現われてい

る。定ひずみ速度圧密試験のm，は完全な正規圧密領域

ではひずみ速度の影響を全く受けず，かつ，標準圧密試

験の結果との対応も非常に良い。しかし，過圧密領域な

いしは過渡領域ではひずみ速度の影響を受け，ひずみ速

度が大きい場合（ひずみ速度Re；O．24％／min以上），

標準圧密試験結果との対応性は悪くなる。一方，Cvついて

は過圧密領域ないしは過渡領域（先行圧密応力Pcの3

倍位までの応力範囲）においてはばらつき幅が正規圧密

領域にくらべてやや大きいが，全応力範囲を通じてひず

み速度による顕著な相違はみられず，標準圧密試験のCv

のばらつき範囲内にあるとみなし得る。図一4．15のηb

特性について，O．2・4％／min以上のひずみ速度の場合，

過圧密領域のmvが標準圧密試験結果よりかなり小さい

という前述の実験事実に対し，過圧密領域のcvが標準

圧密試験結果と比較的良く対応している事実は注目され

る。このことは過大なひずみ速度の場合，透水係数kが

mvと同程度の比率で標準圧密試験のkより小さく評価

され，結果的にcvはひずみ速度の影響を受けず標準圧

密試験のcvと対応しているということであり，その詳

細な検討は間隙水圧特性と関連して行う必要がある。し

かし，いずれにしても標準圧密試験結果との対応性とい

う見地に立って判断するかぎり，定ひずみ速度圧密試験

より求められる圧密定数は過大なひずみ速度（0．4％／min

程度以上）の場合，標準圧密試験の圧密定数を正しく推

定できないといえよう。

　図一4．16は上述の場合と同一の試料の定載荷速度圧

密試験により求めた結果である。この場合にも2～3Pc

以上の完全な正規圧密領域では，mv，　evとも載荷速度

による影響は認められず，標準圧密試験結果とも非常に

良い一致がみられる。raについては，標準圧密試験の

平均値を結ぶ直線よりやや大きいが実用上問題とならな

い程度である。しかし，過圧密ないし過渡領域（2～3

pc以下）のm，にはかなりのばらつきがみられ，載荷速

度が大きい場合に標準圧密のmvより大きく変動する傾向

がある。この領域のevには載荷速度の影響がみられ，

載荷速度の大きいものほどcvの値は大きく，載荷速度

の小さい場合に標準圧密試験結果と良い一致がみられる。
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　つぎに自然試料の場合の例を取り上げる。図一4．17

及び図一4．　18はそれぞれ大黒町試料及び錦海試料の定

ひずみ速度圧密試験によるMv，　Cvの有効応力に対する

変化をひずみ速度をパラメータとして示したものである。

また，同一の試料に対する定載荷速度圧密試験のMv，

Cvの有効応力に対する変化が載荷速度をパラメータと

してそれぞれ，図一　4．　19及び図一　4．　20に示されている。

　図一4．17及び図一4．18の定ひずみ速度圧密試験にお

いて使用したひずみ速度RεはO．O・2・4％／min≦Re≦

O．1　2％／minの範囲のものである。　M。については全ての

応力範囲内で特にひずみ速度の影響は認められず，また，

これらのひずみ制御試験のデータは標準圧密試験のra

特性と非常によく対応している。また，evについては

最も遅いもの（Re＝O．O　2　4％／min）が，とりわけ正規

圧密領域において他のひずみ速度のものより一様に小さ

くなる傾向を示しているが，これらはむしろ自然試料に

　　　　　　　　　　　　　　19）は不可避のばらつきと考えられる。

　図一4．19及び図一4．　20の，定載荷速度圧密試験の場

合，正規圧密領域においてはMv，　Cvは再圧密試料の場

合と同様の傾向があり，標準圧密試験結果との対応も良

い。過圧密領域においてはMv，Cvともに載荷速度の影

響を受け，載荷速度が大きくなるとmvは小さく，　Cv

は大きく評価される傾向がある。この領域においては載

荷速度が小さい場合のみ，標準圧密試験結果との対応は

比較的良くなる。

　4．　6．　5　定載荷速度圧密におけるひずみ速度

　標準圧密試験の場合のひずみ速度は各荷重段階の圧密

初期の大きいひずみ速度から圧密終期における小さいひ

ずみ速度まで広範囲に変動する。たとえばCrawfordに

よれば，p＝4．O　kgf／αn2の定荷重による圧密の場合，

初期のLO％／minから終期の1．0％／weekまでの変動を
　　12）
示す。

　定載荷速度圧密の場合，載荷速度は一定であるが，一

般に土の応力～ひずみ関係は非線形であるためひずみ速

度は応力とともに変化する。載荷速度を一定に保った場

合のひずみ速度の応力に対する変化状況を以下では検討

する。ただし，この場合のひずみ速度は任意の時間tに

おいて時間間隔dt内に生ずる変位量より計算されたも

のであり，これは同一時点における有効応力と対応づけ

られる。

　図一4．　21は本牧再圧密試料について5種類の載荷速

度を用いて実施した定載荷速度圧密のひずみ速度Reと

有効応力の関係を示したものである。図中，標準圧密試

験及び定載荷速度圧密試験より求めた圧密降伏応力をそ

れぞれ矢印で示す。また，図一4．　22には錦海自然試料
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定載荷速度圧密試験のひずみ速度の
有効応力に対する変化と載荷速度
（本牧再圧密試料）
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　　　　　　　　　寒

1・…51

　lO
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定載荷速度圧密試験のひずみ速度の
有効応力に対する変化と載荷速度
（錦海自然試料M46－1）

に対する同様の関係を示した。

　図一4．21の本牧試料の場合，載荷速度の大きいもの

については，載荷開始後のひずみ速度はある応力までは

ほぼ一定となり，それより大きい応力領域では両対数紙

上で直線的に減少する。一方，載荷速度の比較的小さい

もの（Rσ≦O．O　5　6　kgf／㎝2／min）については，ひずみ速

度が一たんピークを示した後，載荷速度の大きい場合の

直線とほぼ平行に減少している。錦海試料についても本

牧再圧密試料の載荷速度の比較的小さいものと同様の傾

向がみられ，1ひずみ速度のピークがより明白に現われている。

これらのピークに対応する応力は載荷速度により異なっ

ており，標準圧密試験の圧密降伏応力Pcの2～4倍，

定載荷速度圧密試験より求められる圧密降伏応力p，，CLR

の1．5～2倍程度である。これらのピークに対応する応

力は過渡領域の終了点に対応するものと考えられ，その

応力より大きい応力領域において完全な正規圧密の特性
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が現われているとみられる。中瀬ら23）によれば一たん乱

された試料が再圧密を受けた場合，完全な正規圧密にも

どるには先行圧密応力pcの2～3倍の応力を受ける必
要があり，このことはLaddら24）の試料の乱れの特性と

関係があるとされている。

　定載荷速度圧密の場合にも同様の現象の存在が想定さ

れ，pcとの関係からみてもR、～σ’のピークが完全な

正規圧密に入いる応力は載荷速度の影響を受けており，

載荷速度が大きいと完全な正規圧密領域に入いる応力が

高くなる傾向が現われている。

　本牧再圧密試料の場合，圧密諸特性が標準圧密試験結

果と良く対応するときのひずみ速度は0．1～O．2％／min

以下とみられ，そのような点を考慮して図一4．　21を見

ると最も小さい載荷速度のもの以外は定載荷速度圧密の

ひずみ速度はかなり高いものを使用している。また，錦

海試料についても図一4．　22にひずみ制御試験で使用し

たひずみ速度を点線で示したように，定載荷速度圧密試

験の場合のひずみ速度はかなり高い。このようなことが

Mv，　cvの過圧密ないしは過渡領域における標準圧密試

験結果との対応性の不十分な原因とみられ．また，図一

4．14に示した圧密降伏応力p。CLRの載荷速度による
　　　　　　　　　　　　　　，
急激な増加の原因と考えられる。

　4．　7　間隙水圧特性と試験所要時間

　4．　7．1　間隙水圧

　定ひずみ速度圧密試験あるいは定載荷速度圧密試験に

おいては供試体底部で測定された間隙水圧にもとついて

圧密定数が決定され，また，同時に対応する有効応力が

求められる。したがって，これらの圧密試験結果を解釈

する場合，最も支配的な要因となるものが底部間隙水圧

の挙動である。以下では，供試体底部の間隙水圧Ubの

全応力σに対する比Ub／σの型で間隙水圧の特性を調べ

る。

　図一4．25及び図一　4．　24は定ひずみ速度試験の場合の

再圧密試料及び自然試料の間隙水圧比Ub／σの有効応力

σ’に対する変化をひずみ速度をパラメータとして示したも

のである。ひずみ速度が大きい場合，載荷初期において

間隙水圧比Ub／σはかなり高く，この値は有効応力の増

加とともに減少する。ひずみ速度が小さい場合，載荷初

期より間隙水圧比Ub／σは低く，しかも，有効応力の増

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）加にかかわらずほぼ一定の傾向がある。Crawford　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は

最大応力に対する間隙水圧の比が非常に小さいため（5

～15％程度），定ひずみ速度試験の圧密は動水勾配によ

るものよりも土の塑性抵抗にもとつくものであり，した

がって，2次圧密的であることを指摘している。また，

Smith－Wahls15 pま最大応力に対する間隙水圧の比が透
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定ひずみ速度圧密試験の間隙水圧比と
有効応力の関係（本牧再圧密試料）
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定ひずみ速度圧密試験の間隙水圧比と
有効応力の関係（大黒町自然試料及び
錦海自然試料）

水性の非常に小さいものも含めて50％以下であれば，

定ひずみ速度圧密試験結果と標準圧密試験結果の対応は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）
良いことを報告している。一方，Byrne－Aoki，
　　　　18）
　　　　　も標準圧密試験と定ひずみ速度圧密試験の結Wissaら

果が良い対応を示したものの最大応力に対する間隙水圧

の割合はそれぞれ10％及び5％程度であったことを報告

している。

　しかし，各研究者により使用された最大応力はそれぞ

れ相当異なっている。Smith－Wahls15）の例では，非常

に透水性の大きV・場合のものの最大応力は約6．O　kgf／《㎡

程度であり，対応する有効応力は約4．6kgf／㎝2程度と

相当小さい。広範囲のひずみ速度を使用した図一4．　25

の結果から明らかなように，間隙水圧比zab／σは一般に

は有効応力，したがって，全応力の大きさによって変わ
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る。しかも最大応力に対するものが最も小さくなるので，

最大応力に対する間隙水圧の割合のみによって結果を議

論するのは不十分である。図一4．25及び図一4．　24にお

いて，ひずみ速度の小さい場合（R、≦0．12％／min），全

段階の応力について，Ub／σの値は小さく（0．2～0．3以

下），したがって，この場合の圧密は動水勾配よりも塑

性抵抗が支配的である。また，ひずみ速度が大きい場合，

Ub／σ値は応力の低い時点で相当高い値を示しており，

この場合の圧密は動水勾配が支配的である。これらの現

象は，また，定ひずみ速度圧密試験結果と標準圧密試験

結果の対応性を間隙水圧特性と結びつけて論ずる場合，

最大応力に対する間隙水圧の割合よりも試験初期段階の

比較的小さい応力領域の間隙水圧比Ub／σに着目した方

がよいことを意味している。

O△

LO

50
ちb＼。⊃

×　Bp＝Pp＝O

O　Bp＝Q5kgf允m2
0　Bρ＝O．75kqf／cm2
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●Pp　＝　O．75　kgf／cm

O
σO！　　　　　　　　　　　Ol　　　　　　　　　　　　　1．O

　　　　　Straln　Rate　（％／min）

図一4．　25　先行圧密応力における間隙水圧比
　　　　　　とひずみ速度の関係

いて定ひずみ速度圧密試験結果は標準圧密試験結果と良

い対応を示すと考えられる。このような基準は図一4．24

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）に示す自然試料の場合にも同様に適用してもよい。
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定載荷速度圧密試験の間隙水圧比
と有効応力の関係（大黒町自然試
料及び錦海自然試料）

　そこで，図一4．　25は広範囲のひずみ速度についての

データの得られている本牧再圧密試料の場合について，

先行圧密応力（p，÷0．5kgf／㎝2）における底部間隙水

圧の割合をひずみ速度に対してプロットしたものである。

バックプレッシャーや予圧密及びその大きさによる相違

もあわせて示されている。ただし，予圧密の場合には

Ub／σの最大値を使用している。

　図一4．25より先行圧密応力における間隙水圧の割合

はひずみ速度の増大につれて増加する。4．　6において圧

密諸特性のひずみ速度による影響を詳細に検討した結果

によればR，＝0．1～0．2％／min以下のひずみ速度を用

いれば，Mv，　Cv及びe～1・gσ’特性のいずれもが標準

圧密試験結果と比較的良い一致を示す。このことから対

応する間隙水圧比Ub／σが先行圧密応力においてO．　3～

0．4以下であれば先行圧密応力より大きい応力領域にお

　一方，定載荷速度圧密試験の場合の間隙水圧特性を定

ひずみ速度圧密試験の場合と同様の型で調べる。図一4．

26及び図一4．　27に定載荷速度圧密の場合の再圧密試料

及び自然試料の間隙水圧比Ub／σ～有効応力σ’関係が

載荷速度をパラメータとして示されている。各図にはそ

れぞれの試料の標準圧密試験より求めた圧密降伏応力pc

及び定載荷速度圧密試験より求めた圧密降伏応力pc，CLR

をそれぞれ実線及び点線の矢印で示した。

　図一4．26及び図一4．27を比較すると本牧再圧密試料

と大黒町及び錦海自然試料の間隙水圧比Ub／σの有効応

力に対する変化傾向には著じるしい相違がみられる。図

一4．　26の場合，間隙水圧比Ub／σは有効応力の小さい

領域で最も大きく応力の増大とともに減少する。その際，

圧密降伏応力p．よりやや大きい応力でUb／σ～σ’曲線

に変曲点がみられ，この変曲点は載荷速度の小さいほど
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標準圧密試験より求めた圧密降伏応力pcに近い応力に

おいて生じている。この変曲点は定載荷速度圧密試験か

ら求められた圧密降伏応力pc　CLRにほぼ対応しているよ
　　　　　　　　　　　　　’
うである。一方，図一　4．　27に示した自然試料の場合の

Ub／σ～σ’の関係は再圧密試料の場合の傾向とはかなり

異なっており，間隙水圧比Ub／σはある有効応力のもと

で極大値を持つ。ピークに対応する応力は圧密降伏応力

Pc　CLRよりやや大きく，その応力より完全な正規圧密状
　’
態に入いるようである。図一4．　26及び図一4．　27に示す

間隙水圧特性の顕著な相違の原因は明らかでないが，自

然試料における圧密係数の過圧密領域と正規圧密領域と

の著しい落差（図一4．17～図・一　4．　20）がその一因と考

えられる。

　4．　7．2　試験所要時間

　大きなひずみ速度を使用すれば，試験所要時間は短か

SOOO
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lOO
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30
　0．OOl

くてよいが前述のように過大なひずみ速度を用いると標準

圧密試験結果との対応が悪いのでAある程度ひずみ速度

は低くおさえるべきである。しかし，過小なひずみ速度

は圧密定数を定めるに足る量の間隙水圧が発生しない恐

れがあるのみならず，試験所要時間も長時間を要し，急

速圧密試験としての価値が失われる。そこで，ひずみ速
　　　　　　　　　　　　　　19）度と試験所要時間の関係を調べた。図一4．　28はσ’＝

12．8kgf／αn2まで定ひずみ速度圧密試験を実施したと仮

定した場合の試験所要時間とひずみ速度の関係を示した

ものである。本牧再圧密試料についてはσ’＝・　O．8　kgflCtn2

に到達するのに要する時間も点線で示した。また，図一

4．　28には他の研究者により報告された関係も示してある。

この場合，有効応力はσ’＝σ一2Ub／3として求めた。

　図一4．　28において，おのおののケースの各点はひずみ

速度の大きな領域を除くと45°の勾配を持つ直線上にプ

　　　ト。－Mossenq引oy（Undis†urbed）°ハ

　　　　　　　　　σ’＝80kgf／cm2
　　　‘＋Kaol｜nl愴゜）σ’苦80kgf／cm2
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ぐi：；il叢
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O．Ol　　　　　　Ol　　　　　　　l．O

　　　　　Strqin　Rq†e（％／min）

　　a）：文献15）　b）　：文献17）

lO．O

図一4．　28　特定有効応力に到達するに要する時間とひずみ速度
　　　　　　（定ひずみ速度圧密試験）

oHorirnoku　Cloy（Remolded）

△Kinloai　Clay（Undisturbed）

ロDaikoku－cho（Undlsturbed）

O・004　　001　　　　　　　　　　　0．l　　　　　　　　　　　　l．0　　2，0

　　　　　LDoding　　 Rot●　　 （ kPt／Ctn2！min　）

　　図一4．　29　載荷速度と試験所要時間

ロットされている。このことは各ケースについて，有効

応力を規定すれば，所要時間tとひずみ速度Reの関係

はR，t＝C（C：一定の定数），すなわち，試験所要時

間はひずみ速度に反比例するということである。図一　4．

28より，ひずみ速度が小さいと相当長時間を要すること

になり，急速圧密試験に利用できるひずみ速度の範囲は

O．O　2％／min～O．2％／min程度と考えられよう。

　一方，定載荷速度試験の場合の載荷速度と試験所要時

間の関係を調べたものを図一4．　29に示す。定載荷速度

試験の場合の試験所要時間は最大応力と載荷速度より容

易に求めることができる。すなわち，試験所要時間は最

大応力を規定すれば載荷速度に反比例して短かくなる。

一50一



　4．　8　急速圧密試験法としての適用性の判定基準

　急速圧密試験法のそなえるべき条件としては迅速性，

正確性，操作の容易性がある。3条件とも満足するもの

が最良の方法であるが，目的によってはかならずしも3

条件が100％要求されるわけではない。急速圧密試験と

いう観点からはひずみ速度Reまたは載荷速度Raは大

きいほど望ましいが，試験結果から圧密定数や有効応力

を決定する際に設けられている仮定が満足されなくなる

ことによりReやR。には実用上の限界が存在する。正規

圧密領域においてはこれらの仮定が広範囲のひずみ速度

（又は載荷速度）について満足される。一方，過圧密領

域ないしは過渡領域においては，載荷の速さによる影響

がみられ，標準圧密試験結果との対応という観点に立つ

かぎり載荷の速さは小さいほどよいことになる。標準圧

密試験結果との対応性の定量的評価は困難であるが，実

用可能なひずみ速度Re（または載荷速度R。）の選定に

あたっては次のような事実を考慮して決定するのがよい。

　4．8．1　試験所要時間

　標準圧密試験の場合，最大圧密応力σ’＝12．8kgf／㎝2

までの試験所要時間は8日間必要である。定ひずみ速度

圧密試験または，定載荷速度圧密試験の場合，図一4．28

または図一4．29に示すようにひずみ速度Reまたは載荷

速度R。に反比例の関係があり，両対数紙上で45°の直
線で表わし得るtg）試験所要時間は定載荷速度圧密試験の

場合，土の種類にかかわらず，R。のみにより一義的に

決まるが，定ひずみ速度圧密試験の場合には圧縮性が関

係するため土の種類によりR。に対する関係は変化す∂ご）

しかし，あるReのもとでの所要時間を知ることにより

他のReに対する所要時間は図一4．　28の関係によりた

だちに推定することができる。

　4．・8．2　圧密降伏応力からの判定

　標準圧密試験結果との対応性という観点から載荷の速

さReまたはReの上限を設定しようとする場合，図一4．

15または図一4．　14に示した圧密降伏応力の比を用いる

のがよいと思われる。それがe～logσ’特性やmv，　Cv

特性の標準圧密試験結果との相違の定量的評価を最もよ
く表わすとみられるからである碧25）

　比率pc，CRS／p，，、tdのReに対する変動傾向，または，

比率p，，CLR／pc，stdのR。に対する変動傾向から圧密降

伏応力の比を1．4に押えるとした場合，許容しうるRe

またはR。はそれぞれ，Re≦0．2％／min，R。≦0．04

kgf／en12／minである。

　過圧密領域における試験データの重要度と図一4。28

または図一4．29に示した試験所要時間を考慮して上記

の許容しうる比率を変えることも可能である。

　4．　8．　3　間隙水圧比Ub／σによる判定

　定ひずみ速度圧密試験の場合，最大応力σme、とその時

の供試体底面の間隙水圧の比Ub／σ．，axが試験結果の妥

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）当性を判定する目安となり得る。Smith－Wahls　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の例

では透水性の非常に小さいものも含めて，この比がO．5

以下であれば標準圧密試験結果との対応が良いことを報
告しており，また，Byrne－Aoki　i6），　Wissaら18）の例

では0．05～0．10程度である。

　しかし，各報告の最大応力はそれぞれ相当異なってい

るのみならず，任意の時点の応力σとその時の間隙水圧

の比Ub／σは応力によって変動し，応力の低い領域で高

い値を示すので最大応力に対する間隙水圧の割合のみに

よって議論するのは不十分である。

　底部間隙水圧Ubの応力による変動傾向を考慮して比

較的初期段階の応力として先行圧密応力p。（自然試料

の場合，有効土被り圧）に対応する間隙水圧の比のひず

み速度R、に対する変化を示したものが図一4．25である。

この図よりRe＝0．1～O．2％／minに対応する間隙水圧

比Ub／σは0．3～0．4となる。ただし，この結果は標準

圧密試験の場合と同じ供試体寸法（初期高さHo＝2．0㎝，

直径6．0㎝）に対して得られたものであり，初期高さの影

響の有無については検討の必要がある。間隙水圧比Ub／

σとひずみ速度Reに関する図一4．25の結果を用いて，

あるひずみ速度Reで実施した定ひずみ速度圧密試験結

果の妥当性を判定し，試行錯誤的な方法で標準圧密試験
結果を推定することも一方法として考えられる㌘）

　4．9　結言

　本章においては粘性土の圧密定数を短期間に合理的に

定めるための急速圧密試験の問題を取り上げている。急

速圧密試験の試みとしては段階載荷方式，定載荷速度方

式及び定ひずみ速度方式の3つの方式に大別され，4．2

においては，各方式にもとつく研究の動向を概観した。

4．5においてはそれらのうち，定ひずみ速度方式及び，

定載荷速度方式の急速圧密試験法としての優位性に着目

し，共通の試料を用いて両方式及び標準圧密試験による

比較実験を実施した。4．4～4．7では，定ひずみ速度方

式及び定載荷速度方式にもとつく試験結果をベースにし

て，急速圧密試験法としての妥当性，適用方法及び適用

限界について詳細な検討を行った。4．　8ではそれらの結

果をふまえて急速圧密試験法としての適用性の判定基準

について論じた。以上の内容より結論的に言えることの

主な点は次のようである。

　1）定ひずみ速度方式においても，定載荷速度方式に

おいても供試体底部における間隙水圧の測定精度が結果

を左右する。この場合，間隙水圧の高い測定精度を維持

一51一



する手段としては時間短縮という見地からも予圧密より

もパックプレッシャーが有効である。その大きさは不飽

和度に応じて調整するのが合理的であるが，その定量的

評価が困難なため，自然試料の場合，一律に静水圧の75～

100％程度のパックプレッシャーを加えて試験すること

が望ましい。

　2）定ひずみ速度方式または定載荷速度方式の試験よ

り決定された圧密降伏応力は標準圧密試験のpcよりも

一般に大きく，p。に対する比率はひずみ速度，または，

載荷速度の増大とともに大きくなる。したがって，これ

らの比率を一定限度内に押えるためには，ひずみ速度あ

るいは載荷速度を限定する必要がある。

　3）圧密定数（Mv，Cv）は完全な正規圧密領域では，

ひずみ速度あるいは載荷速度の影響をほとんど受けず，

広範囲のひずみ速度または載荷速度に対し，標準圧密試

験の結果と良い一致を示す。一方，過圧密ないしは過渡

領域では多かれ少なかれ載荷条件の影響が見られ，早い

載荷の場合，標準圧密試験結果との対応性は悪い。

　4）特定の有効応力（例えば，1　2．8　kgf／㎝2）に到達

するのに要する時間は極端に早い載荷の場合を除いて，

ひずみ速度あるいは載荷速度に反比例すると考えてよい。

ただし，定載荷速度圧密試験の場合，比例定数¢は実用

上常に1（土の種類，応力履歴に無関係）であるのに対

し，定ひずみ速度圧密試験の場合には土の種類，応力履

歴等により変化する。

　5）ひずみ速度または載荷速度には実用上の限界があ

る。それらの選定基準としては，試験所要時間，圧密降
伏応力の比Pc，，。s／P，．，、d　sた｝まP・，・bR／P・，・td先行

圧密応力相当の応力における底部間隙水圧の比率

Ub／σが活用され得る。標準圧密試験結果との対応とい

う観点から一般的にはRe≦01～0．2％／min，　Re≦

O．O　4　kgf／㎝2／min程度が使用上の目安と考えられる。
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第5章　超軟弱粘土に対する定ひずみ速度圧密

　　　　試験の適用

　5．1　概説

　凌漢土による埋立地盤の沈下予測に関連して，超軟弱

土の圧密特性を正しく把握しておくことが必要である。

粘性土の圧密係数は，通常，Terzaghiの一次元圧密理

論にもとついた標準圧密試験により決定される。しかし，

超軟弱土を対象とした場合，標準圧密試験法には圧密理

論や試験方法に関していくつかの制約が存在し，また，

得られたe～logσ’関係や圧密係数の値は圧密応力の小

さな範囲ではばらつきが大きく信頼性が低い。

　そこで，本章においては，まず，超軟弱地盤の実態を

取り上げこの場合の沈下の予測の現況と問題点を検討し，

超軟弱土の圧密定数の適切な評価方法についての提案を

行う。

　5．2　竣洪土による埋立地盤の一般的特性

　港湾地域において凌喋土を用いて埋立地を造成する場

合，良質土砂を用いるかぎり軟弱地盤処理という観点か

らの問題は少ないが，粘性土を用いる場合，造成された

地盤は極度に軟弱となりやすい。これまで我国では数多

くの埋立工事が施工されてきたが，それらの中の幾つか

の代表的な埋立工事施工例が柳瀬ら4）によりとりまとめ

られている。それによると竣漢による埋立地盤の物理的，

力学的性状の一般的な傾向が把握される。

　これまでに造成された埋立地盤は層厚が10～20m程

度のものが過半数を占めている。竣喋前の自然地盤の粘

性土の土質とそれを使用して造成された埋立地の土質と

の間の相関関係については資料が限定されているが，一

般的傾向としては凌諜前に60～80％の含水比を有して

いた粘性土は埋立中あるいは埋立直後には300％程度に

達する場合があり，そのような地盤はほとんど支持力を

持たないスラリー状態にある。しかし，埋立工事終了後

数ケ月放置されているとその含水比は次第に減少するが，

　　　　Water　Content｛％）　　　　　Water　Content（％）
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図一5．2　竣漢前の粘土試料の圧密特性
　　　　　（柳瀬，1965）

乾燥収縮が進行するのは地表面附近の50～60㎝程度ま

でであり，水位が地表面近くに存在する場合には，粘土

層中の含水比は埋立後4ケ月経過した時点でも140～

160％程度の値をとることがあるといわれる。図一5．1

に竣諜前及び埋立後半年以内の含水比の変化の一例を示

す。粒度組成，液性限界などの物理的性質は施工方法に

もよるが，凌藻前及び埋立後で概して変化は少ないとみ

られる。

　一方，渡漢前後の力学的性質については，軟弱である

ため土質試験が難しく，十分な資料に乏しいが，一軸圧

縮強さqv≦O．2　kgf／㎝2と考えられる。また，埋立後

の粘性土の圧密特性に関する資料は非常に限られている

が，一例によれば，圧密係数cvは10”2～10－1㎝2／min

の間に幅広くばらついており，正確な値の決定が困難の

ようである。図一5．2及び図一5．　5に凌諜前及び埋立後

の標準圧密試験結果を示すt）この場合，埋立土の体積圧

縮係数mvは凌喋前の値の延長線上にあり，圧密係数Cv

は凌諜前と同程度となっている。
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図一5．　5　埋立後の粘土試料の圧密特性

　　　　　（柳瀬，1965）

　5．5　標準圧密試験法とその適用限界

　5．3．1　圧密理論に関する適用限界

　標準圧密試験法はTerzaghiの一次元圧密理論を基礎

にして規定されたものである。Terzaghiの圧密理論は

有効応力の原理にもとついており，（5．1）式の型で与え

られる。

∂％　　　∂2u

百丁＝c’∂z2
（5．1）

　ここに，uは過剰間隙水圧，　Cvは圧密係数，　tは時間

である。

　（5．1）式はその誘導過程において，微小ひずみの仮定

（圧密中層厚は変化しない）をはじめ，10個の重要な

仮定が設けられている。それらの仮定の妥当性について

は多くの研究者により色々と問題点が指摘され，Terzaghi

の圧密理論を修正した圧密理論がいくつか提案されてい
　5）
る。

　凌※による埋立地盤のように超軟弱な粘性土により構

成される地盤では圧密によって層厚が著しく減少する。

このような場合には，層厚の変化を無視した圧密基礎方

程式では圧密速度を過小評価することになる。厚層の変化

を考慮した圧密基礎方程式は第5章で述べたように三S6）

やGibso、らll）により導かれている。それらは自重の影

響を考慮しない場合には，それぞれ，（5．2）式及び（5．

3）式で与えられる。

芸一ζ・・隠

∂e　　　∂2e

百τ＝c〃万7

（5．2）

（5．3）

　ここに，ζは圧密比（1＋θo）／（1＋e），eoは初

期間隙比，eは間隙比，　Zoは圧密開始前の固定座標系

（オイラー座標系），aはラグランジエ座標系である。

　（5．2）式及び（5．3）式はともに自重の影響を考慮して

いないので，一方から他方の式が座標変換により導かれ

ることが指摘されているZ）これらの式によると層厚の変

化が大きくなるとTerzaghiによる圧密基本式（5．1）式

を用いた結果との差違が大きくなる。三笠は標準圧密試

験における圧密度U～時間係数Tの関係において初期層

厚に対する最終ひずみがO．5に達した場合に両者のT5。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）の問には32．2％の誤差が生じることを指摘している。

超軟弱粘土の圧密試験では層厚が初期の半分以下になる

こともあり，このような場合には（5．1）式の適用は大き

な誤差を生むことになる。

　5．3．　2　試験方法に関する適用限界

　従来，一般的に用いられている圧密試験はJISに定

められた標準圧密試験法である。標準圧密試験法では粘

土供試体の表面に直接載荷する方法を採用しており，原

位置で採取した成形可能な試料を対象とすることを想定

している。

　超軟弱粘土の圧密試験を実施する場合，通常の粘性土

と異なる点は供試体がスラリー状をした床圧密の状態にあ

るということである。このような状態の試料を圧密リン

グに流しこんで加圧板をセットし圧密荷重を載荷した

場合，標準圧密試験法で規定されている第1段階の圧密

荷重を瞬間的に加えると加圧板と圧密リングの間隙からス

ラリー状態の試料の漏れ出しが生じ，試験の実施が非常

に困難となる。また，実際の超軟弱地盤の自重圧密現象

を取扱う場合，かりに，土の単位体積重量を0．3gf／㎝3，

層厚10mとすると土中の最大有効応力は0．3　kgf／㎝2程

度にしかならない。このように非常に小さい圧密応力に

対しては現行の標準圧密試験法の荷重段階で得られたe

～logσ’関係や圧密諸定数の値はばらつきが大きく，沈
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下予測のための定数の決定が非常に困難となる。

　以上のことから現行の標準圧密試験法を超軟弱土の圧

密試験に適用するのは明らかに無理であり，このような

場合には，標準圧密試験にかわる別の方法として，スラ

リー状態の供試体に適用可能であり，かつ，低応力状態

でのθ～logσ’曲線及び圧密諸定数を精度よく決定し得

る方法を開発する必要があることが指摘される。

　5．　4　超軟弱粘土の圧密定数の決定に関する既往の研

　　　　究

　超軟弱粘土の圧密定数を合理的に決定しようとする場

合，試料が流動しやすいこと，非常に小さい応力レベル

を対象とすることに十分配慮する必要があることなどの

ため，標準圧密試験法と同様の方法を用いることは不可

能である。

　このようなスラリー状態の試料の圧密定数を求めるた
　　　　　　　　　　　10）　　　　　　　9）
め，三笠・高田　及び三笠　　　　　　　　　　　　　は遠心力を利用する方法を

提案している。すなわち，スラリー状態の試料を遠心力

場において自重圧密させ，その初期沈降過程から間隙比

e～透水係数kの関係を求めておき，次にある遠心力荷

重で自重圧密させた試料内の間隙比eを測定し，さらに，

試料内部の有効応力σ’を定めることによりe～σ’関係

を求める。以上の関係からMv～σ’関係が定められる。

遠心力を利用する方法は沈降過程から自重圧密過程にい

たる現象を観察するのに有効な方法であるが，微小応力

状態における圧密定数を決定するための試験法としては

汎用化しにくい難点がある。

　著者ら11）は低応力下での圧縮曲線及び圧密係数を求め

るため，定ひずみ速度圧密試験法の活用を提案した。こ

の方法は第4章で述べた急速圧密試験法の1つである定

ひずみ速度圧密試験法を利用することにより瞬間載荷の

場合に避けられないショックが軽減しうる点に着目した

ものである。Cvの決定は三笠の圧密理論にもとつくフ

ィッティングにより行っている。この場合，圧密定数の

決定をコンピューターにたえず依存しなければならない

という不便が避けられない。その後，このような難点を
解消するための試みが行われた：）’2）’3）それらの詳細につ

いては後述する。

　　　　　　　　　12）　　　　　　　　　　　　　13），14）　一方，矢野・今井　　　　　　　　　　及び今井　　　　　　　　　　　　　　　　　は低荷重下の圧密

定数を求めるため，浸透圧密試験法の活用を提案してい

る。これはスラリー状態の供試体の上面及び下面に一定

の水圧dpを作用させることにより生ずる浸透水圧を利

用するものである。すなわち，dpを作用させ続けると

浸透水圧による圧密が生じ，終局的には供試体は定常状

態になる。この定常状態における透水流量v，間隙水圧

uの分布及び間隙比の分布を測定することにより必要な

圧密定数が決定される。標準圧密試験の場合，圧密過程

（すなわち，非定常状態）にある沈下～時間関係を圧密

理論曲線にフィッティングさせて圧密係数Cvを決定し，

透水係数kを計算により求めるのに対し，浸透圧密試験

では定常状態における透水係数kを測定した後，計算に

より圧密係数Cvを決定していることに注意する必要が

ある。

　5．5　定ひずみ速度方式にもとつく圧密定数の決定法
　　　　　　　1），2），3）
　　　　の提案

　5．5．1　基本的原理

　5．　5で述べたように超軟弱土を対象とした標準圧密試

験法には理論的にも，また試験方法においても適用限界

が存在する。試験方法に関する適用限界を解消するため，

定ひずみ速度圧密試験法の活用を提案したIDこれは後述

のような定ひずみ速度圧密試験装置を用いることにより

瞬間的載荷による圧密容器からの試料のもれ出しを防止

し，圧密荷重の小さな範囲における試験精度の向上をは

かるようにしたものである。この装置による載荷方式は

標準圧密試験における段階的な載荷とは異なり一定のひ

ずみ速度により圧密を行うものであり，非常に軟弱な供

試体に瞬間的な衝撃力を与えずに円滑な載荷が可能であ

る。

　元来，定ひずみ速度圧密試験は第4章で述べたように，

試験所要時間の短縮という目的で考案され，この方法が

標準圧密試験の代用として適用可能か否かという観点か

ら研究が行われてきた。その結果，過度に大きいひずみ

速度を用いないかぎり正規圧密領域において標準圧密試
験結果とよい一致を示すことが判明しているt5）’16）標準

圧密試験法の適用できないような超軟弱土は，通常，正

規圧密状態にあることから，このような超軟弱土を対象

とした圧密試験法として定ひずみ速度圧密試験法の活用

の可能性が大きいことが理解される。

　一方，超軟弱土の圧密を理論的に取り扱う場合に考慮

すべき点としては層厚の変化が大きいという問題がある。

定ひずみ速度圧密試験の結果から圧密定数を決定する方

法については，第4章で述べたように，Byrne－A．kiil）

Smith－Wahls1F）Wissaら19）などの報告がある。これ

らはいずれも供試体の層厚変化を無視したいわゆる微小

ひずみ理論にもとつく圧密基礎方程式を仲介としている。

超軟弱粘土の場合にはこれらの方法では誤差が大きくな

るため，（5．　2）式または（5．3）式のような大ひずみを考

慮した圧密基礎方程式を用いることが必要となる。微小

ひずみを仮定した定ひずみ速度圧密の理論解の場合には，

適当な仮定を設けて圧密基本式を解析的に解き，圧密定

数を求めている。層厚変化を考慮した圧密基本式の場合
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には，解析的に解くことが困難であるため差分法による

数値解を求めることにより圧密定数が決定される。この

ため，第5章で述べた大ひずみを考慮した定ひずみ速度

圧密理論が超軟弱土の場合の圧密定数の決定のため活用

される。その具体的な決定法については次節で述べる。

　5．5．2　圧密定数の具体的決定法

　第5章では大ひずみを考慮した場合の定ひずみ速度圧

密の理論解を差分計算により求めた。数値計算の結果を

利用して無次元量Cv／（RH。）をパラメータとする3種

類の図，すなわち，図一5．5，図一5．　6及び図一5．7が

作成された。図一5．5は一定速度で圧縮される供試体の

頭部における圧密比（1＋ee）／（1＋eT）と平均ひずみ

dHe／Heの関係をCv／（RH。）をパラメータとして示し

たものであり，また，図一5．6は供試体下端の圧密比

（1＋eo）／（1＋eB）に関する同様の関係である。一方，

図一5．7は供試体上下両端面のひずみの比Fと平均ひず

みdHo／H①の関係をCv／（RHo）をパラメータとして示

したものである。

　供試体上下両端面のひずみの比Fは（3．52）式で示さ

れる非線形応力ひずみ関係，すなわち，

　　　　　　　σ’
e＝ee’Cc　1°g7

（3．52）

を用いることにより，（3．55）式のように有効応力の式

により表示される。

　　一E．

F＝＝一＝
　　εT

1。9（σ一Ub）－1・9σ。’

109σ一lo9σo’
（3．55）

　ここに，eは間隙比，　eoは初期間隙比，　C、は圧縮指

数，σ’は有効応力，σ。’は初期状態における有効応力，

εB，εTは供試体下端面及び上端面におけるひずみ，σ

は全応力，Ubは供試体下端面における過剰間隙水圧で

ある。

　（3．55）式は圧密試験において計測できないひずみの

かわりに，計測可能な有効応力により表示したものであ

る。

　著者らは（3．55）式及び図一5．7，さらには，図一5．

5及び図一5．6を利用して定ひずみ速度圧密試験の結果

から圧密係数Cv及びe～logσ’関係を定める方法を提

案したL）’2）’3）その具体的な方法を以下に述べる。

　まず，超軟弱土を用いて定ひずみ速度圧密試験を実施

することにより，初期状態における応力σo’，初期間隙

比eo，初期高さHe，任意の時間の全応力σ，任意の時

間の底面における過剰間隙水圧Ub，ならびに任意の時

間の変位∠Hoが測定される。このうち，初期応力状態

σ♂の測定については次のような配慮が必要である。す

なわち，供試体は本試験開始前に一様応力状態にあるこ

とが必要であるが，このための方法として，2つの手段

が考えられる。1つは定荷重により予圧密する方法であ

り，他の1つは所定の応力まで非常に緩速な定ひずみ速

度圧密（Ub÷0　に保つ）を行う方法である。σ。’の大

きさの決定は自重圧密沈下を予測する場合のように，微

小な応力状態の圧密定数を定める必要があるときには，

計測装置の精度を考慮して決定する必要がある。

　上述したような量を用いて，圧密係数cv及びe～

1・gσ’関係が以下の手順により決定される。

　①　上下両端面の有効応力によるFの計算

　　　任意の時間において，供試体上端面の有効応力

　　σ〆＝σ，下端面の有効応力，σ6＝σ一Ubを計算

　　し，（3．55）式を用いてFを決定する。

　②　平均ひずみAHe／H。の計算

　　　変位dHeの時間的変化より，任意の時間tにおけ

　　る変位を求め，供試体初期高さに対する平均ひずみ

　　dHo／Hoを求める。

　③　圧密係数Cvの決定

　　　①，②より求めたF及びdH。／Hoの値より図一5．

　　7を用いてev／（RHo）を求め，変位速度R及び初

　　期高さH。より圧密係数cvを決定する。

④　上下両端面の間隙比eT及びeBの計算

　　③で求めたCV／（RH。）の値とdHo／Hoの値より，

　図一5．　5を用いて供試体上端面の間隙比eTを求め，

　また同様にしてc。／（RH。）とdH。／Hoの値から図

　一5．6を用いて供試体下端面における間隙比eBを

　求める。

⑤e～lo9σ’関係

　　半対数紙上に供試体上下両端面の有効応力と対応

　する間隙比の関係をプロットすることによりe～

　logσ’関係が求められる。この場合，上下面のそれ

　ぞれについてe～10gσ’関係が求められる。両者は

　ほぼ一致するべきであるので，上下いずれか一方を

　求めておけばよい。しかし，現実には試験誤差が予

　想され，一致しない場合には適当な処理が必要であ

　る。たとえば両者が同程度の精度の場合には両者の

　平均をとるか，測定精度が異なるとみられる場合に

　は，良い精度により求められている方のみを採用す

　るなどの処理の仕方が考えられる。

⑥平均圧密応力σ。。tの決定

　　圧密係数Cvの値が圧密応力に対して変動する場

　合には，平均圧密応力σ。vtの値を求め，その値に対

　してcvの値をプロットする必要がある。この場合，
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平均圧密応力σavtは⑤で求めたe～logσ’関係より

平均間隙比eavに対応する応力として求められる。

　平均間隙比eavは次の関係より求める。

1＋e・・　＝＝（・…）（・一 W） （5．・4）

　5．6　著者の実験研究

　著者らは超軟弱粘土の圧密定数を合理的に決定する方

法を提案した。この方法の妥当性を検討するため，高含

水比を有するスラリー状試料の定ひずみ速度圧密試験を
実施したL）’2）’3）試験装置，試験条件及び試験結果の概要

は次のとおりである。

　5．6．1　定ひずみ速度圧密試験装置

　この装置はひずみ制御装置，荷重反力受枠，圧密容器

及び載荷ピストンより構成される。図一5．4に本装置の

模式図を，写真一5．　1に本装置の全景を示す。載荷装置

は負荷変動に対しても一定のひずみ速度が得られるよう

配慮したもので有段変速機構をそなえ，ひずみ速度は

4．4×10≡‘mm／hlin～5．Omm／minまで変速可能である。

本装置により最大圧密応力15．O　kgf／㎝2（試料径60rnrTD

までの載荷が可能であり，対象とする応力領域に応じて

圧密容器及び検出器が取りかえられる。圧密容器はステ

ンレススティール及びアクリル製で前者は10kgf／cm2ま

での通常の応力領域の試験の場合に使用し，後者は0．5

kgf／㎝2以下の微小応力領域の試験の場合に使用する。

圧密容器の内面は精密仕上げした上，テフロンコーティ

ングがほどこされている。圧密容器の寸法は直径60㎜，

高さ130㎜，供試体の厚さは100㎜まで調節可能で

図一5．4

Pore　Water　Pressure

Regul耐or
Volve

超軟弱土のための定ひずみ速度圧密試験
装置系統図

写真一5．　1　超軟弱土用定ひずみ速度圧密試験装置

ある。載荷ピストンには試料のもれ出しを防止するため，

O一リングが取りつけられている。圧密試験の供試体上

下両端面の応力は載荷ピストン及び下部ペデスタルの供

試体に接する面に埋込まれた圧力変換器により，摩擦の

影響を含まない量を直接検出する。また，供試体底面に

おける間隙水圧は半導体間隙水圧計により計測される。

応力ならびに間隙水圧の検出器は対象応力領域により使

い分けられる。大きい応力領域に対しては，容量10kgf

／cm2の圧力変換器（共和電業）及び容量5．Okgf／㎝2の

間隙水圧検出器（豊田工機　PMS－5）を用い，微小応

力領域に対しては，容量0．5kgf／㎝2の圧力変換器（ST

研究所，PS25－05）及び容量0．5　kgf／㎝2の間隙水圧

検出器（ST研究所，　PMIO－05）を用いる。いずれ

の場合にも検出された圧密及び間隙水圧はデジタルボル

トメータにより直読するかまたはペン書きオッシログラ

フに記録される。

　5．6．2　試料

　試験に使用した試料は横浜本牧地区の海底より採取し

たものであり，第4章の実験にも使用したものである。

採取された試料は土塊，貝殻，有機物などが混入してい

るのでこれを大型混練機にかけて練返し，α074㎜の
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フルイを通して不純物を除去してできるかぎり均一な試

料を作成した。この試料は含水比200～300％程度に調

整され，試験に供された。本牧粘土の物理的性質は第4

章の表一4．5に示すとおりである。

　5．　6．　3　試験方法及び試験条件

　5．　6．　1で述べた圧密試験装置の圧密容器内面にグリー

．スを塗布し，含水比200～230％のスラリー状試料を圧

密容器の中に30～50㎜の厚さまで注ぎ，初期応力σ。’

＝O．O　O　8～O．103　kgf／㎝2に相当するごく軽量の重錘を

載荷し，24時間の予圧密を行った。予圧密の目的は定

ひずみ速度圧密試験結果の解釈に必要な初期状態を規定

することである。対象とする応力領域を考慮して，任意

の初期状態からはじめてよい。小さい応力領域の特性を

主体に調べる場合には，初期状態はできるかぎり小さい

応力にsり規定することが望ましいが応力検出のための

圧力変換器の許容精度が限度（供試体の自重以上）であ

る。定荷重による予圧密の際，摩擦にともなう有効荷重

の減少が特に予圧密初期には避け難いので圧密容器内に

埋設された検出器により検出される応力を確認しながら

必要な調整（付加重量の追加）を行った。以上のように

して，予圧密終了後の供試体高さHoより求められる間

隙比ee及びその時に圧密容器内で検出されている応力

σ0’ �閧ﾐずみ速度圧密開始前の初期状態（e。，σ。’）

とした。

　定荷重による予圧密終了後，供試体頭部の載荷ピスト

ソをロックし，この状態より定ひずみ速度圧密試験を開

始した。定ひずみ速度圧密試験実施中，軸ひずみ，供試

体上下両端面の鉛直応力及び供試体底面の間隙水圧を測

定した。表一5．　1に試験条件を示す。

　5．6．4　試験結果の概要

　超軟弱粘土を定ひずみ速度条件で圧密する前に，供試

体の初期状態を明確にする必要がある。このための処置

として，いずれの場合にも定荷重により予圧密する方法

を用いた。

O，5

宅。4
さ

言。3

9－・・

Ol

OO
lOO　　　　　　200

　　Tlme（min）

300

図一5．　5　定ひずみ速度圧密試験例

｜O

8

・ξ

・』

2

o

　24時間の予圧密により初期状態の規定された供試体

に対し，一定の変位速度を持つ定ひずみ速度圧密試験を

実施した。荷重及び過剰間隙水圧の記録にはデジタルボ

ルトメータを用いた。図一5．5はこの時の荷重及び供試

体底部の過剰間隙水圧の時間的変化の例を示す。変位

速度R＝2．748×10－3㎝／minにより最大応力約O．　5　kgf

／㎝2まで定ひずみ速度条件で圧密を行った結果である。

　超軟弱粘土の定ひずみ速度圧密試験の結果から大ひずみ

の影響を考慮して圧密係数Cv及びe～logσ’関係を5．

5．2の方法にしたがって決定した。実験データの処理及
　　　　　　　　　　　　　　2）
び計算過程の一例を以下に示す。

　表一5．2は定ひずみ速度圧密試験の原データのデータ

表一5．1 定ひずみ速度試験の試験条件

予圧密前 定ひずみ速度圧密試験開始前

試料名・番号 初期含水比 初期高さ 初期間隙比 初期応力 変位速度
2〃‘　（％） Ho（αn） θ0

σ‘（㎏f／㎝2） R（㎝／min）

H－1＊ 230 1，391 3，013 0，077 3．07×10－3

H－2ホ 230 L963 2，958 0103 3．07　　”

本　牧 H－3＊ 230 2，518 3，950 0014 3．07　　〃

H－6 230 2，370 4205 0008 2．748　〃

H－8 206 2，155 3，650 0025 2．726　〃

注）＊印：　最大容量10kgf／㎝2応力検出器，5kgf／Ctn2間げき水圧検出器使用

　　無印：　最大容量0．5kgf／αn2応力および間げき水圧検出器使用
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表一5．2 定ひずみ速度圧密試験の原データ記入例

港湾技術研究所 CRS－TEST （応力測定） 報　告　用　紙 （1）

Sample　本牧 Test No．6 年　　月　　日

予圧密前

bｳ苗
5915㎝1 比重G・ 2712 上部応力

ｴ度 一 ㎏f／㎝2／mV

予圧密沈

ｺ量 a545㎝
実質部高

ｳ　∬8 ρ455cm
下部応力

ｴ度
1・549×10≡4㎏f／㎝2／mV

初期高さ
∬o 2370㎝1

初期間隙
艨@　θo

4205 間げき水

ｳ感度
2307×10－4㎏f／㎝2／mV

乾燥重量

ωd
3↓74gf

初期応力
@　σ♂ 00081kgf／（㎡ 変位速度 2748×10一㌔n／min

① ② ③ ④ ⑤

M
　‡

imin）
変　　　位 軸 応 力　（上） 軸　応 力　（下） 全 水　　圧 間げき水圧

4μ。（㎝） 読　み ち（㎏f／㎝2） 読　み σ8（㎏f／㎝2） 読 み ％（㎏f／αn2） ％め（kgfβm2）

0 149 0」02308 65 0015
0 0 （ρ0081） （＝％8寧） 0
1 1 3LO×10－3 216 00335 109 0．0251 σ0101
2 10 285　　〃 291 00451 153 00353 0」0203
3 40 1095　　〃 338 α0524 184 00424 0．0274
4 60 16↓7　　〃 382 00592 214 0．0494 0」0344
5 80 22α0　　〃 435 ρ0674 247 ρ0570 0」0420
6 100 2740　　〃 493 00764 283 σ0653 00503
7 120 33ρ0　　” 565 00875 316 00729 00579
8 145 400．0　　〃 643 00996 331 0LO764 0」0614
9 170 46ao　　〃 773 01197 400 0」0923 0」0773

10 200 5490　　〃 愉 0．1496 459 01059 ρ0909
11 220 6020　　〃 11148 01771 502 0L1158 α1008
12 240 6580　　〃， 1，383 02142 554 01278 0」1128
13 260 714．5　　〃 1，688 0．2615 608 0．1403 0L　1253

14 270 7420　　〃 1，871 02898 625 α1442 α1292
15 280 7690　　〃 2110 0」3268 669 01543 01393
16 捌 7960　　〃 a366 0L3665 699 0．1613 Ol463
17 300 824．0　　〃 2716 α4207 757 Ol746 α1596
18 305 838LO　　〃 2879 α4459 767 0」1769 01619
19 310 8520　　〃 3080 04771 792 α1827 α1677
20

■　Ue　静水圧

シート記入例，表一5．　5は計算過程の例を示す。表一5．

2には定ひずみ速度圧密試験により求められた原データ

が一括して示されている。それらの中で，初期状態にお

ける有効応力σo’は予圧密終了後の応力の計測により求

められる。すなわち，圧密終了後の過剰間隙水圧は0で

あること，かつ，計測された全応力より静水圧を差し引

くことにより求められる。表一5．2に示した原データよ

り次の手順にしたがって圧密係数Cv及びe～1・gσ’関

係が決定される。

①　上下両端面の有効応力及びFの計算

　　109（σ一Ub）－109σ0’
F＝　　　　logσ一109σ0ノ

②　平均ひずみ　dHo／Heの計算

③圧密係数Cvの決定

　　①，②より求めたF及びdHo／Hoの値を図一5．7の

　上にプロットする（図5．6参照）。図よりc。／（RHe）

　の値を読みとり，表一5．　5に記入する。R及びHoの

　値から，平均ひずみdHo／H。に対応する圧密係数cv

　を求める。

④上下両端面の間隙比eT及びeBの計算

　　③で求めたCV／（RHo）の値とdHo／Hoの値より，

　図一5．5を用いて供試体頭部の圧密比（1＋eo）／（1＋eT）

　より間隙比eTを求め（図一5．　7参照），また，図一

　5．6を用いて供試体底部の圧密比（1＋e。）／（1＋eB）

　より間隙比eBを求める。（図一5．　8参照）。

の値を計算する。
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⑤e～lo9σ’

　　eT～σ’及びeB～σ’の関係をプロットすることによ

　りe～logσ’関係を定める。

⑥　平均圧密応力σavtの決定

　　⑤で求めたe～logσ’関係より平均間隙比eav＝

　（1＋eo）×（1－dH。／Ho）－1に対応する応力として

　求められる。③で求めたCvの値をσ。v’に対してプロ

　ットする。

　以上のステップにより圧密係数cv及びe～logσ’関

係が求められた。これらの圧密諸定数に及ぼす各種条件

の影響∵）すなわち，圧密リングの周面摩擦の影響，試験

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1），
条件一初期状態，ひずみ速度，検出器の容量一の影響
2）’3）

ｪ調べられた。それらの試験結果の詳細については

次節で述べる。

oO

12340000

　　　　　　△Ho／Ho
Ol　　O2　　03　　04　　　05　　Q6　　07

　05LL

　O6

　07
　0．8

　0．9

　，・06　。1。2 03 04　　05　　06　　07

図一5．　6　F～dHo／Heプロット例

　　　　　　　　　△Ho／Ho
　O　　　O［　　02　　03　　04　　 05　　06　　07
10

15

τ

三20
＞

雪25

30

3・56
Ol　　　O2　　　0．3　　　0．4　　　05　　　　Q6　　　0、7

図一5．7　（1＋eo）／（1＋eT）～dHo／Ho
　　　　　プロット例

lO

15

20

25

30

35

　　oi：

G。　ill

…1：

：i・i

i：

　　o

　　　　　　△He／Ho
O．l　　O．2　　03　　04　　05　　06

〇－　　　02　　　Q3　　　0．4　　　05　　　06

図一5．　8 （1＋eo）／（1＋eB）～4〆H。

プロット例
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　5．7　周面摩擦に対する検討

　供試体側面を圧密リングによって拘束し水平方向の変

形が生じないようにして一次元圧密を行うと圧密リング

壁面と供試体の間に接線方向の応力が発生する。この接

線応力は周面摩擦または側面摩擦と呼ばれている。この

周面摩擦の存在によって，加えられた圧密荷重と供試体

内部の圧密応力が異なってくるという問題が生じる。標
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）
準圧密試験における周面摩擦に関する研究はNakase

　　　　21）　　　　　　らによって行われ，定量的な影響が明らかやMonden
にされている。Monden21）によると有効応力σ’で整理した

ときの金属面の摩擦係数は0．15～0．20であって，通常

の試料の場合，周面摩擦により減少する圧密応力は加え

られた荷重の10～20％に達するといわれている。また，

周面摩擦の影響は全沈下量よりも圧密沈下速さの係数Cv

に大きく現われることが指摘されている。

　標準圧密試験におけるこのような周面摩擦の影響は有

効圧密応力が小さくなるとより顕著となり，Taylorに

よって定義された周面摩擦係数が大きくなることが明ら

かにされている。一方，定ひずみ速度圧密試験の場合

のように，載荷が連続的に行われている場合には，この

ような周面摩擦の存在の影響は比較的小さいことが予想

されるが，定量的な影響は明らかでない。そこで，超軟

弱粘土を定ひずみ速度条件で圧密した場合，周面摩擦の

影響がどのようになるかを別途，両面排水条件のもとで

　　　　　　　　　11）
の試験により調べた。

　標準圧密試験において周面摩擦の影響を検討する場合，

得られたデータを有効圧密応力で整理するとよいといわ

れているが『D定ひずみ速度圧密試験においては有効圧密

応力が決まらないので供試体上端面における圧密応力σ〆

を用いてデータの整理を行った。この場合，両面排水条

件によって試験を実施しているので，σ〆＝σ．，σ」＝
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σBである。

　周面摩擦を供試体周面に作用する平均的な接線応力で

表すと力のつりあいから（5．5）式が成り立つ。

毒一芸｛　　　　σ」1一　　　　σ〆｝

（5．5）

　ここに，τは供試体周面に作用する平均的な接線応力，

Rは供試体の半径，Hは供試体の高さ，σ〆は上端面の

有効応力，σ」は下端面の有効応力である。

lO

Strain　Ro↑e

　OO307　mm！min

　（5．・5）式で求められるτ／σ〆と上端面の有効応力σ〆

の関係を示すと図一5．9のようになり，σ〆が1．3kgf／

㎝2 ﾈ下においては，周面摩擦が供試体の圧密応力の減

少に及ぼす影響は小さくなると考えられる。

　　　　　　　　　　22）
　図一5．10はTaylor　　　　　　　　　　　により与えられている周面摩擦

係数を（5．6）式で求め，上端面の有効応力σ〆に対して

プロットした結果である。

μ一（2H）1・9e

’G

）Q5

　oo9

o
o　O　　O　　　　O　　　o　　o

　　O　　　o　　　　　　O　　　　　　o

O 2　　　3　　　　4

　　σ｛kgf！cm2

5 6

図一5．9　周面摩擦測定例（定ひずみ速度圧密試験）

O．35
三「「
　No　3

456000
NNN

σ’

σ’－dσ’

030

「蛭

（5．　6）

O，20

O，IO

o

図一5．to

Strain　Rate

　　O．0307mm！min

2　　　　3

　　’　　　　　　2　σkqf／cm

4

周面摩擦係数（定ひずみ速度圧密試験
及び既往標準圧密試験）

5

　ここに，μは周面摩擦係数，Rは供試体の半径，　Hは

供試体の高さ，σ’は有効圧密応力，dσ’は供試体上下

両端面の有効応力の差である。（5．6）式は一次圧密終

了後，供試体の過剰間隙水圧がゼロになったときの力の

つりあいより求められた式である。標準圧密試験の場合，

圧密過程における周面摩擦係数を求めるための式として

は別の型の式が導かれているZ，）定ひずみ速度圧密試験の

場合にも標準圧密試験の圧密中と同様に供試体内部には

過剰間隙水圧が発生しているので（5．6）式はそのままの

型では適用できないが，緩やかなひずみ速度で圧密試験

を実施すると供試体内部に発生する過剰間隙水圧は微小

となるので，（5．6）式が近似的に適用しうるものとして，

周面摩擦係数μを求めた。また，定ひずみ速度圧密試験

の場合には，有効圧密応力のかわりに供試体上端面の有

効応力を用いているので，そのまま標準圧密試験の場合

の結果と比較することはできないが，標準圧密試験の場

合について，従来得られている結果が図一5．10に斜線

で示されている。

　定ひずみ速度圧密試験の場合の周面摩擦係数は圧密応

力の小さい範囲においては，標準圧密試験の場合の従来

の結果と異なる傾向を示し，上端面の有効応力σ〆が1．3

kgf／㎝2以下において周面摩擦係数μの値が減少してい

る。この理由として圧密応力の小さい所では供試体がス

ラリー状態にあること，あるいは，圧密容器内面のテフ

Pンコーティングによる周面摩擦の減少効果が大きいこ

となどが考えられる。しかし，σT’が1．3kgf／㎝2程度以

上においては周面摩擦係数μの値は従来報告されている

標準圧密試験の場合の結果とほぼ同程度であるところか

ら，前者の理由，すなわち，供試体がスラリー状態にあ

ることによると考えた方がよい。いずれにしても，図一

5．10から圧密応力の小さい領域においては超軟弱土の

場合の周面摩擦は非常に小さいことが明らかである。し

たがって，超軟弱粘土の場合の圧密試験においては周面

摩擦の影響は通常の粘性土についての標準圧密試験で認

められるよりもかなり小さいと考えられるLi）
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　5．　8　e～logσ’関係と諸条件の影響

　超軟弱粘土の定ひずみ速度圧密試験の結果は第5章に

おいて作成した図表により解釈される。e～1・gσ’関係

については図一5．5または図一3．6に定ひずみ速度試験

により計測されたデータをプロットすることにより，供

試体の頭部の間隙比eTと頭部の有効応力の関係，また

は，供試体の底部の間隙比eBと底部の有効応力の関係

が求められる。（3．52）式で与えられる応力～ひずみの

関係，すなわち，

　　　　　　　　σ’
e＝e・－C・　1°97 （3．52）

は供試体の頭部及び底部でともに成立するはずであるか

ら，供試体頭部及び底部の間隙比と有効応力の関係は一

致しなければならない。このことを確認するため，異な

った条件のもとにおけるe～logσ’関係の変化傾向を調

べてみた。図一5．11は本牧粘土の場合のe～logσ’関

係を各種の条件の定ひずみ速度圧密試験を実施すること

によって求めた例を示す。図一5，11には容量の大きい

検出器（応力：10kgf／㎝2，間隙水圧：5kgf／㎝2）を

用いた場合の供試体頭部のe～logσ’関係を黒印の記号

で，また，底部でのそれを白抜の記号で示している。図

一5．11には，さらに，容量の小さい検出器（応力，間

隙水圧とも0．5kgf／㎝2）によるe～10gσ’関係もあわ

せて示す。容量の異なった検出器による結果より，初期

状態（σo’及びee）の相違の影響が調べられる。

　図一5．11において容量の大きい検出器を用いた場合

の結果に注目すると初期応力の小さいところから定ひず

み速度圧密試験を始めた場合，供試体頭部及び底部にお

Φ
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定ひずみ速度圧密試験による超軟弱土の
e～logσ’関係（本牧粘土）

けるe～logσ’関係は応力の小さい領域ではかなり相違

し，応力の大きい領域では両者の相違はほとんど認めら

れなくなる。頭部及び底部におけるe～logσ’関係の応

力の小さい領域におけるギャップは応力及び間隙水圧検

出器の測定精度に帰因するものである。特に，頭部にお

いて定められた関係が真のe～logσ’関係とはなれる傾

向があるようであるZ）検出器の許容精度からみて妥当な

値以上の初期応力状態を設定し，その応力状態より大き

い応力領域において定ひずみ速度圧密試験を行なえば頭

部及び底部のe～10gσ’関係は一致し，どちらか一方の

みから，e～10gσ’関係を定めてもよいといえる。

　埋立地における超軟弱粘土の自重圧密沈下を対象とす

るような場合には，最大容量10kgf／orn2の検出器を用い

ると小さい応力領域における応力の測定精度がかなりあ

らくなり不適当となる恐れがある。このような場合には，

容量の小さい検出器を用いることにより所要の精度を確

保することが必要となる。図一5．　11には最大容量O．5

kgf／㎝2の応力及び間隙水圧検出器を用いて得られたe

～logσ’関係があわせて示されている。ただし，計算に

使用した荷重は供試体下端面の応力検出器により測定さ

れたものである。図一5．　11において，最大容量0．5kgf

／㎝2の検出器による測定結果にもとつくe～logσ’曲線

の傾向は最大容量の小さい検出器を用いることにより初

期応力状態の設定精度が高くなり，応力の小さい領域に

おいてe～logσ’関係の信頼性が上がることを示してい

る。

　5．　9　圧密係数Cvと諸条件の影響

　定ひずみ速度圧密試験の結果から第5章の図一5．7を

利用して（図一5．　6のプロット例参照），圧密係数Cv

が決定される。圧密係数Cvの値は標準圧密試験の場合

には連続した荷重載荷段階の平均圧密応力に対してプロ

ットしたものが報告されるのが普通である。定ひずみ速

度圧密試験の場合にも同様の整理を行うため，さきに決

定されたe～logσ’関係から平均間隙比e。v＝（1＋eo）

（1－dHo／Ho）－1に対応する平均有効応力σavtを求め，

この値とCvの関係を定めた。このようにして求めた定

ひずみ速度圧密試験による圧密係数の平均有効応力σ。ノ

に対する変化傾向を各種の条件の場合について検討して

みた。

　log　Cv～log　aav’関係に及ぼす各種条件の影響が前述

のe～10gσ’関係の場合と同様に調べられた。図一5．12

は本牧粘土の場合の例を示す。log　Cv～log　Oavt関係に

影響を及ぼす可能性のある要因としては，前述のごとく

変位速度R，供試体寸法（初期高さHe），初期含水比

Wi，初期状態における応力σ。’，さらには，応力ならび

一64一



・2xlo”

10’‘

壱O

2xlO’s
　　［O’2

図一5．12

跳ジピ
W‘　　σo’　Ho　　Rx｜os
（％）（kgf！㎡）（cm）（㎝／mln）

230　0008　2370　2748
206　0025　　2155　　2726

230　0077　　139｜　3070

230　0103　　1、963　3070

230　0014　2、518　3070

　　　lo’‘　　　　　　　　　1　　　　　　　　　｜o

　　　　σ・・’（kgf／cm2）

定ひずみ速度圧密試験による超軟弱粘土
の圧密係数と有効応力の関係（本牧粘土）

に間隙水圧検出器の容量及び精度などが考えられる。図

一5．12は1・9Cv～1・g　aav’の関係に影響を及ぼすとみ

られる各種の要因のうち，ある任意の組み合わせの場合

の結果を示したものであり，各種潜在影響要素をいちい

ち詳細に検討したものではないが，検出器の精度による

影響以外，特に各要素による顕著な影響は現われていな

いと考えられる。図一5．12において，白抜記号で示し

たものは圧力変換器として最大容量10kgf／㎝2，間隙水

圧検出器として最大容量5kgf／㎝2の検出器を用いてい

る。ある一定応力のもとで予圧密した後，定ひずみ速度

圧密試験が実施されるが，容量の大きい検出器を用いた

場合，定ひずみ速度圧密試験開始直後のCvの値は異常

に高い値となっている。最大容量0．5kgf／㎝2の検出精

度の高い検出器を使った場合には，同じ応力領域におい

てはるかに低いCvの値を示すことから，定ひずみ速度

圧密開始直後のCvの過大な値は測定精度に帰因するも

のと考えられる。定ひずみ速度圧密試験開始前に応力状

態の一様な初期状態を規定するための一手段として適用

される予圧密載荷にあたっては，検出器の最小読取精度

（最大容量の1～2％）を考慮した予圧密荷重の選定が

必要となる。

　図一5．12に示した本牧粘土の場合のevの平均有効応

力に対する変化傾向は容量の小さい検出器により求めた

結果と大容量の検出器による結果をあわせた広い応力領

域についてみると実線で示したような傾向を持ち，正規

圧密領域において通常指摘されるようなCv一定の傾向

は本牧試料については認められない。平均有効応力の小

さい領域ではcvの値はかなり小さく，平均有効応力の

増加とともに単調に増加する傾向が認められる。Cvの

平均有効応力に対する変化傾向は土のタイプによって変

わるものと考えられる。このことについては，第6章に

おいて各種のタイプの粘性土に対する結果によりさらに

詳細な検討を行うこととする。

　5．10　結言

　本章においては，超軟弱地盤における圧密沈下の問題

を取り上げ，超軟弱土の圧密定数の決定方法について論

じている。5．2においては竣喋土による埋立地盤の造成

に関する既往の調査例をもとに，凌諜・埋立地盤の一般

的特性を述べている。5．5においては，そのような地盤

の圧密沈下計算に必要な圧密定数を慣用の標準圧密試験

法を用いて評価することの理論面ならびに実験方法にお

ける問題点について述べた。5．4においては，超軟弱粘

土の圧密定数を決定する方法についての従来の研究の概

況を述べた。5．5においては，超軟弱粘土の圧密定数を

合理的に決定する方法として，定ひずみ速度圧密試験法

の活用を提案し，その具体的な手法を示した。5．　6～5．

9においては，5．　5において提案した手法をスラリー状

態の粘土試料の圧密試験に適用し，e～logσ’関係，　Cv

特性に及ぼす試験条件の影響について述べた。以上の内

容より結論的にいえることの主要な点は次のとおりである。

　1）超軟弱地盤の沈下，とくに，自重圧密沈下を予測

するために必要となる圧密定数の決定に標準圧密試験法

を適用するのは，理論的にも，また，実験方法の面にお

いても不適当である。

　2）超軟弱粘土の圧密定数を合理的に決定する方法と

して定ひずみ速度方式の圧密試験法が有用である。

　3）従来の研究では周面摩擦係数は有効圧密応力に反

比例するとされているが，超軟弱粘土の圧密試験の結果

によると圧密応力が13kgf／㎝2以下では周面摩擦係数

は逆に減少する。したがって，超軟弱粘土の定ひずみ速

度圧密試験の場合，圧密応力の小さいところでは，周面

摩擦の影響はほとんど無視できる。

　4）応力及び間隙水圧検出器の最大容量を適切に選択

することにより実用上問題となる範囲の応力領域をカバ

ーした定ひずみ速度圧密試験の実施が可能である。

一65一

参考文献
1）梅原靖文・善　功企：“超軟弱土の定率ひずみ圧

　密試験とその解釈について”，第12回土質工学研

　究発表会，1977，pp．227－230．

2）梅原靖文・善　功企：“超軟弱粘土の圧密試験法

　とその適用”，港研報告，第18巻，第1号，1979，

　pp．33－65．

3）　Umehara，　Y．　and　Zen，　K．：tt　Constant　rate

　of　strain　consolidation　for　very　soft　clayey

　soils’，，　Soils　and　Foundations，　Vo1．20，　No．2，

　1980，　pp．79－95．

4）柳瀬重靖：“軟弱地盤における埋立工事施工例”，



　　港研資料，第18号，1965．

5）最上武雄編：“土質力学”，技報堂．

6）三笠正人：電電軟弱粘土の圧密一新圧密理論とそ

　　の応用一”鹿島出版会，1963．

　7）　Gibson，　R．　E．，England，　G．　L．　and　Hussey，

　　G．L．：tt　Theory　of　one－dimensional　consoli－

　　dation　of　saturated　clays　，，，　（｝eotechnique，

　　Vb　1．17，　1967，pp．261－273．

　8）Pane，　V．　and　Schiffman，　R．　L．：tt　A　compa－

　　rison　between　two　tlleories　of　finite　strain

　　consolidation　，，，　Soils　and　Foundations，　Vol．

　　21，　Nb．4，　1981，　pp．81－84．

9）三笠正人・高田直俊：“遠心力装置による自重圧

　　密実験（第3報）”，土木学会第21回年次学術講

　　演会，第皿部，1966，pp．46－1～46－2．

10）三笠正人・高田直俊・李　幸植：“超軟弱粘土の

　　圧密特性”，第11回土質工学研究発表会，1976，

　　pp．185－186．

11）梅原靖文・善　功企：“超軟弱粘土の圧密定数の

　　決定法”，港研報告，第14巻，第4号，・1976，

　　pp．45－65．

12）矢野弘一郎・今井五郎：tt浸透力を利用した粘土

　　泥本の圧密試験法”，第13回土質工学研究発表会，

　　1978，　pp．245－248．

13）今井五郎：“液状粘土の一次元圧密特性に関する

　　基礎的研究”，東京大学学位論文，1978．

14）　Imai，G．：tt　Development　of　a　new　consoli－

　　dhti・n　test　p・・ced・・e・・i・g　seep・g，　f。，c♂，

　　Soils　and　Foundations，　VOI．19，．NO．3，　1979，

　　pp．45－60．

15）梅原靖文・松本一明・成田　実・梅田裕史：

　　“連続載荷方式による急速圧密試験”，1港研報告，第

　　12巻，第4号，1973，pp．131－170．

16）奥村樹郎：t’急速圧密試験につV・て”，第19回

　　土質工学シンポジウム，一圧密試験とその結果の解

　　釈一，土質工学会，1974，pp．19－28．　・

17）　Byrne，　P．　M．　and　Aoki，Y．：tt　The　strain

　　controlled　consolidation　test，，，　Soil　Mecha－

　　nics　Series　NO．9，　The　University　of　British

　　Columbia，1969，　pp．1－25，

18）　Smith，　R．　E．　and　Wahls，　H．E．　：tt　Conso－

　　lidation　under　constant　rates　of　strain　，，，

　　ASCE，　Vol．95，　No．　SM2，1969，　pp．519－

　　539．

19）Wissa，　A．E．Z．，Christian，　J．T．，　Davis，

　　E．H．4nd　Heiberg，　S．：tt　Consolidation　at
　　　　　　1＼

　　constant　rate　of　strain”，　ASCE，　Vol．97，

　　Nb．　SM3，1971，　pp．147－152．

20）　Nakase，　A．：tt　S　ide　friction　in　conventional

　　consolidation　tests　，，，　Report　of　the　Port　and

　　Harbour　Technical　Research　Institute，　No．3，

　　1963．

21）　Monden，　H．：Characteristics　of　side　fric－

　　tion　in　the　one－dimensional　consolidation，，，

　　Soils　and　Foundations，　Vo1．9，　No．1，1969，

　　pp．11　－41．

22）Taylor，　D．W．：tt　Research　on　consolidation

　　of　clays　II）Rept．　MIT，1942．

一66一



第6章　超軟弱粘土の圧密特性

　6．1　概　脱

　第5章においては渡漢土を用いた埋立地造成計画やその跡

地利用において必要となる超軟弱粘土の圧密定数の決定

に定ひずみ速度圧密試験法の活用を提案し，試験結果の解

釈のために第5章で述べた大ひずみ圧密理論を基礎にした圧

密基本式の数値解より作成した図表の活用方法を実用上

の計算に必要とされる応力領域（O．01kgf／cm　2程度以

上の応力領域）における適用例とともに示した。第5章にお

いて述べた超軟弱粘土の圧密定数の決定法の原理は供試

体の自重が無視されうるかぎり，かなり微小な応力領域

まで適用可能である。実験方法としては，定ひずみ速度

圧密試験の実施の際，容量の小さい応力及び間隙水圧測

定のための検出器の選定により対応すればよい。しかし

ながら，供試体の自重が支配的となるような超低応力領

域に対しては，第5章で述べた方法も適用不可能となる

ため，別途，検討の必要性が生じる。

　本章においては，我国の代表的な港湾より採取した各

種の高含水比粘土を用い，広範囲の応力領域における圧

密特性を明らかにすることを試みている。すなわち，超

低応力領域の圧密特性の評価についても言及し，第5章で述

べた定ひずみ速度圧密試験法を主体として，沈降試験法

を補足的に併用することにより，広範囲の応力領域にお

ける圧密特性に対する検討を行っている。

　6．　2　超低応力下の圧密特性の評価に関する既往の研究

　通常の埋立地の自重圧密沈下等の実際上の問題におい

ては，0．01kgf／cm2～O．5kgf／cm2程度の範囲の圧密

定数を把握することが必要となる。この範囲の有効応力

領域に対しては，第5章で述べた方法により対応可能である。

さらに微小応力領域に対しては，圧密特性よりも沈降特

性が支配的となり，圧密理論により処理するのは困難と

なる。そのような超低応力下において有効応力～間隙比

の関係や沈下の速さに関する定数がいかに変化するか，

通常の応力領域において示す傾向といかなる関係にある

のかを明らかにすることは，超軟弱地盤の沈下予測等の

実用上の問題に必要となる応力領域における圧密特性を

より鮮明にするという点において有効である。

　超低応力下における超軟弱粘土の圧密特性についての

十分な研究は行われていないようであるが，有効応力～

間隙比の関係については，実験的研究が限られた数の研

究老により試みられている。

　実験室内における人工的な堆積層に対する圧密試験が

Bjerrum－Rosenqvist4）により行われている。彼等はφ

13cm×50cmの容器内に少量つつの粘土を注ぎこみ，

2ケ月を要して人工堆積層を作り，表層部に砂を加えて

予圧密した後，直接載荷による圧密試験を実施している。

この手法により約O．OO4　kgf／cm2～0．4　kgf／cm　2の範

囲の間隙比～有効応力関係を求めている。

　一方，Peynirciogtu5）は超軟弱土からなる海底面上の

斜面のすべり防止のため砂置きをする実際上の課題に対

し，直径87㎜のピーカ内のスラリーに砂の重量による直

接載荷を行い，O．06gf／cm2～32gf／cm2の超低力下

の有効応力～含水比の関係を求めている。さらに同一試

料に対し，より高い応力領域に対しては標準圧密試験を

実施し，有効応力～含水比の関係を求めている。この結

果，使用した試料の液性限界ωL，に対し，含水比wがω

＞2．5WL，w＝WL～2．5Wb及びw＜Wbの3つの異な

る領域において，圧縮性に顕著な相違がみられ，それぞ

れ，圧縮指数Cc、＝O．4，C，2　・＝1．5及びC，s－O．　8の値

が得られたことを報告している。その際，w＞2．5ωL

の領域，圧密荷重に直すと1．Ogf／cm2程度の応力以下

の領域における圧縮指数の減少がみられ，この現象は粘

土粒子の配列構造が1．O　gf／cm2程度の応力で急に変化

するためであるとしている。しかしながら，1．Ogf／cm2

以下の応力領域においてはスラリー自体の自重による影

響が無視できなくなり，自重の影響を考慮すると今井6）

の指摘するようにこの領域における圧縮指数の急激な低

下を粒子配列構造の変化に帰するのは妥当ではないかも

知れない。

　Monte－Kr　i　zek　7）は高含水比のスラリー（初期間隙比ei

＝7．0）を中型の圧密試験器（φ20cm×50　cm）で圧密

させることにより，約O．03S　kgf／cm2～7．O　kgf／cm2の

範囲の応力領域における間隙比～有効応力関係を得てい

る。この結果，Fluid　limitとして定義される間隙比が

存在し，その状態を始点にして液状材料から粒子間の相

互干渉が卓越しはじめるとしている。3種類のスラリーに

対する圧密試験の結果からは0．035kgf／cm2～7．O　kgf／

cm2の範囲の応力領域において間隙比～有効応力の関係

は半対数紙上で直線とはならないこと，約O．55kgf／cm2

以上の圧密応力の領域においては，通常採用されている

微小ひずみ圧密理論が実用上有効となり，e～10gσ’関

係が直線で表示しうることを報告している。

　矢野ら8）及び今井6）は超低応力下の有効応力～間隙比

の関係を沈降試験において自重圧密終了後の沈降管内の

試料の含水比分布の測定により求める方法を提案してい

る。正規圧密状態にある粘土堆積物内に作用している有

効垂直応力σ’は堆積物内の間隙比（すなわち含水比）

の分布が知られれば確定する。間隙比分布を求めるため，

沈降管試験における自重圧密終了後の試料の入った沈降
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管下端をピストンにより押し上げ，スライスカッターに

よりカットしたサンプルの含水比が測定される。一方，

有効応力については各スライスの有効重量を加算するこ

とにより求められ，対応する間隙比に対してプロットす

ることによりe～10gσ’関係が求められる。

　今井のは上述の方法により6種類の試料を初期含水比

2，500～300％の広範囲に調整し，沈降実験を実施し，

自重圧密終了後の試料の含水比分布からそれぞれのe～

logσ’関係を求めている。この結果，一般的に泥状粘土

のe～logσ’関係は初期含水比によって変わること，し

かし，有効応力が大きくなるにつれて，それぞれの試料

に対するe～log　a’関係は一本のラインに収束していく

傾向を示すことを見い出している。

　6．　5　著者の実験研究1）’2）’3）

　著者らは我国の代表的な7港湾において採取した高含

水比の粘土試料を用いて第5章において提案した定ひずみ速

度圧密試験を実施し，さらに，各試料についてそれぞれ

数種類の初期含水比を有する供試体に関し沈降試験を実

施した。これらの試験の結果から超低応力領域から通常

の埋立地盤の自重圧密沈下解析に必要とされる応力領域

にいたる広範囲のナーダーの応力領域における圧密特性

の検討を行った。

　本実験研究に用いた実験装置，試料，実験方法ならび

に得られた実験結果の概要は以下のとおりである。

　6．　3．1　実験装置

　超軟弱粘土の圧密特性を調べるため，定ひずみ速度圧

密試験装置及び沈降試験装置を使用した。定ひずみ速度

圧密試験装置は第5章において用いたものと同じである。

　沈降試験のための装置として，二重円筒式沈降実験装

置を使用した。本装置は通常の沈降試験に用いるシリン

ダを外筒（内径：68㎜，高さ：360㎜）とし，リ〃型の

細片（内径：62mm，高さ：10㎜）を積み上げて内筒

とする二重円筒型の装置であり，写真一6．1に沈降試験

実施状況を示す。内外筒はいずれも透明プラスチック製

である。

　6．3．2　試　料

　実験に使用した試料は図一6．tに示したような港湾地

域より採取した海底土であり，含水比を調整することに

より，超軟弱土供試体を作成した。各試料の物理的性質

を表一6．1に一括して示す。

若》4

図一6．1　使用試料採取地点

写真一6．1　二重円筒型沈降試験装置
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表一6．t　試料の物理的性質

G8 釦L 初P 1P 粒 度 （％）
強熱減量

試　　料
（％） （％）

砂分 シルト分 粘土分
（％）

本牧粘土 271 967 41．5 552 ＆7 4α1 51．2 11．0

東京湾泥 265 125．3 3＆6 867 221 534 245 138

横浜港泥 271 734 392 342 241 4（L9 350 106
名古屋港泥 257 1640 459 11＆1 63 14．2 4α5 248

大阪湾泥 259 1028 458 570 2（10 430 37．0 1＆1

伏木富山港泥

B－South 262 594 350 244 15．4 496 350 75
B－North 263 976 4＆2 494 23 537 440 127

C－South 267 973 444 529 1．7 61．8 365 la　2

C－North 264 7＆9 393 3⑨6 6．8 652 3＆0 103

水俣湾泥
B－Site 272 922 392 5ao 249 393 358 227＊

C－Site 270 880 357 523 135 505 360 146＊

E－Site 271 663 323 340 80 61．0 31．0 11．8＊

H－Site a70 704 349 355 120 5ao 350 126＊

J－Site 271 960 3＆5 575 101 459 440 1＆4＊

注）＊採取場所は同じであるが、本シリーズの試験に用いたものとは異なった供試体により求められている。

　6．3．3　実験方法

　2種類の試験，すなわち，定ひずみ速度圧密試験法及

，び沈降試験法により，スラリー状態にある7種類の海底

粘土の圧密及び沈降特性を調べた。

　定ひずみ速度圧密試験については第5章で述べたものと全

く同様の方法を用いた。表一6．　2に定ひずみ速度圧密試

験に用いた試験条件を示す。表一6．2の中の本牧粘土は

第5章で用いた試料と同一のものであるが，他の試料と

の比較のため再掲してある。

　一方，沈降試験については次のようにして行った。表

一6．1に示した各グループの試料について，海水を加え

ることにより，200～2．000％の範囲の初期含水比の異

なるスラリー状供試体を3～5種類作成し，おのおのの

供試体を二重円筒型沈降試験装置の内筒に注いだ。土質

試験法一粒度分析試験9）における要領にしたがって円筒

全体を十分振った後，実験台の上に静置し，下部排水用

コックを開け，両面排水状態にして沈降を開始させ，所

定の時間に表面の沈降量を記録した。本シリーズの沈降

試験に使用した試験条件を表一6．　5に一括して示す。な

お，沈降試験に用いた円筒容器一本の長さ｝ま360㎜で

あるので，必要に応じて継ぎ足して使用している。

　沈降試験終了後，図一6．　2に示すように内筒の細片を

一個つつ押し上げ，細片内の試料の全重量及び乾燥重量

を測定し，矢野ら8）にならい含水比分布を求めた。ただ

し，矢野らは単一円筒から試料を直接押し出す方法を用

いているのに対し，著者らの試験においては沈降試験管

を二重円筒型とし分割細片からなる内筒とともに試料を

押し出す方法を用いる。これは沈降試験終了後の試料は

非常に軟らかいため，これを直接押し出すと圧縮され，

正しい含水比測定が懸念されたため，二重円筒型とする

ことにより，試料押し出し時の力が試料に直接伝わらな

いように配慮したものである。

　6．　3．4　試験結果の概要

　表一　6．1に示した7種類の試料のそれぞれについて，

定ひずみ速度圧密試験ならびに沈降試験を行った。定ひ

ずみ速度圧密試験については，第5章において述べたも

のと同様の手法を用いて試験結果の解釈を行った。すな

わち，それぞれの試料を用いたスラリー状粘土の定ひず

み速度圧密試験の結果から大ひずみの影響を考慮して圧

密係数cv及びe～10gσ’関係が5．5．2の方法にしたが

って決定された。

　一方，それぞれの試料に対する沈降試験においては，

界面の沈降量の時間的変化が測定された。図一6．　5及び

図一6．4に測定記録例を示す。図一6．　5は全測定時間内

の沈降量を半対数目盛のグラフ上にプロットしたもので

あり，それぞれ初期含水比をパラメータとして表示した

ものである。図一6．　4は沈降過程初期の界面沈降の時間

的変化を算術目盛で表したものである。沈降試験におい

一69一



表一6．　2　定ひずみ速度圧密試験の試験条件

試料名 ・番号
予圧密前
∞S‘（％）

初期高さ

ﾝ（cm）

初　期

ﾔ隙比
@θ0

初期応力σ～（鵠

ひずみ速度

q（cm／min）

H－1＊ 230 1，391 ao13 0，077 ＆07×10－3

H－2＊ 230 1，963 2958 0，103 3．07　　”

本　牧 H－3＊ 230 2，518 3950 0，Ol4 3．07　　”

H－6 230 2，370 4，205 0，008 2748　’

H－8 206 2155 a650・ 0，025 2．726　’

東　京
T－1 231 1，505 3，295 0，050 2．700×10－3

T－2 232 1，555 3，291 0，054 2717　〃

Y－1 219 1，425 2130 0，Ol9 2713×10－3
横　浜

Y－2 lo8 1，655 2033 0，034 2．722　”

N－1 461 2，105 10，216 0，Ol3 2733×10－3
名古屋

N－2 458 1，575 8，830 0，010 2729　〃

0－1 338 1，470 5，257 0，044 2713×10－3
大　阪

O－2 320 1，430 5，604 0，027 2、723　”

BS－1 128 L905 2132 0，034 2．703×10－3

BS－2 121 2，005 2，037 0，059 2、739　〃

BN－1 193 1，640 3，295 0，044 a717　”

伏　木 BN－2 191 1，870 3，430 0，031 2．738　’

富　山 CS－1 207 1，455 2，996 0，054 2．681　〃

CS－2 196 1，780 a221 0，045 2．646　〃

CN－1 149 1，650 2552 0，047 2．715　”

CN－2 153 1，485 2，381 0，037 2．637　”

B－1 320 3，586 4，630 0，013 5．496　〃

B－2 247 2，750 4，084 0，038 5．465　”

C－1 373 2663 4，559 0，052 5．543　〃

C－2 272 4，172 4，885 0，011 5．485　〃

E－1 156 4，472 2，789 0，022 5．452　”
水　俣

E－2・ 155 4，252 2，770 0，040 5．488　〃

H－1 160 1，912 2800 0，037 5．547　”

H－2 160 1，805 2，602 0，076 5．592　〃

J－2 211 4，074 3，885 0，031 5．456　〃

J－3＊ 213 3，889 3，501 0，043 5．446　’

注）　＊印　最大容量　1　O　kgf／cm2応力検出器，5㎏f／cm2間隙

　　　　　　水圧検出器使用

　　　無印　最大容量　O．　5　agf／cm2応力及び間隙水圧検出器使用
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表一6．　5　沈降試験の試験条件

試　料　名

本牧粘土

東京湾泥土

横浜港泥土

名古屋港泥土

大阪湾泥土

　　　　　B

　　　　　C

水俣湾泥土　E

　　　　　H

　　　　　J

初期含水比
Wi（％）

287

483

800

938

1，712

266

397

640

199

235

342

494

727

1，020

308

436

556

124

191

207

157

蹴把捌物脚蹴郷鰯鋤迎棚

初期高さ
Hi（cm）

35．7

35．8

34．8

34．7

34．9

初期間隙比
　　e‘

36．1－338

385－35．　2

35．9－33．　8

35．4－33．　0

35．8－3Z8

34．8－36．　5

34．3－32．　8

34．9‘33，　9

35．8－33．9

34．　0－35．9

　34．9

34．9－33．　9

34．9－33．　9

330－3＆5
33．9－35．　9

32．8－35．　9

35．1－360

　79．1

35．0－36．　0

　79．4

34．　1－35．0

34．0－34．7

35．0－35．1

35．8－338

　79．1

35．88－34．95

　79．1

8118

1＆419

38．603

49．796

78556

7．574－　　7．477

11．689－11．577

20．641－20．　299

5．773－　　5．862

7．024－　　7．023

1　O．423－10．623

15．367－　15．232

26．656－24．127

38．290－3＆247

9．ll9－　 9」271

　1　3．719

18191－1＆276
3．389－　　3．389

5．399－　　5，351

5．870－　　5．935

4．239－　　4．240

ll．627－11．664

　11．529

12168－IZ192

　10．884
7．468－　　7．432

11．661－1ZO66

8．056－　　＆070

12362－12715

　　＆611

11．899－11．783

　1ZO43
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図一6．　2　沈降試験装置模式図

て，自重圧密終了後の試料の含水比分布が6．　3．　3に示し

た方法で求められ，それらの結果を利用して，超低応力下

の間隙比一有効応力関係が定められた。また，沈降試

験結果のうち，特に，含水比の低い場合については自重

圧密過程が支配的となる。それらの場合に対しては，自

重圧密過程が三笠の圧密基本式にしたがうものとして，

圧密係数Cvが曲線フィッティング法により求められた。

　表一6．tに示した7種類の試料に対する定ひずみ速度

圧密試験及び沈降試験の結果，超低応力領域から通常の

埋立地の自重圧密沈下計算において対象となる応力領域

までの広範囲のオーダーの応力領域における¢～logσ’

関係及び圧密係数が決定されそれらの特性が調べられた。

その詳細については次節以下で述べる。

　6．4　超低応力下の圧密定数

　6．4．1　沈降試験結果とその活用

　前述した定ひずみ速度圧密試験により初期応力状態

σ。’より大きい応力領域に対して，e～logσ’特性及び

圧密係数などの沈下解析に必要な圧密定数が求められる。

非常に低い応力領域における圧密特性は原理的には検出

器の最小読取精度を上げ・前述の手法を用いて評価しうる。

しかし，最小読取精度を高めれば応力及び間隙水圧の最大測

定可能値を下げざるを得ないため，両者の要請を勘案し

て適切な検出器を選定することが必要となるわけである。

著者らの実験では現地における通常の埋立地盤の自重圧

密予測問題を対象として，最大容量0．5kgf／cm2の応力

及び間隙水圧検出器を用いており，可能測定範囲は0．01

～O．5kgf／cm2と考えられる。

　定ひずみ速度圧密試験において設定可能な初期応力状

O　　「O

30

｜02

Tlme（min）
lO⑨ IO4

9
；1・

…

i・・

5

！W，．483・／e

図一6．　5　沈降試験の一例（本牧粘土）

　Tme　Cmin｝
100 200

　5o
図一6．4　沈降過程初期の界面沈降～時間の関係（本牧粘土）

態より小さい応力領域の圧密特性については，沈降試験

の自重圧密過程の特性が参考になる。一般に懸濁物質の

沈降特性は濃度（含水比）と凝集性によって支配される

ことが知られており，初期含水比がある限度以下であれ

ば沈降過程は生じず，直ちに自重圧密過程が始まる。こ

のような限界の含水比は粘土の種類により相違し，矢野

ら8）の報告によれば，カリオン，ペントナイトでそれぞ

れ250％～350％，東京湾粘土で700％程度といわれて

いる。

　著者らは7種類の試料に対し，初期含水比を変えた沈

降試験を実施した。1）初期含水比を287％～1，712％の

範囲に調整した本牧粘土の場合の沈降試験の結果を図一

6．　5及び図一6．　4に示す。スラリー状態の試料の撹絆終了

後からの経過時間を横軸に，界面の沈降量を縦軸にとっ

ている。図一6．　5は沈降過程の開始から自重圧密過程の

終了までの界面沈降の時間的変化を示すものであるが，

このうち，沈降過程開始初期の界面沈降量と時間の関係

を算術目盛で表したものが図一6．　4である。

　初期含水比の非常に高い試料の場合，沈降過程の初期

一72一



にはフロックが形成される間，ほとんど界面沈降の生じ

ない時間がある。フロック形成とともに一定速度で界面

沈降の生ずる等速沈降過程，さらに干渉沈降過程を経て

自重圧密過程が卓越するようになる。

　沈降現象について，フロック形成に要する時間や各沈

降過程の沈降量と初期含水比の関係など詳細な検討がM

cR。berts－Nixsonlo～や今井6）の報告にみられる。含水

比の高い粘土の界面は等速沈降過程，干渉沈降過程を経

て自重圧密過程にしたがった沈下を示す。この場合，自

重圧密過程の開始を明確に区別することは困難である。

一つの便宜的な区分法としては沈降曲線の特性を考慮し，

図一6．　4のように，2直線の交点として自重圧密過程の

開始点を定める方法がある。6’10）初期含水比の高い場合

には，明白な等速沈降過程が現われる。一方，初期含水

比の低い場合には，等速沈降過程はほとんど現われず，

ただちに，干渉沈降過程，自重圧密過程が始まり，界面

沈降量の大きさも自重圧密過程により支配されることに

なる。図一6．　5には，図一6．　4のように2，直線の交点と

して定めた自重圧密過程の開始点とみられる位置を矢印

で示した。沈降試験において全沈降量に占める自重圧密

沈下量の割合を推定するにあたっては，図一6．　5及び図

一6．4に示したような方法が適用できるものとする。

　6．4．2　沈降及び自重圧密終了後のe～logσ’関係

　超低応力下における粘土の圧縮曲線は沈降試験におけ

る自重圧密過程終了後の容器内堆積物の含水比分布を測

定することによって求めうることが，矢野ら8）により報

告されている。著者らは第5章で提案した手法により決定し

うる圧縮曲線とさらに微小な応力領域における圧縮曲線

との整合性を検討するため，矢野らの手法の有用性に着

目し，超低応力下におけるe～logσ’曲線の決定に活用

をはかった。1）ただし，沈降管を前述したように二重円

筒型とすることにより自重圧密終了後の試料を押出す際

の問題点に対処するための改良を行っている。二重円筒

型沈降管を用いた沈降試験の結果から超低応力下のe～

10gσ’曲線は以下のようにして求めた。

　自重圧密終了後の二重円筒内の堆積物の含水比分布は

6．3．1に述べた装置の円筒を押し出し適当な個数のスラ

イスごとに試料の全重量及び乾燥重量を測定し，単位体

積重量（湿潤，乾燥及び水中重量）及び含水比を求めた。

　なお，含水比が高い場合，水に含まれる塩分により含

水比の測定値にかなりの誤差が生ずるといわれており，

塩分濃度の補正を次式を用いて行っている。8）

　　　　　1＋β
　　　　　　　　　ω抗　　　　　　　　　（6．1）　　ψ＝　　　　1一β2Vm

　ここに，wは塩分を水に含まれると考えた時の含水比

（真の含水比），2v　mは塩分が土の重量に含まれると考え

た時の含水比（通常の方法であるJIS－A－1203－

1970で求めた時の含水比），βは粘土内の水に含まれ

る塩分重量の真水重量に対する比。

　自重圧密終了後の容器内堆積物について任意の深さの

点を考慮するとその点より上方の鉛直有効上載圧力によ

りある間隙比eで平衡していると考えられる。したがっ

て，含水比分布から第i番目のスライス内の間隙比ei

及び有効上載圧力は完全飽和状態にあると仮定すること

により次のようにして求められる。

　　ei－Gs　wi　　　　　　　（6．2）
　　　　　Gf

・‘一÷（；三：・～△・・＋，…1γ∫△・・）・6…

　ここに，G，は土粒子の比重，　Gノは海水の比di，Wiは

第i番目の計測点の真の含水比，σξは第i番目の計測点

の平均有効鉛直応力，γ〆は第i番目の計測点より上方の

任意の点の水中有効単位体積重量，△zゴは任意の点のス

ライスの厚さ。

　以上のようにして求めた間隙比eiと平均有効鉛直応

力ラ‘’を互いにプロットすることによりe～1・gσ’関係

が求められる。図一6．5a～図一6．　5　dは沈降試験の結

果から求めた圧縮曲wa　e～logσ’の例であり，初期含水

比を変えた場合の影響が示されている。図一6．5a～図

一6．5dの各図から超低応力下の圧縮曲線は高含水比の

場合にはばらつきは大きくなるが半対数紙上でほぼ直線

で表しうることがわかる。これらの圧縮曲線は初期含水

比により影響を受け，初期含水比の大きいほど圧縮曲線

の勾配は大きく，かつ，上方にくる傾向があるが，各圧

縮曲線は応力の比較的大きい領域では同一の圧縮曲線に

収束する傾向が認められる。同様の現象は今井6）の報告
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にも見られる。図一6．　5a～図一6．　5　dにおいて，応力

の大きい領域の間隙比および応力a’は沈降管円筒下部

のスライスから求められた値であるが，これらの値は初

期含水比の相違の影響を受けていない。この理由は円筒

下部のスライス部分では沈降現象が比較的短時間に終了

し，分級作用の影響が小さく自重圧密過程が支配的なこ

とによるものと考えられる。また，このことはたとえば

図一6．　5aにおいて初期含水比Wi＝287％，Wi＝483

％の試料（図一6．　5から明らかなごとく自重圧密現象が

支配的）のe～logσ’曲線がほぼ等しくなることからも

明らかであろう。一方，応力の小さい領域は沈降試験の

Φ

25
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沈降試験より定めたe～10gσ’

関係（名古屋港泥）

円筒上部のスライスに対応するもので，得られた間隙比

と有効応力の関係は初期含水比による影響を受ける。そ

の理由としては沈降試験開始時には均質であった円筒内

の試料が初期含水比に応じて異なった分級作用を受ける

結果，自重圧密開始時（すなわち，沈降過程の終了時）

において，すでに別の特性を持った土になっていること

によるものと考えられる。

　6．　4．3　超低応力下の圧密係数cv

　超低応力領域におけるe～log　at関係は前述のような

方法により求めることができる。しかしながら，そのよ

うな超低応力領域において非定常状態の圧密過程におけ

る圧密係数Cvを合理的に評価する方法は確立されてい

ない。そこで，著者らは沈降試験における自重圧密過程

に注目して，超低応力領域における圧密係数evを近似

的な方法により求めた。1）’2）

　前述のように粘土の沈降現象のパターンは初期含水比

により大きな影響を受ける。　1，000％以上の高含水比の場

合には，一般にフロック形成に要する過程，等速沈降過

程，干渉沈降過程を経て，自重圧密過程が現われるのに

対し，比較的低含水比の場合には干渉沈降過程ないしは

自重圧密過程がただちに始まる。この場合の圧縮曲線e

～logσ’関係は初期含水比のいかんにかかわらず同一の

手法，すなわち，自重圧密終了後の含水比分布の測定に

より求められた。一方，沈降試験における自重圧密過程

をモデル化することにより，圧密係数Cvを求めること

が可能になる。この場合，沈降過程｝こおける自重圧密開

始時点は図一6．　4のような手法により定められるが，こ

の方法は近似的な方法であり，圧密の進行速度に関する
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定数である圧密係数の決定にとっては誤差を生じやすい。

したがって，より精度の高い圧密係数evの値を求める

ためには，自重圧密過程のみが生じる状態を対象とした

方がよい。そこで，超低応力下の圧密係数の評価にあた

っては，初期含水比のある程度低い状態の沈降試験の結

果を用いることとする。

　沈降試験における自重圧密過程が三笠の圧密理論によ

り表し得るものとして，適当な定数を設定し，いくつか

の理論沈下曲線を計算により求め，実測値とフィッティ

ングさせることにより圧密係数Cvを求めた。フィッテ

ィングのための沈下曲線の計算にはe～10gσ’関係が必

要であるので，沈降試験の結果から6．　4．　2の方法により

求めたもののうち，初期間隙比が同一の場合のe～log

σ’ ﾖ係を用いた。なお，圧密係数e。及び圧縮曲線e～

10gσ’関係が与えられた場合の三笠式にもとつく沈下

～時間関係はプログラム“CONSOLID”により求め
られた。11）

　図一6．　6は沈降試験データより求めた圧縮曲線に対し，

cvをいくつか変化させて理論沈下量の計算を行い，沈降

Tlme（mln）

ol lO　　　　　　　IO2　　　　　　　103　　　　　　｜O

　　　　　　　　　　　　　O　O　　　o

gonmoku　Clqy
vl＝287％

。　C》弓xlσ゜cmr／剛n

Cv・4川O’°cmヲmin

一。Meosured

ｩCompu†ed

図一6．6　自重圧密過程の理論曲線のフィッティ

　　　　　ング（本牧粘土）

試験における沈降量と対比させたものである。圧密係数

cvの決定にあたっては，実測値と最もよく合致する計算

曲線を選定し，その場合のcvをその試料の圧密係数と

することとしている。

　上述した方法は実測値をもとに繰返し計算による人為

的なフィードバックが必要なこと，Cvは応力に対して変

動がないとしているため，変動がある場合には，対象と

した応力範囲内の平均的な値となること，したがって，

応力範囲に対してただ一点のみ与えられることなどのた

め，試験法としては汎用性のある方法ではないが，超低

応力領域における圧密特性の状況を調べるうえではある

程度の目安を与えるものと考えられる。したがって，上

述した方法で求められた超低応力下の圧密係数の値は前

述した定ひずみ速度圧密試験の結果を補足するために活

用される。

　6．　5　広範囲のオーダーの応力領域における圧密定数

　6．　5．1　圧縮曲線θ～logσ’

　定ひずみ速度圧密試験の結果から第5章で述べたように圧

縮曲線e～logσ’が求められ，さらに，沈降試験の結果

にもとついて超低応力下の圧縮曲線が求められる。両試

験の結果から広範囲のオーダーの応力領域にわたって，

圧縮曲線の特性を調べることができる。

　図一67は本牧粘土について，沈降試験の結果（Se－

dimentation　Test）と定ひずみ速度圧密試験（CRS－

Test），さらに，標準圧密試験の結果（Std．Test）を
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図一6．7　広範囲の応力領域におけるe～10gσ’

　　　　　関係（本牧粘土）

lO

あわせて示している。定ひずみ速度圧密試験については，

小容量の検出器（応力，間隙水圧とも最大容量0．5kgf／

cm2 jを用いた場合と容量の大きい検出器（最大容量；

応力：10kgf／cm2，間隙水圧：5kgf／cm2）を用いた

場合の結果が示されている。また，標準圧密試験の場合

にっいてはp。＝O．　5　kgf／cmSで再圧密した試料9個の

ばらつき範囲が示されている。

　超低応力領域における圧縮曲線は図一6．5a～図一6．5

dに示したように初期含水比の影響を受け，応力の小さ

い領域では初期含水比の大きいほど圧縮曲線はかなり上

側にくる。一方，応力の大きい領域においては，圧縮曲

線は初期含水比の大きさにかかわらず共通の曲線に収れ

んする傾向がある。また，初期含水比がある程度小さく

なると圧縮曲線の相違はほとんどなくなっている。さら

に，定ひずみ速度圧密試験結果と標準圧密試験の正規圧

密部分の勾配はほとんど差がなく，両者に共通な直線は

初期含水比の低い場合の沈降試験結果から求められる圧

縮曲線にほとんど一致する。したがって，圧縮曲線の勾

配に関するかぎり，応力領域の小さい所では若干大きく

なるが，実用上は標準圧密試験の正規圧密部分のほぼ延

長線上にあるとみてもよい。しかし，応力の大きい領域
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の結果から小さい領域の結果を外挿する場合には誤差を

生じやすいから，実際問題において想定される範囲の試

験の結果を用いるのが良いことは云うまでもないことで

ある。

　以上においては，本牧粘土について広範囲のオーダー

の応力領域における圧縮曲線の傾向を各種の方法により　　・

調べた。他の試料（東京，横浜，名古屋，大阪，伏木富

山及び水俣の各試料）については，通常の埋立地盤の自

重圧密計算に必要な応力範囲を想定して最大容量O．5　kg

f／cm2の応力検出器及び間隙水圧検出器を用いた定ひ

ずみ速度圧密試験を主体にして，超低応力領域を沈降試

験の結果により補足する方法を用い各試料の圧縮曲線を

求めた。これらの圧縮曲線を図一6．　8～図6．15に示した。

各図に描かれている実線は定ひずみ速度圧密試験の結果

から平均的な傾向として表示したものである。
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　図一6．5a～図一6．5dに示したように，沈降試験よ

り求められた圧縮曲線は初期含水比の影響を強く受ける。

とりわけ，図一6．　8及び図一　6．10の例には初期含水比

の影響が顕著に現れている。すなわち，初期含水比の大

きい場合には沈降過程の影響を強く受け，定ひずみ速度

圧密試験の圧縮曲線の勾配よりもかなり大きい。初期含

水比が減少し，自重圧密過程が支配的となる場合には沈

降試験と定ひずみ速度圧密試験より求まる圧縮曲線はほ

ぼ同一直線上にある。

　以上のことから，自重圧密が支配的となる含水比以下

の超軟弱土に対しては広範囲のオーダーの応力領域にわ

たり，θ～10gσ’関係の直線性が成り立つと考えられる。

　6．5．2　圧密係数cv

　圧密係数cvについても広い範囲のオーダーの応力に

対する変動傾向を7種類の試料に対する沈降試験及び定

ひずみ速度圧密試験の結果から調べた。本牧試料につい

ては，このほかに，標準圧密試験の結果との対応もあわ

せて調べた。

　図一6．14は本牧試料について，3種類の試験法によ

り求められた圧密係数cvの有効応力に対する変化傾向

をあわせて示している。沈降試験による圧密係数は6．　4．

3の方法により求めたものであり，Cvの最適値を適合さ

せることが困難であるため，平均有効応力に対して，あ

る幅をもたせた型でプロットしている。また，定ひずみ

速度圧密試験については容量の小さい検出器を用いて定

めた場合と容量の大きい検出器により定めた場合の両老

が示されている。さらに，標準圧密試験については，正

規圧密部分のもののみをハッチして示す。図一6．　14か

ら明らかなごとく，本牧粘土試料の場合には，定ひずみ

速度圧密試験のみならず，標準圧密試験，沈降試験の結

果からも圧密係数cvの平均有効応力σ。vtに対する変化

傾向は圧密係数c。が平均有効応力a。v’の減少につれて

小さくなっており，正規圧密領域について，通常指摘さ

れているようなcv一定の傾向は認められない。

　図一6．　15～図一　6．　20に他の各種試料（東京湾泥，横

浜港泥，名古屋港泥土，大阪湾泥土，伏木富山港泥土，水

俣湾泥土）についての定ひずみ速度圧密試験（最大容量

0．5kgf／c㎡の応力及び間隙水圧検出器使用）により求

められた圧密係数Cvの平均有効応力に対する変化傾向を

示す。また，沈降試験の結果から定められた圧密係数があ

わせて示されている。なお，伏木富山港試料及び水俣湾

試料については代表的なもののみを比較のため示した。

　図一6．　14～図一6．　20から圧密係数Cvの有効応力に対

する変化傾向は各種試料により異なっている。本牧試料

や水俣湾試料は有効圧密応力に対する変化が比較的大き

いのに対し，東京湾泥土や名古屋湾泥土の場合には有効

圧密応力に対するcvの変化は小さい。正規圧密領域に

対しては圧密係数cvは一定とみなして圧密沈下計算が

実施されているが，かならずしも全ての土に対してCv

一定の仮定は妥当ではなく，土のタイプによってその変

化傾向は異なるものと考えられる。土のタイプの指標と

して塑性指数を用いることによりこれらの傾向の特徴が
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表し得るようである。すなわち，塑性指数の小さいほど

圧密係数cvの有効応力に対する変化傾向は大きいのに

対し，塑性指数が大きくなるほどCvの有効応力に対す

る変化は小さいことが指摘される。今井6）もカオリン

（Ip＝15．5），東京湾試料（∬p＝65）及び仙台試料

（Ip＝92）に対する浸透圧密試験の結果から，Ipの低

い土ではCvは有効応力とともに増加し，1，が高くなると

evは有効応力に対して一定となる傾向の存在を指摘し

ている。今井はさらに1，が大きくなると当然の帰結と

してCvは有効応力の増加とともに減少していく傾向を

一般的特性として想定している。しかし，高塑性土の場
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合に，Cvは減少するとみることについては疑問があり，

むしろ，ある程度大きい塑性指数以上の粘性土に対して

はCvはほぼ一定とみられると考えてもよいように思わ

れる。圧密特性の土のタイプによる相違の傾向について

は次節でさらに検討を行うこととする。

　66　土のタイプと圧密定数の相関性

　我国のいくつかの港湾において採取された高含水比の

各種試料に対する定ひずみ速度圧密試験ならびに沈降試

験の結果から超低応力領域から通常の埋立地盤の自重圧

密計算等で必要となる領域にいたる広範囲のオーダーの

有効応力に対するe～logσ’関係ならびに圧密係数の変

化傾向を調べた。本節においてはこれらの圧密定数が土

のタイプによりどのような傾向を示すかについて検討を

行う。

　間隙比～有効応力の関係は超低応力領域を含む広範囲

のナーダーの応力領域において次式で示すような半対数

紙上での直線関係が成立する。

　　　　　　　　　　a’
　　e＝e・－C・　1°9云　　　　（6・4）

　ここに，C。は圧縮指数，σ’は有効応力，形は基準応

力，elはa’＝σ．’に対応する間隙比である。

　以下では（6．4）式における間隙比e、及び圧縮指数

Ccと塑性指数との相関関係を吟味してみる。この場合，

基準応力σ㌶としては適当な値を用いてよいが，ここで

は，一応，σご＝1kgf／cm2及びσ←O．01kgf／cm2と

取った場合を対象とする。

　図一6．　21はσ←O．Ol　kgf／cm2及びσ：－1．O　kgf／

cm2の両者の場合に対する間隙比e、と塑性指数との関

係を示す。間隙比～有効応力の関係を（6．4）式の型で表

わした場合，基準応力σ’に対応する間隙比θ、は塑性指

数1，に対してほぼ線形的に増加する。σ←O．Olkgf／

cm2 yびσ；－1．O　kgf／cm2に対応する間隙比e、と塑性

指数lpとの関係を最小二乗法により求めるとそれぞれ

　　　atSamPle

Ho肺oku
Tokyo

tllOkehama

Mgoya

Osakロ

FuShiki－
Toyama

Mlndmata
　　　●

7Ctnt）

（6．5）及び（6．6）式で与えられる。

σ㌶一〇．O　1　kgf／cm2に対し，

e1＝0LO　6781p＋0L934

σノ＝1．O　kgf／cm2に対し，

el＝O．02191p＋0．792

（6．5）

（6．6）

　一方，圧縮指数Ccについては，図一6．22にCcと塑

性指数の関係を示す。図一　6．22において実線は海成粘

土の不撹乱試料に関する標準圧密試験の結果から得られ
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圧縮指数Ccと塑性指数の関係

た相関関係を示す。12）著者らの圧縮指数Ccの値はスラ

リー状態の試料の定ひずみ速度圧密試験ならびに沈降試

験の結果から定められたものであり，それらは超低応力

領域における圧縮性の影響をも含んだものである。図一

6．　22からある塑性指数lpの値を持つ粘性土の再圧密試

料に対する圧縮指数Ccの値は不撹乱試料のCc～1p相

関直線上のCeの値より一般的に若干大きい傾向がある

ことがわかる。

　超軟弱粘土に対する圧密係数cvの値は前に指摘した

ように，広範囲のオーダーの有効応力領域においては，

一般的には有効応力とともに変化する。したがって，特

定の有効応力における圧密係数cvならびにCvの応力依

存性を各試料土の塑性指数Ipとの関連において検討し

ておく。図一6．　25a及び図一6．　25bは平均有効応力

σav’＝0．lkgf／cm2及びσ㌶＝LO　kgf／cmsに対応する

圧密係数cvと塑性指数lpとの関係を示している。図一

6．　25a及び図一6．25bには今井6）の浸透圧密試験によ

る圧密係数Cvの値もあわせて示してある。これらの図よ

り圧密係数Cvの値は低塑性の土ほど大きく，高塑性とな

るにつれて減少する傾向があり，ばらつきはあるがその

減少の定量的傾向が実線で示されている。また，平均有

効応力aav’＝　O．1　kgf／cm2に対応する図一6．　25a及び
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　　　図一6．25b　圧密係数と塑性指数の関係
　　　　　　　　　　（aati’＝1kgf／cm2）

σ。v’＝1．O　kgf／cm2に対応する図一6．25bを比較する

と有効応力の小さいほどevの1，に対する減少傾向は著

しいことも指摘される。

　圧密係数Cvの有効応力に対する増加傾向を定量的に

把握するため，平均有効応力σ。」＝0．1kgf／cm2に対応

するcvとσ。。’＝O．01kgf／cm2に対応するCvの比率を

用い，圧密係数比Rの塑性指数lpに対する変化を図一

6．　24に示した。ただしRは（6．7）式により与えられる。

　　　　｛Cv｝・。，J－a・k、・／。㎡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．7）　　R＝
　　　　〔　・・｝・a，・－a・・k、・／、m・

　図一6．　24には今井6）の浸透圧密試験による結果もあ

わせて示した。図一6．　24から圧密係数比Rの∬，に対す

る変化傾向にはかなりのばらつきはあるが塑性指数の小
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150

さい場合には圧密係数Cvの有効応力に対する増加傾向

が大きく，塑性指数の増大にともない，Cvの有効応力に

対する増加傾向はにぶくなる傾向がみとめられる。塑性

指数lpが60以上の土の場合にはevの有効応力に対す

る変化はわずかであり，実用上一定と仮定してもよいと

考えられる。一方，塑性指数∫，が60以下の場合には，

圧密係数evの有効応力に対する変化が顕著となり，圧密

沈下計算における圧密係数Cvの選定にあたっては有効

鉛直応力に対する変化を考慮することが場合によっては

必要となろう。

　6．　7　結　言

　本章においては第5章において提案した定ひずみ速度圧密

試験法を用いて，我国の代表的な港湾において採取した海

成粘土スラリーの圧縮曲線e～logσ’関係及び圧密係数

cvに関する検討を行った。また，それぞれの試料につい

ては初期含水比を数通り変化させた状態で沈降試験を実

施し，それらの結果を超低応力下の圧密特性を調べるた

めに活用した。両者の結果を総合的に検討して超軟弱粘

土の圧密特性を明らかにすることを試みた。

　まず，62においては超低応力下の圧密特性，特に圧

縮曲線の特性に関する既往の研究の概況を述べた。6．　5

においては我国の代表的港湾より採取した海成粘土の定

ひずみ速度圧密試験及び沈降試験に関する著者らの実験

の概要について述べた。6．　4～6．6においては6．　5の試

験の結果得られた超軟弱粘土の圧密特性として，超低応

力下の圧縮曲線及び圧密係数の傾向，広範囲のオーダー
　　　　　　　　　　　　　　　　t
の有効応力に対する圧縮曲線及び圧密係数の傾向につい

て検討しており，さらに，これらの圧密特性と土のタイ

プとの相関性に関する検討を行った。以上の検討の結果，

次のことが明らかにされた。
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　1）応力及び間隙水圧検出器の最大容量を適切に選択

することにより定ひずみ速度圧密試験法を用いて，実用

上問題となる範囲の応力領域の圧密特性を十分にカパー

し得る。

　2）沈降試験の結果から超低応力下の圧縮曲線及び圧

密係数を決定することができるが，比較的長期間を要す

る試験となるため，実際問題においては必要に応じて補

足的に用いればよい。

　3）沈降現象の著しい超低応力下における圧縮性（e

～1・gσ’関係）は初期含水比により影響を受け，初期含

水比が大きいほど圧縮曲線は上方に位置するが，応力の

大きい領域では初期含水比の影響は消える傾向にある。

　4）自重圧密が支配的となる含水比以下の超軟弱土に

対しては，広範囲の応力領域において，e～10gσ’関係

の直線性が認められる。しかし，大きい応力領域の圧縮

曲線より外挿して小さい応力領域の結果を推定すること

は誤差が大きく，問題とする応力領域についての圧密試

験を行うべきである。

　5）超軟弱粘土の圧密係数cvは小さい応力領域にお

いては一般に一定とはならず応力の増大にともない増加

する傾向がある。圧密係数evの応力依存性は土質によ

り異なり，塑性指数Ipの大きいほど応力依存性が小さ

くIpが小さいほど応力依存性が強くなる傾向が認めら

れる。したがって，沈下解析に必要な圧密係数について

は，想定される応力領域に対する値を選定することも必

要となる場合がある。
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第7章　超軟弱地盤の自重圧密特性

　7．t　概　説

　有害底質の処理を含む各種の凌漢・埋立工事において

埋立中あるいは埋立後の自重による圧密沈下の予測が工

学的に重要である。このような超軟弱な埋立地盤の自重

圧密沈下の予測には，三笠やGibsonらの大ひずみを考

慮した圧密理論を用いることが必要となる。その場合の

最大の問題の一つは超軟弱土の圧密定数をいかに合理的

に設定することができるかということであり，これに関

しては第5章において定ひずみ速度圧密試験による圧密

定数の決定を提案した。

　提案した方法により求められた圧密定数が妥当である

か否かを検証しておく必要があるが，これはかならずし

も容易ではない。例えば標準圧密試験結果との対比によ

り判定しようとしても，前述したように標準圧密試験法

自体が超軟弱土に対しては不適当であるため意味がなくな

る。したがって，合理的な検証法の一つは超軟弱地盤の

圧密沈下に関する実際の現象と対比することにより判定

することである。そのような観点から模型地盤槽内に初

期条件の明白な超軟弱地盤を作成し，長期間にわたって

自重圧密現象の観測を行った。観測結果を第6章で得ら

れた圧密定数を用いて解析し，実測沈下量及び間隙水圧

分布と比較することにより，設定した圧密定数の妥当性

を検討し，さらに，第5章で提案した手法自体の適用性

を間接的に検討している。

　7．2　著者の実験研究1）’2）

　7．2．1　実験装置

　明白な初期条件及び境界条件のもとでの自重圧密現象

　Pore　Wo↑er
　　Pick　UP

Settlement

　Reference
　　　　Plo↑e

図一7．1　自重圧密実験槽模式図

の観測が図一Z1に模式的に示すように，縦150㎝，横

100㎝，深さ100anの鉄製の模型地盤槽内で実施された。

模型地盤槽の側壁中央部分には，内部の状況が観測可能

なようにアクリルの窓が設けられている。自重圧密期間

中の測定項目は層別沈下量と過剰間隙水圧である。沈下

量の測定に用いられた沈下計は二重管構造になっており，

周面の粘土と沈下棒との摩擦を切るためのアクリル製外’

管（固定）の中に沈下棒が設置されている。沈下棒の先

端には棒の自重が無視できるように接地面積の大きいア

クリル板が取りつけられている。間隙水圧の測定には水

マノメータが用いられた。これは実験期間が長期間にわ

たること，過剰間隙水圧の絶対量が微小なことのために

用いられたものである。Vノメータと粘土層中の間隙水

圧検出地点までは軟質のビニールチューブで接続され，

ビニールチューブの先端には目づまり防止用のポーラス

ストーンを持つピックアップが取りつけられている。

　7．　2．2　試料及び実験方法

　実験に用いた試料は本牧粘土と大阪湾泥土であり，こ

れらは第6章で用いたものと同じである。それぞれの試

料の物理的性質は表一　6．1に示されている。

　これらの試料を大型混練機にかけて練返し，更に網目

のフィルターを通して不純物を除去し，できるかぎり均

一な状態になるよう配慮した。これらの試料の含水比は

本牧粘土の場合，170％程度，大阪湾泥土の場合，300

％程度に調整された。

　模型槽の内壁面と粘土試料の摩擦を減少させるために

内壁面にグリースを塗り，模型槽底面から5㎝の厚さに

粗砂を敷き，砂層上面にろ紙を敷いてその上部に前述し

た方法で調整されたスラリー状の試料を流し込む前には

含水比のチエックを行っている。スラリー状試料の模型

地盤槽内への注入の進行につれ，所定の深さ毎に間隙水

圧計測用ピックアップ及び沈下板の埋設を行った。本牧

試料の場合には，圧密沈下量を測定するため粘土層底部

からおのおの10，20，30，40，50，60，70，80㎝の位置

に二重管構造を持つ沈下板が埋設された。また，間隙水

圧検出用チップは沈下板と同じ深さに埋設された。一方，

大阪湾泥土の場合，間隙水圧測定用ピックアップについ

ては本牧粘土試料の場合と同様に深さ10～80㎝の間に，

10　（mごとに埋設された。なお，地盤の沈下とともにピ

ックアップも沈下するような構造となっている。

　試料が所定の深さに達した後，底部不透水，上部排水

の片面排水条件により自重圧密を開始し，適当な時間毎

に沈下板及び間隙水圧計の読みをとった。

　表一7．1に本牧粘土及び大阪湾泥土の場合の模型地盤

の場合の模型地盤の初期条件を示す。
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表一7．1　自重圧密実験の初期条件

本牧粘土 大阪湾泥土

粘土層厚∬。（㎝） 90 80

初期含水比職（％） 17＆5 303．3

初期間隙比θ。 4．83 7，849

湿潤単位体積重量
1．33 1，180

γ‘（gf／㎝3）

乾燥単位体積重量
048 0，293

γ4（gf／㎝3）

　7．2．3　実験結果の概要

　2種類の海成粘土試料のスラリーを用いて，模型地盤

槽内で自重圧密実験が実施された。2種類の試料につい

て超低応力領域から通常の埋立地盤造成の際に問題とな

る程度の応力領域にいたる圧密特性については，第6章

において検討され，他の試料との相対的な特性の相違も

明らかにされている。

　自重圧密期間中には，本牧粘土試料については層別沈

下量と各層の過剰間隙水圧が計測された。

　図一7．2は本牧粘土試料に関する層別沈下量の経時変

　　　　　　　　　　Tlrne　（day）
　　　　　　　　　　　　｜O　　　　　　　　　lOO
　O

」（∈3

15

図一7．2　自重圧密による層別沈下量の経時

　　　　　変化（本牧粘土）
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図一7．5 自重圧密過程における過剰間隙水

圧分布の経時変化（本牧粘土）

化を示す。沈下量の測定は2重管式の沈下板を埋設し，

ダイヤルゲージにより行なった。粘土層表面から10㎝

及び20anの点の沈下板のストロークが途中で不足した

ため10crn及び20㎝の沈下量の測定を打切っている。

　本牧粘土試料については，各深さごとの過剰間隙水圧

の経時変化が実測されている。これらのデータから過剰

間隙水圧の深さ方向分布の経時変化を図一7．5に示す。

図中の破線は模型地盤槽内のスラリーの注入が理想的に実

施され，ほぼ均一な地盤が作成されたと仮定した時の初

期状態における過剰間隙水圧分布を示している。実測間

隙水圧は絶対量が小さく，かつ，間隙水圧計埋設位置な

どの「ずれ」を考えると求められた結果についての高い

精度は期待し得ないと考えられるが，自重圧密の進行に

つれて過剰間隙水圧が減少していく傾向が示されている。

　大阪湾泥土試料については，沈下量の測定は表層より

10㎝の点においてのみ実施された。一方，過剰間隙水

圧については，80・anの初期層厚の模型地盤槽において，

10αnごとの深さの点での過剰間隙水圧の測定が行われ

た。大阪湾泥土試料の場合の自重圧密沈下量の経時変化
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の実測値を図一7．4に示す。また，過剰間隙水圧の深さ

方向の分布の実測値を図一7．5に示す。図一ス5をみる

と過剰間隙水圧の発生にはかなりのタイムラグが見られ，

自重圧密開始後2日程度でマノメータの読みがピークに

達し，その後，自重圧密の進行とともに過剰間隙水圧は

漸減している。

　以上述べた2種類のスラリーの自重圧密実験の結果が

自重の影響を考慮した三笠の圧密理論にもとついて検討

された1）・2）。三笠の圧密理論を実際の問題に適用する場

合の大きな問題はスラリー状態の試料の圧密定数をいか

に合理的に選定することができるかということであるが，

2種類の試料についての圧密定数については第6章で得

られた情報が活用された。すなわち，第6章で決定され

たe～10gσノ曲線及び圧密係数に関する情報から模型地

盤槽における自重圧密実験に合致した圧密定数が選定さ

れ，自重圧密沈下量及び過剰間隙水圧分布が計算され，

前述の実測値との比較・検討が行われた1）’2）。これらの

検討結果の詳細については次節以下に述べる。

　7．5　自重圧密現象の数値解法1）

　7．3．1　圧密基礎方程式とその差分化表示

　自重の影響を考慮した圧密理論は第5章において述べた

ように，三笠3）及びGibson4）により提案されている。こ

こでは前述した模型地盤槽における自重圧密実験結果を

解析するため三笠の圧密基本式を用いる。

　層厚の変化ならびに自重の影響を考慮した三笠の圧密

基本式は圧密開始前の固定座標系z。を用いて表示する

と第5章で述べたように（3．37）式及び（3．38）式で与

えられる。すなわち，

嘉一c2｛・嘉・荒（∂ζ∂Zo）・一妾

（c・m・r’）；‘｝

；‘一・・’・㌃

（3．37）

（3．38）

　ここに，ζは圧密比（1＋θo）／（1＋e），eは間隙比，

e。は初期間隙比，cvは圧密係数，　mvは体積圧縮係数，

γ’は土の有効単位体積重量，Zoは圧密開始前の固定座

標系の値，Voは間隙水の速度である。

　（3．38）式は圧密終了後の定常状態の式であり，一方，

（3．37）式は非定常状態の式，すなわち，圧密基礎方程

式である。通常の場合，しばしば仮定されるように，圧

密係数Cvが圧密荷重の大きさにかかわらず一定と仮定

される場合には，（3．37）式，右辺第2項は消去される。

　（3．37）式は非線形偏微分方程式であり，解析的には

解けないので（3．37）式を差分式に変換して数値解を求

めることが行われる。（3．37）式において，Cv一定と

仮定するとその差分式は（7．1）式により与えられる。

C（Z。，t＋△の一ζ（Z。，の＋C。i・告〔｛ζ（Z。＋△Z。，t）

　　　　　　　　　　　　　　　△ZOI

　　　－・ζ（Ze・t）・ζ（z・一△z…）｝・篭c

｛ζ（Z。＋△Z。，t）一ζ（Z。一△Z。，t）｝〕

ただし，

吉一（・一゜舎ぴ）吾

　　　　杉1－e

σ’＝10　Cc

｝

（7．1）

（7．2）

　ここに，Ccは圧縮指数，　e　1はe～109σ’関係におけ

る定数である。

　（7．1）式は初期条件，境界条件及び圧密試験から得ら

れる圧密諸定数el，Cc，c，を与えれば，差分間隙△t，

△Zoを適当に選択することにより容易に解が求められる。

　7．3．2　差分計算実施上の2・3の配慮事項

　（7．1）式で与えられる差分式の解は差分間隔，△tと

△Zoを適当に選んで初期状態から順次計算を進めていけ

ばよい。差分式にもとつく数値解をもとめるにあたって

重要なことは可能なかぎり短時間で，かつ，可能なかぎ

り精度良く数値解を求め得ることであるが，両者は相反

する要求であり，実際の計算においてはいろいろの条件を

勘案して合理的な妥協点を設けることが重要となる。この

ためには計算実施の際に若干の工夫を要する問題が生ずるn

　（7．1）式の差分式を解くにあたって，ζの値はζ（z。，

t）とζ（z。，t＋△t）の間の値を取る必要がある。しか

し，ζ（Zo，t＋△のの値は求めようとする値であって

ζの値の選定時点，tにおいては未知数である。したが

って，？の選定については以下の方法を採用している駕

　①　ζの値の仮定：

　　τ一S｛ζ（z・，t）・ζ（z・，t・△t）｝（7・3）

として，算術平均によりζを求める。ただし，計算開始

時点におけるζ（z。，t＋△t）の値としてζ（z。，t）の値

により代用させる。すなわち，計算開始時点においては，

ζ÷ζ（z。，t） （7．4）

とする。

　②差分計算の実施：

　（7．3）式を差分式（7．1）式に代入して，ζ（z。，t＋

△t）を計算する。
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　③　ζの値の決定：

　］の値を求めるための（7．3）式におけるζ（z。．t＋△t）

の値と（7．1）式によるζ（z。，t＋△t）の計算値を比較し，

両者の差が許容限度内か否かをチェックする。許容範囲

内であればζの値が決定されたとみなす。一方，許容範

囲外の場合には，②の計算によるζ（z。，t＋△のの値を

（7．3）式に代入して以下同様の繰返し計算を実施する

ことによりζの値を決定する。

　つぎに，差分計算実施上の重要事項として差分間隔の

選定がある。これは差分解の収束性，安定性及び精度に

関係するものである。さらに，これらの条件を許容範囲

内に収めるという前提のもとに計算機の演算時間をでき

るかぎり短縮することが望ましい。そこで模型地盤を図

一7．6のような格子間隔に分割し，差分間隔をいろいろ

△T

Time　Dimension
△T

に用いた1）。

　差分計算を実施する場合の別の重要事項として境界条

件の処理方法がある。模型地盤槽における自重圧密実験

は上部排水，下部不透水の片面排水条件で実施されてお

り，この境界条件を差分計算に考慮することが必要である。

　上部排水面における境界条件は上載荷重がゼロで時間

の経過にかかわらず間隙比は初期の状態のまま一定であ

ることから，粘十層上面における圧密比ζは（7．7）式で

与えられる。

8△Z。
’E

2
δ

巴

8
の

　N
　N＋l

　Nt2

↓・－T－・

、、誌㌫！ 1

　　　　　　　　　　　　　9
＿㌘ηlmp響bl；；°gn；ep：y：d，a，r￥．・一㌘レ

　　　　1十eo　　　　　　　＝1　　　　　　　　　　　（7．7）　　ζ＝
　　　　1十e

　一方，底部不透水面における境界条件は底部不透水面

で間隙流体と土粒子の相対的な移動速度vがゼロという

ことから以下のように与えられる。すなわち，圧密過程

における速度vは

　　v－　cv（∂ζ∂z。－m・「’）　　　（7・・）

で与えられ，不透水境界においてはv＝0であることか

ら（7．9）式が成立する。

　　∂ζ
　　　　＝mvγ’　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7．9）
　　∂Zo

Mvγ’はζのみの関数として次式で与えられる。

　　　　　　0L4343C¢●ζ・r’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7．10）　　mvr’＝　　　　　　　（1十eo）σ’

　　　　　　（1＋el）一（1＋eo）／ζ

　　σ’＿10　　C・　　　　（7．11）

図一7．6差分間隔

変化させて差分計算を実施し，計算結果に及ぼす差分間

隔の影響を検討した1き差分計算は多かれ少なかれ，誤差

をともなう数値解の一種であるので，可能なかぎり厳密

解に近い精度の良い結果を得る必要がある。差分計算の

精度は厳密解との比較により検討するのが最も望ましい

が，厳密解がかならずしも得られるとはかぎらない。前

述した圧密基礎式の場合においてもその厳密解が得られ

ない。そこで差分計算により得られる圧密度1．0（実用

上はO．9　99以上とする）における全沈下量S’と圧密終

了後の定常状態の式，すなわち，

　　£－M・rt　　　・7…

または，

　　隠一r・t　　　　　（7・e）

から求まる最終沈下量Sを比較することにより精度の判

定を行った。すなわち，IS’－Sl／S’の値を精度の判定

　差分計算を実施する場合，模型粘土地盤を図一ス6の

ように深さ方向にN等分し，層上面から番号を施すと層

底部境界はN＋1点となる。時間t＋△tにおけるN＋1

点の値を計算するには，時間tにおけるN，N＋1，N＋

2点のおのおのの値が既知でなければならないので，さ

らに深さ方向に等間隔に架空の点N＋2点を設ける。初

期状態においては模型地盤内の間隙比は均一であるから

ζの値から差分方程式を用いて時間△t経過後のN＋1

点のζの値を計算する。求められたN＋1点の値ζN＋、

から（7．9）式dζ／dZo＝△ζN＋1／△Zo＝Mvr’により

計算された値を（m．rうiとする。次に同じζN＋、から

（7．10）式，（7．11）式を用いて計算された値を（mv

プ）2とする。この両者が許容範囲内で等しければζN＋、

は時間△t経過後のN＋1点の正しい値を与える。許容

範囲外であればN＋1点においてN点に対して，｛（Mv

r’）1＋（m．γ’）2｝／2の勾配をもつcl’　N＋、の値を与え，

（7．9），（7．10）及び（7．11）式を用いて同様の計算を

繰返し実施する。
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　この場合の計算精度の問題はZe／H。～ζの関係から任

意のζに対する不透水境界のζの勾配と圧密終了後の定

常状態におけるζの勾配を比較することによりチェック

できる1㌧

　7．3．3　自重圧密実験結果の解析のための条件

　模型粘土地盤の自重圧密沈下の観測が2種類のスラリ

ー状試料について実施された。それぞれの試料をスラリ

ー状態から圧密した場合のe～logσ’関係及び圧密係数

は第6章において定ひずみ速度圧密試験法及び沈降試験法

の併用により求められている。本牧試料については図一6．

7に沈降試験（Sedimentation　Test）と定ひずみ速度圧

密試験（CRS－Test），さらには標準圧密試験（Std．－

Test）により求められたe～1・gσ’関係があわせて示

されている。一方，圧密係数については同様に3種類の

試験にもとつく結果が図一6．14に示されている。大阪

湾泥土試料については図一6．11に沈降試験及び定ひず

み速度圧密試験にもとつくe～logσ’関係が示されてお

り，また，図一6．　18に両試験にもとつく圧密係数cv

が示されている。図一6．14及び図一618を比較すると

明らかなように本牧試料の場合には，圧密係数Cvの応

力依存性が大きいのに対し，大阪湾試料の場合には，Cv

の応力依存性は小さくほぼ一定とみなしうる。

　一方，模型粘土地盤の初期状態は本牧試料及び大阪湾

泥土の場合について，それぞれ表一7．1に示されている。

表一7．1より模型粘土地盤の自重による最大圧密応力は

本牧粘土の場合，O．O　27　kgf／c㎡，大阪湾泥土の場合，

O．O　144　kgf／c㎡程度のオーダーである。

　本牧粘土及び大阪湾泥土を用いた自重圧密現象の解析

のための条件をそれぞれ以下のようにして決定した。ま

ず，本牧粘土の場合にっいては，図一6．7に示したe～

logσ’関係と図一6．14に示した圧密係数Cvの圧密応

力に対する変化と上述した自重による圧密応力の領域を

考慮して決定した。また，大阪湾泥土の場合にも同様に

して，図一6．　11に示したe～logσ’関係と図一6．t8の

圧密係数Cv，ならびに自重による圧密応力の領域を考慮

して決定した。これらの条件は表一Z2に示されている。

なお，表一7．2には本牧粘土の場合，定ひずみ速度圧密

表一Z2

本　牧　粘　土 大阪湾泥土

CRS－Test Std．－Test CRS－Test

θ1 1．85 202 2．80

C6 LOO 0．78 175

　69
iC㎡／min）

0020 0，040 0025

試験（CRS－Test）のみならず，標準圧密試験（Std．

Test）の結果から決定した解析のための条件もあわせて

示されている。

　7．4　自重圧密過程における沈下～時間関係

　本牧粘土及び大阪湾泥土を用いた自重圧密実験におい

て自重圧密過程における沈下量の経時変化が求められた。

これらは図一Z2及び図一ス4に示されている。

　表一7．2に示した解析条件，すなわち，e～logσ’関

係及び圧密係数cvを用いて7．5で述べた数値解法によ

りそれぞれの条件に対する理論沈下量を計算した。図一

7．7及び図一Z8に本牧粘土及び大阪湾泥土に対する理

論沈下量と実測沈下量の比較を示している。本牧粘土の

場合，模型地盤表面から10㎝及び20㎝の位置の沈下

板がストローク不足のため途中で測定不能となったため，

地表面より30㎝の位置の実測値を対応する位置の理論

値と比較した。

　本牧粘土の場合の沈下量～時間関係は標準圧密試験の

結果をベースに推定した理論曲線は実測値よりも最終沈

5

10

t5

Tme　（doy）

　　lo lOO 5∞

図一7．7

　　iosO

（∈o）

5

lo

13

　Measured

→－ bompu↑ed

自重圧密による沈下量～時間関係の

実測値と理論値の比較（本牧粘土）

Tme（min｝

　lo4 lOヨ　　　　　　　　IO・

　meosured
－compu↑ed’
　　edi28
　　Cc・｜75
　　C》■OO25cm！min，

図一7．8　自重圧密による沈下量～時間関係の
　　　　　実測値と理論値の比較（大阪湾粘土）
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下量を過大に見積るのみならず，沈下速度を過大に評価

する傾向が見られる。一方，定ひずみ速度圧密試験結果

をペースに推定した理論曲線は妥当な最終沈下量を与え

ている。沈下の速度については理論曲線の方がやや過小

評価の傾向がみられるが，本牧試料の場合については

Cvの応力依存性が大きいことも考慮すると実用上は許

容しうる程度のものと考えられる。

　大阪湾泥土の場合の沈下量一時間関係は粘土層表面よ

り10㎝の深さの位置の沈下量を比較の対象としている。

図一7．8より定ひずみ速度圧密試験の結果をベースに推

定した自重圧密過程における沈下量の理論曲線は実測値

によく一致している。

　以上，スラリーの自重圧密過程中の沈下量～時間の関

係の実測値を定ひずみ速度圧密試験結果をベースにした

理論沈下量と比較・検討した。自重圧密実験に用いた2

種類の試料は圧密係数Cvの応力依存性がかなり異なっ

ている。本牧粘土についてはCvの応力依存性が大きい

のに対し，大阪湾泥土の場合にはCvの応力依存性は小

さい。このような両試料の圧密特性の相違が理論値と計

算値の関係に現われているようであるが，実用的には，

ほぼ妥当な推定値を与えると考えてもよい。なお，実際

の埋立地盤などにおいては，層厚及び初期含水比にもよ

るが，自重による応力レベルは0．01～05kgf／c㎡程

度と想定されるので，最大容量O．5　kgf／c㎡程度の応力

検出器ならびに間隙水圧検出器を用いた定ひずみ速度圧

密試験を実施することにより，この程度の応力領域にお

けるe～logσ’関係ならびに圧密係数を合理的に決定す

ることができる。

　7．5　自重圧密過程における過剰間隙水圧変化

　本牧粘土及び大阪湾泥土を用いた自重圧密実験におい

て自重圧密進行中の過剰間隙水圧分布が実測され，これ

らの時間的変化が図一7．5及び図7．5に示されている。

　表一7．2に示したe～logσ’関係及び圧密定数を用い

て，7．5で述べた数値解法によりそれぞれの条件に対す

る過剰間隙水圧の分布の理論値を求めた。これらの理論

値を実測値と比較したものを図一一　7．9及び図一7．10に

示す。

　図一7．9は本牧粘土に対する過剰間隙水圧の深さ方向

分布を示す。実測間隙水圧は絶対量が小さいこと，かつ，

間隙水圧計埋設位置の多少のずれはさけられないことな

どを考えると求められた結果の信頼性はかならずしも高

くはないが，初期（9日）の間隙水圧分布が妥当だと思

われる。30，40，50，60㎝の位置の間隙水圧の時間的な

推移をみると理論値とほぼ対応していると考えられる。

　図一7．　toは大阪湾泥土に対する過剰間隙水圧の深さ分
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図一7．9　自重圧密過程における過剰間隙水圧

　　　　　分布の経時変化の実測値と理論値の

　　　　　比較（本牧粘土）
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図一7．　10　自重圧密過程における過剰間隙水圧

　　　　　分布の経時変化の実測値と理論値の

　　　　　比較（大阪湾泥土）

布の理論値及び実測値の比較を示す。図一7．　toにおい

て10日目における実測値及び計算値はほぼ≡致するが

50日目及び80日目における両者にはあまり良い一致

はみられない。しかし，この両者の相違は圧密定数の選

定のやり方にもとつくものではなく，粘土層中に埋設さ

れたピックアップのポーラスストーン部の目づまりによ

るタイムラグに起因しているものと考えられる。このこ

とは図一Z5の深さ80αnにおけるピックアップが目づ

まりにより途中で測定不能になったことからも推測され

る。このような理由により，図一7．10では同一時間にお

いて実測過剰間隙水圧分布が計算値より若干大きくなっ

たものと考えられる。

　以上，2種の試料についての自重圧密実験のうち，過

剰間隙水圧の深さ方向分布の実測値を表一Z2の条件の

もとでの計算値と比較した。自重圧密実験において，過

剰間隙水圧の正確な測定については精度の点で問題はあ

るが，自重圧密過程における間隙水圧の消散をともなう

超軟弱地盤の圧密現象は第6章で求めたe～logσ’関係及
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び圧密係数を用いて説明され得ると考えられる。このこと

は第5章に提案した超軟弱粘土に対する圧密定数の決定

方法の妥当性が間接的に裏付けられたものと考えられる。

　ス6　現地埋立地盤の圧密沈下解析への適用

　近年，問題になっている有害底質の処理処分を凌喋・

埋立により行なう場合，凌喋土砂を投棄する埋立処分地

の容量を適正に確保しなければならない。そのためには

凌諜により生じた超軟弱ないわゆる未圧密状態の土が沈

降及び自重圧密によってどの程度沈下するか，沈下速度

はどの程度かを把握しておかなくてはならない。また．

自重圧密終了後，埋立地盤の活用に際してもその地盤の

圧密特性を把握しておくことが不可欠となる。このよう

な問題の困難さは低応力レベルの挙動を取り扱う必要が

あるということにあるが，実際の埋立地盤では自重によ

って生ずる応力レベルはO．O　1～O．5　kgf／c㎡程度と考え

られるので，この領域に対応する圧密定数を求めればよ

い。そのための一方法として，第5章において定ひずみ

速度方式の圧密試験による決定法を提案した。

　現実の超軟弱粘土による埋立地盤の沈下予測を行うた

めには，埋立土自体の沈降特性，圧密特性，さらには，

原地盤の条件等に関する情報をあらかじめ入手しておく

ことが必要である5）。超軟弱地盤の沈下解析の手順及び

方法をフローチャートとして表わすと図一7．“のよう

Sedimen↑ation　Test　　l2Conseiidatlon　Test

　　　　　　　1
　　　　　　　1

　Samplingat
ReciamationSite

13　F‘eld　Survey
l

l

l

In　ol　Water　Content．　W

lnttialVOId　Ratio，eo
Unit　Weight，　r

SpeClfにCraVlty，　Gs

重圧密過程は沈降曲線を描くことにより区別できると考

えられる。すなわち，沈降実験において自重圧密開始点

以前は沈降現象のみが生じ，その後は圧密現象のみが生

ずると考えることとしている。実際には多かれ少なかれ

混在した状態で生ずる両現象を区分して考えることは，

沈降現象が比較的短時間に終了するのに対し，圧密現象

は長期間にわたって継続すること，圧密現象そのものが

問題になる場合が多いことなどのため実用上許容しうる

仮定であるといえる。

　沈降試験の結果を第6章において用いた手法により沈降

過程と自重圧密過程に分離した場合，沈降過程において生

ずる全沈降量は初期含水比によって変わる。図一Z12

は図一6．4において沈降試験における初期層厚Hoと沈

降により生ずる全下量Sの比，S／H。と初期含水比Wiの

関係を表わしたものである。図一7．12から初期含水比が

高いほど沈降量が大きいこと，また，ある含水比以下で

は沈降現象が生じないでただちに自重圧密現象が生ずる

ことが推定される。本牧試料の場合については約300％

以下では自重圧密現象のみが生ずることがわかる。

1
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図一7．“　超軟弱地盤の沈下解析フローチャ

　　　　　ート

になる1）。図一7．　11は凌喋による埋立地盤の沈下解析を

対象にしたもので，沈降現象と圧密現象は混在すること

なく，おのおの独自に現われると仮定している。このよ

うな仮定は従来より実施されている沈降試験の結果6）’7）’8）

や著者らの実験の結果2）を検討することにより設けたもの

である。第6章において取り扱った沈降試験の結果によれ

ば，図一6．　5及び図一6．4に示したように沈降過程と自

●

O

図一7．　12

　500　　　　　　　1000　　　　　　1500　　　　　2000

　　　　　　Wi（％）

沈降量・初期層厚比と初期含水比の

関係（本牧粘土）

　埋立地盤の沈下予測を行う場合には上述のようなこと

から，初期含水比が著しく高いときには，図一7．11の1．

沈降試験を実施することになる。このような初期含水比

の一応の目安としては200～300％程度と考えてよいで

あろう。初期含水比が200％程度以下の場合には圧密現

象のみとして取り扱うことが可能で図一7．11のTローチ

ャートの中のL沈降試験は不要となる。自重圧密のみを

考えてよい初期含水比は厳密には土のタイプによって変
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わるものと考えられる。このことは今井7）により自重圧

密開始時点の初期含水比が土のタイプによりかなり変わ

ることが報告されていることからも予想される。自重圧

密のみを考えてよい初期含水比を200％としたのはその

程度みておけば実際に当面する大部分のケースがカパー

しうることによっている。特殊な土の場合に必要とあれ

ば初期含水比を変えた沈降試験を実施し，沈降試験の結

果から図一7．12のような関係を求めればより明らかとな

る。

　図一7．　11の沈下解析フローチャートにおいて，2．圧密

試験の場合には，通常の標準圧密試験の場合のような乱

さない試料の確保を必須条件とする必要はない。これは

超軟弱土より形成される埋立地盤はスラリー状で，未圧

密状態にあるからである。原位置における沈下の予測を

より正確に行うためには，むしろ，第5章の現地調査で原位

置における初期含水比（初期間隙比）もしくは竣喋埋立

土の初期含水比（初期間隙比）を正確に把握することが

必要である。その理由は超軟弱地盤の沈下量が上述した

ような初期状態の想定により著しく影響を受けるからで

ある。

　7．7　結　言

　本章においては第5章で提案した超軟弱土の圧密定数

決定法の適用の場として超軟弱地盤の自重圧密現象の問

題を取上げた。

　まず，7．2においては2種類の試料についての自重圧

密実験の概要について述べた。これはスラリー状態の試

料の自重圧密現象をできるかぎり均一な地盤条件，明白

な初期条件及び境界条件のもとで観測したものである。

Z5においては自重圧密現象を三笠式にもとついて取り

扱う場合の数値解について述べた。さらに，7．2におい

て述べた自重圧密現象を本節で述べた数値解法により解

析する場合の条件を第6章の圧密試験の結果を考慮して決

定した。Z4及びZ5においては自重圧密現象を上述の数

値解法にもとついて解析した結果を述べている。このう

ち，7．4においては自重圧密過程における沈下を取り上

げ，また，7．5においては自重圧密過程中における過剰

間隙水圧の分布について取り上げている。7．6において

は現地埋立地盤の圧密沈下予測を行う場合についての適

用方法について取上げている。以上の検討の結果，次の

ことが明らかにされた。

　1）自重圧密沈下の予測には実際に当面する応力領域

に対応した圧密定数を選定することが必要である。特に

Cvの応力依存性の大きい土の場合については応力領域

の予測が重要である。

　2）第5章で提案した定ひずみ速度圧密試験法により求

められたe～logσ’関係及び圧密係数CVの妥当性が模型

粘土地盤の自重圧密試験により検証された。

　3）原位置における超軟弱地盤の沈下予測にあたって

検討すべき項目として，埋立土の沈降特性，圧密特性，

ならびに原地盤の条件が必要である。この場合の圧密特

性は乱した試料を用いて求めることができる。また，原

位置における初期条件は沈下の予測精度に大きな影響を

及ぼすものであり，正確な推定が望ましい。
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第8章混合土に対する定ひずみ速度圧密

　　　　試験の適用

　　8．1　概　脱

　基礎の設計等の実用上の問題においては，土は砂ある

いは粘土のいずれかに分類して取り扱うのが通例となっ

ている。港湾構造物設計基準1）においては，倉田・藤下

の研究2）にもとついて，砂分80％以上の場合を砂，80

％以下の場合を粘土として設計することを規定している。

しかしながら，実際の場合には，砂と粘土の中間的な領

域にある土の取り扱いが問題となる事例が見られ6よう

になり，強度については中瀬ら3）により，非圧密非排水

三軸試験（UU試験）の結果をもとに，粘土分含有量ま

たは塑性指数により一軸圧縮強度qNの値を補正する方

法が提案されている。一方，圧密沈下の予測や圧密によ

る強度増加の予測の場合においても砂・粘土の中間土の

取り扱いは問題となりやすい。

　本章においては，標準圧密試験の適用に問題があると

考えられる砂と粘土の中間領域の土の圧密特性の評価を

取り上げ，砂と粘土の混合土への定ひずみ速度圧密試

験法の適用性を検討している。さらに，防波堤の基礎地

盤の圧密による強度増加予測に関連して定ひずみ速度圧

密試験の砂と粘土の中間土への適用例について述べる。

　8．2　砂・粘土混合土の工学的取扱い

　倉田・藤下2）は構造物基礎の設計において基礎地盤の

合理的な取り扱い方を決定する方法を見い出すことがき

わめて重要であるとの認識のもとに，砂から粘土への工

学的性質の移行がどのように生ずるかを実験的に追求し

ている。工学的性質として，実際の設計に使用する圧縮

性，せん断抵抗ならびにせん断中の体積変化に注目し，

砂と粘土を人工的に種々の配合比に混合した各試料につ

いて，一連の圧密試験及びせん断試験を実施している。

これらの試験の結果から，砂と粘土の工学的性質が粘土

の含有量により支配されることを見い出し，これを粘土

の含有量により砂質領域，中間領域，粘土質領域と名づ

け，砂質領域と中間領域の限界及び中間領域と粘土質領

域の限界をそれぞれ砂質限界，粘土質限界と名づけ，シ

ルト分以下（直径O．O　5　mm以下の土粒子）の土粒子の含有

量で表している。これらの限界は一般的には，それぞれ，

20％，40％と考えてよい。砂質領域においては，外力に

対する抵抗がほとんどすべての砂の粒子骨格により受持

たれ，土の性質は砂のみの性質と同様とみなされる。一

方，粘土質領域においては外力に対する抵抗はほとんど

すべて粘土の粒子骨格により受持たれ，土の性質は粘土

のみの性質と同様とみなされる。ところが中間領域にあ

る土の性質は砂と粘土の性質を共有しており，したがって，

基礎地盤として取り扱う際には，想定される砂と粘土に

特有な現象すべてに対し考慮検討を必要とするとしてい

る。

　8．　5　砂・粘土混合土地盤の圧密沈下解析の問題

　8．　3．1　理論と実際の相違に関する一般的要因

　粘性土地盤が構造物や盛土などの荷重を受ける場合の

圧密沈下の解析には，標準圧密試験結果を用い，一次元

圧密理論にもとついて行うのが一般的である。この方法

の場合，理論上，整然とした体系が整えられ，かつ簡便

でもあるため実用上広く用いられているのが現状である。

しかしながら，現場での実測データが多数蓄積されてく

るといろいろな問題点がこのような解析法に指摘される

ようになっている。圧密沈下解析における理論と実際の

食い違いの原因については，これまで多くの人々により

いろいろな角度から多くの検討がなされている。これら

を扱った既往の報告4）～8）h・ら問題点をピックアップする

と以下のものが考えられる。

　1）標準圧密試験法に関するもの

　　（1）側面摩擦

　　②　試料寸法

　　③　載荷方法と載荷時間

　　④　圧密係数Cvの求め方

　　（5）二次圧密の取扱い方

　2）圧密理論に関するもの

　　（1）圧密機構に関するもの

　　②　多次元圧密

　　③　即時沈下と側方流動

　　（4）　不均質地盤のCvの問題

　3）その他

　これらのうち，砂・粘土混合土地盤の圧密沈下の予測

と実際との対比に関して問題となりやすい以下の項目，

すなわち，1）地盤の不均一性，2）応力～ひずみの非線形

性および，3）標準圧密試験結果の解釈上の問題について

説明を加えておくものとする。

　8．3．2　地盤の不均一性

　圧密沈下の経時変化を計算する場合，地盤が均質な場

合には，沈下量Stは最終沈下量S。，圧密度Uvとす

ると，

St　＝＝　Uv　So

（ノv＝∫（Tv）

T＝」旦
v　　H2

ー

（8．1）

により求められる。ここに，tは任意の時間，　Tvは圧密
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度Uvに対応する時間係数，　Hは最大排水距離，　Cvは圧

密係数である。

　（＆1）式はcvが深さとともに不変とした場合の単一

層に対するものであり，c。が深さとともに変わる場合に

は，換算層厚法9）と呼ばれる方法が簡便的に用いられる。

この方法においては図一8．1のように地盤がCvの異なる

いくつかの層より成り立っている場合，ある任意の層の

cvを基準にとって，（＆2）式により層厚を変化させ，

同じ値のCvを有する単一層に換算する。すなわち，

刀。＝Σ〔ノ亙H‘〕
　　　　　　c旬‘

一T

　H｜

（8．2）

一「　　　　ls↑　Layer

　　　　Cvl
HI

！－

H2

2nd　Layer

Cv2

L・・vtく・v2）

→
　H2’

⊥一

図一8．1　換算層厚

　ここに，H。は換算層厚，　Cv、は基準にとった任意の層

の圧密係数，c。iは各層のそれぞれの圧密係数，　Hiは各

層のそれぞれの圧密前の厚さである。

　（8．2）式により示した換算層厚法を用いる場合，成層

状態は圧密沈下の速さに影響を及ぼさない結果を与える。

一方，Schiffman－Gibson　lo）は粘土層の透水係数kと

体積圧縮係数mvが深さ方向に変化する場合についての

圧密問題を取り扱っている。図一8．2に示した地盤条件

及び応力条件に対して，圧密基本式が次式で与えられる。

　　　　　　ムぴ

　　　　　　　∂u　　　1　　∂u∂2u　　　　ldk
可＋τ万万＝Cv（z）百

ここに，

　　　　　　k（z）
Cv（z）＝

秩Bmv（z）

Schiffmanらは（＆4）式について，

（8．3）

（8．4）

　　　　　　　　　　　　　　　　　k（z）とMv（z）

が同時に，または，一方が多項式形，指数関数形，正弦

波形分布する場合について，差分式を用いた数値計算を

実施し，平均値を用いてTerzaghi式により計算した場合

との比較を行っている。すなわち，k（z），　Mv（z）を次

式で表すものとする。

k（z）－k・（・＋・舌）’ （8．5）

　　Mv（z）－m・。（・＋β÷）9　　（＆・）

　ここに，k。，mv。はそれぞれz＝Oのときのk及び

mvの値である。

　図一8．5はmv＝一定でkが（＆5）式のような変化を

する場合，le／k。が図中に示したような各種の分布形に

対して数値計算したものである。4ケースについて，平

均圧密度50％のときの間隙水圧分布と全層の平均圧密

度の時間経過U－T曲線が求められ，平均値法と比較さ

れている。図一8．5には，kの分布形により圧密に要す

る時間が相当変わることが示されている。

　Schiffmanらは上述のような数値計算手法をL・ndon

clayの場合に適用して地盤の不均一性の圧密速度に及

ぼす影響は非常に大きく，平均値にもとつく設計値によ

る計算結果とは数倍の相違をもたらす場合があり得るこ

とを示している。

　＆3．3　応力～ひずみ関係の非線形性

　通常の粘性土の応力～ひずみ関係はTerzaghiの一次

元圧密理論において仮定されるように線形ではなく，先

行荷重以上の応力領域においては，e～1・gσ’関係が直

Stressσ

Sond

Cloy

ko mo

kω muω
H

Sand　Layer　or　Impermeable　Layer

o｝Soil　condition

　　　　　図一8．2

σi｛zl △σ

↑＝O t＝oo
z

不均質地盤の圧密
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蕊

　　o　　　　　　　　　　　　　。8
　02　　　　　　　　　　　　　・1・　9／：

　σ4　　　　　　　　　　　　　　　　9bs
⊃

　Q6　　　　　　　　　　　　　　　七吉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8b51。　O．8
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。2

18。。1。α　。．l　l。・1・°：
　　　　　　　　T　　　　　　　　　　，9

　　　　図一8．5　各条件に対するU－T曲線

　　　　　　　　（Schiffman－Gibson，1964）

線的であることが一般的に認められている。また，

Terzaghi理論において採用されている土中の水の流れ

に関するDarcyの法則v＝ki（v：流速，　k：透水係

数，i：動水勾配）については，　FlorinやHansboらが

粘土の場合に無条件に成立するものではなく，むしろ，

　　v＝k　（i－io）　　　　　　　　　　　　　　　　　（8．7）

なる式が実験事実とよく一致することを報告している1％

ただし，ioは間隙水の流動が生じ始める最小の動水勾

配である。

　Janbu12）は粘土の透水性に関し，　v＝k（i－i。）を

仮定し，また，応力～ひずみ関係については接線係数M

を導入し

　　∂σ’－M∂ε　　　　　　　　（＆8）

が成立するものとして，一般的な圧密理論を導いている。

O

50
ざ｝⊃

loo
　10←5

　　一　　一十@　　　↓1一

　　A　　　・．

aC　－一
　　　上

黶@一．ギ
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　　1－　　1．一↑．

@　｜

　S↑rOln

@Dls↑r‘bu↑lon

boseA　Co5eB　CoseC
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⊥
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図一8．4

lO’2　　　10－l　　　LO　　50

　Time　Factor，T

各種のひずみ分布に対する圧密度

時間係数関係（Janbu，1g65）

　図一8．4に各種の条件に対する圧密曲線を示す。

Janbuの圧密理論によるとCv＝一定の均質地盤の場合

でも線形圧密理論によるよりも10m厚さの粘土層にお

いて圧密速度が倍以上早くなるという結果が得られてい

る。

　Davisら13）はe～logσ’関係の直線性を仮定した理

論を修正している。すなわち，

　　　　　　　　　σ’
　　・＝・・－C・　1°9τ7　　　　（8．9）

の仮定のもとに，圧密基本式として，（8．10）式を導い

ている。

　　一cv〔農一（t，）2　9u　 芸〕　一　 ナ　

晋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8．10）

　粘土層が薄い場合には，∂σ／∂z＝0より

　　∂σ’　　∂za

　　∂z＝一百　　　　　　　　　（8・11）

が成立すること，さらに，

w－1・g・ ?黷P・9・σ∫三％　・・12・

を用いることにより，（＆10）式は次式で示すTerzaghi

式と同じ型になる。

　　　　∂2w　　∂w
　　Cv∂、・＝～訂　　　　　（＆13）

　初期条件及び境界条件を与えることにより，（8．13）

式は容易に解かれ，間隙水圧の分布及び沈下に関する平

均圧密率がそれぞれ次式で与えられる。

・一一af’〔（9）B－1〕

・－1一
ﾒ。i　expi（－M2Tv）

ここに，

B一
增E…MS’・・一’f　Tv

　　M＝（2N＋1）旦
　　　　　　　　2

　　Tv－一晋

（8．14）

（8．15）

　また，σ∫’は最終有効応力，σ〆は初期有効応力であ

る。

　図一8．5にσ〆／σ‘’を変えた場合の間隙水圧減少率お

よび平均圧密率の時間係数に対する変化を示す。

　一方，Bardenら14）は応力～ひずみの関係については，

Davisらと同様にe～logσ’関係の直線性を仮定してい

るが，透水係数kについては，k＝lef（1＋bun）を仮

定し，非線形圧密理論を導いている。

一92一



O

⌒

）
き

る

，i｝

＄

δ

8
庄

巴

£50
言

o
芒

Φ
∈

£

㌃

の

lOO

Pore　Pres．

1 ・　1

@ニ16

Dissipo†ion

ハ舷

箕σi81

4も号．

2
　Ilτ

∠ら¢　o

Se†↑1eme耐　Curve

　　　’
Ef｛吾

for　oll　Volues

1

O．Ol o．1

Tirne　　Factor …」

1．o 5．O

図一8．5 間隙水圧及び沈下に関する解

（Davis－Raymond，1965）

　8．3．4　標準圧密試験結果の解釈上の問題点

　圧密沈下解析を行う際に必要となる圧密諸定数は標準

圧密試験により決定される。この試験法自体については

第2章において述べたような問題点が指摘されてはいる

が，実用上の問題には一般に広く用いられている。しか

し，この試験法を透水性の大きい土に適用する場合には，

得られた結果の評価について十分な注意が必要であるこ

とが指摘されている1㌃

　標準圧密試験においては，載荷開始後の時間t＝6，

9，12秒，……における沈下量の読取り値をもとにし

て図解法（ン丁法または10gt法）により圧密度90％ま

たは50％に達するのに要する時間tg。またはt5。を求め，

圧密係数cvが決定される。このような図解法において

は載荷初期の値がcvの決定にとって重要である。　Cv

の大きい土，すなわち，透水性の大きい土に対してもこ

のような図解法を一様に適用するとcvの値を実際の値

よりも過小評価してしまう傾向があることが指摘されて

いる15）’8）。そのような傾向を具体的に示す一例として，

万法による90％圧密に要する時間tseの求め方を図

一8．6に示す。図一8．6には，片面排水条件（排水距離

H＝2cm）の場合と標準圧密試験の場合（両面排水

条件，排水距離H＝1㎝）のtg①の決定における問題点
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図一8．6　圧密定数決定のための・／丁法適用例

　　　　（小林ら，1974）

が示されている。すなわち，片面排水条件の場合の初期

直線部OAに対応する沈下データを4倍の速さで沈下が

進行する標準圧密試験の場合に見失ない，初期直線部と

してO’A’を採用し，図解法を適用する結果，tcoを過大

評価し，したがって，Cvを過小評価することになる。

このような土の場合に，標準圧密試験結果を用いて予測

された沈下量は実測値にくらべて過小評価される傾向が

あることが埋立地の沈下解析結果をもとに指摘されてい

る15㌧

　8．4　混合土の圧密特性に関する著者の実験研究16）’17）

　砂・粘土混合土よりなる地盤の圧密沈下を標準圧密試

験の結果から推定した場合，実測沈下量と大幅に異なる

例が多く報告されている。理論沈下と実測沈下の不一致

の要因として前述のような問題があり，特に，透水性の

大きい土の場合には，標準圧密試験結果の適用には十分

な注意が必要である。このような場合の問題点の対策と

しては，供試体の排水距離を長くすること，すなわち，

供試体の高さを増すことが考えられるが，周面摩擦の増

加という新たな問題が生ずる。中瀬ら18）ま標準圧密試験

における圧密リング（直径6㎝，高さ2　cm）のかわりに，

中型圧密リング（直径15㎝，高さ5αn）を用いることに

より排水距離を長くし，標準圧密試験と同様の手順によ

り混合土に対する圧密試験を行っている。その結果，標

準圧密試験の適用限界として砂分70％以下，塑性指数

Ip＝10以上としている。

　自然試料を対象として圧密試験法として汎用化をはか

ろうとする場合には，直径と高さを大きくすることによ

り，排水距離を大きくする手法はサンプリングなどに制

約条件を与えることになる。著者らはこのような問題に

対して，連続載荷方式による圧密試験法が有望な解決手

段となり得ることを以前に指摘した19）。これは連続的な

載荷方式の圧密試験を採用した場合，試験開始と同時に

自動的かつ連続的に変位，荷重，間隙水圧の記録をとる

ため，標準圧密試験の各載荷段階初期のデータの欠落が

なく，かつ，図解法を必要としないことによっている。

　著者ら16）’　17）は砂と粘土の中間領域にある土の特性を

系統的に調べるため砂と粘土の配合比を変えて作成した

混合土に対し標準圧密試験及び定ひずみ速度圧密試験を

実施した。その際の試料調整，実験装置及び実験方法な

らびに試験結果の概要は以下のとおりである。

　＆4．1　砂・粘土混合土の調整とその特性

　本実験に用いた試料は豊浦標準砂と横浜本牧地区から

採取した粘土を適当な割合で混合したものである。混合

表一8パ　試料の物理的性質

比重 コンシステンシー（％） 粒　度 （％）

試料番号
Gs ωL 加P 1P 礫 砂 シルト 粘土

本牧粘土 2699 995 396 5｛L9 02 75 3＆5 5a8

Mix．　No　2 2696 74．5 365 3＆0 0 21．7 358 425

Mix．　No　3 2686 798 357 441 0 245 345 41．0

Mix．　Nd　4 2687 669 320 349 0 349 276 375

Mix．　Nα5 2681 51．5 234 2＆1 0 4⑨8 21．7 2＆5

Mix．　No　6 2679 451 21．9 2a2 0 530 21．0 260

Mix．　Nα7 2658 330 2（瓦2 128 0 6｛11 129 1＆0

Mix．　Nα8 2656 一 一 60 0 7｛LO 70 14．0

（注）傘推定値
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土試料を作成する場合，粘土及び砂試料をそのまま混合

すると粒度分布が不自然になるため，豊浦標準砂を大型

クラッシャーで砕いて，粒径が75μm，105μm及び

105μm以上のものについてフルイ分けしたものを自然

試料に近いものになるよう粘土との混合時に配慮してい

る。粘土については本牧粘土を大型混練機によって練返

し，さらに，これをフィルターを通して有機物を取り除

いた後，あらかじめ仮定した粒度曲線にフィットするよ

う2つの粒度分布の砂を混合し，さらに大型混練機で撹

拝して所定の再圧密荷重で再圧密した。試料の作成には

直径30αn，高さ40㎝及び直径20㎝高さ30㎝の再

圧密用モールドを用いた。スラリー状態（含水比100～

130％）の試料を空気を閉じこめないように注意して，

モールドに注いだ。スラリー状態の試料を0．1kgf／cm2の

再圧密圧力により24時間予圧密を行い，さらに，O．5

kgf／cm2の荷重で1週間圧密した。

　砂分を20～80％の間で変化させ，7種類の粒度組成

の異なる試料を作成した。これら各試料の物理的性質を

表一8．1に一括して示す。図一8．7に各試料の粒度分布

を示す。また，図一8．8には各試料の分類を示す。さら

に，図一8．9に塑性指数と粘土分含有量の関係を示す。

lOO

05

μeVeS

O7

O
OOOI　　　QOO5　001　　　　005　0．l　　　　　　O．5　　1．O

　　　　　　　Grain　Size｛mm｝

　　　　図一8．7　各試料の粒度分布

　＆4．2　実験装置及び実験方法

　図一8．10に定ひずみ速度圧密試験装置の構成図を示す。

実験装置は荷重載荷装置，密閉型圧密容器，パックプレ
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JIS　A　l217T－1979

Sample
；⇒

　　　　　　Trimmer　Axis

　　　　　　J
㍗…lld°↑ign胸　…L⊆，g

9二Rlng

Lg。・s。ll量一 ∠－Cgnsohdo†tgn　Rin旦

＼

a）通常の方法（A法） 　　b）間隙水圧の消散

図一8．12　供試体の作成状況

c）B、C法の成形法

ッシャー on圧装置，計測装置及び記録装置より構成され

る。計測装置は荷重検出用ロードセル，パックプレッシ

ャー及び間隙水圧検出用半導体式小型圧力変換器，変位

計測のための差動トランス型変位計よりなり，これらの

記録は3ペン式レコーダにより行った。本シリーズの実

験に使用した上述の各装置は密閉型圧密器の構造を除い

て，第4章において用いたものと基本的には同様である。

その詳細については文献20）のとおりである。

　前述の方法により作成した各試料について，標準圧密

試験及び定ひずみ速度圧密試験を実施した。標準圧密試

験はJISA1217T－1979によった。一方，定ひずみ

速度圧密試験は以下のようにして行われた。定ひずみ速

度圧密試験においては，間隙水圧の正確な測定が特に重

要である。本章で取り扱うように試料のタイプが粘土か

らかなり砂っぽい試料に変化する場合には，間隙水圧の

正確な測定のため，供試体作成法及び圧密容器の構造に

特別の配慮が必要である。

　間隙水圧の正確な測定に対する配慮の程度に応じて3

種類の試験方法を用いることとした16！これらの試験方

法をそれぞれ，A法，　B法及びC法と呼ぶこととする。

各試験法の概要及び密閉型圧密容器の構造はそれぞれ次

のとおりである。

　A法：

　圧密容器の構造は密閉型構造とし，かつ図一8．11aに

示すように，下端面ポーラススーンは上端面と同一径と

する。供試体の作成については，図一8．12・に示すよう

に，標準圧密試験法（JIS　Al217T－1979）に採用さ

れている方法により供試体を成形し，セットする。

　B法：

　圧密容器の構造はA法の場合と同一であるが，リング

周辺にグリスを塗布し，かつ，供試体とリング側面に空

隙が生じないよう十分な配慮を行った供試体作成法を採

用する。図一8．12bに供試体側面からの間隙水圧の消散

の傾向を示す。一方，図一8．12・には．それを防止また

は軽減するための供試体作成時の対策を示す。

　C法：

　圧密容器の構造は図一8．11bに示すように，圧密容器

底面のポーラスストーンの直径を小さくし，側面からの

表一8．2　混合土の定ひずみ速度圧密試験の試験条件

試　　　　　　　料　　　　　　　名

本牧粘土 Mix．Nα2 Mix．No3 Mix．Nd　4 Mix．　Na5 Mix．No6 Mix．Nd　7 Mix．Nα8

A法

α024

@～

O6

α125

O25

0125

O25

Ol25

O5
α25

O5

kO

α25

O5
P．0

025

O50
P．0

05
P．0

Q5

ひずみ速度

@　Rε

i％／min）

B法 一 一 一 一

α125

O25

0125

O25

Ol25

O25
α25

O50

P．00

C法 一 　 一 一 一 一

0125

O25

O50

025

O50
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表一8．5　試　　験　　結　　果

定 ひずみ速度 圧密試験 標 準　　圧 密　　試 験

ηt，
（・m2／㎏f） ら（cm2／min） 侃．（cm2／kgf） ¢，（㎝2／min）

試料名 試験法 試料番号 ひずみ速度

i％／min）

σ。‘－20

sf／cm2

σ。∫＝lo

sf／㎝2

σ。」＝20

sf！εm2

σ．イ＝lo

汲№?^cm2

，ら保s

sf／c㎡
試料番号 σ。」＝20

汲№?^cm2

σ。」＝lo

sf／cm2

σα」＝20

汲№?^cm2

σ。」－10

sf／cm2

ρ．，瑠

sf／c㎡

P6　CRS－

oら8zJ

Mix， A法 汗2－2－A 0125 480×1σ2 1．09×1（「2 1．25xlO－1 1．70刈（「1
ρ68 R－U 4．80×1r2 1．12Xlσ2 1．00xl《r1 L37×1〔芦 064 1．15

施2 H－2－2－B α1る　． 465x10含 1．18XlO4 ag×1σ4 1．35×1（「1 080 R－12 5．00Xl『2 Ll2x1σ2 7．30×1σ2 L27×1♂ 063 1．36

旺2－2｛ 0，125 490×1σ4 1．08×10ヰ UO×1〔「‘ 1．61×10『1 α78 R－14 5．00×1σ4 1．12Xlσ2 ＆00×1〔「2 L39×10→ 051 1．32

任2－1二A 025 460×10含 104XlO弓 1．03xlσ1 1．10刈0’1 085 1．44

圧2－1－D 0．25 4，gO×104 L15×10□ Ll8Xl（戸 1．63×1r1 075 平均 059 1．27

M泊《． A法 旺3－1－B 0125 600×1〔「2 1．ll×104 670×1σ望 910×10弍 α73 R－16 5．40刈σ儒 Ll6xlσ4 4，60xlσ2 900×10才 α88 α89

↑㊤3 H3－1｛） Ol25 500xl（芦 1．25xlO4 6．30×10玄 8、40×1〔「8 1．00 R－17 570×1（r忍 1．⑳×1σ書 4．00Xl〔「2 840×1♂ 081 1．22

H3－1－F α125 5．10×10弓 1，29×104 6．70×1〔戸 830×104 LlO R－18 6，00×104 1，2Xl《）4 3．80×1σ2 7．80×1♂ 085 1．34

H－3－2－C 0．25 540×1《芦 1．20×104 850xl（戸 930×1〔戸 0．97 R－19 5．80×1『2 1．20×10弓 ↓80×1〔「2 7．70×1σ含 0．84 1．18

H3－2－F α25 4．60×1（戸 120×104 1．07×1（「1 ＆10×1（戸 1．09 R－20 560Xlσぎ 1．23Xl（「2 4．00x1σ2 8，80xl（戸 0．74 1．33

旺3－2覗 025 5．30xl（芦 LllxlO4 530×10含 6．80×1（「2 1．07 平均 α82 1．30

Mix． A法 旺4－3－C 0，125 5．00×1σ含 1．10x104 820×10『2 1，30×10司 0．91 R－12 5．loxlO弔 L10×10マ 8．00x1σ2 1．21）×1♂ α69 1．20

xL　4 H－4－1－B 0．25 5．55xlσ含 1．10x104 8．20×1σ噌 L40×1（rl 0．97 R－13 5．50×1σ弓 1．15×1σ鵡 7，55×1σ2 …1．40xl《戸 0．82 1．28

匪4－1－F α25 5．70xlσ唯 1，12xlO4 1．00xlO－1 130×1（「1 1．03 1．36

1壬4－2－A α50 610xlσ佗 Ll1XlO4 1．00x1『1 L45×1（「1 Ll5 1．51

H－4－2－B 050 5．30xlσ4 1，ll×10司 1．15xlO－1 1，40xlO－1 1．25 平均
1

α76 1．64

Mix． A法 H－5－lrA 025 4．80×1（芦 980×10弓 270xl（「1 7．00×10－1 1」0 R－16 4，50x10’2 980×1『3 5．00×10「2　！1．04xl〔「1
0．81 1．36

M5 廿5－2rA 050 600×1σ2 LOO×104 7．60xlσ1 7．20×10　1 1．43 R－17 4，50×104 1．03×1σ4
・、。・1σ・11，・，・1■

071 L77

旺5－3－B 1．00 320×1《芦 100×104 1．00・10° 260 R－18 4，50x1《ハ4 1．03×1（「2 　　　1S．70x1σ2 幻2×10才 0．82 3L21

1 R－19 4，60×10弓 1．03×1〔rs 5．40×1σ2 1，04×1（「1 089

平均 〔L81

B法 H5－2－1 0125 4，50×1σ2 8．40XlO4 6，20×1σ2 iLO7×10－1 065 R－51 5．10×1σ4 620×1σ3 5．00xlσ2 1．07×1（「1 α64 i’…

岳5－2－2 ●125 4．20Xlσ2 7．50×10w 6．梨）Xl（「2 1．22×1（「1 0．60 R－52 4．40×1σ4 ＆50×1（「3 4go×1σ2 Ll6×10－1 α62 1　0，95

H－5－1－1

g－5－1’2

0．25

ｿ25

4，75×1〔「2

T．20×1（戸

9，00xlOエ

V．90×104

56°X’ポ P1・13x’㎡

T50・1《芦11・07・1σ1

0．75

O．84

lLl9

@1．33

旺5－1－3 α25 490xlO？ 7．70×10◇ 560×1《芦11．10XlO－1
α67 平均 0．63 1．06

Mix． A法 H≒6－1－E 0．田 4．30xlσ2 800XlO＋ 4，80×1（「1 1．10×100 LO5 lR－16 4．00刈σ2 7．70×1σ尋 5．50×1σ2 9．44×1（戸 α56 1．81

随L6 旺6－3－A 0．50 3．60×1《）啄 ＆50×loo 5，50x10寸 9．a）×10一1 1．25 R－17 420×10弓 8．40×1（「3 4．70×1σ2 a83×1σ含 053 216

Hづ一2－C 1．oo 240x1σ2 950×10→ 280×100 L50Xloo 210 R－18 4．10xl〔「2 8．80Xl〔ド 6．00×1σ2 ＆77×10才 α56 362

R－19 4．10Xlσ4 ＆20Xl『3 440×1σ2 ＆54Xl《芦 α56

R－20 4．30×1〔「2 840×1〔「3 5．40×1〔「2 8，50×1（芦 α67

平均 0．58

B法 Hモー3－1 α125 4．30×1σ4 7．20×10『3 4．70XlO才 8．30x10－2 α73 R－61 4．10×1〔r2 7．80xl（「3 520×1σ2 ＆80×1σ4 0．70 1．07

H略一3－3 α125 4．20×10つ 645XlO弓 5．10×10つ 8．80×1（万喝 080 R－62 3．90Xlσ4 7．80xlr3 4，50Xl（「2 9．20xlσ含 0．74 Ll8

汗6－1－1 0．25 4．40×10つ 930×10弓 6，90×1σ惚 8，40×1（「2 080 R－63 4．00x1σ㊨ a20×1σぺ 440×1σ2 880x10つ α61 1．18

H6－1－3 0．25 4．70×1σ4 8，00XlOδ 7，80xlσ4 880×1（戸 088 L29

圧6－1－5 025 4，60xlσ含 7．20×10－3 5．80XlOち ＆3）Xlσ召 α87 平均 068 1．28

Mix， A法 旺7－1｛ 0．25 290x1σ含 6．00XlO◇ 1、15×loo 300xlO◆ 1．07 R－U 300×10弓 600xlσ弓 L55×1σ1 4．4×1〔「1 083 1．34

M7 H7－2－A 0．50 300xl（芦 6．00×104 1．45×loo 4．00×100 1．33 R－12 3．15×1σ己 600Xlσ3 1．90×1〔「1 3，00×10－1 0．82 1．66

H－7－3－D 1．00 200×lo望 600×10弓 4．50×loo 5，50Xloo 1．75 R－13 3．30Xlσ2 610x1〔r3 L90×1（rl 3，40×K「撒 0．74 219

平均 0．80

B法 H7－2－2 α125 260×104 560x10－3 9，80×1（「1 830×1〔「1 089 R－71 2．70刈《戸 500×1σ司 1．50Xlσ1 480×10寸 α64 1．19

H－7－2－4 0125 230×1〔芦 5．60×104 5．70×10－1 7，00Xl〔「1 095 R－72 280×1σ4 5．40×1σ3 1．40×1σ1 560×1（「1 α82 L27

H7－1－6 025 255xl（戸 4．85xlO4 a50xl〔「ハ 5，30×1（r1 0．83 R－73 2．60×1σ2 5．30×1σ弓 1．50xl（「1 1．03x1げ 0．75． Lll

C法 丑7－3－IN α125 260×1σ4 4．80×10≒ 350×1（「1 9．60刈r1 ρ85 R－74 255×1σ唱 530×1σ唱 1．70×1《r1 ＆70Xl《「1 078 1．13

H－7－2－2N α50 230xlσ含 5．00×loo 270xlO寸 6．40×10」 093 平均 α75 L47

Mb【． A法 Hぷ一1＜） α50 1．30x1（芦 330XlO4 1．95xloo 470Xloo 060 R－ll L60Xlσ2 a80×1σ鵡 200×loo 4．00×1りo α55 1．02

M8 H8－2－B 1．00 L23×1（戸 a70XlO⊃ 3．80xloo 820×100 072 R－12 1．65×1（「2 370×1〔「3 1．90×100 311×100 059 1．22

蹉8－3－B 250 L40刈σ2 395×10」 450×loo 900xloo 073 R－14 1．70Xl（「2 3，60Xl〔「3 1．40×loo 261Xloo ⑰63 1．24

平均 α59

B法 H8－1－2R α25 1．61XlO弓 a64×10∪ L84刈oo

@　P
3L95×loo 0．50 R－14 1．45Xlσ琶 320×1r3 9．80×1（「1 1．70XlO． 0．47 LO4

旺8－2－3R 050 1．56×1〔芦 a58×loo ＆98x10一1 264×100 0．47 R－15 輻50×10已 a60Xlσぷ 1．65×loo 1．50×loo 045 098

H－8－3－1R 1．oo 1．62×1σ2 a68×104 1．07Xloo 282×100 052 R－19 1．55刈0文 365×1《r』 1．85×loo 1．80×loo 052 1．08

C法 廿8－1－1N 0．25 1．50×1《戸 380×104 230Xloo a50Xloo 052 1．08

珪8－2－IN ρ50 1．60Xlσ4 a80x　loo 260Xloo 4・50xloo 057 平均 α48 1．19
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過剰間隙水圧の消散の影響を小さくする。供試体作成法

についてはB法と同じ方法を用いる。

　なお，各混合土試料に対し，採用した試験条件を表一

8．2に一括して示す。いずれの場合においても0．5kgf／

cm2のバックプレッシャーをかけて試験を行った。

　8．4．3　試験結果の概要

　表一8．1に示した7種類の混合土について，標準圧密

試験及びひずみ速度をかえた定ひずみ速度圧密試験を実

施した。定ひずみ速度圧密試験の理論的な取り扱いにつ

いては第5章で述べたように，いろいろの方法があるが，本

章で取り扱っている各種の混合土に対しては，第4章の場合

と同様に取り扱うものとする。線形材料の場合に対して

は，圧密係数c，，体積圧縮係数Mv及び有効応力σ’が

（8．16）～（8．18）式で求められる。

m・一
秩i△t△σ）

・． 潤i昔）

σ’＝σv一α％b

（8．16）

（＆17）

（8．18）

　ここに，Hは供試体の高さ，σvは鉛直全応力，　tは時

間，Ubは供試体下端面の過剰間隙水圧，　Rは変位速度で

ある。また，αは過剰間隙水圧分布を表わす係数であり，

通常α＝2／3とされる。なお，ひずみ速度Rεは初期高

さHoに対し，　Rε＝100R／Hoである。

　塑性の異なる各試料の定ひずみ速度圧密試験の結果か

ら，任意の時間tに対する体積圧縮係数mv及び圧密係

数cvが求められ，時間tとt＋△tの間の有効応力σ’

の平均の値σ。」に対し，標準圧密試験の場合と同様に表

示しうる。また，同時にe～1・gσ’の関係も求められる。

　混合土に対する定ひずみ速度圧密試験はA，B，　C法

の3方法により実施しており，表一8．1に示すように，

それぞれ砂分含有量の異なる（したがって，塑性指数1p

の異なる）各混合土に対し，e～1・gσ’曲線，1・9Cv～

10g　Oav’曲線及び1・9　Mv～1ogσ。ti’曲線が求められた。

表一8．5に定ひずみ速度試験及び標準圧密試験について

σ。。’＝2．Okgf／cm2及びσ。。’＝10kgf／cm2に対する

mv，　Cvならびにpc等の試験結果を示す。

　混合土に対するこれらの定ひずみ速度圧密試験結果に

ついて，試験方法，砂分含有量または塑性指数Ip，ひず

み速度Rεなどの要因による影響を検討した。混合土の

定ひずみ速度圧密試験結果の妥当性の判定は基本的には

標準圧密試験結果との対比により行われた。しかしなが

ら，透水性の大きい土，すなわち，砂分が多い低塑性の

土に対しては標準圧密試験法自体に問題があるため，標

準圧密試験結果との対比によって定ひずみ速度圧密試験

結果の妥当性を判定することは適切ではない。そこで，

まず，標準圧密試験結果はどの程度までの砂分含有量を

有する土に対して信頼性があるのかについて検討し、ざら

に砂分が多くなると定数決定上からの制約のない定ひず

み速度圧密試験法の優位性が増すとの観点に立って検討

を行った。これらの検討の詳細については，8．5から8．

7に述べられている。

　8．5圧縮曲線及び圧密定数に及ぼす試験方法の影響

　過剰間隙水圧の測定精度を高めるための配慮の程度に

応じて，A法，　B法及びC法の3種に分類し，それぞれ

の方法を用いた試験結果の検討を行った。各混合土試料

に対する試験の順序としては，A法による試験をすべて

のケースについて実施し，標準圧密試験結果との比較の

結果を考慮して，B法による試験，さらには，　C法によ

る試験を追加実施した。これら3種の試験方法を用いた

試験結果の評価は土の塑性により異なっているが，一連

の試験に用いた試料のうちから，代表的な試料として，

Mix．N・．3，N・．5及びN・．7試料を選び，試験方法によ

りe～10gσ’関係及び圧密定数がどのような影響を受け

るかにつて検討を行う。

　8．5．1　e～1・gσt関係と試験方法

　図一8．15，図一8．14及び図一8．15に試料Mix．No．3，

Mix．No．5及びMix．No．7のe～10gσ’関係を示す。

　Mix．N・．3試料については，ひずみ速度Rε＝O．1　2　5

％／min及びRε　・・　O．2　5％／minの2種のひずみ速度でA

法のみにより実施した。e～lo9σ’関係は第4章で述べた

ように，この程度のひずみ速度以下のものであれば，ほと

んどひずみ速度の影響を受けないことが確認された。さ

らに，また，定ひずみ速度圧密試験のe～1・gσ’関係は

標準圧密試験のe～10gσ’関係と良い対応を示すことが

確認された。

　Mix．No．5試料については，ひずみ速度Rε＝0．25％／

minのひずみ速度でA法及びB法により実施した定ひず

み速度圧密試験の結果をそれぞれのグループの試料の標

準圧密試験結果と対比して示す。標準圧密試験について

は，3～4個の結果のばらつき幅をそれぞれ示す。A法

及びB法の試験に用いた試料の初期条件がグループによ

り若干異なっているため，それぞれのグループの標準圧

密試験結果との関係により試験法の影響を検討すると

Rε＝O．25％／minの時の定ひずみ速度圧密試験の結果は

標準圧密試験の結果にくらべてやや圧縮性が小さいが，

基本的には，A法，　B法ともほぼ同様の傾向を示してい

る。

　Mix．No．7試料については，図一8．15に示すように，
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Φ

A，B，　C法の方法により実施した結果をそれぞれのグ

ループの標準圧密試験結果と対比して示す。B法及びC

法の場合の試料は共通のものである。標準圧密試験結果

と対比して検討するとA法の場合の定ひずみ速度圧密試

験の結果がやや圧縮性が小さくなる傾向があるがばらつ

き幅に比べてそれほど顕著ではない。B法及びC法を用

いた場合には，定ひずみ速度圧密試験のe～1・gσ’関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Φ
は標準圧密試験のe～10gσ’関係とほとんど等しい。

　以上のことから，ひずみ速度Rε＝0．25％／min程度以

下のものを用いるかぎり，e～1・gσ’関係は3種の試験

方法によりほとんど影響を受けないとみられる。

　＆5．2　圧密定数と試験方法

　体積圧縮係数Mv及び圧密係数Cvに及ぼす試験方法

の影響をMix．No．3，Mix．No．5，及びMix．No．7試料

2ρ

『
…随蜘％O　OdRーー

°トに；三竺三3ご
THHHHHHS

5

Ol

蕊逸

難

O．6

003　　　　　01　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　10　　20

　　　　　　　　　　　σ’（kgf／cm2）

　図一8．15　e～logσ’曲線（Mix．No．3試料）

Φ
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　‖：§‡合025
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虻

O．03　　　　01　　　　　　　　　　　　10－　　　　　　　　　　10　　　20

　　　　　　　　σ’（kgf／cm2）

図一8．14　e～logσ’曲線（Mix．No．5試料）
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O．4

　003　　　　0｜　　　　　　　　　　　｜O　　　　　　　　　　　IO　　20　　40

　　　　　　　　　σ’（kgf／cm2｝

　図一一・　8．15　e～109σ’曲線（Mix．No．7試料）

について，標準圧密試験によるMv及びCvと対比して

検討する。

　図一8．16a及び図一8．16bにA法により求められた

Mix．N・．3試料のmv及びcvの平均圧密応力σav’に対

する関係を示す。2種類のひずみ速度について，再現性

を確認するため，それぞれ，3個の試料についての結果

を示す。Mix．N・．3試料のA法を用いた定ひずみ速度圧

密試験の結果は第4章で述べたようにひずみ速度Re＝

O．2・5％／min以下のひずみ速度を用いるかぎり標準圧密

試験結果との対応はよい。なお，Mix．No．2試料及び

Mix．N・．4試料の傾向はMix．N・．3試料の傾向と同様の

傾向を示す。

　図一8．17a及び図一8．t7bにA法及びB法により求め

られたMix．N・．5試料のMv及びCvの平均圧密応力に

対する変化傾向を示す。正規圧密領域のMvについては，

A法及びB法による結果と標準圧密試験の結果はほとん

ど相違がみられない。過圧密領域のmvについては，　A

法の結果が標準圧密試験の結果にくらべて，若干過小評

価される傾向があるのに対し，B法による場合には標準

圧密試験の結果とばらつきの範囲内で良い対応を示して

いる。一方，　Cvについては，　A法の結果は標準圧密試

験の結果にくらべ相当過大評価されており，A法がMix．

No．5試料の塑性指数程度の土に対しては適切でないこ

とを示している。同程度の塑性の土に対して，B法によ

る結果は全応力領域にわたって，標準圧密試験の結果と

非常に良い対応を示していることがわかる。このような

A法及びB法による相違はA法を用いた場合に過剰間隙

水圧の測定に問題が生じやすいことを意味しており，こ

れについては後に検討することとする。
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　図一8．18a及び図一一　8．18　bにA法，　B法及びC法に

より求められたMix．No．7試料のMv及びCvの平均圧

密応力に対する変化傾向を示す。この場合についても，

Mvは3種類の試験方法によりほとんど影響を受けない

のに対し，cvについてはA法を用いた結果がMix．No．

5試料の場合と同様にかなり過大評価される傾向がある。

B法及びC法の結果はこの場合には有意な相違はみられ

ず，標準圧密試験の結果とも正規圧密及び過圧密領域の

全応力領域においてばらつきの範囲内でよい対応を示し

ている。

　以上のことから，試験方法の影響はMvについてはと

くにはっきりとした傾向は現われてこないのに対し，cv

の変化傾向には非常に顕著に現われるとみられる。
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図一8．18b　Cv～σ。」関係に及ぼす試験法

　　　　　　の影響（Mix．No．7試料）

　8．6　圧縮曲線及び圧密定数に及ぼすひずみ速度の

　　　影響

　第4章においては，通常の粘性土試料に対してひずみ速度

Rε＝O．2・O％／min程度以下を用いれば標準圧密試験結果

との対応は良好であることを示した。混合土試料に対し

ては，塑性の低下にともない透水性が大きくなることか

ら，ひずみ速度が小さいと過剰間隙水圧の消散が早く生

じ，測定可能な大きさの間隙水圧が得られなくなる可能

性がある。そこで，混合土試料に対しては粘性土試料に

対して用いた値より大きいRεを用いて試験を行いe～

logσ’関係及びMv，Cv特性に及ぼすひずみ速度の影

響を検討した。

　8．　6．1　e～10gσ’特性とひずみ速度

　実験に用いた混合土のうち，比較的塑性の高い（Ip　・：

35～44）Mix．No．2，Mix．No．3及びMix．No．4試料

については，Mix．N・．3試料の結果によりそのグループ

の特性を代表させることができる。Mix．N・．3試料のe

～1・gσ’関係については，図一8．15に示すように．2

種類のひずみ速度Rε＝0．125％／min及びRe＝O．25％／

minを用いた場合の結果が得られている。これらの結果

は圧縮性に関するかぎり第4章において得られた結論が有効

であることを示している。また，標準圧密試験によるe

～1・gσ’関係との対応性については，Rε＝O．25％／min

以下のひずみ速度を用いれば，e～10gσ’関係に関する

かぎり良い対応を示すことは第4章の実験事実から推定

される。

　Mix．N・．2試料からMix．N・．4試料までの試料に対し

てはRε＝O．25％／min以下のひずみ速度を用いた。砂分

が多くなると高いひずみ速度を用いることができると考

えられるのみならず，間隙水圧の測定精度の面から，む

しろ高いひずみ速度を用いざるを得なくなる。そのよう

な観点から，Mix．No．5試料より砂分の多い試料につい

ては，かなり高いひずみ速度を用いた定ひずみ速度圧密

試験を実施した。

　図一8．19及び図一8．20はMix．No．5（Ip＝28．1）及

びMix．No．7（lp＝12．8）についてRe　＝O．25，0．50及

び1．0％／minに対するe～logσ’関係を示す。標準圧密

試験4個のばらつき範囲がそれぞれの図上に示されてい

る。Mix．N・．5及ひMix．No．7試料ともひずみ速度の影

響がかなり明瞭に現われており，ひずみ速度の増加にと

もない圧縮性が小さくなりRε　＝　O．25％／minの時のe～

10gσ’関係が標準圧密試験のe～1・gσ’関係の上限に

ほぼ対応している。このことから，Mix．No．7程度の塑

性のかなり低い混合土に対してもひずみ速度の影響がな

t．4

Φ　LO

Φ
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図一8．19　e～10gσ’関係に及ぼすひずみ速度

　　　　　の影響（Mix．NO．5試料，　A法）
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図一8．20　e～1。gσ’関係に及ぼすひずみ速度

　　　　　　の影響（Mix．N・．7試料，　A法）



お現われ，標準圧密試験結果との対応性という観点から，

Rε＝0．25％／min程度以下を用いるべきことを示してお

り，また，逆に云えば，計測可能な間隙水圧を発生させ

うるかぎり，Rε＝0．25％／min程度のひずみ速度で十分

であることを示している。このことは圧密降伏応力とひ

ずみ速度の関係あるいは間隙水圧特性との関係により後

に，さらに，検討することとする。

　8．6．　2　圧密定数とひずみ速度

　比較的塑性の高いグループの混合土の特性を代表する

試料として，Mix．N・．3試料を取り上げ，この試料の

Mv及びCv特性に及ぼすひずみ速度の影響を図一8．16

a及び図一8．16bに示す。2種類のひずみ速度を用いた

結果には，ひずみ速度によるmv及びCv特性の相違はほ

とんど認められず，0．25％／min程度以下のひずみ速度

を用いれば標準圧密試験結果と良好な対応を示すことも
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50

lo

Ol

　　　lo
ζ，〔kgf／cm2）

図一8．21a　m。特性とひずみ速度
　　　　　　（Mix．No．5試料）
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図一8．21b　　Cv特性とひずみ速度
　　　　　　（Mix．No．5試料）
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図一8．22a　M。特性とひずみ速度
　　　　　　（Mix．No．7試料）
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図一8．22b　cv特性とひずみ速度
　　　　　　（Mix．No．7試料）

lO　20

確認されている。

　図一8．21a及び図一8．21bにMix．No．5試料のmv及

びCv特性を示す。また，図一8．22a及び図一8．22bに

Mix．No．7試料のMv及びev特性を示す。これらはか

なり塑性の低い場合のものであるが，Mv及びCv特性と

もひずみ速度の影響がかなり顕著に現れている。

　体積圧縮係数Mvについては，ひずみ速度が大きいと

過圧密領域における標準圧密試験結果との対応が悪くな

るのみならず，みかけ上，過圧密領域の特性がかなり大

きい圧密応力まで及ぶ傾向がある。一方，圧密係数cv

については，ひずみ速度の影響がかなり明白に現れてお
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り，ひずみ速度が大きいとCvは大きく評価される。図

一8．21b及び図一8．22　bの場合，試験方法としてA法

を用いたため，Rε＝O．25％／minのひずみ速度に対して

も標準圧密試験結果との対応は悪く，　cvの値は相当大

きく評価される。この場合，B法またはC法の試験方法

を用いることにより，　cvの値が標準圧密試験の結果と

良好な対応を示すことは前述した通りである。

　以上のことより，Mix．No．7試料（Ip＝12．8）程度の

試料まで，ひずみ速度Rε＝0．25％／min程度を用いるこ

とにより妥当なmv及びcvを求めることができると考

えられる。

　さらに塑性が低くなると標準圧密試験法の適用性に限

界があることにより，Mvやcv特性についても上述し

たような標準圧密試験結果との対応性という観点からの
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検討が妥当ではなくなる。塑性の最も低い混合土試料で

あるMix．No．8のMv及びCv特性を図一8．25a及び図

一8．25　bに示す。Mix．No．8試料については，高いひず

み速度（Rε≧0．5％／min）を用いたときに，　Mix．N・．5

及びMix．No．7試料のmv～σ。‘関係にみられた現象，

すなわち，みかけ上，過圧密領域が大きな圧密応力まで

広がる傾向が認められず，かつ，ひずみ速度にかかわら

ず標準圧密試験よn求めたmv～σ。，・関係とほぼ等しい。

すなわち，塑性が低下するとMv～σ。ノで代表される土

の圧縮性はひずみ速度の影響をほとんど受けなくなる。

また，B法やC法を用いた場合の結果とも大差がない結

果が得られている。一方，圧密係数Cvについては，　Mix．

No．8程度の塑性の混合土の場合，再圧密試料から一様

な供試体を作成することが非常に困難となるため標準圧

密試験データ自体のばらつきが大きいが，平均的にみる

と定ひずみ速度圧密試験のCvの値は標準圧密試験の値

よりもかなり大きい。しかし，Mix．No．5及びMix．No．

7試料の場合にくらべ高いひずみ速度を用いているにも

かかわらず，ひずみ速度によるCvの相違はあまり認め

られない。試験方法としてC法を用いた試験の場合にも

ほとんど変わらない結果が得られる。これらの事実から

Mix．　No　．8試料については，標準圧密試験結果の方に問

題があると考えられ，これについては，8．7においてさ

らに詳細に検討するものとする。

　8．6．3　圧密降伏応力とひずみ速度

　定ひずみ速度圧密試験において求められた圧密降伏応

力pcCRSは標準圧密試験の圧密降伏応力p。8tdより

一般には大きい。ひずみ速度Reが大きくなると両者の

相違はより大きくなる。第4章で取り扱った通常の粘性土に

対しては，両者の比，p，，CRS／p，，、tdをL2～1．4程度

以下におさえるため，許容できる最大ひずみ速度として，

Rε＝O．2～0．25％／min程度より小さくすることを推奨し

た。

　図一8．24は混合土の場合の圧密降伏応力の比をひず

み速度Rεに対してプロットしたものである。図一8．24

には用いた試験方法ならびに塑性変化の影響が判別でき

るように整理してある。

　図一8．24より圧密降伏応力比については，A，　B，　C

法による試験方法の影響は特にないと考えられる。この

ことはe～10gσ’関係あるいは10g　Mv～10g　aav’関係

が試験方法によらないことと対応している。

　一方，塑性変化に対しては圧密降伏応力比のひずみ速

度に対する関係は異なった傾向を示す。塑性が比較的高

い粘性土（ちが50程度以上の粘性土）に対しても，ひ

ずみ速度Rεが0．20～0．25％／min程度までは圧密降伏応
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図一8．24　圧密降伏応力比とひずみ速度の関係

　　　　　（混合土試料）

50

力比はL2～1．4程度であるが，ひずみ速度がさらに高く

なると塑性指数が高い土の場合には圧密降伏応力比は急

激に高くなるのに対し，塑性指数の低い土の場合には圧

密降伏応力比はそれほど大きくはならない。Ipが10以

下の低塑性の土の場合には，圧密降伏応力比Pc，CRS／

Pe，、tdに及ぼす速度効果はほとんどない。このことは粘

性土のせん断強度がひずみ速度により大きな影響を受け

るのに対し，砂質土の場合には速度効果をほとんど受け

ないことと対応している。したがって，砂分が多い低塑

性の土の場合には，ひずみ速度については実用可能な範

囲で上限よりも下限が問題になる。すなわち，測定可能

な程度の大きさの過剰間隙水圧を発生させられるか否か

ということにより，ひずみ速度の下限を選定することが

必要となろう。

　8．　7　圧密定数に及ぼす塑性変化の影響

　Mv～σ。イ関係及びCv～σ。♂関係より明らかなように

Mv及びc。は一般には圧密応力に依存している。正規圧

密領域のMvについては，　mv～σα」関係を両対数紙上に

プロットすると直線関係が存在することが知られている。

また，正規圧密領域のCvについては，通常の沈下計算

では圧密応力にかかわらず一定とみなされる場合が多い

が一般には，正規圧密領域においても応力依存性があり，

　－コ
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体積圧縮係数mvとIpの関係
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図一8．26　圧密係数Cvと塑性指数lpの関係

特に，塑性が小さい場合には応力依存性が顕著になるよ

うである。そこで，特定圧密応力に対応するMv及びCv

の値を選定し，mv及びcvの塑性変化に対する変化傾

向を調べてみよう。

　図一8．25は各混合土のσ。」＝2．Okgf／㎝2及びσav’

＝10．O　kgf／cm2における体積圧縮係数Mvをそれぞれ

の混合土試料の塑性指数勾に対してプロットしたもの

である。試験方法による区別ならびに標準圧密試験の場

合の平均値も同様に示されている。図一8．25より前述

したように塑性指数Ipの変化にかかわらず試験方法の

影響はみられず，また，標準圧密試験結果とほぼ対応し

ているとみてよい。特定の圧密応力に対するMvの値は

Ipの値が30以上では，　Ipの変化にかかわらずほとん

ど一定であり，Ipが30以下になるとlpの減少ととも

に半対数紙上でほぼ減少する傾向がある。このような傾

向は小川・松本21）によりとりまとめられた港湾地域の粘
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性土の標準圧密試験結果においても認められる。

　一方，図一8．26は各混合土試料について得られてい

る圧密係数Cv～有効応力σα」関係において，σav’＝10

kgf／cm2におけるCvを選定し，塑性指数∬pに対して

表示したものである。塑性指数Ip＝59．9（砂分7．5％）

の試料の圧密係数c。は第4章で取り扱った本牧粘土試料の

結果である。図一8．26には，それぞれの混合土試料を

用いて実施した標準圧密試験結果3～4個のばらつき範囲が

示されている。また，試験方法及びひずみ速度の区別が

それぞれ表示されている。図一8．26には，また，中瀬

ら18）が行った混合土試料に対する標準圧密試験及び排水

距離を長くするために採用した中型圧密容器による圧密

試験のCvの値（σ。，’＝4．80　kgf／cm2に対する値によ

り代表させている）がそれぞれ表示されている。

　図一8．26において，Ipが30以上（砂分50％以下）

の混合土試料に対して，A法により定ひずみ速度圧密試

験から求めたCvは標準圧密試験から求めたcvと良い対

応を示すのに対し，Ip；13～30の試料のA法による試

験結果は標準圧密試験結果よりかなり大きい相違を示す。

これはA法を用いた場合，過剰間隙水圧の供試体側面か

らの消散等により過剰間隙水圧の実測値が過小評価され，

したがって，evの値を過大評価したことに問題があっ

たことによるものと考えられる。A法の問題点に対処し

て実施したB法さらにはC法による試験の結果はlp＝

13～30の範囲の試料に対しても標準圧密試験結果との

対応は良好である。Mix．N・．8試料（砂分79％，推定

Ip＝6）に対しては，定ひずみ速度圧密試験の結果は

標準圧密試験の結果よりやや高くなっている。この程度

の塑性の混合土に対しては，標準圧密試験のcvの値は

小林ら15）の指摘するように真の値にくらべ過小評価され

ている可能性が大きく，これが定ひずみ速度圧密試験結

果とギャップを生じる原因であると考えられる。このこ

とは中瀬らのほぼ同じ粒度組成を持つ試料n）に対する標

準圧密試験の結果がIpの減少にかかわらずほぼ頭打ち

となっているのに対し，排水距離を長くした中型容器の
　　　　　　　　　　　　　　　18）
場合にかなり高いCvの値を与える　ことからも推定され

ることである。したがって，前述したMix．　No．8試料

（推定Ip＝6）に対するcvのギャップは標準圧密試験

の側に問題があり，定ひずみ速度圧密試験のCvが妥当

な値を与えていると考えられる。

　Cvの塑性指数ちに対する変化の傾向は塑性指数Ip

が20以上では，それほど顕著ではないが1pが20以下

になるとCvは急増する傾向があり，注意する必要があ

る。

　8．8　防波堤基礎地盤の安定問題への適用

　8．8．1　概　要

　砂と粘土の中間土からなる地盤の圧密による強度増加

の予測上の問題点の一例として，A港防波堤の延長工

事の際に実施された防波堤基礎地盤の安定性の検討例を

とり上げる。

　総延長2850mの防波堤延長工事が5ケ年間に分割実

施されることになり，ある設計対象区間の検討時点では，

すでに2615mの施工が終了していた。防波堤構造形式

としては，ケーソン式防波堤が採用されたb防波堤の施

工順序は1年目に捨石マウンドの施工，2年目に堤体の

施工（暫定天端），3年目に上部工のかさ上げ（完成天

　　　　　K／type　COIsson

〆㌣li騒17飼6‘

　　　　　　　　　　　　200～500kgf／s↑one

鏑・・6…縞’～ @　．　ゐ

　　　　　図一8．27　構造物位置図及び土質調査実施地点
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端）が行われる。延長工事期間中，冬期の異常波浪によ

り既設防波堤が基礎地盤の破壊に帰因する大きな災害を

受けたため17），新規の延長工事の設計・施工にあたって

は細心の配慮が要請された。

　防波堤建設地点の地盤は後述のように上部砂層とその

下にある厚さ30～40mのシルト分の非常に多い層から

構成されている。この層の強度及び圧密特性の評価が防

波堤の安定性の検討上，特に重要であり，以下では土質

調査結果をもとに，ある工事区間の設計・施工上の問題

について述べる。

　8．8．2　建設地点の土質調査及び現地計測

　図一8．27に防波堤建設地点の構造物位置図及び土質

調査実施地点を示す。それぞれの数値はボーリングの実

施年度を示す。BH－53－1は前年に本体据付を完了し

た防波堤の港内側50m地点で実施された。　BH－54－

1は前年に暫定天端（＋4．5m）までの本体据付けの終了

したK’区間防波堤の港内側法線直下で実施され，またJ

BH－54－2は前年にマウンド施工が行われた区間の点

である。その他の調査地点は未施工地点である。施工管

理の一助として，本体据付け後の過剰間隙水圧の挙動を

把握するため，間隙水圧の現地測定が実施された。図一

8．27に測定位置を示す。同時に図一8．27に示す位置に

おいて，防波堤の沈下計測が行われた。
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図一8．28c　標準圧密試験によるmvとcv
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図一8．50　安定計算結果（波圧時）

　図一8・28a，図一8．28b及び図一8．28cに土質柱
状図，一軸圧縮強度quの深さ分布及び標準圧密試験に

よる体積圧縮係数mv，圧密係数cvの平均圧密応力に

対する変化を示す。quの分布については，実線が無載

荷の場合（No．3及びN・．4のq％値），一点鎖線がc／p

比をO．2として，本体載荷にともなう圧密による強度増加

を見込んだ処の深さ分布を示す。

　8．8．3　圧密による強度増加に対する検討

　検討対象防波堤は，設計波高H＝7．5mに対し，暫定

天端高＋4．5mまで本体据付が完了している。完成天端

高＋5．5mに対する基礎地盤の安定性が検討された。

　図一8．29の標準断面に対する波圧時の安定計算結果

を図一8．50に示す。計算結果より，圧密による強度増

加が十分見込み得る時点において，設計波高に相当する

図一8．51　間隙水圧実測値の深さ方向分布

波の来襲を受けた場合，波圧時の安全率1．0は確保され

ていることになる。

　そこで，設計波高に相当する波の来襲を受けるまでに，

圧密による強度増加が十分見込み得るか否かが問題であ

る。特に，完成天端高＋5．5mに達した直後の冬期波浪

に対し，最も危険な状態となる。

　図一8．28cに示した標準圧密試験の結果から，　cvニ

2000cm2／day＝1．39cm2／min，mv＝O．018（σαの一a4

cm2^kgfが採用された。設計に採用されたcvを用いる

と全層厚H＝38m，両面排水条件として，圧密度U＝

80％に要する時間は約2．8年となる。一方，防波堤築

造にともなう圧密の進行を評価するため実施された間隙

水圧の現地計測によれば，図一8．51に示すよう・に，間

隙水圧の分布は静水圧分布をしており，すでに一次圧密

は終了している状態となっている。本体据付後，約1年

経過した時点を対象としており，上述の結果はかなり矛

盾した状態にある。そこで，季節風による大波高の波の

来襲を受ける冬期までに，どの程度の強度増加が期待し

得るかについて検討をすることとなり，土質条件の見直

しが行われた。

　図一8．28aの土質柱状図に示すように対象地点の土

質はシルト分が非常に多いこと，標準圧密試験による

Cvの値も1．O　cm2／min以上の値となり，このような場

合，標準圧密試験結果自体について，再検討の必要があ

ることが指摘されている15）’18）。
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定ひずみ速度圧密試験及び

標準圧密試験によるCvと
平均圧密応力の関係

　そこで，BH－No．54－2試料（深さ一　33．5m～－34．3

m）を用いて，標準圧密試験及び定ひずみ速度圧密試験

（ひずみ速度Re＝0．5％／min及びRε＝1．0％／min）を実

施した。用いた試料の物理的性質を表一8．4に示す。

　図一8．52a及び図一8．52　bに定ひずみ速度圧密試験

によるMv及びCvの平均圧密応力に対する関係を示す。

また，それぞれの図には，標準圧密試験によるmv及び

Cvの値もあわせて示す。

　図一8．52bのMvの平均圧密応力に対する変化傾向は

通常の粘性土にみられる傾向とはかなり異なっており，

砂分あるいはシルト分の多い場合の一つの特徴のようで

表一8．4　試料の物理的性質

土粒子の比重G， 2．68

液性限界ψL（％）

Y性限界ω，（％）

Y性指数∫，

493
R67
P2．6

砂　　分　　（％）

Vルト分　　（％）

S　土分　　（％）

3．7

V4．3

Q2．0

分　　　類 粘土質シルト

　　　　　ある。標準圧密試験の場合のmvも同様の傾向を示して

　　　　　いる。Mvについては，図一8．28cに示した標準圧密試

　　　　　験の平均的な傾向と大差がない。

　　　　　　一方，図一8．52bに示すCv特性については，定ひず

　　　　　み速度圧密試験のCvは標準圧密試験のCvと比較して，

　　　　　正規圧密領域においては2～2．5倍程度大きい。　図一

　　　　　8．52bの標準圧密試験のCvは自動記録装置により，　t

　　　　　＝2，4，6，8秒……と細かく読取った沈下量にもとづ

旧　20　　いて求められているが，Cvの平均圧密応力との関係は

　　　　　平坦な傾向があり，8．7で述べたように，載荷初期の読

　　　　　み取精度に起因するcvの頭打ちの傾向が各載荷段階の

　　　　　応力について現われている。定ひずみ速度圧密試験の
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Cvの値はこのような影響を受けず，したがって，妥当

な値を与えていると考えられる。

　図一8．28cに示した標準圧密試験のcvについても各

載荷段階の応力に対して，ほぼ一定となっており，この

傾向は載荷初期の読み取精度に起因するものである。こ

の場合のCvは図一8．52bに示した標準圧密試験のcv

よりさらに小さく，1／2．5～1／2程度である。これは図

一8．28cのevが6，9，12秒，……の標準的な時間間

隔の読み取値にもとついて求められていることによるも

のであり，載荷初期の読み取精度に起因するCvの過小

評価の傾向はより強い。

　以上のことから，図一8．28cの場合の標準圧密試験

のcv＝2000cm2／day＝L39cm2／minをもとに推定し

た圧密の進行に比べ，実際の圧密の進行はかなり早いも

のと考えられる。したがって，間隙水圧の現場実測が開

始された時期には，すでに大部分の過剰間隙水圧が消散

してしまっていたものと考えると実際の現象が合理的に

説明しうる。このことから，マウンド及び本体重量の載

荷により圧密を受けたことによる強度増加は十分期待し

てよいことがわかる。

　図一8．27のS1及びS2の位置において，‘1防波堤基礎地盤

の沈下量が実測されており，その時間変化を図一8．55に示

す。図中の実線は応力分散を考慮し，かつ，一次元圧密

沈下を仮定した計算曲線を示す。圧密係数Cvとしては，

図一8．28cの標準圧密試験のev＝1．39cm2／minより約

2．5倍大きいCv＝3．5　cm2／minが使用されている。実際

には3次元圧密となるため，厳密な理論曲線ではないが，

標準圧密試験より求められるCvよりかなり大きいCvの

値を沈下量の予測に用いる必要があることを示している。

このように，標準圧密試験のc。がLO　cm2／min（標準的

な時間間隔による読取り）を越えるような場合には，Cv

の値は過小評価されているとみなすべきである。どの程

度過小評価されているかについては，前述したように，

定ひずみ速度圧密試験の活用により明らかにされうる。

　8．9　結　言

　現実の土は設計上，砂または粘土のいずれかに分類さ

れる。その場合，砂と粘土の中間領域にある土は強度の

評価や沈下予測に関連して，いろいろ問題となりやすい。

本章においては，特に．沈下の問題に関連して，砂・粘

土混合土の特性に注目し，定ひずみ速度圧密試験法の混

合土に対する適用性について取り上げている。8．2にお

いては，砂・粘土混合土の工学的取扱いに関する従来の

成果について述べている。8．5においては，［E密沈下解

析における問題点に言及し，地盤の不均一性，応力～ひ

ずみ関係の非線形性ならびに標準圧密試験結果の解釈上

の問題点が，特に重要であることを指摘した。8．4にお

いては，自然の土の圧密特性を土のタイプにより系統的

に把握するために実施した砂・粘土混合土試料に対する

実験的研究について述べている。8．5～8．7においては，

混合土試料の圧密特性に影響を及ぼす要素として，試験

方法，ひずみ速度，及び土のタイプを取り上げそれぞれ

の要因のθ～1・gσ’特性，圧密定数，及び圧密降伏応力

などに及ぼす影響を検討した。8．8においては，設計上，

砂と粘土の中間領域にある土からなる地盤上に防波堤を

建設するにあたって生じた問題点を上述した混合土試料

の圧密特性の適切な評価に関連して取り上げている。

　以上の検討の結果，結論的に言えることは次の通りで

ある。

　（1）標準圧密試験法は砂・粘土の中間領域の土に対して

は明らかに限界があり，塑性指数∬p＝10前後の土に対

してはその取り扱いに注意が必要である。

　（2）試験結果に及ぼす各種の要因の影響として，ひずみ

速度，試験方法，及び塑性変化の影響が明らかにされた。

　㈲塑性指数勾＝30以上の混合土に対しては，標準圧

密試験に用いられる通常の供試体作成法により作成した

試料の定ひずみ速度圧密試験から求められたe～logσ’

特性及び圧密定数は標準圧密試験結果と良い対応を示す。

この場合のひずみ速度としては，第4章のものを準用し

てよい。

　（4）塑性指数1pが30以下の混合土に対しては，間隙水

圧の測定精度を上げるための処理（リング周面からの間

隙水圧消散防止のための供試体作成法，リング周面の水

密性の保持，ポーラスストーンの寸法の選定等）が必要で

ある。このような処理により，Ip＝13程度の混合土ま

で標準圧密試験結果と良い対応を示す。1，が10以下に

なると上述の処理を行っても圧密係数c。の値と標準圧

密試験によるCvとの対応性は悪くなるが，これは標準

圧密試験自体に適用限界があることによるものである。

　（5）Ipが13以上の混合土に対しては速度効果が顕著に

なり，圧密降伏応力p。を過大に評価することになるた

めひずみ速度を高くしない方がよい。圧密降伏応力比

pc　CRS／pc　stdを1．2～1．4程度におさえるものとし
　　　　　　　　　　　　　　　　　り

て，ひずみ速度Rε　・＝　O．2　5％／min程度以下で十分である。

しかし，Ipが10以下になると速度効果はそれほど顕著

ではなくなる。砂分の多い土に対するひずみ速度の上限

はない。

　（6）防波堤基礎地盤の安定性の検討の結果から，原地盤

における砂またはシルト分の多い土の圧密特性の適切な

評価が特に重要であることが確認された。
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第9章　砂質土の液状化過程における圧密現象

　　　　の評価

　9．1　概　説

　埋立地の造成とその跡地利用という観点から，砂質土

の場合には，特に，液状化の予測と対策に対する検討が

大きな問題となる。本章においては砂質地盤の液状化の

検討の際，透水の影響を考慮することが必要となること

を指摘し，新たに開発した試験法を用いて，排水条件等

の要因が液状化に及ぼす影響を調べ，それらの結果にも

とついて，透水の影響を考慮した液状化の予測方法を提

案する。その際，砂質土の透水性及び圧縮性の評価が重

要となることを明らかにし，その評価のため，定ひずみ

速度圧密試験をはじめとする評価手法の適用性をあわせ

て検討している。

　9．2　排水条件を制御した液状化試験

　9．　2．1　地盤の液状化の予測と排水条件

　地震時の液状化現象を飽和砂がほぼ非排水条件のもと

で受ける繰返しせん断の結果生ずる現象として把握する

ことにより，液状化発生条件が動的せん断試験装置を用

いて定量的に評価され，液状化に及ぼす影響要素をはじ

め，多くの知見が得られている。このような非排水条件

のもとでの液状化試験の結果は，地震時の地盤のせん断

応力の推定とあいまって，液状化の予測のために活用さ

れる。このタイプの液状化の予測方法は，Seedら1）に

より提案され，さらに，その後，細粒分の影響や密度の

高い砂のダイラタンシー効果などを考慮した予測方法が

あいついで提案されている2）’3）。一方，液状化現象を繰

返しせん断により発生した過剰間隙水圧が有効拘束圧と

等しくなった時に生ずる現象としてとらえ，残留間隙水

圧の大きさに基づいて判定する予測方法も提案されてい

る駕

　これらの方法は，いずれも，完全非排水条件のもとで

の動的せん断試験の結果を基礎としたものである。これ

は多かれ少なかれ部分排水条件となる現実の排水条件を

完全非排水条件とみなすことは，安全側の処置であると

考えられることによっている。しかしながら，港湾構造

物基礎地盤のように表層まで完全に水浸し，かつ，比較

的浅い位置にある飽和砂層の液状化の可能性を検討する

場合には，完全非排水条件の仮定はあまりにも安全側す

ぎると考えられる。そのような場合，砂層の液状化強さ

にある程度の排水効果を期待しうるものと考えられる。

すなわち，地震動が継続している間にも過剰間隙水圧の

消散が始まってV｛るめで，地盤の排水性が液状化の発生

自体を支配する場合も起こり得る。このような点を考慮

した方法としては土の要素内の過剰間隙水圧が繰返しせ

ん断によって上昇し，浸透によって消散する過程を定量

的に表わす解析モデルを設定し，それらを用いて，境界

値問題として地盤内での地震時の間隙水圧の経時変化を

追跡する方法がいくつか提案されている5）’6）’7）’8）。これ

らの方法の要点は動荷重に対する砂の構成関係をどのよ

うに設定するかにあり，実験データにもとつく仮定が導

入されている。ただし，砂の構成関係に関する基礎デー

タは完全非排水条件または排水条件のもとで得られたも

のが使用されている。

　現地盤における地震時の排水条件をより直接的に表現

しようとすると繰返しせん断による過剰間隙水圧の上昇

と消散が同時に生じ，相互に影響しあう状態を再現する

ことが必要であり，そのためには，試験方法自体につい

ても再検討する必要がある。

　9．　2．2　排水効果を考慮した従来の試験

　地震時における現実の排水条件は多かれ少なかれ，不

完全非排水条件となり，繰返しせん断にともなって発生

し，かつ，累積していく過剰間隙水圧の大きさは浸透流

の影響を受ける。室内試験によって浸透流の影響を考慮

して液状化強度を定量的に評価する方法については，確

立されたものはないが，波浪による繰返し荷重のもとで

の基礎地盤の液状化に対する安定性の検討などに関連し

て，近似的な方法が用いられた例がある。すなわち，波

浪の場合，繰返し荷重の波数，継続時間，周期，荷重の

伝達機構が地震動の場合と異なるため，地震の場合に対

する手法を若干修正した方法により，沖合大水深構造物

の波浪による液状化に対する安定性が検討されている9）’

1°）・11）。

　Bjerrumii）及びLee－Focht9）はエコフイスク（EkDfiSk）

のオイルタンクの波浪に対する安定性の問題に関連して

間隙水圧応答を評価するための単純化された解析法を示

している。Bjerrumの方法では，応力分布ならびに過

剰間隙水圧の消散の影響を無視しているのに対し，Lee－

F・chtは過剰間隙水圧の消散の影響を近似的な方法によ

り考慮している。部分排水条件の効果は通常の方法で実

施される非排水繰返しせん断試験において，繰返しせん

断により発生する過剰間隙水圧Uの一部△uを一定波数

ごとに除去する方法により調べられる。図一9．1に試験

の一例を示す。図一9．1において，Aは完全非排水，　B

及びCは乾燥密度rd＝1．73gf／cm3及びrd　＝1．7　5　gf／

cm3の試料に対し，50波ごとに10％の△uを除去した

場合の過剰間隙水圧応答を示している。除去する割合は

地盤の透水性，波浪の周期により異なり，上述の例では，

透水係数k＝1　O’3　cm／s体積圧縮係数m，＝1．7　x　10－3
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図一9．1　繰返し載荷強度に及ぼす部分排水の

　　　　　影響（Lee－Focht，1975）

て与える動的載荷重の特性に反映させればよい。一方，

地盤の透水性及び排水距離などの要因については，排水

系の中で考慮することが必要となる。この場合，透水係

数と排水距離に関し，現地盤の条件を直接的に再現しよ

うとすると非常に長い排水回路が必要となる。そこで以

下のような考え方により排水系統を制御し，現実の排水

条件を室内試験において再現することとした。
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図一9．2　部分排水条件による液状化試験例

　　　　　（Breth－Schwab，1977）

20

cm2^kgf，周期T＝10秒として，鉛直方向のみの浸透流

を考慮したものである。

　上述の方法は繰返し載荷中の途中段階において，載荷

を一時中断することにより，発生した過剰間隙水圧の除

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）去をはかっている。これに対して，Breth－Schwab　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は

部分排水条件を再現するため，供試体頭部及び底部に排

水制御システムを設け，透水係数の異なるフィルタを取

りかえることにより，排水条件を制御する方法を用いて

いる。図一9．2に部分排水条件の場合の液状化試験の例

を示す。

　9．2．3　著者の方法13）’14）

（1）試験法の原理

　動的せん断試験法による液状化試験は，通常，圧密終

了後，排水コックを閉じて，完全非排水条件で実施され

る。与えられた土要素の排水条件が完全非排水か否かは，

地盤の透水係数k，考慮地点から地表面までの排水距離

Lにより支配されるものであり，さらに，時間的要因，

たとえば，地震動の継続時間，振動数または周期，繰返

し波数などにより影響される。したがって，これらの要

因を再現した条件のもとで液状化試験を実施する必要が

ある。これらのうち，時間的要因については，外力とし
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図一9．ろ　地盤中の要素の排水条件

　図一9．5に示すように，地中の任意の深さの点の要素

を考える。地震時の繰返しせん断により生じた過剰間隙

水圧の消散にともなう排水過程がダルシーの法則にした

がって生ずるものとすると排水面における流速v，対象

地点と排水面の間の水頭差Hの間には，（9．1）式の関係

がある。

　ここに，αは排水条件の目安となるものであり，α＝

0の時，完全非排水条件，α＝。。の時，完全排水条件と

なり，現実の排水条件は両者の中間にあることとなる。

　液状化試験において，現地盤の排水条件の再現は図一

9．4に示した排水量調節バルブとビューレット（断面積

Abとする）よりなる系により行う。排水量調節バルブ

は微小な量を調節しうるコックの開閉により排水量を調

節しうる構造となっている。コックの開きは（9．1）式の

αの値に応じて調節しうるよう後述のような方法により

あらかじめ較正が行われている。

（2）排水制御系統の較正

　排水条件の制御は排水回路の中に水の流れに対して抵

抗となるものを入れることにより行うことができるが，

同時に，その抵抗の大きさは定量的に評価しうるもので
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図一9．5　透水試験模式図

なければならない。供試体と底部ペデスタル，排水チュー

ブなども水の流れに対して，何らかの損失抵抗を生じる。

しかし，ここではこれらの存在による影響がほとんど抵

抗として有効とならない程度の低いオーダーのものを対

象としている。

　図一9．4に示した排水量調節バルブの存在は排水回路

の中に抵抗を置いたことに相当し，排水コックの開きの

程度により排水に対する抵抗の大きさが調節されること

になる。このような抵抗の大きさを通常の透水試験にお

ける試料の長さ及び透水係数と関連させて評価すること

とする。

　図一9．5に示した透水試験において，単位時間当りの

流量qは（9．2）式で表わされる。

　　q・vA一伽一〃Φ・一（kL）HA　（9．・）

ここに，

　q：単位時間当りの流量（cm3／s）

　V：流速（cm／S）

　k：透水係数（cm／s）

　i：動水勾配

　A：試料の断面積（cm2）

H：水頭差（cm）

　　L：試料の長さ（cm）

　（9．2）式において〃Lが一定の場合には，速度vと

水頭差Hは比例関係にある。流速vと水頭差Hの関係を

両対数紙に描くと図一一　9．6のようにk／Lをパラメータと

する勾配45°の直線群により表しうる。このような性質

を利用することにより，図一9．4に示した排水量調節パ

ルプの開きの大きさを図一9．5のk／Lと関係づけること

ができる。図一一　9．　4は供試体を除いた三軸セルの中に水

圧Pw＝r．Hを加え，排水量調節バルブの排水コックを

わずかに開けた時の排水fi　qの時間的変化をチェックす

るものである。図一9．4の中の各記号はそれぞれ以下の

ものを示す。

　　H：加えた圧力の水頭（cm）

　　r”：水の単位体積重量（gf／cm3）

　　Ae：供試体の断面積（cm2）

　　Ab：ピコーレットの断面積（cm2）

　排水量q　＝・　Ab　Vbに対するピコーレットの水位の変化

速度を読みとり，水頭Hが作用した時の変化速度Vbを

決め，Vb～Hの関係を図一9．6にフィットさせること

により，α＝k／Lを読みとることができる。この場合，

想定される速度を考慮して，任意の径のピコーレットを

用いてもよいが，一定の排水量に対しビ！・一一一レットの断

面積Abに応じて，ビ＝一レット内の水位の変化速度

Vbが変わり，図一9．6から求められるαニk／Lの値が

変わることに注意を要する。そこで実験時に用いられる

ビューレットの径に対して求められる流速をVb，試料

径と同じ径のビューレット（断面積As）を使用した場

合に計測されるはずの流速をVeとし，それぞれの場合

のαの値をαb，α、とする。この時，流量q及び水頭H

はそれぞれ，（9．3）式～（9．5）式で与えられる。

゜° P。

　　　　　loo　　　　　　　　　　　　　｜ooo

　　　　　　　H　（cm）

図一9．6　v，H及びk／Lの関係

3000

一114一



1．OOO

500

200

OO

05

02

O

5

2

1

5

　　　　　　＼へ

‥＼違

　σc
｛kgf／crn2）

　　　　　　＋
　　　　　　＼o．lo

＼ミミllii

　　　　　　十
　　　　　　＼1．o。

IO　　　20　　　　　50　　　100　　200

　Scole　Of　the　vatve

図一・～9．7　排水量調節バルブの開きと排水

　　　　　所要時間（3cc排水）

　　　　　（9．3）

　　　　　（9．4）

　　　　　（9．5）

（9．6）式の関係がある。

水圧の発生とその消散を同時に生じさせうるようにして，

液状化試験を実施した13）’14）’15）。試験装置，試験方法及

び試験結果の概要は次のとおりである。

　9．3．1　試験装置及び試料

　実験に使用した装置は電気油圧サーボ方式の振動三軸

試験装置16）に前述の原理のように排水条件を任意に制御

しうる排水制御系を取りつけたものからなる。その時の

模式図を図一9．4に示す。排水制御系は写真一9．1に示

すように，排水コックのしぼりを徴動ネジのついたマイ

クロメータにより調節することにより排水量の制御を可

能にしたものである。

　q＝Ab　Vb＝As　Vs

　Vb＝αbH

　Vsニα，H

したがってαbとα8の間には，

　　・・一撒・b　　　　（9…

　（9．6）式の関係を用いることにより，αbとα、は相互

に換算しうる。

　以上のことにより，任意に設定した排水量調節バルブ

の排水コックの開きが透水理論で用いる数量（透水係数

k，排水距離L）と関係づけられることとなる。このこ

とから，排水コックの開きとαbまたはα。との関係を

あらかじめ調べておけば排水コックによる排水量の調節

が自由に行い得ることとなる。図一9．　7は3cc排水する

のに要する時間と排水コックの開き（R：目盛）の関係

を示す例であり，このような関係をあらかじめ用意して

おくと速度Vb（Vb＝3／（Abt　）による）を求めるのに

便利である。

　9．5　著者の実験研究

　著者は現実の排水条件のもとにおける液状化強度特性

を定量的に把握するため，繰り返し載荷による過剰間隙

写真一9．t　排水制御弁

　　　　　　（マイクロメータ付）

　実験に使用した試料は新潟市万代島産の砂（万代島砂

と称する）で，1964年新潟地震の際に激しい液状化を

生じた原地盤より採取したものである。表一9．1に万代

島砂の物理的性質を示す。

　部分排水条件のもとでの液状化強度は，砂の透水性に

よる影響を受けるため，定水位透水試験法17）により，万

代島砂の透水係数が調べられた。図一9．8に透水係数k

の相対密度に対する変化を示す。

表一9．1　万代島砂の物理的性質

粒
1）10（㎜） 0．25

度 1）50（㎜） α32
分布

D60（㎜）

ﾏ等係数

0．48

P．9

土粒子比重G、 2，671

θmax 1，007

θmin 0，590
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9．3．2　試験方法

　40　　　60　　80

　D，（％｝

万代島砂の透水係数

　上述した試料を用いて，所定の方法14）により作成され

た供試体を等方圧密した後，完全非排水条件を含む各種

の排水条件のもとで，拘束圧一定，軸荷重変動タイプの

液状化試験を行った。完全非排水条件の場合には，等方

圧による圧密後，排水コックを閉じて非排水条件とし，

それぞれ，所定の大きさの振幅の軸荷重を繰返し載荷す

ることとした。一方，部分排水条件の場合には，等方圧

による圧密終了後，排水回路を前述の排水制御系統（図

一4）に接続し，排水量調節バルブの開きをα‘の値が

あらかじめ定められた大きさの値となるように保ち，そ

の後，完全非排水条件の場合と同様の繰返し載荷試験を

実施した。表一9．2及び表一9．5に実験条件を示す。表

一9．2は排水条件にかかわらず共通の条件を示す。一方，

　　　　　表一9．2　実験条件（その1）

置式法ブ圧←形装方寸‥W波馨㌘拘励力試載供ゴ初バ応

振動三軸試験装置

側圧一定，軸圧変動方式

直径：50㎜，高さ：125mm
材質：生ゴム，厚さ：O．25mm

LO　kgf／cm2

0kgf／cm2
正弦波

表一9．　5

　　　　表一9．5は排水条件毎にそれぞれの試験条件を示してい

　　　　る。

　　　　　表一9．5において，αb，α、は排水量調節弁の開きの

　　　　程度を示す目安となるものであり，αbは直接求められ

　　　　るものであるが，排水量調節弁の開きの程度をキャリプ

　　　　レーションにより求める時のビューレットの直径（断面

　　　　積Ab）により異なることに注意を要する。なお，　abと

　　　　α，の間には（9．6）式の関係がある。

　　　　　試験中の計測は，完全非排水条件の場合，軸荷重，軸

　　　　変位，間隙水圧，側圧について行った。また，部分排水

　　　　条件の場合には，それらのほかに，体積変化の測定を行
Ioo

　　　　った。軸荷重の測定には，供試体底部のペデスタル中に

　　　　埋設された荷重検出器（最大容量100kgf）を用いた。

　　　　軸変位は載荷ロッドに取り付けられた差動変位計（スト

　　　　ロークレンジ±20mm）により測定された。間隙水圧は

　　　　供試体底部の間隙水圧計（最大容量5kgf／cm2）により

　　　　測定された。これらの値は電磁オッシロにより記録され，

　　　　電算処理された。

　　　　　部分排水条件の場合には，上述の計測ならびに処理の

　　　　ほかに，繰返し載荷中の排水量すなわち体積変化を測定

　　　　した。繰返し載荷中の排水量の計測には，二重管式ビュ

　　　　ーレットを用い，ケロシンと水の境界面の変動を5コマ

　　　　／秒の連続撮影可能なカメラにより実験時の振動数と同

　　　　じ速さで撮影した。

　　　　　9．3．3　試験結果の概要

　　　　（1）部分排水条件における試験記録例と破壊の定義

　　　　　完全非排水条件を含む各種の排水条件のもとで液状化

　　　　試験が実施された。図一9．9a及び図9．9bは部分排水

　　　　条件により繰返しせん断試験を実施した場合の記録例で

　　　　ある。図一9．9aは完全非排水条件の場合と同様に液状

　　　　化を生じた場合の例であり，図一9．9bは液状化に至ら

　　　　ぬ場合の例である。

　　　　　図一9．9aの場合には，部分排水により液状化に至る

　　　　波数が完全非排水の場合にくらべて大きくなってはいる

　　　　が，過剰間隙水圧及び軸ひずみの繰返し波数に対する変

　　　　化は完全非排水条件の場合と同様の傾向を示している。

実験条件（その2）
排水条件

　　α6

@　α8

is－1）

00 2．50×10－5

P．17×10－6

2．50×10－5

P，17×10－6

2．50×10－5

P．17XlO　6

3．85×10＝4

P．78×10－5

2．35x10－4

P．10x10－5

3．85×10→

P．78×10＋

7．50×10－4

R，51×1r5

振　　動　　数
@　　　　（Hz）

3 5 3 1 5 3 3 5

初期間隙比 0，597－0，912 0，791－0，880 0，773－0，907 0，797－0，877 0，719－0，812 0，702－0，908 0，696－0，902 0，799－0，859

初期乾燥密度
@　　（gf／cm2）

1，673－1，397 1，491－1，421 1，506－1，401 1．486－L423 1，554－1，474 1，569－1，400 1，575－1，404 1，485－1，439

相　対　密　度
@　　　（％） 983－22β 52．0－30．5 565－24．0 50．5－31．0 695－47．0 73．5－23．5 75．0－250 50．0－36．5
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図一9．9a　部分排水条件のもとでの液状化試験

　　　　　記録例（万代島砂，ei＝O．781，
　　　　　σc；1．Okgf／cm2，αb＝3．85×1U4

　　　　　s’1，f＝＝5Hz）

Tlme　（s）

図一9．9b　部分排水条件のもとでの液状化試験
　　　　　の記録例（万代島砂，ei＝O．771，
　　　　　σc＝1．Okgf／cm2，αb＝3．84×10’4

　　　　　s－1，f＝5Hz）

一方，図一9．9bの場合には，繰返し当初，過剰間隙水

圧は漸増傾向を示すが，部分排水効果により過剰間隙水

圧は初期拘束圧に至らぬ前にピークを示し，やがて漸減

する傾向を示す。

　完全非排水条件で実施される慣用の液状化試験におい

ては，ひずみまたは過剰間隙水圧の記録から，あらかじめ

定められた破壊規準を満たす繰返し波数を見い出すこと

により液状化試験の結果が整理される。破壊規準として

は，ひずみによるもの及び過剰間隙水圧によるものがあ

るが，ここでは，拘束圧に等しい過剰間隙水圧が生じた

時の波数，すなわち，Umax／σ，≒LOのときの波数を破

壊規準として用いている。完全非排水条件の場合，砂の

ぶ
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図一9．　10　ei～Nl～τD／σc関係（完全非排水条件，αb＝0）
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　　図一9．　11a　ei～Nl～τD／σc関係

　　　　　　　　　（αb＝2．5×105s’1，∫＝5Hz）
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図一一～9．　1b　ei～Nl～τD／σc関係

　　　　　　　（αb＝2．5×10－5s－1，∫＝3Hz）
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図一9．11c　ei～Nt～τD／σ，関係

　　　　　　　（αb＝　2．5×la58－1，∫＝1Hz）
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図一9．　11d　ei～Nl～τD／σc関係

　　　　　　　（αb＝＝3．85×1　O－4s－1，f；　5Hz）
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図一9．　11g　ei～Nl～τD／σc関係

　　　　　（αb　＝＝　7．5×10≡48－1，f＝5　Hz）

iOO

透水性kは液状化抵抗に無関係であり，また，地震時に

おいて想定される通常の範囲の振動数の場合には，振動

数fも液状化抵抗に影響を及ぼさないとされている18）。

したがって，完全非排水条件の場合の実験においては，

f＝3Hsを採用しており・この結果をO．5～10H、の範囲

の代表値とみなしてもよいと考えられる。

　部分排水条件の場合においても破壊規準として，完全

非排水条件の場合と同様，間隙水圧比％m。x／σ，≒1．0の

時の波数を採用することとしている。したがって，最大

過剰間隙水圧Um、、が有効拘束圧σeに達する前にピー

クを示すものについては，整理の対象から除外されてい

る。

（2）各排水条件における初期間隙比el液状化波数N‘及

　び応力比τD／σcの関係

　完全非排水条件の場合及び各種の部分排水条件（αb

及び振動数∫の組み合わせにより異なる条件を与える）

の場合について，初期間隙比ei，応力比τb／σc（τD：

せん断応力振幅であり，軸荷重振幅σρの十に等しい，

σc：拘束圧）と液状化に至る波数」V‘の関係がそれぞれ

求められる。完全非排水条件の場合について，ei～τD

／σc～Ntの関係を直接プロットしたものを図一910

に示す。また，部分排水条件の場合についても同様の関

係を図一9．11a～図一9．　“gに示す。各図の中の数値は

応力比τD／σcの小数点以下3ケタの値であり，これら

のプロットから白丸で囲んだ値を持つτD／σc×1000の

等値線を実線で示した。

③　各種の排水条件における液状化強度

　図一9．6及び図一9Ma～図一9．　ltgに示す各排水

条件におけるe｛～τD／σc～Nl関係より相対密度Dr＝
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各排水条件に対する応力比と液

状化波数（Dr＝30％）
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30，50，70％に相当する間隙比ei＝　O．882，0．800，

0．717の場合の応力比と液状化波数Nlの関係を読み取

り，図一9．　12a，図一9．　t2b及び図一　9．　12cに示す。

完全非排水条件の場合の液状化強度（ある波数で液状化

を生ずるに要する応力比をいう）は，通常の地震波にお

いて想定される範囲の振動数の影響を受けないとされて

おり18），図一9．　12a，図一9．　12b及び図一9．　12cの各図

における非排水条件のτD／σc～Nl関係（f＝3H、）は

他の振動数に対しても不変と考えてもよい。一方，部分

排水条件の場合のτD／σ、～NI関係（液状化強度）は

αbと振動数∫の組み合わせからなる各シリーズの実験条

件をパラメータとして表示されている。

　図一～9．　12　a～図一～［12cの各図より，応力比～液状

化波数関係におよぼす排水条件及び振動数の影響には，

相対密度により相当異なった様相が見られる。図一9．12

aはかなり緩詰め（D。＝30％）の場合であるが，応力比

～液状化波数の関係は排水条件や振動数の影響をほとん

ど受けず，ほぼ完全非排水条件の場合の応力比～液状化

波数の関係と実用上大差のない傾向を示す。すなわち，

Dr＝30％程度の緩詰め砂の場合には，用いた実験条件

の範囲では液状化強度に排水効果はほとんど期待できな

いとみられる。図一9．　12bは中詰め（Dr＝50％），図一

9．　12cは密詰め（Dr＝70％）の場合である。これらの場

合には，部分排水条件において，ある波数で液状化を生

ずるに要する応力比は完全非排水条件の場合よりかなり

大きく，したがって，排水効果が現われている。その傾

向は相対密度が大きい場合により顕著となる。さらに，

これら両者の場合について，αbとfの影響はそれぞれ

以下のようである。すなわち，fが同一の場合には，αb

が大きいほどある波数で液状化を生ずるに要する応力比

は大きく，また，αbが同一の場合にはfが大きいほど

ある波数で液状化を生ずるに要する応力比は小さくなる。

　つぎに，繰返し波数を限定した時の各排水条件におけ

る液状化強度について調べる。不規則な波形の地震波動

を等価な規則波に置き換えた場合，地震動のマグニチュ

ードMと等価波数Neの間にはある相関関係があること

が指摘されており，M＝7，7．5，8に対してNe＝10，

20，30波程度が対応するものとされる1）。N，＝10及

びN、＝20の場合について考える。図一　9．　10及び図一

9．11a～図一9．“9に示した完全非排水条件及び部分

排水条件の場合についてNt＝10及びNt＝20で液状化

を生ずるに要する応力比と初期間隙比eiの関係を求め，

相対密度により表示したものを図一9．　15a及び図一9．

15bにそれぞれ示す。すなわち，図一　9．　15a及び図一

9．　15bは，ある相対密度を持つ砂の各排水条件における

Nt＝10及びNt　＝20に対する液状化強度を表すもの

と考えることができる。

　図一9．　Ssa及び図一9．　S5bから，部分排水条件にお

けるNl＝10及びNl＝20の時の液状化強度はαb及び

f，さらに相対密度の影響を受けることが示されている。

また，相対密度の小さい場合には，αb及びfによる影

響は小さく，完全非排水条件の場合とほとんど変わらな

いが，相対密度の増大とともに，完全非排水条件の場合

にくらべて飛躍的に大きくなることが示されている。
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（4）完全非排水条件及び部分排水条件における液状化強

　度の比較

　図一9．　15a及び図一9．　15bにおいて，部分排水条件に

おけるNt＝10及びNt＝20に対する液状化強度は完全

非排水条件における液状化強度よりも一般に大きい。後

者はf＝3Hzの振動数のもとでの液状化試験より求め

られたものであるが，完全非排水条件の場合の液状化強

度は振動数の影響を受けないことが報告されており「s）’191

f＝3H、μ）データは，実地震動の場合の実用上の範囲

（1～10H、程度とみられる）において，任意の振動数の

時の液状化強度を表わしているとみなすことができる。

一方，部分排水条件における液状化強度はαb及びfの

影響を受けるが，αbが小さいほど，また，fが大きい

ほど，完全非排水条件の場合の液状化強度に近づく．し

たがって，部分排水条件の場合の液状化強度は完全非排

水条件の場合の液状化強度を基準に表わすのが便利であ

る。図一9．　15a及び図一9．　15bにおいて，ある相対密度

に注目すると部分排水条件における液状化強度の完全非

排水条件における液状化強度に対する比率はαb及びf

の関数である。ただし，パラメータαbの値は排水量調

節バルブの存在により生ずる排水抵抗の目安を与えるも

のであるが，絶対的なものではなく，断面積Abのビュ

ーレットを用いて流速Vbを計測した場合に得られる計

測手法上の便宜的な値である。したがって，排水量調節

バルブの抵抗は同じであるにもかかわらず，αbの値は

排水抵抗の較正に用いるビューレットの断面積Abの値

により異なる。本実験の場合のαbの値はAb＝O．909
cm2 ﾌピューレットを用いて得られたものである。

　上述のような室内試験で得られる排水抵抗を原地盤の

透水係数k，排水距離Lを用いて表わすため以下のよう

に考える。断面積Abのビューレットのかわりに供試体

の断面積As（φ＝50㎜，A，＝1　9．6　cm2）と等しい断面

積のビューレットにより流速V、を計測したものとし，

この時得られるαをα、とすると前述の（9．6）式，すな

わち，

　　・・一・・　　　（9…

が得られる。このα，が原地盤の透水係数icの排水距離

Lに対する比k／Lに等しい，すなわち，α，＝k／Lとす

る。このように考えることにより，排水量調節バルブに

よる排水抵抗が原地盤の透水係数kと排水距離Lの比k

／Lにより表示される。

　ここで，任意の相対密度Drについて，部分排水条件

及び完全非排水条件における液状化強度の比SR（Nt）

を液状化強度比と呼び（9．7）式で定義することとする14も

SR（Nt）＝

（τDσc），

）Dc
τσ

（

（9．7）

　ここに，（τD／σc）pは部分排水条件における液状化強

度，（τD／σ。）uは完全非排水条件における液状化強度で

ある。

　また，α，とfについて，無次元パラメータαを（9．

8）式で定義する14）。

　　五一」旦一⊥　　　　　　（9．8）
　　　　f　　　　　　　fL

　図一9．　15a及び図一9．　15bにおいて，　D。　・・40，50，

60，70％の場合について，Nt＝10及びNt＝20に

対する液状化強度比SR（N，）を求め，無次元パラメータ

αに対してプロットすると図一9．　14a及び図一9．　14b

が得られる。

　無次元パラメータα＝k／（fL）を排水効果係数と称す

るものとすると，図一9．　14a及び図一9．　14bはNt＝10

及びNl＝20の場合について，液状化強度比SR（Nl）が

排水効果係数α＝k／（fL）及び相対密度により表し得

ることを示している。

　図一9．　14a及び図一9．　14bは原地盤の透水係数ん，

排水距ee　L及び地盤の卓越振動数fが与えられた場合に，

液状化強度に排水効果を考慮しうるか否か，考慮しうる

とすれば，完全非排水条件の場合の液状化強度にくらべ

てどの程度大きいかを判定するのに用いられる。なお，

点線については後述する。

（5）排水効果係数α；k／（∫L）の特性

　部分排水条件における液状化強度の完全非排水条件に

おける液状化強度に対する比率，すなわち，液状化強度

比SR（Nl）が排水効果係数α＝k／（fL）により表示さ

れることが示された。ここでは，排水効果係数αについ

て検討する。

　繰返しせん断により液状化が生ずる場合には，過剰間

隙水圧が最大値に達するまでにある時間が経過する。こ

の間，排水が許容されている場合には，過剰間隙水圧の

消散が同時に進行する。部分排水条件のもとでの液状化

はこのように過剰間隙水圧の発生と消散が併存する過程

において生ずる現象である。地震時の繰返しせん断があ

る等価波数の周期波により与えられるものとすると過剰

間隙水圧の発生量は，振動継続時間td内の繰返し波数

に依存する。特に，完全非排水条件の場合については，

De　Albaらの研究20）がある。一方，発生した過剰間隙

水圧は繰返しせん断の各サイクルごとにその一部が消散

し，継続時間td内にはその差が残留していくことにな
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。このような繰返し載荷の継続時間tdは（9．9）式の　　　ここに，　kは透水係数，　tdは振動継続時間，　Mvは体

うに表すと便利であり，排水効果を考慮した地盤の解　　積圧縮係数，ρ”は水の密度，9は重力の加速度，’Lは排

に採用されている18）’21）。　　　　　　　　　　　　　　水距離である。
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に繰返し波数に応じた過剰間隙水圧が発生している。そ

こで，この間の振動数をf，等価な繰返し回数をN。と

すると

　　　　Ns
　　td＝了

の関係があるので，

しうる。

・・」害・

（9．10）

（9．9）式は（9．11）式のように変形

1

ρwgmvL

一（☆）（　」V．ρwgm．L）

一・（　Neﾏ．gmvL）

したがって，

（9．11）

・一（ρwgMvL@Ne）Td　　・9・・2・

　（9．1　2）式のρw　gm。L／N，は1サイクル当りのひず

み量を表わす無次元量，一方，Tdは排水過程の無次元

時間係数であり，無次元パラメータαは両者の積の型で

与えられる。

　図一9．　14aにおいて，　Ne＝Nl＝10，図一9．　i　4　bにお

いて，Ne＝Nt＝20であり，液状化強度比が排水効果係

数五に対してプロットされている。無次元量として，（9．

11）式の時間係数Tdを用いると体積圧縮係数Mvを与

える必要があるが，体積圧縮係数Mvは繰返し載荷中一

定値をとらないため与えにくい。無次元量として，（9．8）

式に定義した排水効果係数を用いる場合には，mvの影

響を含むρ”gm，L／N，の項は図一9．　14a及び図一9．

14bにおいてパラメータとして示されている相対密度に

暗に含まれているものと考えられる。

　9．4　排水効果を考慮した液状化の予測

　9．4．1　液状化予測のための基本的考え方

　液状化予測手法については，従来から，いくつかの方

法が提案されており，次の3つに大別される18）。すなわ

ち，①過去の液状化例との比較，または原位置試験za）’Z3）

②解析によって推定した地盤内の地震時せん断応力と実

験によって求めた非排水条件での液状化抵抗とを比較す

る方法1），③土の要素内の過剰間隙水圧が繰返しせん断

によって上昇し，浸透によって消散する過程を定量的に

表わす解析モデルを設定し，それを用いて地盤内での地

震時の間隙水圧の経時変化を追跡する方法がある5）’6）’7）’

8）。

　部分排水条件における液状化試験は③の方法の持つ意

義を直接的に反映させようとするものであるが，得られ

た結果の活用にあたっては，排水効果を考慮した液状化

の予測を行うにあたり，②の方法の持つ簡便さに着目す

ることとする。

　②の方法は，基本的には，地震時の地盤内の応力τav

と地盤の強度τ‘，Nを求め両者を比較するものである。

この場合，Fl＝τ，，N／τavにより定義される安全率によ

り，液状化の可能性を判定することも行なわれる。τt，N

としては完全非排水条件における液状化抵抗が用いられ

る。

　著者らは上述した基本的な考え方を活用し，排水効果

を考慮した液状化の予測方法を提案した14）。この場合に

用いる地震時の地盤内せん断応力及び部分排水条件にお

ける液状化強度はそれぞれ以下のように与えられるもの

とする。

　9．　4．　2　地震時の地盤内せん断応力

　地震時の地盤内のせん断応力は，重複反射理論，多質

点系振動応答計算，有限要素法などの手法による応答計

算法によって求めることができ，各種の実用的な計算プ

ログラム（SHAKE24），　DESRA25），　CHARSOII、7），

MASH26）など）が開発されている。地震基盤への入力地

震波を与えることにより，地盤内の任意の深さでの動的

せん断応力を求めることができる。

　一方，地盤を剛体と考え，水平地盤内に水平振動によ

って発生する最大せん断応力の深さ分布を求め，実際に

は，地盤が剛体でないことを動的せん断応力低減係数を

用いて補正する方法が簡便法として有力な方法となって

　　1）いる。

　排水効果を考慮した液状化の予測を行うにあたり，動

的せん断応力分布の計算には，次の仮定を設けるものと

する。

　①土は地震時間隙水圧の発生につれて非線形性が著し

　　くなるが，せん断応力の計算には線形弾性理論が適

　　用できるものとする。

　②地震時のせん断応力は地盤の透水性の影響を受けな

　　いものとする。粘性土の場合と異なり，間隙水圧の

　　消散が生ずる砂質土層に対してはせん断応力の大き

　　さは，完全非排水条件の場合よりも小さくなる。し

　　かし，地震の継続時間にくらべー波の周期は短いた

　　め，応力計算に関するかぎり，完全非排水条件の仮

　　定は十分合理的であると考えられる。

　上述の仮定により，地震時せん断応力については，排

水条件の影響を受けないものと考え，（9．13）式で与えら

れるせん断応力1）を採用するものとする。

τ。v－O．65（rd・γz・amax）

　　　　　　　　　　　9

ここに，γは土の単位体積重量，zは深さ，

（9．1　3）

gは重力
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の加速度，am。．は地表面における最大加速度，　rdは深

さに対する応力低減係数である。Seed－Idrissl）はいろ

いろな土質条件に対し，rdの範囲を与えている。また，

岩崎ら2）はrdのかわりに，　rdt＝1－O．015zを与えて

いる。

　9．4．3　部分排水条件における液状化強度

　排水条件を考慮した液状化強度は完全非排水条件にお

ける液状化強度をもとに，図一9．　14a及び図一9．　14bを

利用して求める。すなわち，考慮地点より上方地盤の透

水係数k，地盤の卓越振動数f，考慮地点から排水面ま

での排水距離Lが与えられた場合，排水効果係数五＝k

／（fL）を求め，図一　9．　14aまたは図一～114bを用いて

Nl＝10またはNt＝20に対する液状化強度比SR（Nt）

が求められる。

　以上により，部分排水条件を考慮した原地盤での液状

化強度τ1，Nは，（9．14）式で与えられるものとする。

τ1，N－SR（Nl）｛・1，N｝u

一・R（Nt）（≒い・σ・’ （9．14）

　ここに，SR（Nt）は液状化強度比で完全非排水条件の

場合，LO，部分排水条件の場合1．0以上である。

｛τt，N｝。は完全非排水条件における原位置での液状化強

度，（τD／σc）uは完全非排水条件において，振動三軸試

験により求められたNl波で液状化を生ずるに要する応

力比，crは振動三軸試験と原位置の拘束条件の相違を

補正するための係数σv「は有効鉛直応力である。

　係数crについては，　Seedら1）は相対密度の関数とし

て与えており，また，Finnら27）はCr＝（1＋2K。）／3

としで与えている。ただし，K。は静止土圧係数である。

　9．　4．　4　部分排水条件における液状化強度の評価にあ

　　　　たっての留意事項

（1）完全非排水条件における液状化強度（τD／σc）uの評

　価

　排水効果を考慮した液状化強度の評価にあたっては，

液状化強度比SR（Nl）に応じて完全非排水条件におけ

る液状化強度を補正する方式をとっている。完全非排水

条件における液状化強度（τD／σc）uは一般的には，振動

三軸試験を実施することにより個々の砂について求める

ことができる。

　また，液状化強度に関する簡易的な情報が振動三軸試

験を実施しないで，何らかの方法により既往の調査試験

の結果を用いて推定することにより得られる。それらの

代表的な方法として標準貫入試験の結果を用いて推定す
る方法が提案されている1）’2）’28）。

　一方，完全非排水条件における液状化強度は静的せん

断試験（荷重制御方式またはひずみ制御方式）の結果と

相関性があることが指摘されており，それらから液状化

強度の大まかな推定値が得られる可能性がある「e）’30）。

著者ら14）は慣用のひずみ制御型排水せん断試験の場合の

応力～ひずみ曲線及び体積ひずみ～軸ひずみ曲線より求

められる圧縮に関する指数から液状化強度を推定しうる

8ーピ

〉＼〉＜

O

図一9．t5　排水せん断試験模式図

ことを報告した。すなわち，図一9．　15に定義した圧縮指

数m、を用いると図一9．　16a及び図一9．16bに示すよう

に，液状化強度が相対密度にかかわらず圧縮指数により

表わし得る。ただし，図一9．　16a及び図一9．　16bの関係

は，σc≦2．Okgf／cm2でかつ細粒分の少ない土に対して

成立するものである。

②　液状化過程中の間隙水圧の挙動

　部分排水条件における飽和砂層の液状化強度は，繰返

しせん断により生じた過剰間隙水圧が圧密現象により一

部消散する結果，液状化に至る過程が遅らされる，すな

わち，より多くの繰返し波数が必要であることにより，

完全非排水条件の場合の強度より一般には大きくなる。

　過剰間隙水圧の発生と消散を考慮した解析をする場合

の基本的な仮定は，土要素の過剰間隙水圧の変化，△u

は非排水繰返しせん断により生じた過剰間隙水圧の増分，

△Ugと土要素に対し，流出または流入する間隙水の流

れによる間隙水圧の変化，△Udの合計と考えることであ

る鋤。すなわち，

△u＝△zad＋△Ug （9．15）

一次元条件（水の流れ：鉛直方向のみ，水平方向の土

一124一



O．4

O，3

　　

@　

@Ω

O．1

0
　0

Q4

口Bondoijlmo　sand

△Onahama　sond

oTokohogi　sond

●Toyoura　sond

㌻

Ol

図一9．　16a

　Ol　　　　　　　O2

m，何（cm／fR6T｝

Nt＝10で液状化を生ずる応
力比とM，～呵の関係

O、3

xlO－2

O
o

［］B（】ndaijlma　sqnd

△Onohomo　sand

o　Tdkohogi　sand

●　τbyouro　sond

図一9．　16b

Ol　　　　　　　O．2
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Nt＝20で液状化を生ずる応
力比とm，〉一可の関係

03
xlO’2

の変形：拘束）に対して，間隙水の流れは（9．16）式に

より土要素の体積変化△εvと関係づけられる。

　　△。d－一△。’一一⊥△εv　　（9．16）

　　　　　　　　　　Mv

　ここに，M。は体積圧縮係数，△σ’は有効応力の増分

である。

　時間△tの間の体積変化△evはダルシーの法則により，

（9．17）式で表わされる。

　　・・v－一　8z（畿）已　　（9・・7・

　ここに，kは透水係数，γ．は水の単位体積重量である。

　（9．15），（9．16）及び（9．1　7）式から，堆積層内の過剰

間隙水圧の発生及び再配分に関する基本式は（9．18）式

で与えられる。

　　爵一砺1，晶（　∂uん万）・普・9．18・

・9．18・式は競生項毎を有す・熱伝導の式・同

じ型の式であり，その解である残留間隙水圧uは（9．18）
式・差分式に直・て求め・れ・．その場合，漂の項は

非排水条件のもとで繰返しせん断試験の繰返し波数と応

力比関係を使用するか31），または，排水条件での繰返し

試験の体積ひずみ特性av）t32）を利用して求められる。

　地震時における繰返しせん断応力が作用した場合の変

化は一次元状態に対しては（9．18）式を境界条件及び初

期条件を与えて解くことにより得られる。得られた過剰

間隙水圧の深さ方向の分布は初期有効応力σ。’との比較，

すなわち，間隙水圧比u／σ。’の型で液状化の程度の判

定に用いられる。

　振動継続時間tdに対し，この間の排水による効果は

粘性土地盤の圧密の場合にならって，前述の（9．9）式に

よる時間係数Tdにより表示される。すなわち，

　　Td一諾，が一9－1’SSd　・9・19・

　　　　　　　k
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9．20）　　cv＝　　　　　ρω9Mv

　ただし，Cvは圧密係数である。

　粘性土の場合には，Mv及びkは圧密応力に対して変

化するが，その変化の割合が同程度である結果，正規圧

密領域においては比較的一定となる性質がある。一方，

砂質土の場合には，kが応力により比較的影響を受けな

いと考えられるのに対して，Mvの変化が大きくなるた

め，c。は応力により大きい影響を受ける。したがって，

排水効果をTdの型で評価する場合には，　cvの選定，

したがって，mPtの選定が困難になることに注意する必

要がある。

㈲　透水係数　icと体積圧縮係数Mvの評価と定ひずみ速

　度圧密試験法の活用
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　排水効果を評価するにあたって，一般的には，透水係

数kと体積圧縮係数mvの評価が必要になる。粘性土の

場合，Mvとkは標準圧密試験により同時に求まるが，

砂質土については，前述のように，透水性が大きいため

標準圧密試験を用いることは不可能である。砂の圧密定

数のうち，Mvについては標準圧密試験により求められ

るが，kについては別途，透水試験で求める必要がある。

この場合，通常の透水試験は拘束圧のない状態で実施さ

れるため，拘束圧の影響を検討する場合には，特別の装

置が必要になる。図一9．17は著者ら33）が試作した拘束

圧をかけた状態での透水試験の可能な装置である。

図一9．　17　加圧透水型透水試験容器

　砂のMvとkの評価を標準圧密試験と透水試験（上載

圧載荷条件）により行うかわりに定ひずみ速度圧密試験

法の活用が砂質土に対しても有効と考えられる。定ひず

み速度試験の場合のMvとkは第5章で述べたように，

それぞれ，（9．2　1）式及び（9．22）式で与えられる。

　　仇・一蓋一＃（△t△σv）　　　（9－・・）

　　　r．　RH
k＝　　　2Ub

σ’＝σv一α％b

（9．22）

（9．23）

　ここに，Rは変位速度（cm／min），　Hは供試体の高

さ（cm），　Ubは供試体底面の過剰間隙水圧（kgf／cm2），

rψは水の単位体積重量（gf／cm3），△εは鉛直ひずみ，

σ’，△σ’は有効応力及びその増分（kgf／cm2），σv，△σv

は鉛直全応力及びその増分（kgf／cm2），αは定数である。

　標準圧密試験では沈下の初期部分の記録より図解法を

用いて，Cvさらにはkの決定を行っている。透水性の

大きい土に対しては第8章において取上げたように，Cvの

値，したがって，kの値を必然的に過小評価してしまう

傾向があり，砂質土の場合には，その傾向は一そう顕著

となる。定ひずみ速度圧密試験の場合には，図解法を必

要とせず，（9．21）式ならびに（9．2　2）式を用いて，Mv

及びkを直接評価することができる。

　砂質土に定ひずみ速度圧密試験を適用するにあたって

配慮すべき点は測定可能な量の過剰間隙水圧を発生させ

うるか否かである。（9．2　2）式から明らかなように，k

の値はUbの精度に直接支配される。このことは，　Ub

の値が相当小さい値であってもその精度が維持されてお

れば，求められたkの値は信頼性のあるものと考えてよ

いということでもある。

　上述のことから，kの値の大きい砂質土に対し，（9．

22）式を用いてkの値を求めた時，その値が信頼性のあ

るものとするための対処の方法として，次の3つの方法

がある。

　　①変位速度Rの値を大きくする。

　　②供試体の高さHを大きくする。

　　③供試体底部で計測される過剰間隙水圧Ubの精度

　　　を上げる。

　これらのうち，Hを大きくすることには限界がありそ

れほど効果的ではない。有効な方法としては，Rの値を

大きくすることと微小な値の想定されるUbの精度を上

げることである。第8章の混合土試料についての検討による

と高塑性の土に対しては，ひずみ速度Reを大きくする

（変位速度R＝100HRe（cm／min）を大きくする）こ

とは速度効果のため好ましくないが，低塑性の土に対し

ては速度効果は顕著でなくなることが明らかになってい

る。したがって，砂質土の場合に変位速度Rを大きくと

ることについての理論的な制約はない。一方，過剰間隙

水圧Ubの計測精度を上げるためには低容量（例えば最

大容量O．1kgf／cm2の間隙水圧計を用いるものとする）

の間隙水圧計を用いればよい。パックブレッシャーをか

ける必要がある場合には，容量の大きいパックプレッシ

ャー分をキャンセルでき，かつ，定ひずみ速度試験中の

微小な過剰間隙水圧を計測できる低容量の差圧計を使用

する鋤。
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　9．5　排水効果を考慮した液状化の予測法の適用例

　9．5．1　概　要

　9．4では部分排水条件により実施した液状化試験の結

果を用い，排水効果を考慮した液状化の簡便な予測法を

提案した。前述の方法は直接的には置換地盤，裏込め，

あるいは埋立地盤等の人工造成地盤の液状化の検討を行

なう際，人工造成地盤の上層部について，その排水効果

を評価することを想定したものである。このような予測

法を用いて，2つのケースについて液状化の検討を行っ
た14）・③。

　その一つは1964年の新潟地震の際，液状化を生じた

Bandai

　brid　e

げ
　　　ε。st　C。。st

図一～t18a　新潟港の土質断面位置図35）

Bandai　lma

　｜∞m
Qm「 Check i↑ Z］Slny Soil

よ
Bondoi層imo

TP＋
口Sondy SOIl

♂

T

mO

砂質地盤において，表層部のシルト層の存在が特に排水

効果という観点から下部砂層の液状化にどのような影響

を与えるかということを検討したものであり，他の一つ

は大水深津浪防波堤の建設計画に関し，耐震設計の一環

としての液状化に対する検討を特に排水の影響を考慮し

て実施したものである。以下では以上の2つの適用例に

ついて述べる。

　9．　5．　2　新潟地震時の液状化地盤の解析

（1）検討地点の土質及び地震条件

　1964年の新潟地震の際，液状化にともなう大きな災

害を生じた万代島地域（図一9．　18a）の土質条件は図一9．

18b及び図一9．　18cに示すように，一般的には砂分が支

配的であるが比較的表層部，すなわち，海水面から一2m～－3

mの所に厚さ1～2mのシルト分の多い土の存在が全域

的に認められる3㌣この地盤の地震前後の平均N値は図

一9．　19のようである。図一9．19に示した平均N値の深

O

一5

⌒∈）

O叫工言ΦO

10

N－Value

20 30 40 50

一lo

一20

図一9．　18b　信濃川右岸の土質断面図35）

Bandai－J‘mo

　　　　　North　whorf
Central　wh。rf　　Yamanoshita　wharf
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±8

　100m
2m「

T．P±O．Om

Z］　Silty　Soit

口　Sondy　Soil

一1♂

一2♂

一20

図一9．　18c　万代島桟橋～臨港間土質断面図ss）

図一9．19　検討対象地点の地震前後の平均N
　　　　　値の深さ方向分布（実線：地震前，

　　　　　破線：地震後）
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さ方向分布を見ると一13m以浅ではN値が地震後に減

少している。一方，－13m以深ではN値は逆に増大し

ている。一般にN値の地震前後の増減の傾向は一定して

いないのでN値の傾向から地盤の液状化領域を推定する

ことはできないが，N値の変動から液状化が発生したで

あろうことは十分推定される状況にある。

　図一9．　18bに示した地点において，排水効果を考慮し

た液状化の検討を行うにあたっては，地盤の圧縮性と透

水性に関する情報が必要とされる。そのため，原位置よ

り採取した乱した砂について，定水位透水試験，加圧透

水試験（上載圧を作用させた状態での透水試験）ならび

に定ひずみ速度圧密試験を実施した。加圧透水試験につ

いては，前述の図一9．　17の透水試験装置を用いた。また

砂質土の定ひずみ速度圧密試験は前述した留意事項に配

慮して行われた。

　図一9．　20に砂質土の定ひずみ速度圧密試験結果の一

例を示す。砂質土の場合，圧密係数cvの圧密応力によ

る変化は非常に大きい。これはkの圧密応力による減少

にくらべ，mvの減少が相対的に大きいことに起因して

いる。

　図一9．　21は定水位透水試験，加圧透水試験（PUAP

Test）及び定ひずみ速度圧密試験（CRS　Test）から

求められた透水係数kの初期間隙比eiとの関係を示す。

加圧透水試験のkは載荷重p＝Okgf／cm2及びp＝1．　O

kgf／cm2に対する値である。一方，定ひずみ速度圧密試

験については，平均圧密応力0．1kfg／cm2及び1．0　kgf／

cm　2に対する値が示されている。

　図一9．　22には，定ひずみ速度圧密試験により求められ

た平均圧密応力σav’＝1．O　kgf／cm2に対する体積圧縮係

数？nvと相対密度Drの関係を示す。
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σ410
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161

図一9．　20砂質土の定ひずみ速度圧密試験結

果の一例（R＝3．55cm／min，　Hi＝

4．29cm，　ei＝（）．795）

　N値の深さ方向分布をもとに，地盤の透水係数の深さ

方向の分布を以下のようにして求めた。

　相対密度Drと標準貫入試験のN値の関係がGibbs－

H・lzの実験をもとに（9．2　4）式をより与えられている。

　21 @　　（924）
ここに，σvtは有効上載圧（tf／mS）である。

図一～9．　19に示した地震前のN値の深さ方向分布から，
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図一9．　21　3種類の試験によるkと初期間

　　　　　隙比の関係（PUAP：加圧透水試

　　　　　験，CRS：定ひずみ速度圧密試験）
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図一9．　21のk～ei関係及び（9．24）式のD，～N関係か

ら，透水係数kの深さ方向分布を求める。図一9．　21に示

すように，k～eiの関係は試験法により3種類のもの

が得られている。透水係数に及ぼす拘束圧の影響が問題

一20

Silty

k（cm／S）

　O．05

図一～9．　25　kの深さ分布

になるが，とりあえず定水位透水試験の結果を用いるこ

ととする。このようにして求めたkの深さ方向分布を図

一9．　25に示す。

　（9．24）式の関係は砂に対して成立するものであり，

図一9．18bに示した表層部シルト層に対しては適用でき

ない。表層部のシルト層は非常に薄い層であり，通常の

解析を行う場合には無視されることになる。しかし，透

水性を考慮した解析を行う場合には，透水層の相対的に

低いシルト層の存在は，たとえ，ある程度薄い層であっ

ても，連続して存在する場合には，何らかの影響を及ぼ

すことが予想される。図一9．　18b及び図一9．　18cのシ

ルト層の透水係数については，正確な値が得られていな

いため，k＝10→，1　O－3，10’2　cm／sの各ナーダーの

場合について検討することとし，これらの値は図一9．25

ではk2として示されている。

　つぎに，検討対象地点の地震条件については，新潟地

震時の強震記録によれば，地表面における最大加速度

αm。，＝O．1　7　gss）とされており，また，地盤の卓越振動

数はf≒2H，36）と推定される。

（2）地震時のせん断応力と液状化強度の計算

　地震時せん断応力τavは（9．13）式により計算する。

ただし，単位体積重量は，海水面上ではγ＝1．8tf／m3，

海水面下r’＝1．Otf／m3とした。計算結果を表一9．4に

示す。

　液状化強度については，完全非排水条件における強度

と部分排水条件における強度を求めた。

　図一9．19に示した地震前のN値分布から相対密度

Drを（9．24）式により推定する。各深さの相対密度に

対し，波数Ntにおいて液状化を生ずるに要する応力比

表一9．4　地震時せん断応力の計算

深度（m） γZ（tf／m2） アd τ仙（tf／m2）

十　1．8 0
一

0

±0 3．24 0．99 0．35

一　5 13．24 0．94 1．38

一10 23．24 0．85 2L　18

一15 33．24 0．66 2」42

一20 43．24 0．55 2L　63

表一9．5　完全非排水条件における液状化強度の計算過程

深　　度
N　　値

有効上載圧 相対密度 （τD／σ，）。 （τs，N）．（tf／m2）

（m） （tf／m2） （％）
6ア

」V‘＝10 」V‘＝20 N‘＝10 ∧rl＝20

十　1．8 7 0 66 0．62

土0 7 3L　24 54 0．58 0，220 0，180 0，413 0，338

一2 7 5．24 50．2 0．57 0，210 0，170 0，627 0，508

一3 7 6」24 4a　3 0．57 0，183 0，143 0，667 0，509

一5 8 ＆24 4＆0 0．57 0，187 0，142 0，878 0，667

一10 15．5 13．24 58．0 0．59 0，235 0，190 1，836 1，484

一15 22 1＆24 620 0．61 0，245 0，197 2L　726 2192
一20 26 23．24 620 0．61 0，245 0，197 3，473 2793
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は完全非排水条件の液状化試験の結果を用いて求められ

た。計算過程の例を表一9．5に示す。

　つぎに，与えられた条件に対し，排水効果が期待しう

るか否かの判定は，排水効果係数α＝k／（fL）と図一9．

14aまたは図一～9．　14bにより行う。

　図一9．　25に与えられた透水条件の場合，砂層部分に

ついては，図一9．25に与えられたものとし，表層部シル

ト層については，k2＝1　O‘4，10－3，10－2　cm／sの3条

件について検討する。

　上述の3ケースについて，各ケースの透水係数kの深

さ方向分布に対し，各検討要素の深さより上方のkの分

布から等価透水係数kを求める。その点より排水面まで

の排水距離L，卓越振動数∫＝2Hzとともに，各深さ

において，排水効果係数α＝〃（fL）を求め，図一～［14

aまたは図一9．14bからNl＝10またはNl　i［＝20「に対

する液状化強度比SR（Nt）を求める。μが図一9，14a

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　－5または図一9．14bの上限をこえる場合には，α＝101

8－1の値を用いる。（これは安全側の仮定である。）

　部分排水条件における液状化強度τt，Nは前出の（9．

14）式，すなわち次式により求める。

τ1，N＝SR（Nl）（τt，N）v

Sofety　Factor，　F」

　　｜．O 2．O

G，L

±O

｛∈）

Oエ←9▽

一20

十

グ

＼い＼

二く＼心

por刊olly　drained

　k2　（cm！s）

　　　一・4　・　IO

●　to－s

　O　IO”n

　〉
　＼　＼
＼＼＼＼＼＼

・＼hb
Undrained

＼＼、

＋￥5

マ∨

（9．25）

ここに，（τ1，Ar）vは完全非排水条件における原位置で

の液状化強度である。

　表一　9．　6a，表一9．　6　b及び表一・　9．　6　cに，それぞれ，

碗＝10－4cm／s，k2＝10’3cm／s及びk，＝10R　cm／s

の場合の液状化強度の計算過程の例を示す。

③　液状化の検討

　各深さの点における液状化の可能性は，地震時のせん

断応力τavと原地盤での液状化強度τ1，Nとの比較によ

り検討される。前述のようにして求められた地震時のせ

ん断応力τav，ならびに各排水条件における液状化強度

τt，Niを用いて，液状化に対する安全率Fl＝τ1，N／τ。。

を求め，各深さの点についてプロットすると各排水条件

に対する安全率の深さ分布が図一9．24の型で表示され

る。

　図一9．　24から排水効果の影響を考慮して液状化解析

を行なった場合，表層部シルト層の存在が下部砂層の液

状化につぎのような影響を及ぼすことが明らかにされる。

　1）厚さ1m程度の薄いシルト層であっても広範囲に

　　存在する場合には，排水性という観点から下部砂層

　　に大きい影響を及ぼす可能性がある。

　2）シルト層の透水係数k2が1　O’4　cm／sより小さい

　　ものとすると完全非排水条件として解析した場合と

　　ほとんど等しい。

図一9．　24　液状化に対する安全率の深さ

　　　　　方向分布

　3）シルト層の存在している部分にかなり透水性の大

　　きい層が存在していた（k，＝la2cm／s程度の層）

　　ものと仮定して，排水効果を考慮した検討を行うと

　　液状化強度はかなり大きく，したがって，液状化の

　　可能性はかなり小さかったものと推定される。

　上述のような検討により万代島地域の地盤には，上層

部に薄いシルト層が全域的に存在していることから，排

水効果がほとんど考慮し得ず，結果的には，完全非排水

条件とほぼ等しい条件により液状化を生じたものと考え

られる。

　ここで行った検討においては，シルト層など細粒分を

含む層の存在が下部砂層の液状化を促進させるような働

きをすることになる。一方，細粒分を含む層が厚い場合

には，液状化の可能性は小さいという報告があるe「）。こ

のことは，一見，矛盾するようであるが，上述のことは

シルト層など細粒分を含む層の下方に存在する砂層の液

状化を対象としたのに対し，後者では，細粒分を含む層

自体の液状化を問題としていることに注意する必要があ

る。

　9．5．　3　大水深湾口防波堤建設地点の液状化の検討

（1）概　要

　水深60mに及ぶ大水深地点に津波防波堤の建設が計

画され，その耐震性の検討の一環として，液状化に対す

る検討が必要となった。このため，大水深地点において，

海底着座型土質調査機一MAS78による乱さない試料の

採取，ボーリング孔を利用したPS検層ならびに室内動
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表一9．6a　部分排水条件における液状化強度の計算（k2＝1×10’4cm／sの場合）

深　度 相対密度 （τ1，N）。（tf／mり 丘‘ ば‘ x 万 SR （Nt） ・い（tf／m2）

（m） （％） 1VI＝10 M；20 （cm／s） （cm） （cm／s） ∫L ハ晦＝10 ハrl＝20 ∧な；10 M＝20

十1，8 660

±0 54．0 0，413 0，338

一　2 50．2 0，627 0，508 aOx104 200 ao×10ご2 7．5×10－5 1．52 1．68 0，953 0，853

一　3 4＆3 0，667 0，509 1．0×10－4 300 298×10－4 496x10－7 1．09 1．ll 0，740 0，565

一　5 48」0 0，878 0，667 4，0×10寸 500 4．94×10≡4 494×10－7 1．08 1．10 0，948 0，734

一10 5＆0 1，836 1，484 4，0×10弔 1，000 a76×10－4 4，88x10－7 1．08 1．10 1，983 1，632

一15 62LO 2726 2L　192 2L　5×10－2 1，500 1．44×10－3 ▲80×10－7 1．12 1．20 3053 2」630

一20 620 3」473 2793 25×10－3 2000 1．88×10’3 470×10－7 1．12 1．⑳ 3，889 a353

表一9．6b　部分排水条件における液状化強度の計算（k，・・1×10…3cm／sの場合）

深度 相対密度 （「t，N）。（tf／m2） 〃‘ 己‘ 万 万 SR（Nt） τ‘　N　　， （tf／m2）

（m） （％） M＝10 M＝20 （em／s） （cm） （cm／s） μ 1VI＝＝10 N‘ニ20 N‘＝10 ハ「1＝20

十1，8 66．0

±0 54．0 0，413 0，338

一　2 50．2 0，627 0，508 30×10－2 200 30　×104 7．5×10　5 1．51 1．68 0，947 0，853

一　3 48．3 0，667 0，509 1．0×10－3 300 2．81×104 4，68×10－6 1．43 1．51 0，950 0，769

一　5 48．0 0，878 0，667 4．0×10－2 500 4，48×10口 4，48×10－6 1．42 1．49 1，242 0，994

一10 58．0 1，836 1，484 40x10’2 1，000
　　　　　　　口
W．05×10 4．03×10－6 1．32 1．47 2427 al81

L15 62．0 2726 2192 25×10－2 1，500 1．O　x　104 333×10－6 1．29 1．42 ＆516 all3

一20 62LO 3，473 2793 25×10－2 aoOO 1．2　×10『2 3．Ox10－6 1．19 1．40 4，132 ag10

表一9．6c　部分排水条件における液状化強度の計算（k2＝1×10’“2　cm／sの場合）

深度 相対密度 （τ1．N）％　　　， （tf加2） 〃‘ d‘ x 万 SR（N‘） τ1，N （tfカn2）

（m） （％） N（ニ10 N，＝20 （cm／S） （cm） （cm／s） μ ∧な＝10 N↓＝20 N，＝10 N‘＝20

十1．8 66．0

±0 54．0 0，413 0，338

一　2 50．2 0，627 0，508 30×10－2 200 ao　×10－2 7．5x10’5 1．51 1．68 0，947 0，853

一　3 4＆3 0，667 0，509 1．Ox10’2 300 1．8xlO－2 333×10－5 1．50 1．65 1，001 0，840

一　5 4＆0 0，878 0，667 4，0×10－2 500 23　x10－3 230×10『5 1．50 1．65 1，317 1，101

一10 58．0 1，836 1，484 4，0XlO－2 1，000 ag3×10’2 1．47×10－5 1．50 1．65 2L　754 2，449

一15 620 2，726 2，192 25×10－2 1，500 a76x10－2 ⑨20×10－6 1．59 1．81 4，334 3，968

一20 620 a473 2793 2，5×10－2 ZOOO 269×10－2 ＆72×10’6 1．57 1．75 5，453 4，888

表一9．7　試料の物理的特性

Sample
mo．

D22
P－1

D22
P－2

D22
Q－1

D22
Q－2

D22
R－1

D22
R－2

D1
Q－1．2

D3
P－1

D3
P－2

D3
R－1．2

Depth（m） 1．50 1．50 350 a50 6．30 6．30 7．50 250 250 6．50

Gs 277 274 2」71 2L75 2．76 2L78 2L74 2L75 2L75 2L76

Gravel（％） 4．5 3．9 1．4 2L　1 6．6 1．3 ＆9 0．5 0．9 0．5

Sand　（％） 80．8 81．7 264 53．5 48．1 64．6 833 41．8 45．2 47．6

Silt　（％） 5＆2 43L4 39．6 39．6
14．7 14．4 44．4 45．3 34．1 7．8

Clay　（％） 14．0 14．3 14．3 12L3

三角座標分類 S－F S－F F SF SF SF S－F F F F

　　　　　　　　33）　　　　　　　　　。このうち，液状化に対しては，的試験が実施された

マウンド法尻附近の排水効果の評価が問題となり，9．4

に提案した方法により検討を行った。

②　検討地点の土質及び地震条件

　図一9．25aに示した地点において，海底着座型土質調

査機一MAS78による土質調査が実施され，さらに，一

部，ボーリング孔を利用したPS検層が実施された。津

波防波堤建設地点の地盤条件は大まかには図一～し25bの

ように想定された。図一9．25aのいくつかの地点におい

て採取された試料を用いて，動的物性試験，液状化試験

が実施された。通常の完全非排水条件における液状化試

験の結果，液状化強度のかなり大きいシルト分の多い部
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図一～≧25b　土質断面図

分と液状化強度の相対的に小さい砂質土の部分が表層部

に存在することが判明している。この砂層部分の取扱い

に関し，排水効果を考慮した検討を行うこととなった。

表一9．7に代表的試料の物理的性質を示す。

　地盤の透水の影響を考慮した液状化の検討を行うにあ

たり，原地盤の透水性及び圧縮性に関する情報が必要と

なる。限られた数の不撹乱砂試料を用い，地盤の透水条

件を求めることを前提として，1）定ひずみ速度圧密試

験，2）定水位透水試験，及び3）加圧型透水試験等の

活用を検討した33）。今回の検討においては3）の方法によ

り評価された透水係数の結果を用いている。加圧型透水

試験は図一9．17に示した透水試験装置を用いて行った。

　図一9．　26に透水係数kと間隙比の関係を示す。図一9．

26には前述の新潟の万代島砂について，透水係数があ

わせて示されている。透水係数の大きい万代島砂につい

ては，透水容器自体による水頭損失分を補正する必要が

生じたが，釜石砂については透水容器による水頭損失は

無視できた。

　つぎに，津波防波堤建設地点の想定地震の卓越振動数

はf＝3Hzとされた。

③　液状化時の排水効果の検討

　原位置より採取された不撹乱試料（G。＝2．75，em、x＝

U5，emin＝O．57）について，通常の手法により，完全

非排水条件における液状化試験が実施された。この時の
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図一一　9．　28　排水条件が異なる場合のτD／σ、

　　　　　～Nt関係（五＝0の場合とα＝

　　　　　7．0×10－6の場合）

1∞

試料の平均の間隙比はE＝0．885（Dr＝46％）である。

図一～≧26より釜石砂の原位置の間隙比，e＝O．883（1）r

＝46％）に対応する透水係数をk＝1．67×10－3cm／s

と見積った。

　原地盤における地表面下3mの地点における排水効果

を考慮した液状化強度を卓越振動数f＝3Hzに対して求

めた。この場合の部分排水条件の再現は次のようにして

行なった。k＝1．67×10’3　cm／s，L＝300cm，f＝3Hz

に対応する排水効果係数五＝〃（fL）＝1．85×106より

α、＝　ic／L＝∫五を求め，さらに，（9．6）式よりαbを決

定し，排水コックの開きを調整することにより所定の排

水条件を設定した。なお，部分排水条件における試験は

試料数に限度があったため，乱した砂の間隙比を再調整

した試料を用いている。

　図一～≧27に完全非排水条件の場合（UD　test）と部

分排条件（a＝1．85×10－6）の場合（PD　test）の液状

化試験結果の比較を示す。図一9．　28にはd＝0．7×10－6

とした場合の同様の比較を示す。

　部分排水条件の場合の液状化における排水効果は相対

密度Drをパラメータとして，排水効果係数に対する関

数として，図一9．　14aまたは図一9．　14bの型で与えられ

る。

　図一9．　29はNt＝10の場合に対して，釜石砂の排水

効果を万代島砂の場合と対比して示したものである。た

だし，五＝1．8　5×10’6の場合の原位置間隙比e＝0．883

（1）．＝46％）に対応する強度はe＝O．SOO（Dr＝60％）

の強度を相対密度に応じて補正したものである。又撹乱

砂の液状化強度は不撹乱砂の強度にくらべ，若干小さく

なることが報告されていることを考慮するとα＝7．0×
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10－6の場合のθ＝O．853（Dr＝52％）の強度は原位置

間隙比に対応するものと考えてもよい。

　図一9．　29より，釜石砂の液状化強度比は相対密度を

パラメータとして得られている万代島砂の液状化強度比

にくらべかなり小さい。釜石砂についての相対密度は細

粒分含有量の多さにより便宜的なものとなっているが，

万代島砂にくらべ排水効果による液状化強度の増加をあ

まり期待できないと考えられる。

　9．6　結　言

　本章においては，砂質地盤の液状化の予測に関連し，

砂質土の圧密現象の評価を取り上げている。9．2におい

ては，排水条件を制御した液状化試験について，その意

義と背景，従来の方法を検討し，原位置における透水条

件の再現性を考慮に入れた著者らの方法を述べた。9．5

においては，新たに開発した試験法を用いて実験的研究

を行い，地盤の排水条件ならびに地震の振動数などの要

因が砂質土の液状化強度に及ぼす影響を明らかにした。

9．5の結果をもとに，透水の影響を考慮した液状化の予

測方法を提案した。また，その際，砂質土の圧縮性なら

びに透水性の合理的評価方法について言及した。9．5に

おいては透水の影響を考慮した液状化の予測方法の適用

例について述べた。以上の内容から結論的に言えること

の主な点を記せば以下のようである。

　1）振動三軸試験装置の排水回路に排水量調節バルブ

を含む排水制御回路を接続することにより，地震時の現

実の排水条件を再現した液状化試験の実施が可能である。

　2）各種の部分排水条件のもとでの液状化試験の結果

から，液状化強度に及ぼす各種要素の影響が明らかにさ

れた。すなわち，部分排水条件における液状化強度は完

全非排水条件における液状化強度より一般に大きく，両

者の比率として定義される液状化強度比SR（Nt）はα

＝k／（fL）で定義される排水効果係数と相対密度により

与えられる。

　3）上述の結果を考慮して，浸透流の影響を考慮した

液状化の予測方法を提案した。この際，完全非排水条件

の強度は一つの指標と考え，その簡易的推定法を示すと

ともに，砂質土の圧縮性及び透水性の評価手法としての

定ひずみ速度圧密試験法の活用法を示した。

　4）浸透流の影響を考慮した液状化の予測方法を2つ

の事例に適用し，液状化過程中の圧密現象の正確な評価

が重要であることを示した。
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第10章　結　　論

　本研究は埋立地の造成とその跡地利用の合理的推進の

ため要請される土質工学上の問題点の解明に関し，特に，

埋立地盤における沈降現象，自重及び載荷重による圧密

現象ならびに液状化過程中の砂地盤の圧密現象を対象と

し，定ひずみ速度圧密試験法を活用し，定ひずみ速度条

件下の土の特性を把握することにより，合理的な評価手

法のない実際上の諸問題に対処することを検討したもの

である。各章で得られた成果を結論的に述べると以下の

とおりである。

　第2章においては，一次元圧密とその評価方法について取

り上げ，標準圧密試験法の適用上の制約とそれに対処す

るための手段としての観点から連続載荷方式による圧密

試験法の有用性に関する検討を行った。その結果，連続

載荷方式による圧密試験法はいずれも自動制御，自動記

録が容易であるという点で将来性が高いこと，中でも，

定ひずみ速度条件で実施する試験法は試験装置の簡易性，

操作の容易さという点で有用性が高く，かつ，各種の目

的への用途が広いことを指摘した。

　第5章においては，定ひずみ速度条件下の圧密試験の理論

的側面を微小ひずみ理論と大ひずみ理論にもとつくもの

について取り上げ，その特徴と活用方法について検討を

行った。微小ひずみ理論にもとつく定ひずみ速度圧密の

理論については，Smith－Wahlsの方法，　Byrne　－Aok　i

の方法ならびにWissaらの方法について検討を行い，

それらの間の相互的な関係を明らかにした。また，大ひ

ずみ理論にもとつく圧密理論として，三笠の方法，

Gibsonらの方法ならびにM・nte－Krizekの方法につ

いて検討を行い，三者の特徴を明らかにするとともに，

三笠の圧密理論を利用して，定ひずみ速度条件下の圧密

に関する理論的取扱いを行った。その過程において，圧

密定数の決定のために便利な図表を基本式の差分計算結

果にもとついて作成した。

　第4章においては，粘性土の圧密定数を短期間に合理

的に決定するための急速圧密試験の問題に関し，定ひず

み速度圧密試験法の活用を取り上げた。急速圧密につい

ての従来の研究動向を概観した結果，定ひずみ速度方式

及び定載荷速度方式にもとつくものの優位性が認められ

た。そこで，共通の試料を用い，両方式の急速圧密試験

及び標準圧密試験を行い，その妥当性，適用方法ならび

に適用限界について詳細な検討を行った。その結果，こ

れらの試験においては，供試体底部における過剰間隙水

圧の測定精度が非常に重要であり，高い測定精度を維持

するためには，予圧密よりもバックプレッシャーをかけ

る方がよく，かつ，その場合，静水圧の75～1’ nO％程

度のパックプレッシャーをかけることが望ましいこと，

過圧密領域では圧密定数は載荷条件の影響を受け，遅い

載荷条件のものが標準圧密試験結果との対応が良いのに

対し，正規圧密領域では載荷条件の影響をほとんど受け

ないことが明らかにされた。これらの結果は圧密降伏応

力の決定の際，直接的に現われ，定ひずみ速度方式また

は定載荷速度方式により決定された圧密降伏応力は標準

圧密試験の圧密降伏応力p、より一般に大きく，その比

率はひずみ速度または載荷速度の増大とともに大きくな

る。ひずみ速度または載荷速度の実用上の限界の選定に

あたっては，試験所要時間，圧密降伏応力比及び間隙水

圧比Ub／Peが判定基準として活用されることを示した。

一般的には，ひずみ速度Rs≦0．1～O．2％／min，載荷速

度Rσ≦O．O　4　kgf／cm2／minを使用上の目安として提案

した。

　第5章においては，超軟弱地盤の圧密沈下計算に関連し，

超軟弱土の圧密定数の決定法として定ひずみ速度圧密試

験法の活用を提案した。その場合の試験結果の解釈方法

として，第5章の大ひずみ理論にもとつく定ひずみ速度圧密

理論を適用すること，応力及び間隙水圧検出器の最大容

量の選定により，実用上問題となる範囲の応力領域をカ

パーした試験の実施が可能であることを指摘した。

　第6章においては，第5章において提案した定ひずみ速

度圧密試験法により，我国の代表的な港湾より採取した海

成粘土スラリーの圧密特性を調べた。その際，沈降試験結果

の活用により，微小応力状態における特性との連続性を

検討した。その結果，沈降現象の著じるしい超低応力下

における圧縮性（e～logσ’関係）は初期含水比により

影響を受け，初期含水比が大きいほど圧縮曲線はe～

logσ’図上において，上方に位置するが，圧密応力の大

きい領域では初期含水比の影響は消えること，自重圧密

が支配的となる含水比以下の超軟弱土に対しては広範囲

の応力領域においてe～logσ’関係の直線性が認められ

ることなどが明らかにされた。また，e～logσ’関係の

正しい選定のためには，Cvの選定とも関連して，想定

される応力領域において，圧密試験を行うべきことを指

摘した。超軟弱土の圧密係数Cvについては，一般に応

力依存性があり，塑性指数1ρとの関係が明らかにされ

た。

　第7章においては第5章で提案した超軟弱粘土の圧密定

数決定法の適用の場として，自重圧密現象の問題を取り上げ，

模型槽における自重圧密現象の実測値と定ひずみ速度圧

密試験により決定された定数を用いた計算値との比較・

検討を行った。その結果，自重圧密の予測には実際に想
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定される応力領域に対応した圧密定数の選定が必要であ

ること，特に圧密係数cvの応力依存性の大きい土の場

合には，そのことがより重要であることが指摘された。

さらに，原位置における超軟弱地盤の沈下予測にあたっ

ての検討方法の一般的手順を提案した。

　第8章においては，標準圧密試験法の適用に問題のある砂

と粘土の中間土の圧密特性の評価に関連し，粒度組成の

広範囲に変化する砂と粘土の混合土の圧密特性を定ひず

み速度圧密試験及び標準圧密試験法により系統的に調べ，

試験法の選定，ひずみ速度の選定，土のタイプ（粒度組

成または塑性指数）などの諸条件の影響を検討した。特

に，低塑性の混合土に対しては，適用上制約のある標準

圧密試験法の代用としての観点から定ひずみ速度圧密試

験法の混合土への適用性に検討を加えた。その結果，供

試体底面における過剰間隙水圧の測定精度の維持に配慮

した供試体作成法及びセットの方法を採用することによ

り，塑性指数lpが13程度以上の混合土に対して，

定ひずみ速度圧密試験の結果は標準圧密試験の結果と実

用上良い対応を示し，急速圧密試験法としての観点から

の有用性が確認された。その場合のひずみ速度の選定基

準としては，第4章の結果を準用してよいことが指摘された。

塑性指数Ipがさらに小さくなると標準圧密試験による

圧密係数c。の決定上の制約が明らかとなり，図解法を

用いないでc。を直接決定できる定ひずみ速度圧密試験

法の有効性が一そう顕著となることが明らかにされた。

さらに，シルト分の非常に多い地盤に防波堤を建設する

場合の圧密による強度増加の推定に関連し，標準圧密試

験結果の適用上の問題点とその解決手段としての定ひず

み速度圧密試験結果の活用例を示した。

　第9章においては，砂質地盤の液状化の予測に関し，砂質

土の圧密現象の評価を取り上げている。地震時の現実の

排水条件を考慮した液状化試験方法を開発し，その手法

を適用して，地盤の排水条件，地震時の振動数などの要

因が砂質土の液状化強度に及ぼす影響を定量的に評価し

た。それらの結果から，部分排水条件における液状化強

度は完全非排水条件における液状化強度より一般に大き

く，両者の比率として定義される液状化強度比SR（Nt）

はα＝　k／（fL）で定義される排水効果係数αと相対密度

Drにより与えられることを明らかにした。ただし，　kは

透水係数，fは地震時の振動数，　Lは検討対象地点から

排水面までの排水距離である。その結果から浸透流の影

響を考慮した液状化の予測方法を提案した。その際，完全

非排水条件における液状化強度を一つの指標と考え，そ

の簡易的推定法を示すとともに，砂質土の圧縮性及び透

水性の評価手法としての定ひずみ速度圧密試験法の活用

法を提示した。さらに，浸透流の影響を考慮した液状化

の予測方法を2つの事例に適用し，液状化過程中の圧密

現象の正確な評価が重要であることを示した。

　以上述べた各種の問題への活用を通じ，定ひずみ速度

圧密試験法を各種の状態の土に適用することの有用性が

明らかにされた。　　　　（1983年6月30日受付）
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記号表
　　　　A：断面積（cm2）

　　　Ab：ビューレットの断面積（cm2）

　　　As：供試体の断面積（cm2）

　　　　α：加速度（cm／s2）

　　amax：最大加速度（cm／S2）

　　　αv：圧縮係数（cm2／kgf）

　　　　B：間隙水圧係数

　　　Bp：バックプレッシャー（kgf／cm2）

　　　　c：粘着力（kgf／cm2）

　　　Cc：圧縮指数

　　　Cr：補正係数

　　　Cv：圧密係数（cm2／min）

　　　　D：変位（cm）

　　　Dr：相対密度（％）

　　　　d：変位（cm）

　　　　e：間隙比

　　　θ。：初期間隙比

　　　el：基準応力σ二に対応する間隙比

　　　　e：平均間隙比

　　　eav：平均間隙比

　　　eB：供試体頭部における間隙比

　　　ei：初期間隙比，沈降開始前の間隙比

　　　ei：第i番目のスライスの間隙比

　　　eT：供試体底部における間隙比

　　　e。＊：fluid　limitに対応する間隙比

　　F，F3：供試体下端部のひずみ1，と上端部のひず

　　　　　　みiTの比，　iB／－Er

　　　Fl：液状化に対する安全率

　　　FM：最大まさつ力（kgf）

　　　F、：安全率

　　　　f：振動数（Hz）

　　　Gf：海水の比重

　　　Gs：土粒子比重

　　　　g：重力の加速度（cm／s2）

　　　　H：供試体の高さ（cm），排水距離（cm），水頭

　　　　　　差（cm）

　　　　互：供試体の平均高さ（cm）

　　　H。：供試体の初期高さ（cm），換算層厚（cm）

　　　Hi：予圧密開始前の供試体の初期高さ（cm）

　　　Hs：土粒子実質部分の高さ（cm）

　　　hs：土粒子実質部分の高さ（cm）

　　　IL：液性指数

　　　Ip；塑性指数

　　　　i：動水勾配

　　　i。：間隙水の流動が生じ始める最小の動水勾配

　　　ゴ：浸透水圧（gf／cm2／cm）

　　K。：静止土圧係数

　　　k：透水係数（cm／s）

　　　k。：地表面の透水係数（cm／s）

　　　L：試料の長さ（cm），排水距離（cm）

　　ra：体積圧縮係数（cm2／kgf）

　　M，。：地表面の体積圧縮係数（cm2／kgf）

　　　N：標準貫入試験の30cm当りの打撃回数

　　Ne：等価波数

　　Nl：液状化に至るまでの繰返し波数

　　　n：定数，分割数

　p，△p：軸荷重，軸荷重増分（kgf／cm2）

　　　P：指数

　　p。：再圧密圧力（kgf／cm2）

　　p、：圧密降伏応力（kgf／cm2）

　p。CLR：定載荷速度圧密試験における圧密降伏応力
　　，
　　　　　（kgf／cm2）

　p。CRS：定ひずみ速度圧密試験における圧密降伏応

　　　　　力（kgf／cm2）

　p，，、td：標準圧密試験における圧密降伏応力

　　　　　（kgf／cm2）

　　　q：流量（cm3）

　　　q：指数

　　　qu：一軸圧縮強度（kgf／cm2）

　　　R：供試体半径（cm）

　　　R：変位速度（cm／min）

　　　R：圧密係数比

　　Rε：ひずみ速度（％／min）

　　Rσ：載荷速度（kgf／cm2／min）

　　　T：ひずみ速度（s－1）

rd，rd’：せん断応力の低減係数

　S，S’：全沈下量（cm）

　　S。：最終沈下量（cm）

　　S，：時間tの時の沈下量（cm）

SR（Nt）：液状化強度比

　Td，Tv：時間係数

T’・△T’：時間係数

　t，td：時間（min）

　　　U：圧密度

　　　u：間隙水圧（kgf／cm2）

　　　元：平均間隙水圧（kgf／cm2）

　　Ub：供試体底部における過剰間隙水圧

　　　　　（kgf／cm2）

　△Ud：過剰間隙水圧の消散分（kgf／cm2）
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　△Ug：過剰間隙水圧の発生分（kgf／cm2）

　　　v：体積（cm3）

　　　V：速度（cm／s）

　　V，：定常状態における速度（cm／s）

　　Vb：ビューレット内の水の流速（cm／s）

　　Vs：供試体と同径のビューレットを用いた時の

　　　　　水の流速（cm／s）

　　　w：含水比（％）

　　吻：乾燥重量（gf）

　　Wi：初期含水比（％），　i番目のスライスの真の

　　　　　含水比（％）

　　Wm：塩分が土の重量に含まれるとした時の含水

　　　　　比（％）

　　IVL：液性限界（％）

　　Wp：塑性限界（％）

　　z。：オイラー座標系（無次元表示）

　　　z：座標

　　z。：オイラー座標系

　△Zj：第i番目のスライスの厚さ（cm）

　　　α：供試体底部の過剰間隙水圧Ubで正規化し

　　　　　た間隙水圧比，u／μb

　　　α：k／L（s－1）

　　αb：面積Abのビューレットで流速を測定した時

　　　　　のk／L（S－1）

　　α、：供試体の断面積A、に相当する面積のビュ

　　　　　ーレットにより流速を測定した時のk／L

　　　　　（s－1）

　　　β：塩分重量の真水重量に対する比

　　γd：土の乾燥単位体積重量（gf／cm3）

　　γf：流体の単位体積重量（gf／Cm3）

　　γ、：土の単位体積重量（gf／cm3）

　　rt：土の湿潤単位体積重量（gf／cm3）

　　rω：水の単位体積重量（gf／cm3）

　　　r’：土の有効単位体積重量（gf／cm3）

　　γ〆：第i番目のスライスの有効単位体積重量

　　　　　（gf／cm3）

　ε，△ε：ひずみ及びひずみ増分

　　　E：オイラー座標系で表わしたひずみ

　εB，εT：供試体の底部及び頭部におけるひずみ

εv，△εv：体積ひずみ及び体積ひずみ増分

　σ，△σ：全応力及び全応力増分（kgf／cm2）

σ’，△σ’：有効応力及び有効応力増分（kgf／cm2）

　　σ」：初期状態における有効応力（kgf／cm2）

　　σ。」：平均有効応力（kgf／cm2）

　σB，σT：供試体の底部及び頭部の全応力（kgf／cm2）

　σE，σi：供試体の底部及び頭部の有効応力

　　　　　（kgf／cm2）

　　　σ∫’：最終状態の有効応力（kgf／cm2）

　　　σi’：初期状態の有効応力（kgf／cm2）

　　　σ1：第i番目のスライスの平均有効応力

　　　　　　（kgf／cm2）

　　　σ4：基準応力（kgf／cm2）

　　　σv：鉛直応力（kgf／cm2）

　　ξ，ξ。：座標系

　　　ζ：圧密比（1＋θ。）／（1＋θ）

　　　μ：摩擦係数

　　　ρω：水の密度

　　　τ：供試体円周まわりの接線応力（kgf／cm2）

　　τav：平均せん断応力（kgf／cm2）

　　　τD：繰返しせん断応力振幅（kgf／cm2）

　　τt，N：N波の繰返し波数で液状化を生ずるせん断

　　　　　応力振幅（kgf／cm2）

（τD／σc）p：部分排水条件における応力比

（τD／σc）u：完全非排水条件における応力比

　　　φ：内部摩擦角（度）
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